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1. はじめに 

平成 23年７月６日，原子力安全委員会から経済産業省に対し，「東京電

力株式会社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の発電用原

子炉施設の安全性に関する総合的評価に関する報告について」（平成 23年

７月６日付け23安委決第７号）により，既設の発電用原子炉施設について，

設計上の想定を超える外部事象に対する頑健性に関して，総合的に評価を

行うよう要請された。 

これを受け，平成 23年７月 22日，原子力安全・保安院から当社に対し，

「東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の

発電用原子炉施設の安全性に関する総合評価の実施について（指示）」（平

成 23年７月 22日付け平成 23・07・20原院第１号）（以下，「指示文書」と

いう。）が発出され，同日これを受領した。 

本報告書は，指示文書に基づき，島根原子力発電所２号機（以下，「島根

２号機」という。）の安全性に関する総合評価における一次評価結果につい

て報告するものである。 
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2. 発電所の概要 

島根原子力発電所は，島根半島の中央，日本海に面した島根県松江市鹿島町に立

地しており，２基の原子炉（島根１号機，島根２号機）と建設段階の島根３号機が

ある。島根原子力発電所の全体配置図を図 2-1に示す。 

敷地面積は約192万m2であり，敷地形状は輪谷湾を中心とした半円状となってお

り，東西および南側を山に囲まれている。 

島根２号機は，敷地中央部の輪谷湾に面し，島根１号機の西側に隣接している。

原子炉建物は海岸線にほぼ平行に設置し，タービン建物は原子炉建物の北側に，廃

棄物処理建物は原子炉建物の東側に，主変圧器はタービン建物の北側に設置してい

る。開閉所は原子炉建物南西側の標高約 44mに整地造成した敷地に設置している。

管理事務所は島根１号機の東側に設置している。  

敷地は，タービン建物北側を標高8.5m，南側を標高15mに整地している。 

島根２号機は，昭和58年９月22日に原子炉設置変更許可を受け，昭和59年７月

10日に着工した。平成元年２月10日に営業運転を開始し，今日に至っている。 

島根２号機の主な系統および設備の概要を表 2-1，設備概要図を図 2-2に示す。 

 

表 2-1 島根２号機の主な系統および設備の概要 

原子炉型式 ＢＷＲ－５ 
格納容器型式 MarkⅠ改良型 
定格熱出力 2,436 MW 
燃料集合体 560体 
制御棒本数 137本 
使用済燃料貯蔵能力 3,518体 

原子炉の停止に
関する系統 

原子炉保護系           （２系統） 
制御棒および制御棒駆動水圧系   （137本， 

ポンプ２台） 
ほう酸水注入系          （ポンプ２台） 

炉心の冷却に関
する系統 

高圧炉心スプレイ系        （ポンプ１台） 
自動減圧系                     （６弁※１） 
低圧炉心スプレイ系        （ポンプ１台） 
残留熱除去系（低圧注水）      （ポンプ３台） 
原子炉隔離時冷却系         （ポンプ１台※２） 

放射性物質の閉
じ込めに関する
系統 

原子炉格納容器 
残留熱除去系（格納容器冷却）   （ポンプ２台） 

安
全
設
備 

安全機能をサポ
ートする系統 

非常用ディーゼル発電機       （発電機２台） 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（発電機１台） 
原子炉補機冷却系           （ポンプ４台） 
原子炉補機海水系          （ポンプ４台） 
高圧炉心スプレイ補機冷却系    （ポンプ１台） 
高圧炉心スプレイ補機海水系      （ポンプ１台） 

※１ 主蒸気逃がし安全弁と共用  ※２ 原子炉隔離時冷却系はタービン駆動 
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図 2-1 島根原子力発電所の全体配置図 
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図 2-2 島根２号機設備概要図 

S2 2. R0 

原子炉格納容器 

主蒸気逃がし安全弁（12弁のうち，自動減圧系6弁） 

サプレッション 
チェンバへ 

ほう酸水注入系 
(SLC)2台 
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3. 総合評価（一次評価）の手法 

3.1 評価対象時点 

島根２号機における総合評価（一次評価）は，平成24年５月31日時点における

施設と管理状態を対象とする。 

 

3.2 評価項目 

評価対象事象は，指示文書に基づき，以下の６項目について評価を実施する。 

【個別評価項目】 

・地震 

・津波 

・地震と津波の重畳 

・全交流電源喪失 

・最終的な熱の逃し場（最終ヒートシンク）の喪失 

・その他のシビアアクシデントマネジメント 

 

3.3 評価実施方法 

安全上重要な施設・機器等について，設計上の想定を超える事象に対して，どの

程度の安全裕度が確保されているかを評価する。評価は，許容値等に対し，どの程

度の裕度を有するかという観点から行う。なお，許容値等については，施設・機器

等の実質的な耐力に比して余裕を持って設定されている場合は，必要に応じ，技術

的に妥当性を示せる範囲においてその余裕を考慮した値を用いることとする。 

また，設計上の想定を超える事象に対し安全性を確保するために取られている措

置について，多重防護の観点からその効果を示す。 

評価において，事象の進展過程については，イベントツリーの形式で示すことと

し，イベントツリーの各段階において，その段階で使用可能な防護措置について検

討し，それぞれの有効性および限界を示す。 

評価にあたって，3.2項の各評価項目に対する共通的な前提条件および留意点に

ついては以下のとおりとする。 

(1) 決定論的な手法を用い，過度の保守性を考慮することなく現実的な評価を行う。 

(2) 防護措置の評価にあたっては，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の

後に緊急安全対策として実施した措置の効果（裕度向上の程度など）を評価・明

示する。 

さらに，将来的に更なる措置を行う場合は，その措置内容と措置の効果（裕度

向上の程度など）についても参考としてまとめる。 

(3) 原子炉および燃料プールが同時に影響を受けると想定する。また，防護措置の

評価にあたっては，合理的な想定が可能な場合を除き，一度機能を失った機器等

の機能は回復しない，プラント外部からの支援は受けられない等，厳しい状況を

仮定する。 
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起因事象発生時の状況として，最大出力下での運転など最も厳しい運転条件を

想定するとともに，燃料プールが使用済燃料で満たされる等最も厳しいプラント

状況を想定する。 

 (4) 機器については，通常の保全活動において，取替えや手入れ等により機能維持

を図っているが，一部の経年劣化は機器等に影響を与える応力を増加させる可能

性があるため，経年劣化については以下のとおり考慮する。 

   a. 「地震」に係る評価においては，地震動により，機器等に影響を与える応力を

増加させる可能性があるため，経年劣化を考慮する対象とする。 

   b. 「津波」に係る評価においては，機器等の最下部が浸水すれば直ちに機能喪失

するとの評価を行い，強度的な評価を伴わないことから，経年劣化の影響は評

価結果に影響をおよぼさないため，経年劣化の検討対象外とする。 

   c. 「地震」，「津波」以外の「全交流電源喪失」等に係る評価においては，事象の

進展を防止するための緩和手段に必要な水や軽油等の量について評価すること

から，経年劣化の影響は評価結果に影響をおよぼさないため検討対象外とする。 

 

3.4 品質保証活動 

当社は，「原子力発電所における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ

4111-2009）」を適用規格とする品質マネジメントシステム（以下，「ＱＭＳ」とい

う。）を構築するとともに，この考え方を「島根原子力発電所 原子炉施設保安規定」

にも明確に位置づけ，当社の保安活動全てをＱＭＳのもとで実施している。 

指示文書への対応においても，ＱＭＳの仕組みのもと，総合評価を実施する。 

評価の過程において実施するプラントメーカへの解析業務の委託についても， 

ＱＭＳの仕組みのもと，「ＪＡＮＴＩ-ＧＱＡ-01-第１版 原子力施設における許認

可申請等に係る解析業務の品質向上ガイドライン（平成 22年 12月）」を反映した

「調達管理基本要領」に基づき，調達管理を実施している。 
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4. 多重防護の強化策 

島根２号機は，「アクシデントマネジメントの今後の進め方について」（平成４年

７月付け通商産業省）に基づき，アクシデントマネジメント対策を整備している。 

また，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊急安全対策等に

より，更なる信頼性向上を図っている。 

 

4.1 アクシデントマネジメント対策 

アクシデントマネジメント対策については，「アクシデントマネジメントの今後

の進め方について」（平成４年７月付け通商産業省）に基づき，平成６年３月に「島

根原子力発電所２号炉のアクシデントマネジメント検討報告書」（以下，「ＡＭ検討

報告書」という。）を通商産業省（現経済産業省）に報告し，表 4-1の通り対策を

整備し，平成 14年５月に「島根原子力発電所のアクシデントマネジメント整備報

告書」（以下，「ＡＭ整備報告書」という。）を経済産業省に報告している。 

ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書で報告したアクシデントマネジメント対

策についての詳細を添付 4.1-1に示す。また，これらの対策についての実効性を確

保するため，組織体制の整備，手順書の整備，教育・訓練の実施について整備した

アクシデントマネジメントの実効性確保についての詳細を添付 4.1-2に示す。 

 

表 4-1 アクシデントマネジメント対策 

機能 平成６年３月以前 
に整備した対策 

追加整備した対策 
（以下，「ＡＭ対策」という。） 

原子炉停止 
機能 

・手動スクラム 
・水位制御およびほう酸水注入系
の手動操作 

・代替反応度制御（再循環ポン
プトリップおよび代替制御棒
挿入） 

原子炉および格
納容器への注水
機能 

・非常用炉心冷却系等の手動起動 
・原子炉の手動減圧および低圧注
水操作 
・代替注水手段（給復水系，制御
棒駆動水圧系による原子炉への
注水手段） 

・代替注水手段（復水輸送系，
消火系による原子炉・格納容
器への注水手段） 
・原子炉減圧の自動化 

格納容器からの
除熱機能 

・格納容器冷却系の手動起動 
・窒素ガス制御系および非常用ガ
ス処理系を用いたベント 

・原子炉浄化系，ドライウェル
冷却機を利用した代替除熱 
・残留熱除去系の故障機器の復
旧 
・格納容器ベント（耐圧強化ベ
ント） 

安全機能の 
サポート機能 

・外部電源の復旧および非常用デ
ィーゼル発電機の手動起動 
・電源融通（高圧） 

・電源融通（低圧） 
・電源融通（高圧炉心スプレイ
系専用ディーゼル発電機から
の6.9ｋV融通） 
・非常用ディーゼル発電機の故
障機器の復旧 
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4.2 緊急安全対策および更なる信頼性向上対策 

平成 23年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえて発出された経済産業大臣

指示文書「平成 23年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊

急安全対策の実施について（指示）」（平成23年３月30日付け平成23・03・28原

第７号）に基づき，津波により３つの機能（交流電源を供給する全ての設備の機能，

海水を使用して原子炉施設を冷却する全ての設備の機能および燃料プールを冷却

する全ての設備の機能）を喪失したとしても，炉心損傷および使用済燃料の損傷を

防止し，放射性物質の放出を抑制しつつ，原子炉施設の冷却機能の回復を図るため

の緊急安全対策について，平成23年４月22日に「島根原子力発電所における緊急

安全対策に係る実施状況報告書」，平成23年５月２日に「島根原子力発電所におけ

る緊急安全対策に係る実施状況報告書（補正）」（以下，この２つの報告書を「緊急

安全対策報告書」という。）にて報告し，表 4-2に示すとおり緊急安全対策につい

て整備するとともに，更なる信頼性向上対策の整備を進めている。 

詳細を添付 4.2，津波発生時の想定事象への対応措置を図 4-1，図 4-2に示す。 

 

表 4-2 緊急安全対策および更なる信頼性向上対策 

項目 緊急安全対策 更なる信頼性向上対策 
緊急時の電源確
保 

・高圧発電機車および可搬式発
電機の配備 
・高圧発電機車および可搬式発
電機からの電源供給のための
資機材の整備 
・高圧発電機車および可搬式発
電機からの電源供給手順の整
備 
・発電機用の燃料補給手段の確
保 

・緊急用発電機の設置 
・燃料抜取り手段の確保 

緊急時の最終的
な除熱機能の確
保 

・消防ポンプ車等の配備 
・水源を確保するために必要な
資機材の整備 
・消防ポンプ車等による代替注
水手順の整備 
・原子炉格納容器ベント用資機
材の確保 
・原子炉補機海水系の復旧用資
機材の確保 

緊急時の燃料プ
ールの冷却確保 

・消防ポンプ車等の配備 
・水源を確保するために必要な
資機材の整備 
・消防ポンプ車等による代替注
水手順の整備 

・原子炉補機海水ポンプ電動機
の予備品の確保 
・原子炉補機海水系へ接続する
可搬式ディーゼル駆動ポンプ
の確保 
・可搬式エンジン駆動ポンプの
確保 

発電所の構造等
を踏まえた当面
必要となる対策 

・建物の浸水防止対策 ・建物の浸水防止対策の強化 
・防波壁の強化 
・海水系ポンプエリアの浸水防
止対策 
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図 4-1 津波発生時の想定事象への対応措置（原子炉冷却）
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図 4-2 津波発生時の想定事象への対応措置（燃料プール冷却）
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4.3 外部電源の信頼性確保 

平成 23年４月７日に発生した宮城県沖の地震により，東北電力株式会社管内に

おいて広域にわたる停電が発生し，東通原子力発電所等において一時的に外部電源

の喪失が発生したことを踏まえ，平成23年４月15日に発出された経済産業省原子

力安全・保安院指示文書「原子力発電所及び再処理施設の外部電源の信頼性確保に

ついて（指示）（平成 23・04・15原院第３号）」に基づき，原子力発電所等への電

力の供給信頼性を更に向上させるための対策について，平成23年５月16日に「島

根原子力発電所の外部電源の信頼性確保に係る実施状況報告書」により報告した。 

また，平成23年３月11日の東北地方太平洋沖地震による揺れで，福島第一原子力

発電所内の開閉所の遮断器等に損傷が発生したことを踏まえ，平成23年６月７日に

発出された経済産業省原子力安全・保安院指示文書「原子力発電所等の外部電源の

信頼性確保に係る開閉所等の地震対策について(指示)」(平成23・06・07原院第１

号)に基づき，開閉所等の電気設備が地震により機能不全となる倒壊，損傷等が発

生する可能性についての影響評価等を実施し，平成23年７月７日に「島根原子力発

電所の外部電源の信頼性確保に係る開閉所等の地震対策について（報告）」により

報告した。その後，東京電力株式会社が原子力安全･保安院へ報告した「福島第一

原子力発電所内外の電気設備の被害状況等に係る記録に関する報告を踏まえた対

応について(指示)に対する追加報告について」(平成24年１月19日)を踏まえ，平成

24年１月19日発出された経済産業省原子力安全・保安院指示文書「原子力発電所等

の外部電源の信頼性確保に係る開閉所等の地震対策について(追加指示)」(平成24･

01･17原院第１号)に基づき，原子力発電所の開閉所の電気設備及び変圧器において，

今後発生する可能性のある地震を入力地震動に用いた耐震性の評価及び追加的な

対策の実施に関する計画について，平成24年２月17日に「島根原子力発電所の外部

電源の信頼性確保に係る開閉所等の耐震性評価実施計画書」により報告し，現在対

象設備の耐震性評価を行っているところである。 

詳細を表 4-3および添付 4.3に示す。 

 

表 4-3 外部電源の信頼性確保のための措置 
項目 措置内容 

外部電源の供給信頼
性の更なる向上策 

・500kV送電線から１，２号機の非常用母線へ給電する回線の新
設 
・66kV送電線から３号機の非常用母線へ給電する回線の新設 

送電鉄塔に関する耐
震性向上策 

・耐震性に優れた支持がいしへの取り替えまたは免震装置の取付 

開閉所等の電気設備
の津波影響防止対策 

・EL※8.5mに設置されている外部電源の受電に供する変圧器に対
する防水壁の設置 

開閉所等の電気設備
の耐震性評価 

・開閉所設備および変圧器について，ＪＥＡＧ5003-2010「変電
所等における電気設備の耐震設計指針」による耐震性評価を実
施し，設計上の裕度を確認 

・島根原子力発電所の基準地震動Ｓｓをもとに，対象設備の耐震
性を評価 

※「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベル 

S
2
 
4
.
 
R
0
 



4-6 

4.4 シビアアクシデントへの対応に係る措置 

平成 23年福島第一・第二原子力発電所事故に関する国の報告書において，追加

的な知見が得られたことを踏まえ，平成 23年６月７日に発出された経済産業大臣

指示文書「平成 23年福島第一原子力発電所事故を踏まえた他の原子力発電所にお

けるシビアアクシデントへの対応に関する措置の実施について（指示）（平成 23・

06・07原第２号）」に基づき，中央制御室の作業環境の確保等について，平成 23

年６月14日に「平成23年福島第一原子力発電所事故を踏まえたシビアアクシデン

トへの対応に関する措置に係る実施状況報告書」にて報告し，表 4-4のシビアアク

シデント対応措置を整備している。 

詳細を添付 4.4に示す。 

 

表 4-4 シビアアクシデント対応措置 

項目 措置内容 
中央制御室の作業
環境の確保 

・高圧発電機車の追加配備 
・手順書の整備 

緊急時における発
電所構内通信手段
の確保 

・トランシーバの追加配備 
・有線の簡易通話装置（乾電池式）の配備 
・可搬式蛍光灯の配備 

高線量対応防護服
等の資機材の確保
および放射線管理
のための体制の整
備 

・高線量対応防護服の配備 
・「原子力災害時における原子力事業者間協力協定」の提供資
機材リストにない資機材の原子力事業者間等での相互融通
について，協定に準ずる文書での確認 
・緊急時に放射線管理要員以外の要員が現場での放射線測定
等の放射線管理業務を助勢できる仕組みの整備 

水素爆発防止対策 ・原子炉建物天井への穴あけ作業に必要な資機材の配備 
・原子炉建物天井への穴あけ作業に関する手順書の整備 
・原子炉建物内の水素検知器および水素の放出設備の設置 

がれき撤去用の重
機の配備 

・ホイールローダ等の配備 
・非常災害時，ホイールローダ等の重機および運転員を優先
して提供することについての協力会社との覚書の締結 
・当社社員が当該車両の運転操作を実施できる体制の整備 
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以上の多重防護の強化策の整備にあたっては，訓練により対策の有効性について

確認し，必要により追加策の検討，手順書の見直し等を行うことで，継続的な改善

を図っている。 
また，計画的な教育および訓練により，対策の実効性向上を図っている。 
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5. 個別評価項目に対する評価方法および評価結果 

5.1 地 震 

5.1.1 評価実施事項 

(1) 建物，系統，機器等の耐震裕度評価 

地震動が，設計上の想定を超える程度に応じて，耐震Ｓクラスおよび燃料の重

大な損傷に関係し得るその他のクラスの建物，系統，機器等（以下，「設備」とい 

う。）が損傷・機能喪失するか否かを評価基準値との比較もしくは確率論的安全評

価（以下，「ＰＳＡ」という。）の知見等を踏まえて評価する。 

 

(2) クリフエッジの特定 

(1)の評価結果を踏まえて，発生する起因事象により燃料の重大な損傷に至る事  

象の過程を同定し，クリフエッジの所在を特定する。また，そのときの耐震裕度の

大きさを明らかにする。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 
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5.1.2 評価方法 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料を対象に，以下の評価を実施す 

る（図 5.1-1）。 

 

 

 

(1)a.起因事象の選定 

 

(1)b.起因事象に関連する設備の抽出 

およびその耐震裕度の評価 

 

(1)c.各起因事象の発生に係る耐震裕度の特定 

 

 

 

(1)d.影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

 

(1)e.影響緩和機能に関連する設備の抽出 

およびその耐震裕度の評価 

 

(2)a.各収束シナリオの耐震裕度の特定 

 

(2)b.クリフエッジの特定 

 

(3)事象進展防止措置の評価 

 

※：日本原子力学会標準「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施

基準：2007（2007年９月）」 

 

図 5.1-1 クリフエッジ評価に係るフロー図（地震） 

地震ＰＳＡ学会標準（※）に示

される考え方に基づき，起因事

象を選定する 

起因事象に関連する設備を抽

出し，リスト化する 

抽出した設備の耐震裕度を評
価する 

各起因事象の発生に係る耐震

裕度を評価する 

選定した起因事象について，イ

ベントツリーを作成する 

影響緩和機能に関連する設備

を抽出し，リスト化する 

抽出した設備の耐震裕度を評
価する 

各影響緩和機能について，フォ

ールトツリーを作成し，耐震裕
度を特定する 

緊急安全対策の前後を比較する

ことで，その効果を評価する 

NO 

YES 

クリフエッジの特定 

発生に係る
耐震裕度が
次に小さい
起因事象を
選定 

他の起因事象の発生
に係る耐震裕度以下
であるか？ 

発生に係る耐震裕度が 
最も小さい起因事象を選定 

イベントツリーの耐震裕度の特定 
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(1) 建物，系統，機器等の耐震裕度の評価 

a. 起因事象の選定 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料について，以下の考え方に基づ

き，地震を起因として燃料の重大な損傷に至る事象を選定する。 

・原子炉にある燃料については，地震ＰＳＡ学会標準に示される考え方に基づ

き選定する。 

・燃料プールにある燃料については，燃料プールの保有水の流出や冷却機能喪

失に伴うプール水位の低下に着目し，選定する。 

 

b. 起因事象に関連する設備の抽出およびその耐震裕度の評価 

(a) 起因事象に関連する設備の抽出 

耐震Ｓクラスおよび燃料の重大な損傷に関係し得るその他のクラスの設備か

ら，a.項において選定した各起因事象の発生に直接関連する設備を評価対象設

備として抽出する（添付 5.1-1）。 

 

(b) 起因事象に関連する設備の耐震裕度の評価 

(a)項において抽出した設備について，基準地震動Ｓｓに対する耐震裕度を評

価する（添付 5.1-2,3）。 

ｱ. 評価条件 

(ｱ) 評価用地震動は，耐震バックチェックにおいて策定した基準地震動Ｓｓとす

る。 

(ｲ) 地震応答解析モデルおよび解析諸元等については，原則，耐震バックチェッ

クと同様のものとする。 

(ｳ) 発生値は，耐震バックチェックと同様の手法により算出することを基本とし，

基準地震動Ｓｓに対して算出する。なお，敷地前面海域活断層の連動を考慮し

て新たに策定した基準地震動Ｓｓ－３に対しては，クリフエッジに関連する設

備を対象として発生値を算出する。 

(ｴ) 評価基準値は，以下のとおり耐震バックチェックと同様の値を用いることを

基本とする。 

・構造強度に係る評価基準値は，規格基準で規定されている値，もしくは試

験等で妥当性が確認された値を用いるが，必要に応じ，設計引張強さ  

（Ｓｕ）等を用いる。 

・動的機能に係る評価基準値は，規格基準で規定されている値，もしくは試

験等で妥当性が確認された値を用いる。また，機能確認済加速度との比較

による評価に加え，解析による評価も用いる。 

(ｵ) 経年劣化については，島根原子力発電所の保守管理における実績，定期安全

レビューおよび高経年化技術評価などの知見から，耐震裕度評価に影響する経

年劣化事象を検討して評価を行う。 

(ｶ) 耐震裕度の評価にあたり，基準地震動Ｓｓ相当以下で損傷・機能喪失すると

考えられる耐震Ｂ，Ｃクラスの設備については，耐震裕度の評価を行わない。 
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ｲ. 耐震裕度の評価方法 

(ｱ) 評価対象設備ごとに，発生値が評価基準値に達する地震力の基準地震動Ｓｓ

による地震力に対する倍率を算出し，耐震裕度を求める。 

(ｲ) 回転機器などの構造強度評価と動的機能維持評価の両方の評価を実施して

いる設備については，両方のうちの小さい裕度を耐震裕度とする。 

 

c. 各起因事象の発生に係る耐震裕度の特定 

a.項において選定した各起因事象について，b.項において求めた各設備の耐震

裕度の評価結果から，各起因事象の発生に係る耐震裕度を特定する。 

 

d. 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

起因事象の発生に係る耐震裕度が小さい順に起因事象を選定し，その起因事象

に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，イベントツリーを作成し，事

象の進展を収束させるシナリオを特定する。 

イベントツリーの作成にあたっては，これまでのＰＳＡで用いられている成功

基準，事故シーケンス分析の結果に基づき展開された各起因事象に対するイベン

トツリーを基本とする。 

 

e. 影響緩和機能に関連する設備の抽出およびその耐震裕度の評価 

(a) 影響緩和機能に関連する設備の抽出 

耐震Ｓクラスおよび燃料の重大な損傷に関係し得るその他のクラスの設備か

ら，d.項において選定した起因事象の影響緩和機能に関連する設備を評価対象

設備として抽出する（添付 5.1-1）。具体的には，フロントライン系※１の設備

（主要設備）およびサポート系※２の設備（補助設備）について，各起因事象の

影響を緩和させるのに必要な設備を評価対象設備として抽出する。 

※１：各イベントツリーにおいて，安全機能を直接果たす系統をフロントライ 

ン系という。例えば，外部電源喪失では，原子炉停止，主蒸気逃がし安 

全弁による圧力制御，非常用炉心冷却系による注水等がこれに該当し， 

これらの機能を組み合わせて事象収束を図る。 

※２：フロントライン系を機能させるために必要な電源や冷却水等を供給する 

系統をサポート系という。例えば，非常用炉心冷却系の機能確保には, 

監視・制御のための直流電源やポンプ駆動のための交流電源等の機能が 

必要となる。 

 

(b) 影響緩和機能に関連する設備の耐震裕度の評価 

ｱ. 影響緩和機能に関連する設備の耐震裕度の評価 

(a)項において抽出した設備について，基準地震動Ｓｓに対する耐震裕度を

評価する。 

なお，評価条件および評価方法については，b.(b)項と同様である。 
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ｲ. 影響緩和機能の耐震裕度の特定 

d.項において特定した各収束シナリオに含まれる影響緩和機能の耐震裕度

を特定する。具体的には，各影響緩和機能のフォールトツリーを作成し，各影

響緩和機能を構成する各設備の耐震裕度を整理し，最も小さい耐震裕度を当該

影響緩和機能の耐震裕度として特定する。 

 

(2) クリフエッジの特定 

a. 各収束シナリオの耐震裕度の特定 

(1)e.項において求めた影響緩和機能の耐震裕度から，各収束シナリオの耐震裕

度を特定する。 

なお，各収束シナリオの耐震裕度は，必要な各影響緩和機能の耐震裕度のうち，

最も小さいものとなる。 

 

b. クリフエッジの特定 

a.項において求めた収束シナリオの耐震裕度から，当該起因事象のイベントツ

リーの耐震裕度を特定する。当該起因事象のイベントツリーの耐震裕度は，イベ

ントツリーに収束シナリオが複数ある場合には，それらのシナリオの耐震裕度の

うち，最も大きいものとなる。 

各起因事象のイベントツリーの耐震裕度の中からクリフエッジを特定する。 

クリフエッジは各起因事象のイベントツリーの耐震裕度のうち，最も小さいも

のとなる。 

なお，(1)a.項において，燃料の重大な損傷に至るすべての起因事象を抽出して

いるが，それぞれの起因事象に至る損傷対象設備が異なる結果，起因事象の発生

に係る耐震裕度も異なった値となることを踏まえると，クリフエッジを評価する

ためには，(1)a.項において抽出された起因事象に対して，起因事象の発生に係る

耐震裕度の小さい起因事象から順にクリフエッジが特定されるまでの評価を実施

すればよい。つまり，発生に係る耐震裕度が最も小さい起因事象のイベントツリ

ーの耐震裕度が，次に発生する起因事象の発生に係る耐震裕度以下となる場合に

おいては，その起因事象自体が発生し得ないこととなるため，それ以上の評価は

必要ない。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

a. 事象進展防止措置の特定 

(1)d.項のイベントツリーを基に，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の進展を  

防止するための措置について，4.2項に示す整備済みの緊急安全対策および更なる

信頼性向上対策から必要な措置を特定する。 

 

b. 緊急安全対策実施前後の耐震裕度の比較 

a.項の措置について，当該措置を実施したことにより，どのように燃料の重大

な損傷に至る事象の過程の進展を防止できるか，イベントツリーで明確化すると
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ともに，耐震裕度の改善度合いを評価する。 
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5.1.3 評価結果 

(1) 原子炉にある燃料に対する評価 

a. 建物，系統，機器等の耐震裕度の評価 

(a) 起因事象の選定 

地震を起因として燃料の重大な損傷に至る事象として，地震ＰＳＡ学会標準

に示される考え方に基づき，以下の事象を選定した（図 5.1-2）。 

【起因事象】 

・外部電源喪失 

・交流電源喪失※ 

・直流電源喪失※ 

・計装・制御系喪失に伴う制御不能※ 

・最終ヒートシンク喪失※ 

・原子炉冷却材喪失 

・スクラム失敗 

・炉心損傷直結 

※：外部電源喪失の収束シナリオに含めて考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-2 燃料の重大な損傷に至る起因事象の選定フロー図 

 

地震発生 地震荷重による建物・構築物，大型静的機器の損傷

による分類 

地震荷重による安全機能へ

重大（広範）な影響を及ぼす

機器等の損傷による分類 

地震による起因事象 

※１：その他過渡事象の評価は外部電源喪失で代表する。 

※２：スクラム失敗(Anticipated Transient Without Scram) 

※３：原子炉冷却材喪失(Loss Of Coolant Accident) 

No 

地震 

サポート系

等健全 

その他過渡事象※１ 

ＡＴＷＳ※２ 

外部電源喪失 

交流電源喪失 

直流電源喪失 

計装・制御系喪失に伴う 

制御不能 

最終ヒートシンク喪失 

大破断ＬＯＣＡ※３ 

中破断ＬＯＣＡ※３ 

小破断ＬＯＣＡ※３ Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

 

炉心損傷直結 

・原子炉格納容器破損 

・原子炉圧力容器破損 

・原子炉建物破損 

ＬＯＣＡ※3無し 

原子炉格納容器・ 
原子炉圧力容器健全 

建物・構築物 

健全 
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(b) 起因事象に関連する設備の抽出およびその耐震裕度の評価 

ｱ. 起因事象に関連する設備の抽出 

各起因事象に関連する設備を添付 5.1-1で整理し，添付 5.1-4のとおり抽

出した。 

ｲ. 起因事象に関連する設備の耐震裕度の評価 

ｱ.項において抽出した設備について，発生値，評価基準値および損傷モード

を整理した上で，添付 5.1-4のとおり耐震裕度を評価した。 

 

(c) 各起因事象の発生に係る耐震裕度の特定 

各起因事象について，各設備の耐震裕度の評価結果を用いて，起因事象の発

生に係る耐震裕度を，表 5.1-1のとおり特定した。 

起因事象の発生に係る耐震裕度が最も小さいのは「外部電源喪失」であり，

耐震Ｃクラス設備の破損により発生することから，基準地震動Ｓｓ相当以下で

発生すると考えられる。 

これ以外の起因事象については，耐震Ｓクラス設備の破損により発生するも

のであり，次に発生に係る耐震裕度の小さい起因事象は「炉心損傷直結」であ

り，その発生に係る耐震裕度は1.69となった。 

以上より，起因事象の発生に係る耐震裕度が最も小さい「外部電源喪失」に

対して，影響緩和に必要な機能を抽出し，イベントツリーより収束シナリオを

特定する。 

その他の起因事象については，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度 

が次に発生する起因事象の発生に係る耐震裕度を上回った場合にイベントツリ

ーを作成して評価する。 

 

表 5.1-1 各起因事象の発生に係る耐震裕度の評価結果（原子炉） 

起因事象 設備 耐震裕度 

外部電源喪失 工学的判断※ ～1.0 

原子炉冷却材喪失 原子炉再循環系配管 1.97 

スクラム失敗 制御棒挿入性 2.0 

炉心損傷直結 
原子炉圧力容器 

スタビライザ 
1.69 

※：がいしなどの損傷により基準地震動Ｓｓに至るまでに機能喪失すると想定 

 

(d) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

「外部電源喪失」に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，添付 

5.1-5のとおりイベントツリーを作成し，収束シナリオを特定した。 

なお，耐震裕度の評価を行わない耐震Ｂ，Ｃクラス設備については，基準地

震動Ｓｓ相当の地震によりすべて機能喪失するものと想定し，イベントツリー

においては，破線で識別した。 
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基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において期待できる収束シナリオは，以下の

６通りである。 

シナリオ①～⑤は，起因事象発生後，原子炉停止および原子炉の圧力制御に

成功し，非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

により交流電源を確保している状態である。  

シナリオ①：主蒸気逃がし安全弁による原子炉の圧力制御とともに高圧系の原

子炉隔離時冷却系による注水を継続する。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，残留熱除去系によ

り除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ②：シナリオ①において，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水に

失敗した場合は，高圧系の高圧炉心スプレイ系による注水を継続

する。 

      原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，残留熱除去系によ

り除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ③：シナリオ②において，残留熱除去系による除熱に失敗した場合は，

格納容器ベントにより除熱することで，燃料の重大な損傷に至る

事象は回避される。 

シナリオ④：シナリオ②，③において，高圧系の高圧炉心スプレイ系による注

水に失敗した場合は，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧し

た上で，低圧系の残留熱除去系等による注水を行う。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，残留熱除去系によ

り除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ⑤：シナリオ④において，残留熱除去系による除熱に失敗した場合は，

格納容器ベントにより除熱することで，燃料の重大な損傷に至る

事象は回避される。 

シナリオ⑥は，起因事象発生後，原子炉停止および原子炉の圧力制御に成功

するが，非常用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機およ

び高圧電源融通による電源供給に失敗している状態である。 

シナリオ⑥：主蒸気逃がし安全弁による原子炉の圧力制御とともに蓄電池（直

流電源）にて起動する高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水に

より原子炉の水位を維持する。 

緊急安全対策で配備した高圧発電機車により交流電源を確保し，

原子炉隔離時冷却系の運転を継続する。 

主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，送水車による

注水を行う。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，格納容器ベントに
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より除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

 

(e) 影響緩和機能に関連する設備の抽出およびその耐震裕度の評価 

ｱ. 影響緩和機能に関連する設備の抽出 

「外部電源喪失」の影響緩和機能を構成する設備について，添付5.1-1のと

おり整理するとともに，添付 5.1-6のとおり各影響緩和機能のフロントライン

系およびサポート系を整理の上，添付 5.1-7のとおり抽出した。 

また，これら影響緩和機能に係る概略系統図を添付 5.1-8に示す。 

ｲ. 影響緩和機能に関連する設備の耐震裕度の評価 

ｱ.項において抽出した設備について，発生値，評価基準値および損傷モード

を整理し，添付 5.1-7のとおり耐震裕度を評価した上で，添付 5.1-9のとおり

フォールトツリーにも展開した。 

 

b. クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの耐震裕度の特定 

「外部電源喪失」の収束シナリオを添付 5.1-10のイベントツリーを用いて評

価した結果，各収束シナリオの耐震裕度のうち，シナリオ⑥の耐震裕度が最も

大きく，耐震裕度は2.0となった。 

 

(b) クリフエッジの特定 

「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度は2.0であり，「外部電源喪失」

の次に発生する起因事象は緩和系の期待できない「炉心損傷直結」であり，そ

の発生に係る耐震裕度は1.69である。 

したがって，原子炉にある燃料の重大な損傷を防止する観点では，耐震裕度

1.69をクリフエッジとして特定した。 

 

c. 事象進展防止措置の評価 

(a) 事象進展防止措置の特定 

  緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」を起因事象としたイベントツリ

ーを添付 5.1-11に示す。 

緊急安全対策実施前においては，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディ

ーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機により交流電源を確

保し，高圧系の原子炉隔離時冷却系または高圧炉心スプレイ系による注水を継

続する手段を整備していた。 

また，高圧系の原子炉隔離時冷却系および高圧炉心スプレイ系による注水に

失敗した場合は，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，低圧系の

残留熱除去系等により注水する手段または復水輸送系等により代替注水する手

段を整備していた。 

更に，非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

による電源供給に失敗した場合は，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水に
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より原子炉の水位を維持し，高圧電源融通により交流電源を確保した後，主蒸

気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，低圧系の残留熱除去系により注

水する手段または復水輸送系等により代替注水する手段を整備していた。 

緊急安全対策において，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディーゼル発

電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機および高圧電源融通による電源供

給に失敗した場合に備え，高圧発電機車またはガスタービン発電機による電源

供給手段を整備した。 

また，低圧系の残留熱除去系による注水および復水輸送系等による代替注水

に失敗した場合に備え，送水車による注水手段を整備した。 

 

(b) 緊急安全対策実施前後の耐震裕度の比較 

緊急安全対策実施前は，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度は1.57

であった。 

緊急安全対策実施後においては，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディ

ーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機および高圧電源融通によ

る電源供給に失敗したとしても，蓄電池（直流電源）が枯渇するまでに高圧発

電機車により交流電源を確保することで，高圧系の原子炉隔離時冷却系による

注水の継続が可能となり，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，

送水車による注水によって，燃料の重大な損傷に至る事象を回避することが可

能となる。 

これらの対策により，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度は2.0に

向上している。 

 

(2) 燃料プールにある燃料に対する評価 

a. 建物，系統，機器等の耐震裕度の評価 

(a) 起因事象の選定 

燃料プールにある燃料の重大な損傷に至る起因事象としては，燃料プール保

有水の流出や燃料プールの冷却設備の機能喪失が考えられる。 

燃料プール保有水が流出する原因としては，プール本体の損傷が考えられる。 

また，燃料プールの冷却設備の機能喪失に至る原因としては，燃料プールを

冷却する設備やサポート系の機能喪失が考えられる。 

以上の損傷要因に関する分析から，評価対象とする起因事象として以下の事

象を選定した。 

【起因事象】 

・外部電源喪失 

・交流電源喪失※ 

・直流電源喪失※ 

・計装・制御系喪失に伴う制御不能※ 

・最終ヒートシンク喪失※ 

・燃料プール損傷 
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※：外部電源喪失の収束シナリオに含めて考慮する。 

 

(b) 起因事象に関連する設備の抽出およびその耐震裕度の評価 

ｱ. 起因事象に関連する設備の抽出 

各起因事象に関連する設備を添付 5.1-1で整理し，添付 5.1-12のとおり抽

出した。 

ｲ. 起因事象に関連する設備の耐震裕度の評価 

ｱ.項において抽出した設備について，発生値，評価基準値および損傷モード

を整理した上で，添付 5.1-12のとおり耐震裕度を評価した。 

 

(c) 各起因事象の発生に係る耐震裕度の特定 

各起因事象について，各設備の耐震裕度の評価結果を用いて，起因事象の発

生に係る耐震裕度を表 5.1-2のとおり特定した。 

起因事象の発生に係る耐震裕度が最も小さいのは「外部電源喪失」であり，

耐震Ｃクラス設備の破損により発生することから，基準地震動Ｓｓ相当以下で

発生すると考えられる。 

「燃料プール損傷」については，耐震Ｓクラス設備の破損により発生するも

のであり，発生に係る耐震裕度は1.96となった。 

以上より，起因事象の発生に係る耐震裕度が最も小さい「外部電源喪失」に

対して，影響緩和に必要な機能を抽出し，イベントツリーより収束シナリオを

特定する。 

なお，「燃料プール損傷」は，影響緩和機能に関係なく燃料プール内の燃料の

重大な損傷を発生させることからイベントツリーを作成しないものとする。 

 

表 5.1-2 各起因事象の発生に係る耐震裕度の評価結果（燃料プール） 

起因事象 設備 耐震裕度 

外部電源喪失 工学的判断※ ～1.0 

燃料プール損傷 原子炉建物天井クレーン 1.96 

※：がいしなどの損傷により基準地震動Ｓｓに至るまでに機能喪失すると想定 

 

(d) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

「外部電源喪失」に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，添付 

5.1-13のとおりイベントツリーを作成し，収束シナリオを特定した。 

なお，耐震裕度の評価を行わない耐震Ｂ，Ｃクラス設備については，基準地

震動Ｓｓ相当の地震によりすべて機能喪失するものと想定し，イベントツリー

においては，破線で識別した。 

基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において期待できる収束シナリオは，以下の

４通りである。 

シナリオ①は，起因事象発生後，非常用ディーゼル発電機により交流電源を
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確保している状態である。 

シナリオ①：残留熱除去系により燃料プールへ注水することで，燃料の重大な

損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ②，③，④は，起因事象発生後，非常用ディーゼル発電機，高圧電

源融通，高圧発電機車およびガスタービン発電機による電源供給に失敗してい

る状態，もしくは，非常用ディーゼル発電機または高圧発電機車により交流電

源を確保するが，燃料プール補給水系による注水，緊急安全対策で整備した復

水輸送系等による代替注水等に失敗している状態である。 

シナリオ②，③，④ 

：緊急安全対策で配備した送水車により燃料プールへ注水するこ

とで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

 

(e) 影響緩和機能に関連する設備の抽出およびその耐震裕度の評価 

ｱ. 影響緩和機能に関連する設備の抽出 

「外部電源喪失」の影響緩和機能を構成する設備について，添付5.1-1の通

り整理するとともに，添付 5.1-14のとおり各影響緩和機能のフロントライン

系およびサポート系を整理の上，添付 5.1-15のとおり抽出した。 

また，これら影響緩和機能に係る概略系統図を添付 5.1-16に示す。 

ｲ. 影響緩和機能に関連する設備の耐震裕度の評価 

ｱ.項において抽出した設備について，発生値，評価基準値および損傷モード

を整理し，添付 5.1-15のとおり耐震裕度を評価した上で，添付 5.1-17のとお

りフォールトツリーにも展開した。 

 

b. クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの耐震裕度の特定 

「外部電源喪失」の収束シナリオを添付 5.1-18のイベントツリーを用いて評

価した結果，各収束シナリオの耐震裕度のうち，シナリオ③，④の耐震裕度が

最も大きく，耐震裕度は2.0となった。 

 

(b) クリフエッジの特定 

「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度は2.0であり，「外部電源喪失」

の次に発生する起因事象は緩和系の期待できない「燃料プール損傷」であり，

その発生に係る耐震裕度は1.96である。 

したがって，燃料プールにある燃料の重大な損傷を防止する観点では，耐震 

裕度1.96をクリフエッジとして特定した。 

 

  c. 事象進展防止措置の評価 

(a) 事象進展防止措置の特定 
    緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」を起因事象としたイベントツリ

ーを添付 5.1-19に示す。 
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緊急安全対策実施前においては，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディ

ーゼル発電機または高圧電源融通により交流電源を確保し，残留熱除去系によ

る除熱，注水手段および燃料プール補給水系による注水手段を整備していた。 

緊急安全対策において，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディーゼル発

電機および高圧電源融通による電源供給に失敗した場合に備え，高圧発電機車

またはガスタービン発電機による電源供給手段を整備した。 

また，残留熱除去系による除熱，注水および燃料プール補給水系による注水

に失敗した場合に備え，復水輸送系等による代替注水手段および送水車による

注水手段を整備した。 

 

(b) 緊急安全対策実施前後の耐震裕度の比較 

緊急安全対策実施前は，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度は1.57

であった。 

緊急安全対策実施後においては，「外部電源喪失」となった場合，非常用デ

ィーゼル発電機および高圧電源融通による電源供給に失敗したとしても，送水

車による注水によって，燃料の重大な損傷に至る事態を回避することが可能と

なる。 

この対策により，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度は2.0に向上

している。 
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5.1.4 評価結果のまとめ 

地震に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料に対しては，耐震裕度 1.69

であると特定した。また，燃料プールにある燃料に対しては，耐震裕度1.96であ

ると特定した。 

よって，プラント全体としての地震に対するクリフエッジは，耐震裕度 1.69

であり，この評価結果は，少なくとも約 1,000gal※相当の非常に大きな地震動ま

で原子炉および燃料プールにある燃料を冷却できることを意味している。 

なお，島根２号機において，以下の更なる信頼性向上対策を今後予定しており，

これらの対策を講じることにより，地震に対する発電所の信頼性がより一層向上

するものと考える。 

・ 代替の非常用発電機の確保 

地震および津波により非常用ディーゼル発電機が機能喪失しても，原子炉お

よび燃料プールの除熱・注水機能に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給

することができるよう代替の非常用発電機を確保する。 

・ 外部電源の供給信頼性の更なる向上策 

すべての送電線から受電できるように 500kV送電線から島根２号機の非常

用母線へ給電する回線を新設する。 

 

※：基準地震動Ｓｓの解放基盤表面上の最大加速度（600gal）に耐震裕度1.69

を乗じた地震動 
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5.2 津 波 

5.2.1 評価実施事項 

(1) 建物，系統，機器等の裕度評価 

津波高さが土木学会「原子力発電所の津波評価技術」（平成 14年）を用いて評

価した設計想定津波の高さを超える程度に応じて，安全上重要な設備および燃料の

重大な損傷に関係し得るその他の設備が損傷・機能喪失するか否かを設計津波高さ

との比較もしくはＰＳＡの知見等を踏まえて評価する。 

 

(2) クリフエッジの特定 

(1)の評価結果を踏まえて，発生する起因事象により燃料の重大な損傷に至る事

象の過程を同定し，クリフエッジの所在を特定する。また，そのときの設備が機能

維持できる津波高さ（以下，「許容津波高さ」という。）を明らかにする。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 
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5.2.2 評価方法 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料を対象に，以下の評価を実施す

る（図 5.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2-1 クリフエッジ評価に係るフロー図（津波） 

  

(2)a.起因事象の選定 

 
(2)b.起因事象に関連する設備の抽出 
およびその許容津波高さの評価 

 

(2)c.各起因事象の発生に係る津波高さの特定 

 

 

 

 

(2)d.影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

 
(2)e.影響緩和機能に関連する設備の抽出 

およびその許容津波高さの評価 

 
(3)a.各収束シナリオの許容津波高さの特定 

 

(3)b.クリフエッジの特定 

 

 

(4)事象進展防止措置の評価 

発生に係る
津波高さが
次に小さい
起因事象を
選定 

ＰＳＡの知見等を踏まえて，起
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起因事象に関連する設備を抽

出し，リスト化する 

抽出した設備の許容津波高さ

を評価する 

各起因事象の発生に係る津波

高さを評価する 

 

選定した起因事象について，イ

ベントツリーを作成する 

影響緩和機能に関連する設備

を抽出し，リスト化する 

抽出した設備の許容津波高さ

を評価する 

各影響緩和機能について，フォ

ールトツリーを作成し，許容津

波高さを特定する 

緊急安全対策の前後を比較する

ことで，その効果を評価する 

NO 

YES 

クリフエッジの特定 

発生に係る津波高さが 
最も小さい起因事象を選定 

他の起因事象の発生 
に係る津波高さ以下 
であるか？ 

イベントツリーの許容津波高さの特定 
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(1) 設計想定津波と設計津波高さ 

a. 設計想定津波と建物，系統，機器等の損傷モード 

土木学会「原子力発電所の津波評価技術」（平成14年）を用いて評価した島根

原子力発電所における設計想定津波の最高水位は島根１，２号機施設護岸で

EL6.5m(T.P.6.0m)※であり，最低水位は島根２号機取水口で EL-5.1m(T.P. 

-4.7m)※，島根２号機取水槽でEL-7.0m(T.P.-6.6m)※である。最高水位には朔望平

均満潮位0.46m，最低水位には朔望平均干潮位-0.02mを考慮している。また，設

計想定津波の最高水位および最低水位を与える水位変動の継続時間は，いずれも

５分以下である（添付 5.2-1) 。 

※ ：ELは東京湾平均海面(T.P.)を基準とした敷地の高さであり，ELと T.P.

は同義である。しかし，海域活断層による津波では地盤変動の影響を考慮

する必要がある。 

押し津波時は，島根１，２号機施設護岸での最高水位に，下降分の地盤変

動量を加えることで，島根１，２号機施設護岸での最高水位をELで表せる。 

引き津波時は，島根２号機取水口での最低水位および島根２号機取水槽で

の最低水位から，上昇分の地盤変動量を引くことで，それぞれの最低水位を

ELで表せる。 

なお，以下特記なき場合，高さの記載はELでの高さを表す。 

津波による設備の損傷モードとしては，水位上昇による設備への浸水と水位低

下によるポンプの取水性への影響があるが，水位低下によるポンプの取水性への

影響は設計想定津波を超える津波に対しても，以下の通り原子炉施設の安全性へ

影響を及ぼさないと考えられることから，損傷モードとして水位上昇による浸水

を評価することとする。 

・津波による水位低下への対応 

原子炉補機海水ポンプの取水位置での海面低下による島根２号機取水槽での最

低水位EL-7.0m(T.P.-6.6m)は原子炉補機海水ポンプの取水可能水位EL-3.5mを下

回るが，原子炉補機海水ポンプの取水可能水位を下回る津波が来襲する可能性が

ある場合には，事前に原子炉を停止し，原子炉補機海水ポンプを停止する手順と

している。また，原子炉補機海水ポンプの確実な保護の観点から，停止している

原子炉補機海水ポンプが津波時に自動起動するのを除外するインターロックを設

けており，待機系統の原子炉補機海水ポンプは確実に保護される。 

原子炉補機海水ポンプ停止中は，高圧系の原子炉隔離時冷却系により原子炉を

冷却し，津波収束後に原子炉補機海水ポンプを再起動する。従って，津波による

水位低下はその低下量によらず原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。 

 

b. 津波高さと設計津波高さ 

津波高さは，施設護岸における水位とし，設計津波高さは設計想定津波の施設

護岸での最高水位とする。 

 

(2) 建物，系統，機器等の許容津波高さの評価 
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a. 起因事象の選定 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料について，以下の考え方に基づ

き，津波を起因として燃料の重大な損傷に至る起因事象を選定する。 

・原子炉にある燃料については，ＰＳＡの知見等および津波の影響として固有

に考慮すべき事象を勘案の上，選定する。 

・燃料プールにある燃料については，燃料プールの保有水の流出や冷却機能喪

失に伴うプール水位の低下に着目し，選定する。 

 

b. 起因事象に関連する設備の抽出およびその許容津波高さの評価 

(a) 起因事象に関連する設備の抽出 

安全上重要な設備および燃料の重大な損傷に関係し得るその他の設備から，

a.項において選定した各起因事象の発生に直接関連する設備を評価対象設備と

して抽出する（添付 5.2-2）。 

 

(b) 起因事象に関連する設備の許容津波高さの評価 

(a)項において抽出した設備について，許容津波高さを評価する。設備の許容津

波高さは，設置場所の浸水高さが，設備の機能維持できる最大の浸水高さとなる

津波高さであり，設置場所および設置高さ（保守的に設置床高さなど，実際の設

置高さより低く，かつ高さが明確な場所の数値を用いる）と，津波による設備の

浸水を検討し評価する。 

ｱ. 当該評価に必要な設備について，設置場所および設置高さを調査する。 

ｲ. 敷地高さを超える津波に対して，敷地内への浸水による影響を添付 5.2-3に

示す方法で評価する。評価に用いる津波は保守的に周期15分の正弦波とす

る。 

ｳ．ｱ.項およびｲ.項の結果から，設備の許容津波高さを評価する。 

 

c. 各起因事象の発生に係る津波高さの特定 

a.項において選定した各起因事象について，b.項において求めた各設備の許容

津波高さの評価結果から，各起因事象の発生に係る津波高さを特定する。 

 

d. 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

起因事象の発生に係る津波高さが小さい順に起因事象を選定し，その起因事象

に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，イベントツリーを作成し，事

象の進展を収束させるシナリオを特定する。 

イベントツリーの作成にあたっては，これまでのＰＳＡで用いられている成功

基準，事故シーケンス分析の結果に基づき展開された各起因事象に対するイベン

トツリーを基本とする。 

 

e. 影響緩和機能に関連する設備の抽出およびその許容津波高さの評価 

(a) 影響緩和機能に関連する設備の抽出 
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安全上重要な設備および燃料の重大な損傷に関係し得るその他の設備から，

d.項において選定した起因事象の影響緩和機能に関連する設備を評価対象設備

として抽出する（添付 5.2-2）。具体的には，フロントライン系の設備（主要

設備）およびサポート系の設備（補助設備）について，各起因事象の影響を緩

和させるのに必要な設備を評価対象設備として抽出する。 

 

(b) 影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さの評価 

ｱ. 影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さの評価 

(a)項において抽出した設備について，許容津波高さを評価する。 

なお，評価条件および評価方法については，b.(b)項と同様である。 

ｲ. 影響緩和機能の許容津波高さの特定 

d.項において特定した各収束シナリオに含まれる影響緩和機能の許容津波

高さを特定する。具体的には，各影響緩和機能のフォールトツリーを作成し，

各影響緩和機能を構成する各設備の許容津波高さを整理し，最も小さい許容津

波高さを当該影響緩和機能の許容津波高さとして特定する。 

 

(3) クリフエッジの特定 

a. 各収束シナリオの許容津波高さの特定 

(2)e.項において求めた影響緩和機能の許容津波高さから，各収束シナリオの許

容津波高さを特定する。 

なお，各収束シナリオの許容津波高さは，必要な各影響緩和機能の許容津波高

さのうち，最も小さいものとなる。 

 

b. クリフエッジの特定 

a.項において求めた収束シナリオの許容津波高さから，当該起因事象のイベン

トツリーの許容津波高さを特定する。当該起因事象のイベントツリーの許容津波

高さは，イベントツリーに収束シナリオが複数ある場合には，それらのシナリオ

の許容津波高さのうち，最も大きいものとなる。 

各起因事象のイベントツリーの許容津波高さの中からクリフエッジを特定する。 

クリフエッジは各起因事象のイベントツリーの許容津波高さのうち，最も小さ

いものとなる。 

なお，(2)a.項において，燃料の重大な損傷に至るすべての起因事象を抽出して

いるが，それぞれの起因事象に至る損傷対象設備が異なる結果，起因事象の発生

に係る津波高さも異なった値となることを踏まえると，クリフエッジを評価する

ためには，(2)a.項において抽出された起因事象に対して，起因事象の発生に係る

津波高さの小さい起因事象から順にクリフエッジが特定されるまでの評価を実施

すればよい。つまり，発生に係る津波高さが最も小さい起因事象のイベントツリ

ーの許容津波高さが，次に発生する起因事象の発生に係る津波高さ以下となる場

合においては，その起因事象自体が発生し得ないこととなるため，それ以上の評

価は必要ない。 
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(4) 事象進展防止措置の評価 

a. 事象進展防止措置の特定 

(2)d.項のイベントツリーを基に，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の進展を

防止するための措置について，4.2項に示す整備済みの緊急安全対策および更な

る信頼性向上対策から必要な措置を特定する。 

 

b. 緊急安全対策実施前後の許容津波高さの比較 

a.項の措置について，当該措置を実施したことにより，どのように燃料の重大

な損傷に至る事象の過程の進展を防止できるか，イベントツリーで明確化すると

ともに，許容津波高さの改善度合いを評価する。 
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5.2.3 評価結果 

島根２号機の敷地高さはEL8.5m以上であり，原子炉建物はEL15.0mに設置され

ている。また，主要な設備の設置高さは添付 5.2-4のとおりである。これらを考

慮し，評価を実施した。 

(1) 原子炉にある燃料に対する評価 

a. 建物，系統，機器等の許容津波高さの評価 

(a) 起因事象の選定 

津波を起因として燃料の重大な損傷に至る事象として，ＰＳＡの知見等を踏

まえて，以下の事象を選定した（図5.2-2）。 

【起因事象】 

・外部電源喪失 

・交流電源喪失 

・直流電源喪失 

・計装・制御系喪失に伴う制御不能 

・最終ヒートシンク喪失 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2-2 燃料の重大な損傷に至る起因事象の選定フロー図 

津波発生 
津波による建物・構築物，大型静的機器の損傷

による分類 

津波による安全機能へ重大

（広範）な影響を及ぼす機器

等の損傷による分類 

津波による起因事象 

No 

津波 

サポート系

等健全 

その他過渡事象※１ 

ATWS※２ 

外部電源喪失 

交流電源喪失 

直流電源喪失 

計装・制御系喪失に伴う

制御不能 

最終ヒートシンク喪失 

津波の外力により，直

接，LOCAが発生すること

はない。 
Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

津波の外力により，直

接，原子炉格納容器，原

子炉圧力容器が破損す

ることはない。 

※１：その他過渡事象の評価は，外部電源喪失で代表する。 

※２：スクラム失敗(Anticipated Transient Without Scram) 

   津波来襲時に手動スクラムする手順としているため，起因事象

として選定しない。 

※３：原子炉冷却材喪失(Loss Of Coolant Accident) 

建物・構築物 

健全 

原子炉格納容器・ 

原子炉圧力容器健全 

ＬＯＣＡ※３無し 

津波の外力により，建

物・構築物が倒壊し，直

接，炉心損傷が発生する

ことはない。 
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(b) 起因事象に関連する設備の抽出およびその許容津波高さの評価 

ｱ. 起因事象に関連する設備の抽出 

各起因事象に関連する設備を添付 5.2-2で整理し，添付 5.2-5のとおり抽

出した。 

ｲ. 起因事象に関連する設備の許容津波高さの評価 

ｱ.項において抽出した設備について，設置場所，設置高さおよび損傷モード

を整理した上で，添付 5.2-5のとおり許容津波高さを評価した。 

 

  (c) 各起因事象の発生に係る津波高さの特定 

各起因事象について，各設備の許容津波高さの評価結果を用いて，起因事象

の発生に係る津波高さを，表 5.2-1のとおり特定した。 

添付 5.2-5に示すとおり，EL8.5mを超える津波が発生した場合，「最終ヒー

トシンク喪失」の原因となる原子炉補機海水系等のポンプおよび弁の浸水が発

生する。 

これ以外の起因事象については，EL15.0mを超える津波が発生した場合，「外

部電源喪失」の原因となる変圧器の浸水および「交流電源喪失」，「直流電源喪

失」，「計装・制御系喪失に伴う制御不能」の原因となる原子炉建物等への海水

浸水が発生する。 

以上より，起因事象の発生に係る津波高さが最も小さい「最終ヒートシンク

喪失」に対して，影響緩和に必要な機能を抽出し，イベントツリーより収束シ

ナリオを特定する。 

その他の起因事象については，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの   

許容津波高さが次に発生する起因事象の発生に係る津波高さを上回った場合に

イベントツリーを作成して評価する。 

なお，「交流電源喪失」，「直流電源喪失」および「計装・制御系喪失に伴う制

御不能」は，「外部電源喪失」の過程の進展で評価されるため，イベントツリー

による収束シナリオの評価は行わない。 

 

表 5.2-1 各起因事象の発生に係る津波高さの評価結果（原子炉） 

起因事象 津波高さ[m] 

最終ヒートシンク喪失 EL8.5～  

外部電源喪失 

交流電源喪失 

直流電源喪失 

計装・制御系喪失に伴う制御不能 

EL15.0～ 

  

(d) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

「最終ヒートシンク喪失」に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，

添付 5.2-6のとおりイベントツリーを作成し，３通りの収束シナリオを特定し
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た。 

 シナリオ①，②は，起因事象発生後，原子炉停止および原子炉の圧力制御に成

功し，外部電源により交流電源を確保している状態である。  

シナリオ①：主蒸気逃がし安全弁による原子炉の圧力制御とともに高圧系の原

子炉隔離時冷却系による注水により原子炉の水位を維持する。 

主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等

による代替注水を行う。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，格納容器ベントに

より除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。  

シナリオ②：シナリオ①において，復水輸送系等による代替注水に失敗した場

合は，緊急安全対策で配備した送水車により注水することで，燃

料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ③は，起因事象発生後，原子炉停止および原子炉の圧力制御に成功

し，外部電源により交流電源を確保するが，高圧系の原子炉隔離時冷却系によ

る注水に失敗している状態である。 

シナリオ③：主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等

による代替注水を行う。 

原子炉で発生する蒸気は，主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，格納容器ベントに

より除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

 

(e) 影響緩和機能に関連する設備の抽出およびその許容津波高さの評価 

ｱ. 影響緩和機能に関連する設備の抽出 

「最終ヒートシンク喪失」の影響緩和機能を構成する設備について，添付

5.2-2のとおり整理するとともに，添付 5.2-7のとおり各影響緩和機能のフロ

ントライン系およびサポート系を整理の上，添付5.2-8のとおり抽出した。 

また，これら影響緩和機能に係る概略系統図を添付 5.2-9に示す。 

ｲ. 影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さの評価 

ｱ.項において抽出した設備について，設置場所，設置高さおよび損傷モード

を整理し，添付 5.2-8のとおり許容津波高さを評価した上で，添付 5.2-10の

とおりフォールトツリーにも展開した。 

 

b. クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの許容津波高さの特定 

「最終ヒートシンク喪失」の収束シナリオを添付 5.2-11のイベントツリーを

用いて評価した結果，各収束シナリオの許容津波高さのうち，シナリオ②の許

容津波高さが最も高く，許容津波高さはEL15.0mとなった。 

 

(b) クリフエッジの特定 
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「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津波高さは EL15.0mであ

り，「最終ヒートシンク喪失」の次に発生する起因事象は「外部電源喪失」であ

り，その発生に係る津波高さはEL15.0mである。 

したがって，原子炉にある燃料の重大な損傷を防止する観点では，EL15.0mを

クリフエッジとして特定した。 

 

c．事象進展防止措置の評価 

(a) 事象進展防止措置の特定 

  緊急安全対策実施前における「最終ヒートシンク喪失」を起因事象としたイベ

ントツリーを添付5.2-12に示す。 

緊急安全対策実施前においては，「最終ヒートシンク喪失」となった場合，外

部電源により交流電源を確保し，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水によ

り原子炉の水位を維持した後，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上

で，復水輸送系等により代替注水する手段を整備していた。 

また，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水に失敗した場合は，主蒸気逃

がし安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等により代替注水する手

段を整備していた。 

緊急安全対策において，原子炉建物等に設置している安全上重要な設備の浸

水を防止するため，当該建物とつながるタービン建物の浸水防止対策を実施す

るとともに，復水輸送系等による代替注水に失敗した場合に備え，送水車によ

る注水手段を整備した。 

  

(b) 緊急安全対策実施前後の許容津波高さの比較 

緊急安全対策実施前は，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津

波高さはEL8.5mであった。 

緊急安全対策実施後においては，「最終ヒートシンク喪失」となった場合，タ

ービン建物の浸水防止対策により，原子炉建物等に設置している安全上重要な

設備の浸水が防止され，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水手段および復

水輸送系等による代替注水手段，主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧手段お

よび格納容器ベントによる除熱手段の許容津波高さが向上している。 

また，復水輸送系等による代替注水に失敗したとしても，送水車による注水

によって，燃料の重大な損傷に至る事象を回避することが可能となる。 

これらの対策により，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津波

高さはEL15.0mに向上している。 

 

 (2) 燃料プールにある燃料に対する評価 

a. 建物，系統，機器等の許容津波高さの評価 

(a) 起因事象の選定 

燃料プールにある燃料の重大な損傷に至る起因事象としては，燃料プール保

有水の流出や燃料プールの冷却設備の機能喪失が考えられる。 
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燃料プール保有水が流出する原因としては，プール本体の損傷が考えられる

が，津波を起因としてプール本体が損傷することは考えにくいため，起因事象

としては考慮しない。 

また，燃料プールの冷却設備の機能喪失に至る原因としては，燃料プールを

冷却する設備やサポート系の機能喪失が考えられる。 

以上の損傷要因に関する分析から，評価対象とする起因事象として以下の事

象を選定した。 

【起因事象】 

・外部電源喪失 

・交流電源喪失 

・直流電源喪失 

・計装・制御系喪失に伴う制御不能 

・最終ヒートシンク喪失 

 

(b) 起因事象に関連する設備の抽出およびその許容津波高さの評価 

ｱ. 起因事象に関連する設備の抽出 

    各起因事象に関連する設備を添付 5.2-2で整理し，添付 5.2-13のとおり抽

出した。 

ｲ. 起因事象に関連する設備の許容津波高さの評価 

    ｱ.項において抽出した設備について，設置場所，設置高さおよび損傷モード 

を整理した上で，添付 5.2-13のとおり許容津波高さを評価した。 

 

(c）各起因事象の発生に係る津波高さの特定 

各起因事象について，各設備の許容津波高さの評価結果を用いて，起因事象

の発生に係る津波高さを表 5.2-2のとおり特定した。 

添付 5.2-13に示すとおり，EL8.5mを超える津波が発生した場合，「最終ヒー

トシンク喪失」の原因となる原子炉補機海水系のポンプおよび弁の浸水が発生

する。 

これ以外の起因事象については，EL15.0mを超える津波が発生した場合，「外

部電源喪失」の原因となる変圧器の浸水および「交流電源喪失」，「直流電源喪

失」，「計装・制御系喪失に伴う制御不能」の原因となる原子炉建物等への海水

浸水が発生する。 

以上より，起因事象の発生に係る津波高さが最も小さい「最終ヒートシンク

喪失」に対して，影響緩和に必要な機能を抽出し，イベントツリーより収束シ

ナリオを特定する。 

その他の起因事象については，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの

許容津波高さが次に発生する起因事象の発生に係る津波高さを上回った場合に

イベントツリーを作成して評価する。 

なお，「交流電源喪失」，「直流電源喪失」および「計装・制御系喪失に伴う制

御不能」は，「外部電源喪失」の過程の進展で評価されるため，イベントツリー
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による収束シナリオの評価は行わない。 

 

表 5.2-2 各起因事象の発生に係る津波高さの評価結果（燃料プール） 

起因事象 津波高さ[m] 

最終ヒートシンク喪失  EL8.5～ 

外部電源喪失 

交流電源喪失 

直流電源喪失 

計装・制御系喪失に伴う制御不能 

EL15.0～ 

 

(d) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

「最終ヒートシンク喪失」に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，

添付5.2-14のとおりイベントツリーを作成し，３通りの収束シナリオを特定し

た。 

 シナリオ①～③は，起因事象発生後，外部電源により交流電源を確保してい

る状態である。 

シナリオ①：燃料プール補給水系により燃料プールへ注水することで，燃料の

重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ②：シナリオ①において，燃料プール補給水系による注水に失敗した

場合は，緊急安全対策で整備した復水輸送系等により燃料プール

へ代替注水することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避され

る。 

シナリオ③：シナリオ②において，復水輸送系等による代替注水に失敗した場

合は，緊急安全対策で配備した送水車により燃料プールへ注水す

ることで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

 

(e) 影響緩和機能に関連する設備の抽出およびその許容津波高さの評価 

ｱ. 影響緩和機能に関連する設備の抽出 

「最終ヒートシンク喪失」の影響緩和機能を構成する設備について，添付

5.2-2のとおり整理するとともに，添付 5.2-15のとおり各影響緩和機能のフロ

ントライン系とサポート系を整理の上，添付 5.2-16のとおり抽出した。 

また，これら影響緩和機能に係る概略系統図を添付 5.2-17に示す。 

ｲ. 影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さの評価 

ｱ.項において抽出した設備の設置場所，設置高さおよび損傷モードについて

整理し，添付 5.2-16のとおり許容津波高さを評価した上で，添付 5.2-18のと

おりフォールトツリーにも展開した。 

 

b．クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの許容津波高さの特定 
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「最終ヒートシンク喪失」の収束シナリオを添付 5.2-19のイベントツリーを

用いて評価した結果，各収束シナリオ①～③の許容津波高さは EL15.0mとなっ

た。 

 

(b) クリフエッジの特定 

「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津波高さは EL15.0mであ

り，「最終ヒートシンク喪失」の次に発生する起因事象は「外部電源喪失」であ

り，その発生に係る津波高さはEL15.0mである。 

したがって，燃料プールにある燃料の重大な損傷を防止する観点では，EL15.0m

をクリフエッジとして特定した。 

 

c．事象進展防止措置の評価 

(a) 事象進展防止措置の特定 

  緊急安全対策実施前における「最終ヒートシンク喪失」を起因事象としたイベ

ントツリーを添付5.2-20に示す。 

緊急安全対策実施前においては，「最終ヒートシンク喪失」となった場合，外

部電源により交流電源を確保し，燃料プール補給水系により注水する手段を整

備していた。 

緊急安全対策において，原子炉建物等に設置している安全上重要な設備の浸

水を防止するため，当該建物とつながるタービン建物の浸水防止対策を実施す

るとともに，燃料プール補給水系による注水に失敗した場合に備え，復水輸送

系等による代替注水手段および送水車による注水手段を整備した。 

 

(b) 緊急安全対策実施前後の許容津波高さの比較 

緊急安全対策実施前は，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津

波高さはEL8.5mであった。 

緊急安全対策実施後においては，「最終ヒートシンク喪失」となった場合，タ

ービン建物の浸水防止対策により，原子炉建物等に設置している安全上重要な

設備の浸水が防止され，燃料プール補給水系による注水手段および復水輸送系

等による代替注水手段の許容津波高さが向上している。 

また，燃料プール補給水系による注水に失敗したとしても，復水輸送系等への

代替注水または送水車による注水によって，燃料の重大な損傷に至る事象を回

避することが可能となる。 

これらの対策により，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津波

高さはEL15.0mに向上している。 
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5.2.4 評価結果のまとめ 

津波に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料に対しては，許容津波高さ

EL15.0m（裕度 8.5m）であると特定した。また，燃料プールにある燃料に対して

も，許容津波高さEL15.0m（裕度8.5m）であると特定した。 

よって，プラント全体としての津波に対するクリフエッジは，許容津波高さ

EL15.0m（裕度8.5m）であると特定した。 

なお，島根２号機において，以下の更なる信頼性向上対策を今後予定しており，

これらの対策を講じることにより，津波に対する発電所の信頼性がより一層向上

するものと考える。 

・ 代替の非常用発電機の確保 

地震および津波により非常用ディーゼル発電機が機能喪失しても，原子炉お

よび燃料プールの除熱・注水機能に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給

することができるよう代替の非常用発電機を確保する。 

・ 開閉所等の電気設備の浸水防止対策 

島根２号機の起動変圧器は EL8.5mの屋外に設置されているため，EL15.0m

までの浸水高さに耐えられる防水壁を設置する。 

・ 防波壁の強化 

津波による敷地の浸水を防止するため，防波壁を高さEL15.0mにかさ上げす

る。 

   ・ 海水系ポンプエリアの浸水防止対策 

     原子炉補機海水ポンプの浸水を防止するため，海水系ポンプエリアに防水壁 

等を設置する。 
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5.3 地震と津波の重畳 

5.3.1 評価実施事項 

(1) 建物，系統，機器等の裕度評価 

設計上の想定を超える地震とそれに引き続く設計上の想定を超える津波が発生

した場合において，安全上重要な設備および燃料の重大な損傷に関係し得るその他

の設備が損傷・機能喪失するか否かを評価基準値との比較もしくはＰＳＡの知見等

を踏まえて評価する。 

 

(2) クリフエッジの特定 

(1)の評価結果を踏まえて，発生する起因事象により燃料の重大な損傷に至る事

象の過程を同定し，クリフエッジの所在を特定する。また，そのときの耐震裕度，

許容津波高さを明らかにする。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 
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5.3.2 評価方法 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料を対象に，以下の評価を実施す

る。地震と津波が重畳した影響を評価するにあたっては，設計上の想定を超える

地震とそれに引き続く設計上の想定を超える津波が発生するものとして評価する。 

 

(1) 建物，系統，機器等の裕度評価 

5.1項および5.2項において実施した評価結果に基づき，特定したクリフエッジ

としての耐震裕度までの範囲および許容津波高さまでの範囲で発生する各起因事

象を選定する。具体的には，地震または津波により引き起こされる起因事象に対す

る収束シナリオに対して，地震および津波の影響を評価する。 

また，選定された各起因事象の発生や各影響緩和機能に係る耐震裕度または許

容津波高さについては，5.1項または5.2項において評価した結果を用いる。 

 

(2) クリフエッジの特定 

5.1項および5.2項で選定した各起因事象について，5.1項または5.2項の評価

において特定されている収束シナリオの耐震裕度および許容津波高さを組み合わ

せ，地震と津波の重畳によるクリフエッジを特定する。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，4.2項に示す整備済みの緊急安全対策およ

び更なる信頼性向上対策から必要な措置を特定する。 
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5.3.3 評価結果 

(1) 原子炉にある燃料に対する評価 

a. 建物，系統，機器等の裕度評価 

5.1項および5.2項の評価結果から，考慮すべき起因事象として，地震側の起因

事象である「外部電源喪失」，津波側の起因事象である「最終ヒートシンク喪失」

がある。 

「最終ヒートシンク喪失」は，「外部電源喪失」の過程で評価されるため，「外

部電源喪失」を起因事象として選定した。 

 

b. クリフエッジの特定 

「外部電源喪失」について，イベントツリー（添付 5.3-1）を作成し，６通り

の収束シナリオが特定された。 

なお，耐震裕度の評価を行わない耐震Ｂ，Ｃクラス設備については，基準地震

動Ｓｓ相当の地震によりすべて機能喪失するものと想定し，イベントツリーにお

いては，破線で識別した。 

シナリオ①～⑤は，起因事象発生後，原子炉停止および原子炉の圧力制御に成

功し，非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機によ

り交流電源を確保している状態である。 

シナリオ①：主蒸気逃がし安全弁による原子炉の圧力制御とともに高圧系の原

子炉隔離時冷却系による注水を継続する。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容器

のサプレッションチェンバに導かれるため，残留熱除去系により

除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ②：シナリオ①において，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水に

失敗した場合は，高圧系の高圧炉心スプレイ系による注水を継続

する。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容器

のサプレッションチェンバに導かれるため，残留熱除去系により

除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ③：シナリオ②において，残留熱除去系による除熱に失敗した場合は，

格納容器ベントにより除熱することで，燃料の重大な損傷に至る

事象は回避される。 

シナリオ④：シナリオ②，③において，高圧系の高圧炉心スプレイ系による注

水に失敗した場合は，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧し

た上で，低圧系の残留熱除去系等による注水を行う。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，残留熱除去系によ

り除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

シナリオ⑤：シナリオ④において，残留熱除去系による除熱に失敗した場合は，

格納容器ベントにより除熱することで，燃料の重大な損傷に至 
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る事象は回避される。 

シナリオ⑥は，起因事象発生後，原子炉停止および原子炉の圧力制御に成功

するが，非常用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機およ

び高圧電源融通による電源供給に失敗している状態である。 

シナリオ⑥：主蒸気逃がし安全弁による原子炉の圧力制御とともに蓄電池（直

流電源）にて起動する高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水に

より原子炉の水位を維持する。 

緊急安全対策で配備した高圧発電機車により交流電源を確保し，

原子炉隔離時冷却系の運転を継続する。 

主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，送水車による

注水を行う。 

原子炉で発生する蒸気は主蒸気逃がし安全弁から原子炉格納容

器のサプレッションチェンバに導かれるため，格納容器ベントに

より除熱することで，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

 

5.1.3(1)b.項の地震における収束シナリオの耐震裕度および5.2.3(1)b.項の津

波における収束シナリオの許容津波高さの評価結果を踏まえ，各収束シナリオの

耐震裕度および許容津波高さを整理した結果を表 5.3-1に示す。 

 

表 5.3-1 各収束シナリオの耐震裕度および許容津波高さ（原子炉） 

地震評価 津波評価 
シナリオ 

耐震裕度 該当箇所 許容津波高さ 該当箇所 

①～⑤ 1.57 
非常用発電設備に

よる電源供給等 
EL8.5m 

非常用発電設備に

よる電源供給等 

⑥ 2.0 
高圧発電機車によ

る電源供給等 
EL15.0m 

原子炉隔離時冷却

系による注水等 

 

シナリオ⑥の耐震裕度は2.0，許容津波高さはEL15.0mである。地震による「外

部電源喪失」の次に発生する起因事象は緩和系の期待できない「炉心損傷直結」

であり，その発生に係る耐震裕度は1.69である。津波による「最終ヒートシンク

喪失」の次に発生する起因事象は「外部電源喪失」であり，その発生に係る津波

高さはEL15.0mである。 

したがって，地震と津波の重畳に対するクリフエッジは，耐震裕度1.69，許容

津波高さEL15.0mと特定した。 

クリフエッジの特定結果を表5.3-2に示す。 
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表 5.3-2 クリフエッジ特定結果（原子炉） 

 

EL15.0m 

(8.5m) 
－ 

シナリオ 

⑥ 

EL8.5m 

(2.0m) 

シナリオ 
①～⑤ 

－ 

許容津波高さ 
（裕度） 
 
  耐震裕度 

1.57 

 

 

1.69 

（炉心損傷直

結発生） 

        網掛け：緊急安全対策により裕度向上となった箇所 

 

c. 事象進展防止措置の評価 

b.項で実施したクリフエッジの特定および裕度評価は，実施済みの緊急安全対

策および更なる信頼性向上対策を踏まえて評価したものである。 

緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」を起因事象としたイベントツリ

ーを添付5.3-2に示す。 

緊急安全対策実施前は，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度および許

容津波高さは，それぞれ1.57およびEL8.5mであった。 

緊急安全対策実施後においては，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディー

ゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機および高圧電源融通による電

源供給に失敗したとしても，蓄電池（直流電源）が枯渇するまでに高圧発電機車

により交流電源を確保することで，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水を継

続することが可能となり，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，送

水車による注水によって，燃料の重大な損傷に至る事象を回避することが可能と

なる。 

また，タービン建物の浸水防止対策により，原子炉建物等に設置している安全

上重要な設備の浸水が防止され，高圧系の原子炉隔離時冷却系による注水手段お

よび復水輸送系等による代替注水手段，主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧お

よび格納容器ベントによる除熱手段の許容津波高さが向上している。 

これらの対策により，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度および許容

津波高さは，それぞれ2.0およびEL15.0mに向上している。 

 

(2) 燃料プールにある燃料に対する評価 

a. 建物，系統，機器等の裕度評価 

5.1項および5.2項の評価結果から，考慮すべき起因事象として，地震側の起因

事象である「外部電源喪失」，津波側の起因事象である「最終ヒートシンク喪失」

がある。 

クリフエッジ → 
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「最終ヒートシンク喪失」は，「外部電源喪失」の過程で評価されるため，「外

部電源喪失」を起因事象として選定した。 

 

b. クリフエッジの特定結果 

「外部電源喪失」について，イベントツリー（添付 5.3-3）を作成し，４通り

の収束シナリオが特定された。 

なお，耐震裕度の評価を行わない耐震Ｂ，Ｃクラス設備については，基準地震

動Ｓｓ相当の地震によりすべて機能喪失するものと想定し，イベントツリーにお

いては，破線で識別した。 

シナリオ①は，起因事象発生後，非常用ディーゼル発電機により交流電源を確

保している状態である。 

シナリオ①：残留熱除去系により燃料プールへ注水することで，燃料の重大な

損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ②，③，④は，起因事象発生後，非常用ディーゼル発電機，高圧電源

融通，高圧発電機車およびガスタービン発電機による電源供給に失敗している状

態，もしくは，非常用ディーゼル発電機または高圧発電機車により交流電源を確

保するが，燃料プール補給水系による注水，緊急安全対策で整備した復水輸送系

等による代替注水等に失敗している状態である。 

シナリオ②，③，④ 

：緊急安全対策で配備した送水車により燃料プールへ注水すること

で，燃料の重大な損傷に至る事象は回避される。 

 

5.1.3(2)b.項の地震における収束シナリオの耐震裕度および5.2.3(2)b.項の津

波における収束シナリオの許容津波高さの評価結果を踏まえ，各収束シナリオの

耐震裕度と許容津波高さを整理した結果を表 5.3-3に示す。 

 

表 5.3-3 各収束シナリオの耐震裕度および許容津波高さ（燃料プール） 

地震評価 津波評価 
シナリオ 

耐震裕度 該当箇所 許容津波高さ 該当箇所 

① 1.57 

非常用ディーゼ

ル発電設備によ

る電源供給等 

EL8.5m 

非常用ディーゼ

ル発電設備によ

る電源供給等 

② 1.57 

非常用ディーゼ

ル発電設備によ

る電源供給 

EL8.5m 

非常用ディーゼ

ル発電設備によ

る電源供給 

③ 2.0 
高圧発電機車に

よる電源供給等 
EL15.0m 

高圧発電機車に

よる電源供給等 

④ 2.0 
送水車による注

水 
EL15.0m 

送水車による注

水 
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 シナリオ③，④の耐震裕度は 2.0，許容津波高さは EL15.0mである。地震によ

る「外部電源喪失」の次に発生する起因事象は，緩和系の期待できない「燃料プ

ール損傷」であり，その発生に係る耐震裕度は1.96である。津波による「最終ヒ

ートシンク喪失」の次に発生する起因事象は「外部電源喪失」であり，その発生

に係る津波高さはEL15.0mである。 

   したがって，地震と津波の重畳に対するクリフエッジは，耐震裕度1.96，許容

津波高さEL15.0mと特定した。 

   クリフエッジの特定結果を表5.3-4に示す。 

 

表 5.3-4 クリフエッジ特定結果（燃料プール） 

 

EL15.0m 

(8.5m) 
－ 

シナリオ 

③，④ 

EL8.5m 

(2.0m) 

シナリオ 
①，② 

－ 

許容津波高さ 
（裕度） 
 

耐震裕度 

1.57 1.96 

（燃料プール損

傷発生） 

網掛け：緊急安全対策により裕度向上となった箇所 

 

c. 事象進展防止措置の評価 

b.項で実施したクリフエッジの特定および裕度評価は，実施済みの緊急安全対

策および更なる信頼性向上対策を踏まえて評価したものである。 

緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」を起因事象としたイベントツリ

ーを添付5.3-4に示す。 

緊急安全対策実施前は，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度および

許容津波高さは，それぞれ1.57およびEL8.5mであった。 

緊急安全対策実施後においては，「外部電源喪失」となった場合，非常用ディ

ーゼル発電機の機能喪失および高圧電源融通による電源供給に失敗したとしても，

送水車による注水によって，燃料の重大な損傷に至る事態を回避することが可能

となる。 

また，タービン建物の浸水防止対策により，原子炉建物等に設置している安全

上重要な設備の浸水が防止され，燃料プール補給水系による注水手段および復水

輸送系等による代替注水手段の許容津波高さが向上している。 

これらの対策により，「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度および許

容津波高さは，それぞれ2.0およびEL15.0mに向上している。 

クリフエッジ → 
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5.3.4 評価結果のまとめ 

地震および津波の重畳に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料については

耐震裕度1.69，許容津波高さEL15.0m，燃料プールにある燃料については耐震裕

度1.96，許容津波高さEL15.0mと特定した。 

よって，プラント全体としての地震および津波の重畳に対するクリフエッジは，

耐震裕度1.69，許容津波高さEL15.0mであると特定した。 

なお，島根２号機において，以下の更なる信頼性向上対策を今後予定しており，

これらの対策を講じることにより，地震および津波に対する発電所の信頼性がよ

り一層向上するものと考える。 

・ 代替の非常用発電機の確保 

地震および津波により非常用ディーゼル発電機が機能喪失しても，原子炉お

よび燃料プールの除熱・注水機能に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給

することができるよう代替の非常用発電機を確保する。 

・ 外部電源の供給信頼性の更なる向上策 

すべての送電線から受電できるように 500kV送電線から島根２号機の非常

用母線へ給電する回線を新設する。 

・ 開閉所等の電気設備の浸水防止対策 

島根２号機の起動変圧器は EL8.5mの屋外に設置されているため，EL15.0m

までの浸水高さに耐えられる防水壁を設置する。 

・ 防波壁の強化 

津波による敷地の浸水を防止するため，防波壁を高さEL15.0mにかさ上げす

る。 

   ・ 海水系ポンプエリアの浸水防止対策 

     原子炉補機海水ポンプの浸水を防止するため，海水系ポンプエリアに防水壁 

等を設置する。 



 

5.4-1 

S
2
 
5
.
4
 
R
0
 

5.4 全交流電源喪失 

5.4.1 評価実施事項 

(1) 燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

ＰＳＡの知見を踏まえて，全交流電源喪失を起因事象として燃料の重大な損傷に

至る事象の過程を明らかにする。 

 

(2) 全交流電源喪失の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

 (1)において特定された事象の過程および外部電源喪失から全交流電源喪失への

進展過程を踏まえ，全交流電源喪失の継続時間を明らかにし，クリフエッジを特定

する。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の

進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 
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5.4.2 評価方法 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料を対象に以下の評価を実施する。 

(1) 燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

a. 外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程の特定 

ＰＳＡの知見を踏まえて，外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程

をイベントツリーで特定し，事故シナリオを分析する。 

また，非常用ディーゼル発電機等のバックアップ電源の構成を明らかにして，

バックアップ電源の有効性と限界（バックアップ電源の継続時間等）を明らかに

する。 

 

b. 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

全交流電源喪失を起因事象として，燃料の重大な損傷に至る事象の過程（事故

シナリオ）をイベントツリーで特定し，事故シナリオを分析する。 

また，全交流電源喪失時に，燃料の重大な損傷を防止するために使用する防護

措置を明らかにする。 

なお，特定された防護措置には，所要の安全機能を直接果たすフロントライン

系と，当該防護措置が機能を果たすのに必要となるサポート系を含む。 

 

c. 事象の過程の特定にあたっての考慮事項 

上記a.項およびb.項の検討にあたって，以下を考慮する。 

・地震，津波等の外部事象による設備への影響は考慮しない。 

・イベントツリーの作成にあたっては，外部電源の復旧，非常用ディーゼル発

電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の復旧は考慮しない。 

・対象とする防護措置に関連する設備は，以下の４つに分類して示す。 

ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

なお，設置されていないが，計画が明らかになっている設備による防護措置は

参考とし，設置済みの設備による防護措置とは区別する。 

 

(2) 全交流電源喪失の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

a. 全交流電源喪失の継続時間評価 

事象進展過程に基づき，燃料の重大な損傷に至るまでの全交流電源喪失の継続

時間を評価する。 

継続時間の評価にあたっては，保守的に全交流電源喪失発生から必要な影響緩

和機能が喪失するまでの時間を評価する。 

これらの評価条件は以下のとおりとする。 

・全交流電源喪失時に作動する防護措置について，機器の継続運転の制約条件

（水源の枯渇，蓄電池（直流電源）の枯渇等）を考慮する。 
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・プラントの状態としては，島根２号機が出力運転中で，燃料プールに１取替

炉心分を除いた全ての使用済燃料貯蔵ラックに使用済燃料が貯蔵された状態

を想定する場合（運転時）と，原子炉停止後速やかに全燃料が原子炉から燃

料プールに取り出され，全ての使用済燃料貯蔵ラックが使用済燃料で満たさ

れた状態を想定する場合（停止時）について評価する。 

・注水機能の継続時間評価においては，発電所全体で最も厳しい条件として，

初期状態を島根１，３号機は運転中とし，同様に全交流電源喪失を想定して

評価する。 

・注水機能の継続時間評価においては，全交流電源喪失発生後，原子炉は停

止状態に移行し，燃料の崩壊熱による蒸散のために低下する水位を注水によ

り維持するものとして評価する。また，燃料プールは，燃料の崩壊熱による

蒸散のため低下する水位を注水により維持するものとして評価する。 

・電源供給機能の継続時間評価においては，高圧発電機車および送水車等の同

時運転を継続すると想定して評価する。 

・号機間で共用するものについては，島根１，３号機も全交流電源喪失が同時発

生していると想定して評価する。 

 

b. クリフエッジの特定 

a.項で評価した全交流電源喪失の継続時間評価の結果を踏まえ，クリフエッジ

を特定する。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定した防護措置ごとに，燃料の重大な損傷の防止または燃料の重大な損傷まで

の時間余裕の増加に及ぼす効果を多重防護の観点から確認する。 

具体的には，防護措置が機能喪失した場合には，その機能を代替する防護措置を

明らかにするとともに，機能を果たす防護措置の種類と数を確認する。 

また，プラント全体としての安全裕度を明らかにするため，全交流電源喪失に対

して緊急安全対策および更なる信頼性向上対策前後の時間余裕を比較する。 
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5.4.3 評価結果 

(1) 燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

a. 外部電源喪失から全交流電源喪失までの事象の過程の特定 

島根２号機は，220kV送電線（２回線／１ルート），66kV送電線（１回線／１ル

ート）の合計３回線／２ルートから外部電源を受電することができるため，送電

線事故による外部電源喪失の可能性は小さい。送電系統一覧図を添付 5.4-1，開

閉所単線結線図を添付 5.4-2，所内単線結線図を添付 5.4-3および直流電源単線

結線図を添付 5.4-4に示す。 

しかし，何らかの原因により外部電源喪失が発生した場合，非常用ディーゼル

発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機が起動し，残留熱除去系等の

原子炉の安全停止に必要な機器に電源を供給する。非常用ディーゼル発電機は，

２系統の高圧の非常用母線にそれぞれ１台，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機は，高圧炉心スプレイ系の非常用母線に１台を設置している。 

非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機が機能喪

失した場合は，全交流電源喪失に至る。 

外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程は添付5.4-5に示すとおり

であり，蓄電池（直流電源）からの電源供給に失敗した場合は，低圧電源融通に

より直流電源を確保することで非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ

系非常用ディーゼル発電機を起動することができるが，低圧電源融通による電源

供給に失敗した場合は，非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機を起動することができない上，原子炉隔離時冷却系等も起動するこ

とができないことから燃料の重大な損傷に至る。 

蓄電池（直流電源）からの電源供給に成功しても，非常用ディーゼル発電機お

よび高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機による電源供給に失敗した場合は，全

交流電源喪失に至る。 

非常用ディーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の燃料は，

島根２号機において３基の軽油タンク，発電所全体では７基の軽油タンクを発電

所構内に設置しており，外部からの支援がない場合でも，非常用ディーゼル発電

機および高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を各々７日間運転継続することが

可能であり， この間に外部電源の復旧または燃料補給を実施することとしている。 

   なお，島根２号機は外部電源喪失したとしても，タービンへ供給される蒸気を

バイパスすることにより，所内単独運転させることも期待できる。 

本評価においては，全交流電源喪失後は他号機でも全交流電源喪失が発生して

いると仮定しているため，ＡＭ対策で整備した隣接号機からの電源融通は考慮し

ていない。 

 

b. 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程を添付5.4-6に示す。 

原子炉は，全交流電源喪失が発生した場合，蓄電池（直流電源）により監視・

制御機能を確保するとともに，原子炉隔離時冷却系による注水により原子炉の水
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位を維持し，蓄電池（直流電源）が枯渇するまでに緊急安全対策で配備した高圧

発電機車により交流電源を確保することで原子炉隔離時冷却系による注水が継続

される。 

その後，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等によ

る代替注水または緊急安全対策で配備した送水車による注水により，燃料の重大

な損傷に至る事象を回避することができる。 

更に，高圧発電機車からの電源供給に失敗した場合は，更なる信頼性向上対策

で配備したガスタービン発電機により電源供給する。この場合，低圧系の残留熱

除去系による注水および残留熱除去系による除熱を実施することが可能となり，

速やかに原子炉を冷温停止することができ，燃料の重大な損傷に至る事象を回避

することができる。 

燃料プールは，全交流電源喪失が発生した場合，除熱機能および注水機能が全

て喪失し，プール水温が上昇するため，プール水が蒸散することにより，プール

水位が低下する。 

緊急安全対策で配備した高圧発電機車により交流電源を確保することで燃料プ

ール補給水系による注水により，燃料の重大な損傷に至る事象を回避することが

できる。 

また，燃料プール補給水系による注水に失敗した場合は，緊急安全対策で整備

した復水輸送系等による代替注水により，燃料の重大な損傷に至る事象を回避す

ることができる。 

更に，高圧発電機車からの電源供給に失敗した場合は，更なる信頼性向上対策

で配備したガスタービン発電機により電源供給する。この場合は，残留熱除去系

による除熱，注水を実施することが可能となり，速やかに燃料プールの水温上昇

を抑えることができる。 

残留熱除去系による除熱，注水，燃料プール補給水系による注水および復水輸

送系等による代替注水に失敗した場合，または高圧発電機車およびガスタービン

発電機からの電源供給に失敗した場合は，緊急安全対策で配備した送水車による

注水により燃料の重大な損傷に至る事象を回避することができる。 

 

原子炉および燃料プールの燃料の重大な損傷を防止するためには，注水機能お

よび電源機能を維持する必要があり，これらの機能に係る主な設備の保全内容を

添付5.4-7に示す。 

これらの設備については，保安規定で定めた保守管理計画に基づき保全を実施

している。具体的には，設備に適応した保全プログラムを策定し，これに基づく

保全を実施し，設備の健全性の維持，確認を行っている上，原子炉隔離時冷却系

の信頼性は以下のとおり高いものとなっている。 

・安全機能における重要度分類ではＭＳ－１に分類され，重要度の高い系統であ

り，信頼性の高い設計となっている。 

・定期検査毎に社内の点検および国の定期検査を受検するとともに，プラント運

転時には毎月１回の定期試験により，機器の健全性を確認し，信頼性を確保し
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ている。 

 

(2) 全交流電源喪失の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(1）項において特定した事象の過程を踏まえ，全交流電源喪失の継続時間評価は，

5.4.2(2）a.項に記載したとおり，「運転時」および「停止時」における注水機能お

よび電源機能の継続時間の評価を実施し，クリフエッジの特定を行った。 

具体的には，以下のとおりクリフエッジの特定を行った。 

・注水機能の継続時間評価は，原子炉および燃料プールへの必要注水量評価に基

づき，タンク等の水源枯渇時間，海水中に含まれる塩分の影響を考慮した海水

注入継続時間を踏まえて実施する。 

なお，海水注入等は送水車の運転が必要であるが，送水車の燃料（軽油）は，

高圧発電機車等の燃料（軽油）と共用であるため，電源機能の継続時間評価の

中で評価する。 

・電源機能の継続時間評価は，蓄電池（直流電源）の枯渇時間，高圧発電機車ま 

たはガスタービン発電機等の燃料枯渇時間を踏まえて実施する。 

・注水機能の継続時間および電源機能の継続時間からクリフエッジの特定を行う。 

継続時間評価のフローを図 5.4-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリフエッジの特定 

（注水機能および電源機能の継続時間のうち短い方を選択） 

注水機能の継続時間の評価 

・高圧発電機車および送水車等の 

燃料枯渇時間評価 

・ガスタービン発電機および送水車等の 

燃料枯渇時間評価 

（継続時間が長い電源機能を選択） 

蓄電池（直流電源）の枯渇時間評価 

注水機能継続時間評価フロー 電源機能継続時間評価フロー 

電源機能の継続時間の評価 

海水注入継続時間評価 

タンク等の水源枯渇時間評価 

原子炉および燃料プールへの 

必要注水量評価 

図 5.4-1 継続時間評価のフロー 
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a. 運転時の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(a) 注水機能継続に係る評価 

ｱ. 原子炉にある燃料に対する評価 

全交流電源喪失が発生した場合，蓄電池（直流電源）により監視・制御機能

を確保するとともに，原子炉隔離時冷却系による注水が行われ，緊急安全対策

で配備した高圧発電機車または更なる信頼性向上対策で配備したガスタービン

発電機により交流電源を確保することで注水は継続される。 

その後，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等に

よる代替注水または緊急安全対策で配備した送水車による注水により，燃料の

重大な損傷に至る事象を回避することができる。 

原子炉への注水手段を添付5.4-8に示す。 

 

ｲ. 燃料プールにある燃料に対する評価 

全交流電源喪失が発生した場合，約 1.6日後にプール水温が 100℃に到達す

るため，約1.6日後に燃料プールへの注水を開始するとして評価する。 

緊急安全対策で配備した高圧発電機車または更なる信頼性向上対策で配備し

たガスタービン発電機により交流電源を確保することで，燃料プール補給水系

による注水，緊急安全対策で整備した復水輸送系等による代替注水，または送

水車による注水等により，燃料の重大な損傷に至る事象を回避することができ

る。 

燃料プールへの注水手段を添付5.4-8に示す。 

 

ｳ. 注水機能継続に係る評価 

淡水の水源として，復水貯蔵タンク，純水タンク，補助復水貯蔵タンク，ろ

過水タンクおよび輪谷貯水槽があり，淡水が枯渇した場合は海水注入を行うこ

ととしている。 

水源の枯渇時間は，各水源の保有水量と原子炉および燃料プールにある燃料

の崩壊熱に応じた必要注水量から約16日となる。 

海水注入は，水量に制限がないため，長期の注水も可能であるが，海水中に

含まれる塩分の析出を考慮して評価した結果，海水注入開始から約７日後に原

子炉において塩分析出が発生することから，注水期間は約７日とした。 

したがって，原子炉および燃料プールへの注水は，起因事象発生から約23

日継続可能である（図 5.4-2，添付 5.4-9）。 
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起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 … 22 23 24 機能 種類 
防護 

措置 
                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ,ｲ,ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｲ，ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｲ，ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

 

 

 

 

 

 

(b）電源機能継続に係る評価 

ｱ. 高圧発電機車から電源供給する場合 

高圧発電機車からの電源供給は，蓄電池（直流電源）が枯渇する約８時間後

までには開始することが可能である。 

また，燃料については，発電所構内に設置している非常用ディーゼル発電機

等の軽油タンク（約1,500kl）から補給することとしており，発電機運転中に

燃料補給することにより，約58日運転が可能である。 

したがって，高圧発電機車から電源供給する場合は，起因事象発生から約58

日電源供給することが可能である（図 5.4-3，添付 5.4-10）。 

 

   ｲ．ガスタービン発電機から電源供給する場合 

ガスタービン発電機からの電源供給は，蓄電池（直流電源）が枯渇する約８

時間後までには開始することが可能である。 

また，燃料については，発電所構内に設置しているガスタービン発電機専用

の軽油タンク（約200kl）の他に非常用ディーゼル発電機等の軽油タンク（約

1,500kl）から補給することとしており，発電機運転中に燃料補給することによ

り，約20日運転が可能である。 

したがって，ガスタービン発電機から電源供給する場合は，起因事象発生か

ら約20日電源供給することが可能である（図 5.4-3，添付 5.4-10）。 

 

 

 

起因事象発生後，約1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

 

←約1.6日 

←約5.6日 

←約5.1日 

←約1.1日 

←約2.8日 

塩分の析出▼ 

図 5.4-2 運転時の注水機能継続に係る評価 

約７日 
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起因事象発生からの時間（日数） 
機能 種類 

防護 

措置 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 … 20 21 22 23 24 25 … 58 59 

(1)蓄電池（直流電源） ｱ                        

(2)-1 高圧発電機車 ｳ                        
電源 

機能 
(2)-2 ガスタービン発電機 ｴ                        

 

 

 

 

 

 

   したがって，運転時の電源機能継続時間は，高圧発電機車から電源供給する場

合の継続時間である約58日となる。 

 

(c) 運転時のクリフエッジの特定 

注水機能継続に係る評価および電源機能継続に係る評価より，運転時のクリフ

エッジは約23日となる（図 5.4-4）。 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 23 24 … 58 59 機能 種類 
防護 

措置 
                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ,ｲ,ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｲ，ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｲ，ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

(1)蓄電池（直流電源） ｱ                        電源 

機能 (2)高圧発電機車 ｳ                        

 

 

 

 

 

 

 

 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

←約８時間 

起因事象発生後，約1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

 

←約1.6日 

←約5.6日 

←約5.1日 

←約1.1日 

←約2.8日 

←約８時間 

▼塩分の析出 

図 5.4-3 運転時の電源機能継続に係る評価 

図 5.4-4 運転時のクリフエッジの特定 

約58日 

約20日 

約７日 

約58日 
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b. 停止時の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(a) 注水機能継続に係る評価 

    停止時には原子炉の燃料は全て燃料プールに取り出されているため，燃料プー

ルについてのみ評価を行う。 

ｱ． 燃料プールにある燃料に対する評価 

全交流電源喪失が発生した場合，約８時間後にプール水温が100℃に到達す

るため，約８時間後に燃料プールへの注水を開始するとして評価する。 

緊急安全対策で配備した高圧発電機車または更なる信頼性向上対策で配備し

たガスタービン発電機から電源供給することで，燃料プール補給水系による注

水，緊急安全対策で整備した復水輸送系等による代替注水，または送水車によ

る注水等により燃料の重大な損傷に至る事象を回避することができる。 

燃料プールへの注水手段を添付5.4-8に示す。 

 

ｲ. 注水機能継続に係る評価 

淡水の水源として，復水貯蔵タンク，純水タンク，補助復水貯蔵タンク，ろ

過水タンクおよび輪谷貯水槽があり，淡水が枯渇した場合は海水注入を行うこ

ととしている。 

水源の枯渇時間は，各水源の保有水量と燃料プールにある燃料の崩壊熱に応

じた必要注水量から約16日となる。 

海水注入は，水量に制限がないため，長期の注水も可能であるが，海水中に

含まれる塩分の析出を考慮して評価した結果，海水注入開始から約45日後に

塩分析出が発生することから，注水期間は約45日とした。 

したがって，燃料プールへの注水は，起因事象発生から約61日継続可能で

ある（図 5.4-5，添付 5.4-9）。 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 … 61 62 機能 種類 

 

                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ，ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

 

 

 

 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

防護 

措置 

←約0.3日 

←約2.0日 

←約7.4日 

←約6.2日 

←約0.1日 

塩分の析出▼ 

図 5.4-5 停止時の注水機能継続に係る評価 

約45日 
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(b) 電源機能継続に係る評価 

ｱ．高圧発電機車から電源供給する場合 

高圧発電機車からの電源供給は，プール水温が100℃に到達する約８時間後

までには開始することが可能である。 

また，燃料については，発電所構内に設置している非常用ディーゼル発電機

等の軽油タンク（約1,500kl）から補給することとしており，発電機運転中に

燃料補給することにより，約58日運転が可能である。 

したがって，高圧発電機車から電源供給する場合は，起因事象発生から約58

日電源供給することが可能である（図 5.4-6，添付 5.4-10）。 

 

ｲ．ガスタービン発電機から電源供給する場合 

ガスタービン発電機からの電源供給は，プール水温が100℃に到達する約８

時間後までには開始することが可能である。 

また，燃料については，発電所構内に設置しているガスタービン発電機用の

軽油タンク（約200kl）の他に非常用ディーゼル発電機等の軽油タンク（約

1,500kl）から補給することとしており，発電機運転中に燃料補給することによ

り，約20日運転が可能である。 

したがって，ガスタービン発電機から電源供給する場合は，起因事象発生か

ら約20日電源供給することが可能である（図 5.4-6，添付 5.4-10）。 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 … 20 21 22 23 24 25 … 58 59 機能 種類 

 

                       

(1)-1 高圧発電機車 ｳ                        電源 

機能 (1)-2 ガスタービン発電機 ｴ                        

 

 

 

 

 

    したがって，停止時の電源機能継続時間は，高圧発電機車により電源供給す

る場合の継続時間である約58日となる。 

 

防護措置 ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護 

措置 

図 5.4-6 停止時の電源機能継続に係る評価 

約58日 

約20日 



 

5.4-12 

S
2
 
5
.
4
 
R
0
 

(c）停止時のクリフエッジの特定 

注水機能継続に係る評価および電源機能継続に係る評価より，停止時のクリフ

エッジは約58日となる（図 5.4-7）。 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 58 59 … 61 62 機能 種類 

 

                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ，ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

電源 

機能 
(1)高圧発電機車 ｳ 

                       

 

 

 

 

 

c. 運転時および停止時のクリフエッジの特定 

   a.項，b.項の注水機能継続に係る評価および電源機能継続に係る評価の結果よ

り，運転時および停止時のクリフエッジは下表のとおりとなった。 

 

運転時 停止時 

約23日 約58日 

 

 (3) 事象進展防止措置の評価 

a. 運転時の場合 

   (2)項より，注水機能については，原子炉への注水の水源として，緊急安全対策

前の対策（防護措置ｱ，ｲ）は復水貯蔵タンク，純水タンク，補助復水貯蔵タンク

およびろ過水タンクの４種類の水源であったが，緊急安全対策後の対策（防護措

置ｳ）においては，輪谷貯水槽および海水の２種類の水源が加わり，合計６種類の

水源を使用することが可能となった。燃料プールへの注水の水源として，緊急安

全対策前の対策（防護措置ｱ）は復水貯蔵タンクおよび純水タンクの２種類の水源

であったが，緊急安全対策後の対策（防護措置ｳ）においては，補助復水貯蔵タン

ク，ろ過水タンク，輪谷貯水槽および海水の４種類の水源が加わり，合計６種類

の水源を使用することが可能となった。 

▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

防護 

措置 
起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 

←約0.3日 

←約2.0日 

←約7.4日 

←約6.2日 

←約0.1日 

塩分の析出▼ 

図 5.4-7 停止時のクリフエッジの特定 

約45日 

約58日 
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   また，電源機能については，緊急安全対策前の対策（防護措置ｱ）は蓄電池（直

流電源）のみであったが，緊急安全対策および更なる信頼性向上対策後の対策（防

護措置ｳ，ｴ）においては，高圧発電機車およびガスタービン発電機の２種類が加

わり，合計３種類の電源を使用することが可能となった。 

   この結果，運転時のクリフエッジは，緊急安全対策前は約８時間であったが，

緊急安全対策後は約23日に増加する。 

   なお，ガスタービン発電機から電源供給する場合は約20日に増加するとともに

速やかに原子炉を冷温停止することができる（図 5.4-8）。 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 … 16 17 … 21 22 23 24 … 58 59 機能 種類 
防護 

措置 
                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ,ｲ,ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｲ，ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｲ，ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

(1)蓄電池（直流電源） ｱ                        

(2)-1 高圧発電機車 ｳ                        
電源 

機能 
(2)-2 ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機 ｴ                        

緊急安全対策前                        

緊急安全対策後                        

更なる信頼性向上対策後                        

 

 

 

 

 

 

 

b. 停止時の場合 

(2)項より，注水機能については，燃料プールへの注水の水源として，緊急安全

対策前の対策（防護措置ｱ）は，復水貯蔵タンクおよび純水タンクの２種類の水源

であったが，緊急安全対策後の対策（防護措置ｳ）においては，補助復水貯蔵タン

ク，ろ過水タンク，輪谷貯水槽および海水の４種類の水源が加わり，合計６種類

の水源を使用することが可能となった。 

また，電源機能については，緊急安全対策および更なる信頼性向上対策後の対

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

起因事象発生後約1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

←約1.6日 

←約5.6日 

←約5.1日 

←約1.1日 

←約2.8日 

←約８時間 

約23日 

塩分の析出▼ 

←約８時間 

約20日 

図 5.4-8 運転時の事象進展防止措置の評価 

約７日 

約58日 

約20日 
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策（防護措置ｳ，ｴ）により，高圧発電機車およびガスタービン発電機の２種類の

電源を使用することが可能となった。 

   この結果，停止時のクリフエッジは，緊急安全対策前は約８時間であったが，

緊急安全対策後は約58日に増加する。 

   なお，ガスタービン発電機から電源供給する場合は約20日に増加するとともに

速やかに燃料プールの水温上昇を抑えることができる（図 5.4-9）。 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 … 16 17 … 20 21 … 58 59 … 61 62 機能 種類 

 

                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ，ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

(1)-1 高圧発電機車 ｳ 
                       

電源 

機能 
(1)-2 ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機 ｴ 

                       

緊急安全対策前                        

緊急安全対策後                        

更なる信頼性向上対策                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

 

←約８時間 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護 

措置 

←約0.3日 

←約2.0日 

←約7.4日 

←約6.2日 

←約0.1日 

約58日 

塩分の析出▼ 

約20日 

図 5.4-9 停止時の事象進展防止措置の評価 

約58日 

約20日 

約45日 
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5.4.4 評価結果のまとめ 

全交流電源喪失時のクリフエッジは，運転時は約23日，停止時は約58日であ

ると特定した。 

また，約23日という期間を考慮すると，発電所外部からの支援（燃料補給等）

を期待するのに十分な時間余裕となっている。 

さらに，上記期間を考慮すると，外部電源の復旧またはＡＭ対策で整備した非

常用ディーゼル発電機の復旧を十分に期待することができる。 

なお，島根２号機において，以下の更なる信頼性向上対策を今後予定しており，

これらの対策を講じることにより，全交流電源喪失に対する発電所の信頼性がよ

り一層向上するものと考える。 

・ 代替の非常用発電機の確保 

非常用ディーゼル発電機が機能喪失しても，原子炉および燃料プールの除

熱・注水機能に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給することができるよ

う代替の非常用発電機を確保する。 

・ 外部電源の供給信頼性の更なる向上策 

すべての送電線から受電できるように 500kV送電線から島根２号機の非常

用母線へ給電する回線を新設する。 
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5.5 最終的な熱の逃し場（最終ヒートシンク）の喪失 

5.5.1 評価実施事項 

(1) 燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

ＰＳＡの知見を踏まえて，最終ヒートシンク喪失を起因事象として燃料の重大な

損傷に至る事象の過程を明らかにする。 

 

(2) 最終ヒートシンク喪失の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(1)において特定された事象の過程の進展を踏まえ，最終ヒートシンク喪失の継

続時間を明らかにし，クリフエッジを特定する。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の

進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 
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5.5.2 評価方法 

原子炉にある燃料および燃料プールにある燃料を対象に以下の評価を実施する。 

(1) 燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

最終ヒートシンク喪失を起因事象として，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

（事故シナリオ）をイベントツリーで特定し，事故シナリオを分析する。 

また，最終ヒートシンク喪失時に，燃料の重大な損傷を防止するために使用する

防護措置を明らかにする。 

なお，特定された防護措置には，所要の安全機能を直接果たすフロントライン系

と，当該防護措置が機能を果たすのに必要となるサポート系を含む。 

上記の検討にあたって，以下を考慮する。 

・最終ヒートシンク喪失とは，原子炉および燃料プールの残留熱を除去する系統

等から最終ヒートシンクへ熱を輸送する設備（常用および非常用の海水を取水

するポンプ）の機能喪失とする。 

・地震，津波等の外部事象による設備への影響は考慮しない。 

・対象とする防護措置に関連する設備は，以下の４つに分類して示す。 

ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

なお，設置されていないが，計画が明らかになっている設備による防護措置は参

考とし，設置済みの設備による防護措置とは区別する。 

 

(2) 最終ヒートシンク喪失の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

a. 最終ヒートシンク喪失の継続時間評価 

事象進展過程に基づき，燃料の重大な損傷に至るまでの最終ヒートシンク喪失

の継続時間を評価する。 

継続時間の評価にあたっては，保守的に最終ヒートシンク喪失発生から必要な

影響緩和機能が喪失するまでの時間を評価する。 

これらの評価条件は以下のとおりとする。 

・最終ヒートシンク喪失時に作動する防護措置について，機器の継続運転の制

約条件（水源の枯渇，燃料の枯渇等）を考慮する。 

・プラントの状態としては，島根２号機が出力運転中で，燃料プールに１取替

炉心分を除いた全ての使用済燃料貯蔵ラックに使用済燃料が貯蔵された状態

を想定する場合（運転時）と，原子炉停止後速やかに全燃料が原子炉から燃

料プールに取り出され，全ての使用済燃料貯蔵ラックが使用済燃料で満たさ

れた状態を想定する場合（停止時）について評価する。 

・注水機能の継続時間評価においては，発電所全体で最も厳しい条件として， 

 初期状態を島根１，３号機は運転中とし，同様に最終ヒートシンク喪失を想

定して評価する。 

・注水機能の継続時間評価においては，最終ヒートシンク喪失発生後，原子
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炉は停止状態に移行し，燃料の崩壊熱による蒸散のために低下する水位を注

水により維持するものとして評価する。また，燃料プールは，燃料の崩壊熱

による蒸散のため低下する水位を注水により維持するものとして評価する。 

・除熱機能の継続時間評価においては，送水車および可搬式ディーゼル駆動ポ

ンプ等の同時運転を継続すると想定して評価する。 

・号機間で共用するものについては，島根１，３号機も最終ヒートシンク喪失が

同時発生していると想定して評価する。 

 

b. クリフエッジの特定 

a.項で評価した最終ヒートシンク喪失の継続時間評価の結果を踏まえ，クリフ

エッジを特定する。 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定した防護措置ごとに，燃料の重大な損傷の防止または燃料の重大な損傷まで

の時間余裕の増加に及ぼす効果を多重防護の観点から確認する。 

具体的には，防護措置が機能喪失した場合には，その機能を代替する防護措置を

明らかにするとともに，機能を果たす防護措置の種類と数を確認する。 

また，プラント全体としての安全裕度を明らかにするため，最終ヒートシンク喪

失に対して緊急安全対策および更なる信頼性向上対策前後の時間余裕を比較する。 
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5.5.3 評価結果 

(1) 燃料の重大な損傷に至る事象の過程の特定 

最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程を添付 5.5-1に

示す。 

原子炉は，最終ヒートシンク喪失が発生した場合，手動により停止されるが，最

終ヒートシンク喪失により原子炉補機海水系，高圧炉心スプレイ補機海水系および

循環水系が機能喪失するため，外部電源からの電源供給は確保されているが，非常

用炉心冷却系や給復水系による注水または冷却ができない状態となる。 

この場合，原子炉隔離時冷却系による注水が実施される。その後，主蒸気逃がし

安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等による代替注水または緊急安全

対策で配備した送水車による注水により，燃料の重大な損傷に至る事象を回避する

ことができる。 

原子炉隔離時冷却系による注水に失敗した場合は，主蒸気逃がし安全弁により原

子炉を減圧した上で，復水輸送系等による代替注水により燃料の重大な損傷に至る

事象を回避することができる。 

燃料プールは，最終ヒートシンク喪失が発生した場合，除熱機能が全て喪失し，

プール水温が上昇するため，プール水が蒸散することにより，プール水位が低下す

る。 

この場合，燃料プール補給水系による注水または緊急安全対策で整備した復水輸

送系等による代替注水により燃料の重大な損傷に至る事象を回避することができ

る。 

また，燃料プール補給水系による注水および復水輸送系等による代替注水に失敗

した場合は，緊急安全対策で配備した送水車による注水により，燃料の重大な損傷

に至る事象を回避することができる。 

 

原子炉および燃料プールの燃料の重大な損傷を防止するためには，注水機能また

は除熱機能を維持する必要があり，これらの機能に係る主な設備の保全内容を添付 

5.5-2に示す。 

これらの設備については，保安規定で定めた保守管理計画に基づき保全を実施し

ている。具体的には，設備に適応した保全プログラムを策定し，これに基づく保全

を実施し，設備の健全性の維持，確認を行っている上，原子炉隔離時冷却系の信頼

性は以下のとおり高いものとなっている。 

・ 安全機能における重要度分類ではＭＳ－１に分類され，重要度の高い系統で

あり，信頼性の高い設計となっている。 

・ 定期検査毎に社内の点検および国の定期検査を受検するとともに，プラント

運転時には毎月１回の定期試験により，機器の健全性を確認し，信頼性を確

保している。 
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(2) 最終ヒートシンク喪失の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(1)項において特定した事象の過程を踏まえ，最終ヒートシンク喪失の継続時間

評価は，5.5.2(2)a.項に記載したとおり，「運転時」および「停止時」において注

水機能および除熱機能の継続時間評価を実施し，クリフエッジの特定を行った。 

具体的には，以下のとおりクリフエッジの特定を行った。 

・注水機能の継続時間評価は，原子炉および燃料プールへの必要注水量評価に基

づき，タンク等の水源枯渇時間，海水中に含まれる塩分の影響を考慮した海水

注入継続時間を踏まえて実施する。 

・除熱機能の継続時間評価は，除熱開始までの必要注水量が限定的であり，水源

が枯渇することがないため，除熱機能に必要な原子炉補機海水系に海水を代替

供給する可搬式ディーゼル駆動ポンプ等の燃料枯渇時間を踏まえて実施する。 

・注水機能の継続時間および除熱機能の継続時間からクリフエッジの特定を行う。 

継続時間評価のフローを図 5.5-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリフエッジの特定 

（注水機能および除熱機能の継続時間のうち長い方を選択） 

原子炉および燃料プールへの 

必要注水量評価 

送水車および可搬式ディーゼル駆動ポン

プ等の燃料枯渇時間評価 

注水機能の継続時間の評価 除熱機能の継続時間の評価 

注水機能継続時間評価フロー 除熱機能継続時間評価フロー 

海水注入継続時間評価 

タンク等の水源枯渇時間評価 

図 5.5-1 継続時間評価のフロー 
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a. 運転時の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(a) 注水機能継続に係る評価 

ｱ. 原子炉にある燃料に対する評価 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合，外部電源により電源を確保し，原子

炉隔離時冷却系により注水される。 

その後，主蒸気逃がし安全弁により原子炉を減圧した上で，復水輸送系等に

よる代替注水または緊急安全対策で配備した送水車による注水により，燃料の

重大な損傷に至る事象を回避することができる。 

原子炉への注水手段を添付5.4-8に示す。 

 

ｲ. 燃料プールにある燃料に対する評価 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合，約1.6日後にプール水温が100℃に

到達するため，約1.6日後に燃料プールへの注水を開始するとして評価する。 

燃料プール補給水系による注水，緊急安全対策で整備した復水輸送系等によ

る代替注水，または送水車による注水により燃料の重大な損傷に至る事象を回

避することができる。 

燃料プールへの注水手段を添付5.4-8に示す。 

 

ｳ. 注水機能継続に係る評価結果 

淡水の水源として，復水貯蔵タンク，純水タンク，補助復水貯蔵タンク，ろ

過水タンクおよび輪谷貯水槽があり，淡水が枯渇した場合は海水注入を行うこ

ととしている。 

水源の枯渇時間は，各水源の保有水量と原子炉および燃料プールにある燃料

の崩壊熱に応じた必要注水量から約16日となる。 

海水注入は，水量に制限がないため，長期の注水も可能であるが，海水中に

含まれる塩分の析出を考慮して評価した結果，海水注入開始から約７日後に原

子炉において塩分析出が発生することから，注水期間は約７日とした。 

なお，海水注入等は送水車の運転が必要であるが，発電所構内に設置してい

る非常用ディーゼル発電機等の軽油タンク（約1,500kl）から燃料補給するこ

とにより運転を継続することができ，添付 5.5-3のとおり可搬式ディーゼル駆

動ポンプ等を同時に運転しても約107日運転が可能である。 

したがって，原子炉および燃料プールへの注水は，起因事象発生から約23

日継続可能である（図 5.5-2，添付 5.4-9）。 
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起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 … 22 23 24 機能 種類 
防護 

措置 
                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ,ｲ,ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｲ，ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｲ，ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

 

 

 

 

 

 

(b) 除熱機能継続に係る評価 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合，原子炉隔離時冷却系等により注水が

行われるが，海水注入するまでには可搬式ディーゼル駆動ポンプにより原子炉

補機海水系へ海水を代替供給し，残留熱除去系および燃料プール冷却系による

原子炉および燃料プールの除熱を開始することができ，燃料の重大な損傷に至

る事象を回避することができる。 

可搬式ディーゼル駆動ポンプは，発電所構内に設置している非常用ディーゼ

ル発電機等の軽油タンク（約1,500kl）からポンプ運転中に燃料補給することに

より運転を継続することができ，送水車等を同時運転しても，約107日運転が

可能である。 

したがって，可搬式ディーゼル駆動ポンプによる除熱機能は，起因事象発生

から約107日継続可能である（図 5.5-3，添付 5.5-3）。 

図 5.5-2 運転時の注水機能継続に係る評価 

起因事象発生後，約1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

 

←約1.6日 

←約5.6日 

←約5.1日 

←約1.1日 

←約2.8日 

塩分の析出▼ 

約７日 
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起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 … 101 102 103 104 105 106 107 108 109 機能 種類 

 

                       

注水 

機能 
送水車等 ｳ 

                       

除熱 

機能 

(1)可搬式ディーゼ

ル駆動ポンプ注 
ｴ 
                       

注：可搬式ディーゼル駆動ポンプによる除熱開始までは注水を実施 

 

 

 

 

 

(c) 運転時のクリフエッジの特定 

注水機能継続に係る評価および除熱機能継続に係る評価より，運転時のクリ

フエッジは約107日となる。 

 

b. 停止時の継続時間評価およびクリフエッジの特定 

(a) 注水機能継続に係る評価 

停止時には原子炉の燃料は全て燃料プールに取り出されているため，燃料プ

ールについてのみ評価を行う。 

ｱ. 燃料プールにある燃料に対する評価 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合，約８時間後にプール水温が 100℃に

到達するため，約８時間後に燃料プールへの注水を開始するとして評価する。 

外部電源からの電源供給により燃料プール補給水系による注水，緊急安全対

策で整備した復水輸送系等による代替注水，または送水車による注水により，

燃料の重大な損傷に至る事象を回避することができる。 

燃料プールへの注水手段を添付5.4-8に示す。 

 

ｲ. 注水機能継続に係る評価 

淡水の水源として，復水貯蔵タンク，純水タンク，補助復水貯蔵タンク，ろ

過水タンクおよび輪谷貯水槽があり，淡水が枯渇した場合は海水注入を行うこ

ととしている。 

水源の枯渇時間は，各水源の保有水量と燃料プールにある燃料の崩壊熱に応

じた必要注水量から約16日となる。 

海水注入は，水量に制限がないため，長期の注水も可能であるが，海水中に

含まれる塩分の析出を考慮して評価した結果，海水注入開始から約45日後に塩

分析出が発生することから，注水期間は約45日とした。 

防護 

措置 

防護措置 ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 
 

図 5.5-3 運転時の除熱機能継続に係る評価 

約107日 

約107日 
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なお，海水注入等は送水車の運転が必要であるが，発電所構内に設置してい

る非常用ディーゼル発電機等の軽油タンク（約 1,500kl）から燃料補給するこ

とにより運転を継続することができ，可搬式ディーゼル駆動ポンプ等を同時に

運転しても約107日運転が可能である。 

したがって，燃料プールへの注水は，起因事象発生から約61日継続可能であ

る（図 5.5-4，添付 5.4-9）。 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 … 61 62 機能 種類 

 

                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ，ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

注水 

機能 

(6)海水 ｳ 
                       

 

 

 

 

 

(b) 除熱機能継続に係る評価 

  最終ヒートシンク喪失が発生した場合，燃料プール補給水系等により注水が行

われるが，海水注入するまでには可搬式ディーゼル駆動ポンプにより原子炉補機

海水系へ海水を代替供給し，残留熱除去系による燃料プールの除熱を開始するこ

とができ，燃料の重大な損傷に至る事象を回避することができる。 

 可搬式ディーゼル駆動ポンプは，発電所構内に設置している非常用ディーゼル

発電機等の軽油タンク（約1,500kl）からポンプ運転中に燃料補給することによ

り運転を継続することができ，送水車等を同時運転しても，約107日運転が可能

である。 

 したがって，可搬式ディーゼル駆動ポンプによる除熱機能は，起因事象発生か

ら約107日継続可能である（図 5.5-5，添付 5.5-3）。 

図 5.5-4 停止時の注水機能継続に係る評価 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

防護 

措置 

←約0.3日 

←約2.0日 

←約7.4日 

←約6.2日 

←約0.1日 

塩分の析出▼ 

約45日 
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起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 … 101 102 103 104 105 106 107 108 109 機能 種類 

 

                       

注水 

機能 
送水車等 ｳ 

                       

除熱 

機能 

(1)可搬式ディーゼ

ル駆動ポンプ注 
ｴ 
                       

注：可搬式ディーゼル駆動ポンプによる除熱開始までは注水を実施 

 

 

 

 

 

(c) 停止時のクリフエッジの特定 

注水機能継続に係る評価および除熱機能継続に係る評価より，停止時のクリ

フエッジは約107日となる。 

 

c. 運転時および停止時のクリフエッジの特定 

a.項，b.項の結果より，運転時および停止時のクリフエッジは下表のとおりと

なった。 

 

運転時 停止時 

約107日 約107日 

 

(3) 事象進展防止措置の評価 

a. 運転時の場合 

  (2)項より，注水機能については，原子炉への注水の水源として，緊急安全対策

前の対策（防護措置ｱ，ｲ）は復水貯蔵タンク，純水タンク，補助復水貯蔵タンク

およびろ過水タンクの４種類の水源であったが，緊急安全対策後の対策（防護措

置ｳ）においては，輪谷貯水槽および海水の２種類の水源が加わり，合計６種類の

水源を使用することが可能となった。燃料プールへの注水の水源として，緊急安

全対策前の対策（防護措置ｱ）は復水貯蔵タンクおよび純水タンクの２種類の水源

であったが，緊急安全対策後の対策（防護措置ｳ）においては，補助復水貯蔵タン

ク，ろ過水タンク，輪谷貯水槽および海水の４種類の水源が加わり，合計６種類

の水源を使用することが可能となった。 

また，除熱機能としては，更なる信頼性向上対策後の対策（防護措置ｴ）におい

て，可搬式ディーゼル駆動ポンプを用いた原子炉および燃料プールの除熱により，

燃料の重大な損傷に至る事象を回避することが可能となった。 

防護 

措置 

防護措置 ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

図 5.5-5 停止時の除熱機能継続に係る評価 

約107日 

約107日 
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この結果，運転時のクリフエッジは，緊急安全対策前は約2.7日であったが，

緊急安全対策後は約23日，更なる信頼性向上対策後は約107日に増加する（図

5.5-6）。 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 23 24 … 107 108 機能 種類 
防護 

措置 
                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ,ｲ,ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｲ，ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｲ，ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

(6)海水 ｳ 
                       

注水 

機能 

送水車等 ｳ                        

除熱 

機能 

(1)可搬式ディーゼル駆動

ポンプ注 
ｴ 

                       

緊急安全対策前                        

緊急安全対策後                        

更なる信頼性向上対策後                        

注：可搬式ディーゼル駆動ポンプによる除熱開始までは注水を実施 

 

 

 

 

 

 

 

b. 停止時の場合 

(2)項より，注水機能については，燃料プールへの注水の水源として，緊急安全

対策前の対策（防護措置ｱ）は，復水貯蔵タンクおよび純水タンクの２種類の水源

であったが，緊急安全対策後の対策（防護措置ｳ）においては，補助復水貯蔵タン

ク，ろ過水タンク，輪谷貯水槽および海水の４種類の水源が加わり，合計６種類

の水源を使用することが可能となった。 

また，除熱機能としては，更なる信頼性向上対策後の対策（防護措置ｴ）におい

て，可搬式ディーゼル駆動ポンプを用いた燃料プールの除熱により，燃料の重大

な損傷に至る事象を回避することが可能となった。 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

起因事象発生後約1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

←約2.7日 

約23日 

約107日 

←約1.6日 

←約5.6日 

←約5.1日 

←約1.1日 

←約2.8日 

▼塩分の析出 

図 5.5-6 運転時の事象進展防止措置の評価 

約７日 

約107日 

約107日 
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この結果，停止時のクリフエッジは，緊急安全対策前は約2.6日であったが，

緊急安全対策後は約 61日，更なる信頼性向上対策後は約 107日に増加する（図

5.5-7）。 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 61 62 … 107 108 機能 種類 

 

                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ，ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

(6)海水 ｳ 
                       

注水 

機能 

送水車等 ｳ                        

除熱 

機能 

(1)可搬式ディーゼル駆

動ポンプ注 
ｴ 
                       

緊急安全対策前                        

緊急安全対策後                        

更なる信頼性向上対策後                        

注：可搬式ディーゼル駆動ポンプによる除熱開始までは注水を実施 

 

 

 

 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

ｴ. 更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護 

措置 

←約0.3日 

←約2.0日 

←約7.4日 

←約6.2日 

←約0.1日 

←約2.6日 

約61日 

約107日 

▼塩分の析出 

図 5.5-7 停止時の事象進展防止措置の評価 

約45日 

約107日 

約107日 
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5.5.4 評価結果のまとめ 

   最終ヒートシンク喪失時のクリフエッジは，運転時は約107日，停止時は約107

日であると特定した。 

また，約107日という期間を考慮すると，発電所外部からの支援（燃料補給等）

を期待するのに十分な時間余裕となっている。 

さらに，上記期間を考慮すると，最終ヒートシンク喪失の復旧作業を実施する

のに十分な時間余裕となっている。 

 



5.6-1 

5.6 その他のシビアアクシデントマネジメント 

5.6.1 評価実施事項 

平成４年７月に通商産業省（当時）が発表した「アクシデントマネジ

メントの今後の進め方について」で規定し，事業者が整備しているシビ

アアクシデントマネジメント対策（燃料の重大な損傷を防止するための

措置，放射性物質の大規模な放出を防止するために原子炉格納容器の健

全性を維持するための措置）について，多重防護の観点から，その効果

を示す。 

 

5.6.2 評価方法 

(1) 事象進展シナリオの特定と防護措置の確認 

ＰＳＡにおいて想定した起因事象を対象に，燃料の重大な損傷および

放射性物質の大規模な放出に至る事象の過程をイベントツリーで特定

し，当該事象を防止するための防護措置を明らかにした上で，防護措置

との関係を示す。  
なお，ここでの防護措置は，「ＡＭ検討報告書」，「ＡＭ整備報告書」，

「アクシデントマネジメント整備有効性評価報告書」（以下，「ＡＭ整備

有効性評価報告書」という。）で報告したＡＭ対策を対象とする。 

 

 (2) 事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

(1)項で示した防護措置に加え，緊急安全対策，更なる信頼性向上対

策およびシビアアクシデントへの対応措置について，燃料損傷の防止お

よび原子炉格納容器機能喪失の防止のそれぞれの観点から，「原子炉停

止機能」，「炉心冷却機能」，「放射性物質の閉じ込め機能」および「安全

機能のサポート機能」の安全機能別に整理し，多重防護の観点から，そ

の効果を確認する。また，防護措置が機能喪失した場合に，その機能を

代替する防護措置を明確にし，防護措置の種類と数を確認する。  
 

(1)，(2)項の評価条件は以下のとおりとする。  
○地震，津波等の外部事象による設備への影響および防護措置の復

旧は考慮しない。なお，現場での手動操作等により機能の回復が

見込める場合には，シナリオ分析において適切に考慮する。  
○対象とする防護措置に関連する設備は，下記の５つに分類して示

す。  
    ・基本設計段階で採用した設備 

    ・ＡＭ対策 

    ・緊急安全対策 

    ・更なる信頼性向上対策（設置済みの設備） 

    ・シビアアクシデント対応措置 
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5.6-2 

5.6.3 評価結果 

 (1) 事象進展シナリオの特定と防護措置の確認結果 

a. 燃料損傷防止 

(a) 事象進展シナリオの特定 

  ＰＳＡにおいて想定した起因事象（表 5.6-1）を対象にして，燃料の

重大な損傷に進展する過程をイベントツリーにより特定した。燃料損

傷防止の防護措置として整備したＡＭ対策を考慮したイベントツリー

を添付 5.6-1～9に示す。 

 

表 5.6-1 ＰＳＡにおいて想定した燃料損傷に至る起因事象 

 起因事象 

１ タービントリップ 

２ タービントリップＡＴＷＳ 

３ 主蒸気隔離弁閉 

４ 主蒸気隔離弁閉ＡＴＷＳ 

５ 給水喪失 

６ 給水喪失ＡＴＷＳ 

７ 復水器真空度喪失 

８ 復水器真空度喪失ＡＴＷＳ 

９ 外部電源喪失 

10 外部電源喪失ＡＴＷＳ 

11 主蒸気逃がし安全弁誤開放 

12 主蒸気逃がし安全弁誤開放ＡＴＷＳ 

13 大破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む） 

14 中破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む） 

15 小破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む） 

16 その他の過渡変化 

17 手動停止 
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5.6-3 

 

(b) 事象進展シナリオと防護措置との関係整理 

(a)項で特定したイベントツリーのシナリオを分析することで得ら

れた起因事象毎の事象進展シナリオと防護措置との関係について，以

下に示す。 

 

   ｱ. タービントリップ（添付 5.6-1） 

タービントリップ時は，主蒸気止め弁が急速閉し，主蒸気止め弁閉

信号により原子炉スクラムする。原子炉スクラムに成功した場合は，

主蒸気逃がし安全弁による原子炉の圧力制御が必要である。 

主蒸気逃がし安全弁再閉鎖に成功した場合は，高圧系の注水機能ま

たは原子炉減圧と低圧系の注水機能が必要となりＡＭ対策を考慮し

ない場合は，以下の５通りのシナリオにより燃料損傷を防ぐことがで

きる。 

①「給復水系による注水および復水器による除熱」 

②「高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系による注水」＋

「復水器による除熱」 

③「高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系による注水」＋

「残留熱除去系による除熱」 

④「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプレイ

系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「復水器に

よる除熱」 

⑤「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプレイ

系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「残留熱除

去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の５通りの燃料損傷回避シナリ

オが追加される。 

⑥「高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系による注水」＋

「格納容器ベント」 

⑦「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプレイ

系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「格納容器

ベント」 

⑧「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋「復

水器による除熱」 

⑨「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋「残

留熱除去系による除熱」 

⑩「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋「格

納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，５通りのシナリオが加わ

り，合計 10通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 
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主蒸気逃がし安全弁再閉鎖に失敗した場合は，原子炉隔離時冷却系

による炉心冷却が不能となり，原子炉の手動減圧は不要となる。 

ＡＭ対策を考慮しない場合は，以下の３通りのシナリオにより燃料

損傷を防ぐことができる。 

⑪「給復水系による注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑫「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑬「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注

水」＋「残留熱除去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の５通りの燃料損傷回避シナリ

オが追加される。 

⑭「給復水系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑮「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑯「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注

水」＋「格納容器ベント」 

⑰「代替注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑱「代替注水」＋「格納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，５通りのシナリオが加わ

り，合計８通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

燃料損傷回避シナリオ数 

主蒸気逃がし安全

弁再閉鎖の成否 

ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備 

により追加 

合計 

成功 ５ ５ 10 

失敗 ３ ５ ８ 

合計 ８ 10 18 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

通りとなる。 
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 基本設計段階 ＡＭ対策 

炉心冷却 

【高圧系による注水】 

・給復水系 

・原子炉隔離時冷却系 

・高圧炉心スプレイ系 

【原子炉減圧】 

・原子炉の手動減圧 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【原子炉減圧】 

・原子炉減圧の自動化 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・復水器による除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用 

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

   ｲ. タービントリップＡＴＷＳ（添付 5.6-2） 

タービントリップ時に原子炉スクラムに失敗した場合，タービント

リップＡＴＷＳのシナリオとなる。 

ＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオとしては，ＡＭ対策を考慮しな

い場合は，以下の１通りのシナリオにより燃料損傷を防ぐことができ

る。 

①「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の４通りのＡＴＷＳ時の燃料損

傷回避シナリオが追加される。 

②「電気系によるスクラム信号発信」＋「原子炉再循環ポンプトリ

ップによる炉心流量制御」＋「高圧炉心スプレイ系による注水」

＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力制御」＋「ほう酸水注入系

による原子炉停止」＋「残留熱除去系による除熱」 

③「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「原子炉再循環ポンプトリップによる炉心流量制御」 

④「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「原子炉再循環ポンプトリ

ップによる炉心流量制御」＋「高圧炉心スプレイ系による注水」

＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力制御」＋「ほう酸水注入系

による原子炉停止」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑤「原子炉再循環ポンプトリップによる炉心流量制御」＋「高圧炉

心スプレイ系による注水」＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力

制御」＋「ほう酸水注入系による原子炉停止」＋「残留熱除去

系による除熱」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，４通りのシナリオが加わ
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り，合計５通りのＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

ＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオ数 

ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備により追加 合計 

１ ４ ５ 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉停止 

・手動スクラム 

・水位制御およびほう酸水

注入系の手動操作 

・代替反応度制御 

（原子炉再循環ポンプ

トリップおよび代替

制御棒挿入） 

炉心冷却 
【高圧系による注水】 

・高圧炉心スプレイ系 
－ 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・残留熱除去系 － 

 

   ｳ. 主蒸気隔離弁閉（ＡＴＷＳ含む） 

主蒸気隔離弁の開度が 90％以下に閉止すると，主蒸気隔離弁閉信号

が発信され，原子炉はスクラムする。 

主蒸気隔離弁閉止時の燃料損傷回避シナリオは，タービントリップ

時と同一であり，イベントツリーの構造および有効なＡＭ対策につい

てもタービントリップと同一である。 

また，原子炉スクラムに失敗した場合の燃料損傷回避シナリオは，

タービントリップＡＴＷＳと同一であり，イベントツリーの構造およ

び有効なＡＭ対策についてもタービントリップＡＴＷＳと同一であ

る。 

 

   ｴ. 給水喪失（ＡＴＷＳ含む） 

給水喪失時は，原子炉水位が急激に低下し，原子炉水位低（Ｌ３）

信号の発生により，原子炉はスクラムする。 

給水喪失時の燃料損傷回避シナリオは，タービントリップ時と同一

であり，イベントツリーの構造および有効なＡＭ対策についてもター

ビントリップと同一である。 

また，原子炉スクラムに失敗した場合の燃料損傷回避シナリオは，

タービントリップＡＴＷＳと同一であり，イベントツリーの構造およ

び有効なＡＭ対策についてもタービントリップＡＴＷＳと同一であ
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る。 

 

   ｵ. 復水器真空度喪失（ＡＴＷＳ含む） 

復水器真空度が急速に低下した場合，復水器真空低信号によりター

ビントリップ，主蒸気止め弁が急速閉し，原子炉はスクラムする。 

復水器真空度喪失時の燃料損傷回避シナリオは，タービントリップ

時と同一であり，イベントツリーの構造および有効なＡＭ対策につい

てもタービントリップと同一である。 

また，原子炉スクラムに失敗した場合の燃料損傷回避シナリオは，

タービントリップＡＴＷＳと同一であり，イベントツリーの構造およ

び有効なＡＭ対策についてもタービントリップＡＴＷＳと同一であ

る。 

 

   ｶ. 外部電源喪失（ＡＴＷＳ含む） 

外部電源喪失に関しては，「5.4 全交流電源喪失」において，外部

電源喪失から全交流電源喪失までの過程を特定し，その後，全交流電

源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程についてイベントツ

リーを示し，事故シナリオの分析を行っている。 

これにより，全交流電源喪失時に，燃料の重大な損傷を防止するた

めに使用する防護措置を明らかにしている。 

 

   ｷ. 主蒸気逃がし安全弁誤開放（添付 5.6-3） 

主蒸気逃がし安全弁誤開放時は，直ちにスクラムには至らないが，

これを放置しておくと主蒸気圧力低下に伴う主蒸気隔離弁閉，サプレ

ッションチェンバへの蒸気流出に伴う原子炉水位低（Ｌ３）またはド

ライウェル圧力高信号により原子炉はスクラムする。 

原子炉スクラムに成功した後の燃料損傷回避シナリオは，ＡＭ対策

を考慮しない場合は，以下の３通りのシナリオにより燃料損傷を防ぐ

ことができる。 

①「給復水系による注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

②「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

③「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注

水」＋「残留熱除去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の５通りの燃料損傷回避シナリ

オが追加される。 

④「給復水系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑤「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑥「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注

水」＋「格納容器ベント」 

⑦「代替注水」＋「残留熱除去系による除熱」 
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5.6-8 

⑧「代替注水」＋「格納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，５通りのシナリオが加わ

り，合計８通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

燃料損傷回避シナリオ数 

ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備により追加 合計 

３ ５ ８ 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

通りとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

炉心冷却 

【高圧系による注水】 

・給復水系 

・高圧炉心スプレイ系 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

   ｸ. 主蒸気逃がし安全弁誤開放ＡＴＷＳ（添付 5.6-4） 

主蒸気逃がし安全弁誤開放時にスクラムに失敗した場合，主蒸気逃

がし安全弁誤開放ＡＴＷＳのイベントツリーとなる。 

本事象に対するＡＭ対策としては，事象を認知し手動停止操作を実

施する「停止認知」に成功する場合と失敗する場合の２ケースから検

討しており，「停止認知」に成功する場合のＡＴＷＳ時の燃料損傷回

避シナリオは，ＡＭ対策を考慮しない場合は，以下の１通りのシナリ

オにより燃料損傷を防ぐことができる。 

①「機械系のスクラム動作」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の１通りのＡＴＷＳ時の燃料損

傷回避シナリオが追加される。 

②「原子炉再循環ポンプトリップによる炉心流量制御」＋「高圧炉

心スプレイ系による注水」＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力

制御」＋「ほう酸水注入系による原子炉停止」＋「残留熱除去

系による除熱」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，１通りのシナリオが加わ

り，合計２通りのＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオとなる。 
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「停止認知」に失敗した場合のＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオ

は，ＡＭ対策を考慮しない場合は，以下の１通りのシナリオにより燃

料損傷を防ぐことができる。 

③「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の４通りのＡＴＷＳ時の燃料損

傷回避シナリオが追加される。 

    ④「電気系によるスクラム信号発信」＋「原子炉再循環ポンプトリ

ップによる炉心流量制御」＋「高圧炉心スプレイ系による注水」

＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力制御」＋「ほう酸水注入系

による原子炉停止」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑤「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「原子炉再循環ポンプトリップによる炉心流量制御」 

⑥「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「原子炉再循環ポンプトリ

ップによる炉心流量制御」＋「高圧炉心スプレイ系による注水」

＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力制御」＋「ほう酸水注入系

による原子炉停止」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑦「原子炉再循環ポンプトリップによる炉心流量制御」＋「高圧炉

心スプレイ系による注水」＋「主蒸気逃がし安全弁による圧力

制御」＋「ほう酸水注入系による原子炉停止」＋「残留熱除去

系による除熱」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，４通りのシナリオが加わ

り，合計５通りのＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

 ＡＴＷＳ時の燃料損傷回避シナリオ数 

停止認知の成否 ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備により追加 合計 

成功 １ １ ２ 

失敗 １ ４ ５ 

合計 ２ ５ ７ 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 
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 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉停止 

・手動スクラム 

・水位制御およびほう酸水

注入系の手動操作 

・代替反応度制御 

（原子炉再循環ポンプ

トリップおよび代替

制御棒挿入） 

炉心冷却 
【高圧系による注水】 

・高圧炉心スプレイ系 
－ 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・残留熱除去系 － 

 

   ｹ. 大破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む）（添付 5.6-5） 

大破断ＬＯＣＡ時，原子炉が瞬時に減圧するため，低圧系作動のた

めの原子炉減圧は不要であり，炉心冷却機能としては，タービン駆動

である原子炉隔離時冷却系は使用できないことから高圧系の高圧炉

心スプレイ系，低圧系の低圧炉心スプレイ系,残留熱除去系(低圧注

水)が必要である。 

燃料損傷回避シナリオは，ＡＭ対策を考慮しない場合，以下の２通

りである。 

①「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による

除熱」 

②「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）によ

る注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の６通りの燃料損傷回避シナリ

オが追加される。 

③「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

④「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）によ

る注水」＋「格納容器ベント」 

⑤「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による

除熱」 

⑥「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）によ

る注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑦「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」
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＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑧「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「低圧炉心スプレイ系による注水または残留熱除去系（低圧

注水）による注水」＋「格納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，６通りのシナリオが加わ

り，合計８通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

燃料損傷回避シナリオ数 

ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備により追加 合計 

２ ６ ８ 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉停止 ・手動スクラム 
・代替反応度制御 

（代替制御棒挿入） 

炉心冷却 

【高圧系による注水】 

・高圧炉心スプレイ系 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

－ 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

   ｺ. 中破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む）（添付 5.6-6） 

中破断ＬＯＣＡ時は，大破断ＬＯＣＡに比べて原子炉圧力が高圧で

推移するため，高圧系による注水または原子炉減圧の成否が重要であ

る。 

高圧系の注水としては原子炉隔離時冷却系では容量不足のため，高

圧炉心スプレイ系しか期待できない。 

また，高圧炉心スプレイ系による注水に失敗した場合は，低圧注水

のための原子炉減圧が必要となる。 

なお，原子炉水位低およびドライウェル圧力高の両信号（ＬＯＣＡ

信号）が発生した場合には，自動減圧系により原子炉を自動減圧する。 

ＡＭ対策を考慮しない場合は，以下の２通りのシナリオにより燃料

損傷を防ぐことができる。 

①「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による
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除熱」 

②「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプ

レイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「残留

熱除去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の 10通りの燃料損傷回避シナ

リオが追加される。 

③「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

④「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプ

レイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「格納

容器ベント」 

⑤「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋

「残留熱除去系による除熱」 

⑥「電気系によるスクラム信号発信」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋

「格納容器ベント」 

⑦「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による

除熱」 

⑧「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑨「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプ

レイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「残留

熱除去系による除熱」 

⑩「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプ

レイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「格納

容器ベント」 

⑪「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋

「残留熱除去系による除熱」 

⑫「代替制御棒挿入によるスクラム」＋「機械系のスクラム動作」

＋「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋

「格納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，10通りのシナリオが加わ

り，合計 12通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 
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燃料損傷回避シナリオ数 

ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備により追加 合計 

２ 10 12 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉停止 
・手動スクラム 

・代替反応度制御 

（代替制御棒挿入） 

炉心冷却 

【高圧系による注水】 

・高圧炉心スプレイ系 

【原子炉減圧】 

・原子炉の手動減圧 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

   ｻ. 小破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む）（添付 5.6-7） 

小破断ＬＯＣＡ時は，中破断ＬＯＣＡ時に比べてさらに原子炉圧力

が高圧で推移するため，高圧系による注水手段としては高圧炉心スプ

レイ系および原子炉隔離時冷却系が期待できる。 

上記以外については，必要な機能，イベントツリーの構造，有効な

ＡＭ対策および燃料損傷回避シナリオは，中破断ＬＯＣＡと同一であ

る。 

 

   ｼ. その他の過渡変化（添付 5.6-8） 

本事象時は，誤スクラムのように起因事象自体がスクラムを含むも

のや，検出器誤動作によりスクラムに至るものを含め，プラントにと

っては他の起因事象よりも厳しさの割合が低い事象をまとめたもの

である。これらの事象は，給復水系による注水で炉心冷却は可能であ

る。 

給復水系による注水が失敗した場合は，主蒸気逃がし安全弁による

圧力制御が必要である。 

主蒸気逃がし安全弁再閉鎖に成功した場合は，高圧系の注水機能ま

たは原子炉減圧と低圧系の注水機能が必要となる。ＡＭ対策を考慮し
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ない場合は，以下の４通りのシナリオにより燃料損傷を防ぐことがで

きる。 

①「高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系による注水」＋

「復水器による除熱」 

②「高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系による注水」＋

「残留熱除去系による除熱」 

③「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプレイ

系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「復水器に

よる除熱」 

④「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプレイ

系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「残留熱除

去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の５通りの燃料損傷回避シナリ

オが追加される。 

⑤「高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系による注水」＋

「格納容器ベント」 

⑥「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「低圧炉心スプレイ

系または残留熱除去系（低圧注水）による注水」＋「格納容器

ベント」 

⑦「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋「復

水器による除熱」 

⑧「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋「残

留熱除去系による除熱」 

⑨「主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧」＋「代替注水」＋「格

納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，５通りのシナリオが加わ

り，合計９通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

主蒸気逃がし安全弁再閉鎖に失敗した場合は，原子炉隔離時冷却系

による炉心冷却が不能となり，原子炉の手動減圧は不要となる。 

ＡＭ対策を考慮しない場合は，以下の２通りのシナリオにより燃料

損傷を防ぐことができる。 

⑩「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑪「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注

水」＋「残留熱除去系による除熱」 

ＡＭ対策を考慮した場合には，以下の４通りの燃料損傷回避シナリ

オが追加される。 

⑫「高圧炉心スプレイ系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑬「低圧炉心スプレイ系または残留熱除去系（低圧注水）による注

水」＋「格納容器ベント」 
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⑭「代替注水」＋「残留熱除去系による除熱」 

⑮「代替注水」＋「格納容器ベント」 

したがって，ＡＭ対策を考慮した場合は，４通りのシナリオが加わ

り，合計６通りの燃料損傷回避シナリオとなる。 

 

 燃料損傷回避シナリオ数 

主蒸気逃がし安全

弁再閉鎖の成否 

ＡＭ対策整備前 ＡＭ対策整備 

により追加 

合計 

成功 ４ ５ ９ 

失敗 ２ ４ ６ 

合計 ６ ９ 15 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

炉心冷却 

【高圧系による注水】 

・給復水系 

・原子炉隔離時冷却系 

・高圧炉心スプレイ系 

【原子炉減圧】 

・原子炉の手動減圧 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【原子炉減圧】 

・原子炉減圧の自動化 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納

容器からの

除熱 

・復水器による除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

   ｽ. 手動停止（添付 5.6-9） 

手動停止には通常停止，計画外停止，サポート系故障停止（非常用

所内電源系，直流電源系，原子炉補機冷却系，原子炉補機海水系）が

あるが，これらはプラント停止手順が同一であり，イベントツリーの

構造も同一となる。 

手動停止は，原子炉の出力を制御しながら原子炉を停止するもので

あり，給復水系の機能が確保されていれば，制御棒の通常停止操作に

より原子炉は停止される。原子炉停止操作中に自動スクラムが生じた

ものは上述の各過渡変化で評価されているため，本項目では，原子炉

停止操作完了以降について評価するが，原子炉停止操作完了以降の燃
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料損傷回避シナリオとしては，その他の過渡変化と同一である。 

また，手動停止の有効なＡＭ対策についてもその他の過渡変化と同

一である。 

 

b. 原子炉格納容器機能喪失防止 

  (a) 事象進展シナリオの特定 

ＰＳＡにおいて想定したプラント損傷状態（表 5.6-2）を対象にし

て，原子炉格納容器の損傷に進展する過程をイベントツリーにより特

定した。原子炉格納容器損傷防止の防護措置として整備したＡＭ対策

を考慮したイベントツリーを添付 5.6-10～14に示す。 
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    表 5.6-2 ＰＳＡにおいて想定したプラント損傷状態の分類 

項目 プラント損傷状態 

高圧系注水失敗・ 

減圧失敗 

高圧系の非常用炉心冷却系等の故障と

減圧失敗により燃料損傷に至る。 

原子炉は高圧状態。 

高圧系・低圧系注水失敗 高圧系，低圧系の非常用炉心冷却系等の

注水失敗により燃料損傷に至る。 

原子炉は低圧状態。 

原子炉冷却材喪失 原子炉冷却材喪失事象発生後，原子炉へ

の注水機能が喪失し，燃料損傷に至る。 

原子炉は低圧状態。 

全交流電源喪失 

（直流電源枯渇） 

全交流電源喪失後，原子炉隔離時冷却系

が作動するが，直流電源の枯渇により燃

料損傷に至る。 

原子炉は高圧状態。 

全交流電源喪失 

（高圧系注水失敗） 

全交流電源喪失後，原子炉隔離時冷却系

の故障等により原子炉への注水に失敗

し，燃料損傷に至る。 

原子炉は高圧状態。 

電源喪失 

全交流電源喪失 

（直流電源喪失） 

全交流電源喪失後，直流電源の喪失によ

り原子炉への注水に失敗し，燃料損傷に

至る。 

原子炉は高圧状態。 

崩壊熱除去失敗 原子炉注水機能は健全であるが，何らか

の要因により崩壊熱除去に失敗してい

るため，崩壊熱が原子炉格納容器内に蒸

気として放出され，原子炉格納容器内の

温度・圧力が徐々に上昇し，原子炉格納

容器は過圧破損に至る。その後，原子炉

注水機能喪失により燃料損傷に至る。 

原子炉は高圧状態。 

未臨界確保失敗 原子炉注水機能は健全であるが，何らか

の要因により制御棒挿入に失敗してい

るため，燃料損傷前に原子炉格納容器は

過圧破損に至る。その後，原子炉注水機

能喪失により燃料損傷に至る。 

原子炉は高圧状態。 
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なお，上記のプラント損傷状態のうち，「崩壊熱除去失敗」および

「未臨界確保失敗」については，燃料損傷に至る前に原子炉格納容器

が破損することから，原子炉格納容器損傷に係るイベントツリーでの

評価は行わない。 

添付 5.6-10～14に示す原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー

により特定される事象進展において，原子炉格納容器の健全性が脅か

される各物理現象を表 5.6-3および添付 5.6-15に示す。 
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表 5.6-3 原子炉格納容器の健全性が脅かされる各物理現象 

破損モード  原子炉格納容器破損状態  
水蒸気（崩壊熱）

による過圧 

注水された水が崩壊熱により蒸発して発生する

蒸気が継続的に原子炉格納容器内に放出される。

このとき，残留熱除去系等により原子炉格納容器

外へ除熱が行われなければ，水蒸気によりゆっく

りと原子炉格納容器内の圧力が上昇し原子炉格

納容器破損に至る。 

また，原子炉格納容器内に放出されたデブリが冷

却されない場合，コア・コンクリート反応による

非凝縮性ガスの発生が継続し，原子炉格納容器内

が加圧され原子炉格納容器破損に至る。 

水蒸気爆発 ペデスタルに水が存在した状態で，原子炉圧力容

器破損後，デブリが大量にその水中に落下し，何

らかの原因で微細化するような場合に，デブリの

持つ熱エネルギーにより爆発的に水が気化する

ことにより，原子炉格納容器破損に至る。 

未臨界確保失敗

時の過圧 

原子炉停止に失敗した場合に，原子炉内で核分裂

反応が継続することにより，炉心で発生した大量

の蒸気が原子炉格納容器内へ放出され，早期に原

子炉格納容器内の圧力が上昇し，過圧破損に至

る。 

貫通部過温 原子炉圧力容器破損後，デブリへの注水が行われ

ない場合に，デブリから発生する崩壊熱による熱

輻射や対流熱伝達により原子炉格納容器雰囲気

がゆっくりと加熱され，原子炉格納容器ペネトレ

ーション取付部やフランジシール部等が熱的に

損傷し，原子炉格納容器破損に至る。 

原子炉格納容器

雰囲気直接加熱

（ＤＣＨ） 

原子炉圧力容器が高圧状態で破損した場合に，放

出されるデブリが原子炉格納容器雰囲気中を飛

散する過程で微粒子化し，雰囲気ガスとの直接的

な熱伝達や金属成分の酸化・発熱反応が生じて，

原子炉格納容器が加圧・加熱されて破損に至る。 

 

  (b) 事象進展シナリオと防護措置との関係整理 

(a)項で特定された原子炉格納容器損傷に係るイベントツリーのシ

ナリオを分析することで得られた事象進展シナリオと防護措置との関

係について以下に示す。 

島根２号機の原子炉格納容器損傷に係るイベントツリーは，図 

5.6-1に示すとおり大きく分けて２つのブロックより構成される。 
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図 5.6-1 原子炉格納容器損傷に係るイベントツリーの大構造 

 

    (ⅰ)「損傷炉心冷却（原子炉圧力容器破損前）→原子炉格納容器長

期除熱」 

燃料損傷発生後の「原子炉格納容器隔離」，原子炉高圧状態に

おける「原子炉圧力容器減圧」を行い，「損傷炉心冷却」に成功

した場合には原子炉圧力容器が健全なまま冷却を継続すること

ができる。この場合，原子炉格納容器の長期除熱を残留熱除去系

等により行い，事故の収束が可能である。また，長期除熱に失敗

した場合には格納容器ベント（耐圧強化ベント）による原子炉格

納容器過圧破損防止により事故の収束を図ることが可能である。 
 

       (ⅱ)「原子炉格納容器内デブリ冷却→原子炉格納容器長期除熱」 

      原子炉圧力容器内での減圧，または損傷炉心冷却に失敗した場

合には，原子炉圧力容器破損に至る。この場合，残留熱除去系の

作動による格納容器スプレイ，または代替注水による注水を行う

ことでペデスタルに放出されたデブリを冷却することができる。 

      デブリ冷却に成功した場合には，以降(ⅰ)項と同様に残留熱除

去系等による原子炉格納容器の長期除熱により事故の収束が可

能である。また，長期除熱に失敗した場合には格納容器ベント（耐

圧強化ベント）による原子炉格納容器過圧破損防止により事故の

収束を図ることが可能である。 

 

ｱ. 高圧系注水失敗・減圧失敗（添付 5.6-10） 

事象発生後，高圧系の注水機能が喪失し，かつ原子炉減圧に失敗す

るため，炉心への低圧注水を行うことができず，短時間で炉心溶融の

後，原子炉圧力容器破損に至る。この時，多量の高温水およびデブリ

が原子炉格納容器内に放出されるため，原子炉格納容器の圧力および

原子炉格納容器内  
デブリ冷却  

原子炉格納容器  
長期除熱  

(ⅰ ) 
(ⅱ ) 

成功  

失敗  

損傷炉心冷却  
（原子炉圧力容器破損前）  

原子炉格納容器  
長期除熱  
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温度は急上昇する。原子炉圧力容器破損後，デブリはペデスタルに流

出する。また，原子炉圧力が高いため，デブリはドライウェルへも流

出する。ペデスタル内に蓄積したデブリは，コア・コンクリート反応

を開始する。ドライウェル雰囲気はデブリによって加熱されるため，

原子炉格納容器は過温破損する。 

原子炉格納容器の早期破損要因としては，原子炉が高圧のためデブ

リが微細化しドライウェル内にも飛散することにより，原子炉格納容

器雰囲気の直接加熱による早期破損の可能性や損傷炉心冷却時の原

子炉圧力容器内の水蒸気爆発の可能性が考えられる。 

原子炉格納容器の早期破損がなければ，原子炉圧力容器破損により

一次系は減圧され，低圧系の非常用炉心冷却系が作動する可能性が高

い。さらに，低圧系の非常用炉心冷却系が不作動の場合にも，ＡＭ対

策設備による代替注水の可能性が考慮できる。 

原子炉格納容器への注水によりデブリ冷却を実施した場合には，原

子炉格納容器内水蒸気爆発の可能性も存在する。 

デブリ冷却に成功した場合には，残留熱除去系等によって長期的な

崩壊熱除去を実施することにより，原子炉格納容器の健全性は維持で

きる。また，長期除熱に失敗した場合には，原子炉格納容器過圧破損

に至る可能性がある。 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉および原

子炉格納容器へ

の注水によるデ

ブリ冷却 

【原子炉減圧】 

・原子炉の手動減圧 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納容器 

からの除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

ｲ. 高圧系・低圧系注水失敗（添付 5.6-11） 

事象発生後，炉心への全注水機能が喪失するため，短時間で炉心溶

融の後，原子炉圧力容器破損に至る。この時，多量の高温水およびデ

ブリが原子炉格納容器内に放出されるため，原子炉格納容器の圧力お

よび温度は急上昇する。原子炉圧力容器破損後，デブリはペデスタル

に流出するが，原子炉減圧に成功し，原子炉圧力容器破損時の原子炉

圧力が低いことから，デブリはペデスタル内に蓄積し，コア・コンク
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リート反応を開始する。ドライウェル雰囲気はデブリによって加熱さ

れるため，原子炉格納容器は過温破損に至る。 

原子炉格納容器の早期破損要因としては，損傷炉心冷却時の原子炉

圧力容器内の水蒸気爆発の可能性が考えられる。 

ペデスタルへ放出されたデブリ冷却のためには，非常用炉心冷却系

の故障機器の復旧，格納容器スプレイヘッダからのスプレイ注入，ま

たは代替注水によるペデスタルへの注水が必要となる。 

原子炉格納容器への注水によりデブリ冷却を実施した場合には，原

子炉格納容器内水蒸気爆発の可能性も存在する。 

デブリ冷却に成功した場合には，残留熱除去系等によって長期的な

崩壊熱除去を実施することにより原子炉格納容器の健全性を維持で

きる。また，長期除熱に失敗した場合には，原子炉格納容器過圧破損

に至る可能性がある。 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉および原

子炉格納容器へ

の注水によるデ

ブリ冷却 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納容器 

からの除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

ｳ. 原子炉冷却材喪失（添付 5.6-12） 

事象発生後，炉心への非常用炉心冷却系等による注水に失敗するた

め，高圧系・低圧系注水失敗のシーケンスよりも早い時間で炉心溶融

から原子炉圧力容器破損に至る。原子炉圧力容器破損後，デブリは原

子炉圧力容器からペデスタルに流出し，コア・コンクリート反応を開

始する。ドライウェル雰囲気はデブリによって加熱されるため，原子

炉格納容器は過温破損に至る。 

原子炉格納容器の早期破損要因としては，損傷炉心冷却時の原子炉

圧力容器内の水蒸気爆発の可能性および原子炉圧力容器破損時の原

子炉格納容器内水蒸気爆発の可能性が考えられる。 

なお，原子炉格納容器内水蒸気爆発が想定されるのは，一次系の破

断により原子炉冷却材がドライウェル内に放出されており，ドライウ

ェル床上に水プールが形成されているためである。 

ペデスタルへ放出されたデブリ冷却のためには，非常用炉心冷却系
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の故障機器の復旧，格納容器スプレイヘッダからのスプレイ注入，ま

たは代替注水によるペデスタルへの注水が必要となる。 

原子炉格納容器への注水によりデブリ冷却を実施した場合には，原

子炉格納容器内水蒸気爆発の可能性も存在する。 

デブリ冷却に成功した場合には，残留熱除去系等によって長期的な

崩壊熱除去を実施することにより，原子炉格納容器の健全性は維持で

きる。また，長期除熱に失敗した場合には，原子炉格納容器過圧破損

に至る可能性がある。 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示す

とおりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉および原

子炉格納容器へ

の注水によるデ

ブリ冷却 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納容器 

からの除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非常用

ガス処理系を用いたベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

ｴ. 電源喪失（添付 5.6-13,14） 

事象発生後，事故後８時間まではタービン駆動の原子炉隔離時冷却

系によって原子炉水位は維持されるが，蓄電池枯渇により原子炉隔離

時冷却系が停止すると，炉心注水手段がなくなるため，これ以後の挙

動は高圧系注水失敗・減圧失敗のシーケンスと同様になる。原子炉格

納容器は原子炉圧力容器破損時に流出したデブリによって加熱され，

過温破損に至る。 

また，事象発生直後から原子炉隔離時冷却系または蓄電池が機能喪

失した場合は，原子炉隔離時冷却系の機能喪失により，高圧系注水失

敗・減圧失敗のシーケンスと同様な挙動となる。 

電源喪失のシーケンスでは，低圧系の非常用炉心冷却系自体は健全

であるため，電源が復旧した場合には低圧系の非常用炉心冷却系によ

ってデブリを冷却できる可能性が高い。 

また，原子炉格納容器早期破損に至る事象として高圧系注水失敗・

減圧失敗のシーケンスと同様に原子炉圧力容器内水蒸気爆発，原子炉

格納容器雰囲気の直接加熱および原子炉格納容器内水蒸気爆発の可

能性が考えられる。 

デブリ冷却に成功した場合には，残留熱除去系等によって長期的な

崩壊熱除去を実施することにより，原子炉格納容器の健全性は維持で
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きる。また，長期除熱に失敗した場合には，原子炉格納容器過圧破損

に至る可能性がある。 

 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係は以下に示すと

おりとなる。 

 

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉および原

子炉格納容器へ

の注水によるデ

ブリ冷却 

【原子炉減圧】 

・原子炉の手動減圧 

【低圧系による注水】 

・残留熱除去系（低圧注水） 

・低圧炉心スプレイ系 

【代替注水】 

・復水輸送系 

・消火系 

原子炉格納容器 

からの除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および非

常用ガス処理系を用いた

ベント 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

安全機能のサポ

ート機能 

・外部電源の復旧 

・非常用ディーゼル発電機

の手動起動 

・電源融通（高圧） 

・非常用ディーゼル発電

機の故障機器の復旧 

・電源融通（低圧） 

・電源融通（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電

機からの6.9kV融通） 

 

ｵ. 崩壊熱除去失敗および未臨界確保失敗 

表5.6-2のプラント損傷状態のうち，「崩壊熱除去失敗」および「未

臨界確保失敗」については，燃料損傷に至る前に原子炉格納容器破損

に至るものであり，原子炉格納容器破損を防止することにより燃料損

傷も防止できるものである。 

 

    「崩壊熱除去失敗」と防護措置の関係は以下に示すとおりである。 

    

 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉格納容器

からの除熱 

・残留熱除去系 

・窒素ガス制御系および

非常用ガス処理系を用

いたベント 

・格納容器ベント 

 （耐圧強化ベント） 

 

    また，「未臨界確保失敗」と防護措置との関係は以下に示すとおり

である。 
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 基本設計段階 ＡＭ対策 

原子炉停止 

・手動スクラム 

・原子炉水位制御およびほ

う酸水注入系の手動操作 

・代替反応度制御 

（原子炉再循環ポンプト

リップおよび代替制御

棒挿入） 

 

  (c) 防護措置の有効性の評価 

事象進展の分析を踏まえ，原子炉格納容器損傷に至る原子炉格納容

器破損モードに対する防護措置の有効性について，以下に示す。 

ｱ. 水蒸気（崩壊熱）による過圧 

この事象は，注水された水が崩壊熱により蒸発して発生する蒸

気により，ゆっくりと原子炉格納容器内の圧力が上昇していく現

象であり，この他にデブリが冷却されない場合のコア・コンクリ

ート反応により発生する非凝縮性ガスが蓄積することによる圧力

上昇も含まれる。 

この現象は，デブリを確実に冷却し，崩壊熱を適切に除去する

ことにより防止できる。 

ＡＭ対策として整備した格納容器ベント（耐圧強化ベント）を

使用して減圧することにより原子炉格納容器の過圧を防止するこ

とが可能である。なお，ＡＭ対策として整備した代替注水を用い

た格納容器スプレイの実施により，格納容器ベントが有効なシー

ケンスに対して，事象発生から格納容器ベントを実施するまでの

時間余裕を延長することができる。 

 

ｲ. 水蒸気爆発 

この事象は，デブリが大量に水中に落下し，何らかの原因で微

細化するような場合に，デブリの持つ熱エネルギーにより爆発的

に水が気化する現象である。 

原子炉圧力容器が破損し，デブリが原子炉格納容器内に落下す

る際は，ペデスタル床に落下することとなるが，圧力抑制型原子

炉格納容器（MarkⅠ改良型）を持つ本原子炉施設では，通常はペ

デスタル床に水が存在せず，また，ほとんどのシーケンスでペデ

スタル床に水が蓄積しないことから，この現象が発生する可能性

は小さい。 

 

ｳ. 未臨界確保失敗時の過圧 

この事象は，原子炉停止に失敗した場合に，原子炉内で核分裂

反応が継続することにより発生する大量の蒸気により，早期に原

子炉格納容器内の圧力が上昇していく現象である。 
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この現象は，原子炉停止機能の確保により防止できる。 

 

ｴ. 貫通部過温 

この事象は，デブリから発生する崩壊熱により原子炉格納容器

内雰囲気がゆっくりと加熱され，原子炉格納容器貫通部等が熱的

に損傷する現象である。 

この現象は，デブリに注水することで崩壊熱を主に蒸発潜熱と

して吸収するか，あるいは原子炉格納容器内へのスプレイにより

雰囲気を冷却することで防止できる。 

電源喪失のシーケンスでは，ＡＭ対策として整備した低圧電源

の融通による非常用ディーゼル発電機の起動，あるいは隣接号機

または高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機からの高圧電源の融

通を行うことで，原子炉格納容器へのスプレイが可能になり，こ

の現象を防止することができる。 

 

ｵ. 原子炉格納容器雰囲気直接加熱 

この事象は，原子炉圧力容器が高圧状態で破損した場合に，放

出されるデブリによって原子炉格納容器雰囲気が直接加熱される

現象である。 

この現象は，原子炉を適切に減圧することにより，原子炉圧力

容器を破損させるような高圧状態に至ることを回避することで防

止できる。 

ＡＭ対策として整備した低圧電源の融通により主蒸気逃がし安

全弁による原子炉減圧が可能となり，原子炉圧力容器の高圧破損

を防止できるため，この現象の影響を緩和させることが可能であ

る。 

 

以上のように，これまでに整備した防護措置は，それぞれの事象

進展シナリオに対して網羅的に整備されており，プラントに深刻な

影響を及ぼす事態に対し，プラントの安全性向上が図られている。 

 

 (2) 事象進展防止措置の効果の評価 

   (1)項で示した防護措置に加えて，緊急安全対策，更なる信頼性向上対

策およびシビアアクシデント対応措置について，燃料損傷の防止および

原子炉格納容器機能喪失の防止のそれぞれの観点から，「原子炉停止機

能」，「炉心冷却機能」，「放射性物質の閉じ込め機能」および「安全機能

のサポート機能」の安全機能別に防護措置の効果を整理した結果を図

5.6-2～6に示す。 

 

 

S
2
 
5
.
6
 
R
0
 



5.6-27 

 a.原子炉停止機能および炉心冷却機能 

   図 5.6-2は，原子炉の燃料損傷防止の観点から，原子炉停止機能およ

び炉心冷却機能と防護措置との関係をまとめたものである。 

   原子炉停止機能は，ＡＭ対策の整備により「③代替反応度制御（代替

制御棒挿入）」，「⑤代替反応度制御（原子炉再循環ポンプトリップ）」を

追加しており，その機能がさらに向上している。 

具体的には，「③代替反応度制御（代替制御棒挿入）」では，原子炉緊

急停止系とは別の信号系を設置するとともに後備緊急停止弁とは別にス

クラムパイロット弁用空気ヘッダ排出弁を設置し，代替で制御棒を挿入

させることができるようにすることで，制御棒挿入機能が向上している。 

また，「⑤代替反応度制御（原子炉再循環ポンプトリップ）」では，原

子炉緊急停止系とは別の信号系を設置し，その信号系により原子炉再循

環ポンプをトリップさせることができるようにすることで出力制御機能

が向上している。 

炉心冷却機能は，ＡＭ対策の整備により「⑤代替注水（復水輸送系，

消火系による注水）」を追加することで，その機能がさらに向上している。 

   具体的には，「⑤代替注水（復水輸送系，消火系による注水）」により

復水輸送系および消火系から残留熱除去系を介して原子炉へ注水できる

ように配管接続，電動弁の設置等を実施し，代替注水設備として利用で

きるようにすることで，原子炉への注水機能が向上している。 

   さらに，緊急安全対策の整備により「⑥原子炉の注水・電源機能強化」

を追加することで，全交流電源喪失の場合においても，高圧発電機車等

からの電源供給により，原子炉隔離時冷却系の運転継続または原子炉を

減圧し，復水輸送系，消火系を使用して原子炉へ注水できるようにして

いる。また，復水輸送ポンプ，消火ポンプが使用できない場合は送水車

を使用して原子炉へ注水できるようにしている。 

   これに加えて，更なる信頼性向上対策の整備により「⑦原子炉の冷却・

電源機能強化」を配備しており，ＡＭ対策，緊急安全対策が有効でない

場合でも原子炉への注水を可能にしている。具体的には，全交流電源喪

失の場合においても，ガスタービン発電機からの電源供給により，非常

用炉心冷却系等による注水・冷却ができるようにしている。 

これら緊急安全対策，更なる信頼性向上対策の整備により原子炉への

注水機能が向上している。 

   炉心冷却機能に関連する水源の確保については，緊急安全対策で整備

した「⑧海水注入手段の確保」により，水源として海水が使用できるよ

うになっている。 

   このように，原子炉の燃料損傷の防止の観点から，原子炉停止機能お

よび炉心冷却機能に対して，ＡＭ対策，緊急安全対策および更なる信頼

性向上対策によって，防護措置が多様化され信頼性向上が図られている。 
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図 5.6-2 原子炉停止機能および炉心冷却機能と防護措置の関係 

（原子炉の燃料損傷防止） 

 

 b. 放射性物質の閉じ込め機能 

   図 5.6-3は，原子炉格納容器機能喪失の防止の観点から，放射性物質

の閉じ込め機能（原子炉格納容器注水機能，原子炉格納容器除熱機能，

水素爆発防止機能）と防護措置との関係をまとめたものである。 

   原子炉格納容器注水機能は，ＡＭ対策の整備により「②代替注水（復

水輸送系，消火系による注水）」を追加しており，復水輸送系，消火系か

ら残留熱除去系を介して原子炉格納容器へのスプレイを可能にしている。

また，ペデスタルへの直接注水によるデブリ冷却も行えるように注水配

管を新たに設置し，復水輸送系，消火系と接続することで，その機能が

さらに向上している。 

非常用炉心冷却系等による注水機能 

出力制御機能 

ほう酸水注入機能 

制御棒挿入機能 

③代替反応度制御
（代替制御棒挿入） 

⑤代替反応度制御  
（原子炉再循環ポンプ
トリップ） 

⑥ほう酸水注入系の手動操作 

①自動スクラム 

②手動スクラム 

④水位制御 

①非常用炉心冷却系等の自動起動  

②非常用炉心冷却系等の手動起動 

③原子炉手動減圧 
および低圧注水操作 

④代替注水  
（給復水系，制御棒駆動
水圧系による注水）  

⑤代替注水  
（復水輸送系，消火系
による注水）  

原子炉の停止機能 炉心冷却機能  

 

 

 

：基本設計対策  

：ＡＭ対策 

：緊急安全対策  
 

：更なる信頼性向上対策  
（設置済みの設備）  

⑥原子炉の注水・電
源機能強化  

水源の確保 

⑧海水注入手段の確保  

 

⑦原子炉の冷却・電
源機能強化  
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   原子炉格納容器の除熱機能は，ＡＭ対策の整備により「⑤原子炉浄化

系，ドライウェル冷却機を利用した代替除熱」，「⑥残留熱除去系の故障

機器の復旧」および「⑦格納容器ベント（耐圧強化ベント）」を追加して

おり，その機能がさらに向上している。 

   具体的には，「⑤原子炉浄化系，ドライウェル冷却機を利用した代替除

熱」では，原子炉格納容器からの除熱が十分でなく原子炉格納容器の温

度，圧力が上昇していく事象において，原子炉浄化系，ドライウェル冷

却機を手動で起動する手段を整備することにより，原子炉格納容器から

の除熱機能が向上している。 

   「⑥残留熱除去系の故障機器の復旧」では，原子炉格納容器からの除

熱機能が喪失する事象において，原子炉格納容器破損に至るまでの時間

余裕を利用して残留熱除去系の故障機器を復旧する手順を整備すること

により，原子炉格納容器からの除熱機能が向上している。 

   また，「⑦格納容器ベント（耐圧強化ベント）」では，非常用ガス処理

系を経由することなく，窒素ガス制御系から直接排気筒へ接続する耐圧

性を強化した格納容器ベントラインにより，原子炉格納容器過圧防止と

しての減圧操作の適用範囲を広げることにより，原子炉格納容器からの

除熱機能が向上している。 

   さらに緊急安全対策の整備により「⑧原子炉格納容器の除熱機能の強

化」および「⑨原子炉格納容器の減圧機能の確保」を追加しており，Ａ

Ｍ対策が有効でない場合においても，原子炉格納容器除熱を可能にする

ことで，その機能がさらに向上している。 

   具体的には，「⑧原子炉格納容器の除熱機能の強化」では，津波等で原

子炉補機海水ポンプ用電動機が浸水し，最終ヒートシンクを喪失した場

合においても，浸水した電動機を復旧するための資機材を配備すること

で，原子炉補機海水ポンプ用電動機を復旧し，残留熱除去系による原子

炉格納容器からの除熱を可能にすることにより，原子炉格納容器からの

除熱機能がさらに向上している。 

   また，「⑨原子炉格納容器の減圧機能の確保」では，全交流電源喪失の

場合においても，速やかに原子炉格納容器のベント操作を実施できるよ

うに，窒素ガスボンベにより空気作動弁に圧縮ガスを供給することで，

原子炉格納容器からの減圧機能がさらに向上している。 

   これに加えて，更なる信頼性向上対策の整備により「⑩原子炉補機海

水ポンプ電動機の予備品，代替海水ポンプの配備」を追加しており，Ａ

Ｍ対策，緊急安全対策が有効でない場合でも原子炉格納容器からの除熱

を可能にしている。具体的には，原子炉補機海水ポンプが機能喪失した

場合においても，電動機予備品への取替，代替の海水ポンプを原子炉補

機海水系へ接続することで，残留熱除去系による原子炉格納容器からの

除熱を可能にしている。 

   水素爆発防止機能については，通常運転中は「⑪窒素封入」により原
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子炉格納容器内を不活性化している。また，事故後長期の水の放射線分

解によって発生する水素および酸素を「⑫可燃性ガス濃度制御系」によ

って再結合させ水に戻すことで水素濃度を可燃限界以下に保っている。

「⑬水素爆発防止対策」では，原子炉建物の天井への穴開け手順を整備

し，水素爆発防止機能が向上している。 

   このように，原子炉格納容器機能喪失の防止の観点から，放射性物質

の閉じ込め機能に対しても，ＡＭ対策，緊急安全対策，更なる信頼性向

上対策およびシビアアクシデント対応措置によって，防護措置が多様化

され信頼性向上が図られている。 
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図 5.6-3 放射性物質の閉じ込め機能と防護措置との関係 

        （原子炉格納容器機能喪失の防止） 

原子炉格納容器除熱機能  

水素爆発防止機能  

原子炉格納容器注水機能  

①残留熱除去系の手動起動  

②代替注水（復水輸送系，消火系による注水）  

③残留熱除去系の手動起動  

⑤原子炉浄化系，ドライウェル冷却機を利用した代替除熱  

⑪窒素封入  

⑫可燃性ガス濃度制御系  

④窒素ガス制御系，非常用ガス処理系を通じたベント  

⑥残留熱除去系の故障機器の復旧  

⑧原子炉格納容器の除熱機能の強化  

⑦格納容器ベント（耐圧強化ベント） 

⑨原子炉格納容器の減圧機能の確保  

⑩原子炉補機海水ポンプ電動機の  
予備品，代替海水ポンプの確保  

放射性物質の閉じ込め機能  

 

 

 

：基本設計対策  

：ＡＭ対策 

：緊急安全対策  
 

：更なる信頼性向上対策  
（設置済みの設備）  

 

：シビアアクシデント対応措置  

⑬水素爆発防止対策  
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 c.安全機能のサポート機能 

   図 5.6-4は，原子炉の燃料損傷防止および原子炉格納容器機能喪失防

止の観点から，安全機能のサポート機能と防護措置との関係をまとめた

ものである。 

   安全機能のサポート機能については，ＡＭ対策の整備により「④電源

融通（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機からの 6.9kV融通）」，「⑤電

源融通（低圧）」および「⑥非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧」

を追加することで，その機能がさらに向上している。 

   具体的には，「④電源融通（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機から

の 6.9kV融通）」では，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機から高圧の

交流電源（6.9kV）を融通する手順を整備することにより，電源供給機能

が向上している。 

「⑤電源融通（低圧）」では，隣接原子炉施設間の低圧の交流電源（460V）

のタイラインを通じて電源融通を可能にすることで，電源供給機能が向

上している。 

   また，「⑥非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧」では，全交流電

源喪失時においても，非常用ディーゼル発電機の故障機器を復旧する手

順を整備することにより，電源供給機能を向上させている。 

   さらに，緊急安全対策の整備により，「⑦高圧発電機車等による電源確

保」を追加しており，ＡＭ対策が有効でない場合においても，高圧発電

機車および可搬式発電機により必要な電源を確保できるようにすること

で，安全機能のサポート機能がさらに向上している。 

   これに加えて，更なる信頼性向上対策の整備により，「⑧ガスタービン

発電機による電源確保」を追加しており，ＡＭ対策，緊急安全対策が有

効でない場合においても，必要な電源を確保できるようにすることで安

全機能のサポート機能がさらに向上している。具体的には，大容量のガ

スタービン発電機を配備することにより，残留熱除去系ポンプ等へ電力

を安定供給できるようにしている。 

   このように，原子炉の燃料損傷防止および原子炉格納容器機能喪失防

止の観点から，安全機能のサポート機能に対しても，ＡＭ対策，緊急安

全対策および更なる信頼性向上対策によって，防護措置が多様化され信

頼性向上が図られている。 
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   図 5.6-4 安全機能のサポート機能と防護措置との関係 

      （原子炉の燃料損傷防止および原子炉格納容器機能喪失防止） 

 

d.燃料プール 

   図 5.6-5は，燃料プールの燃料損傷の防止の観点から，放射性物質の

閉じ込め機能と防護措置との関係をまとめたものである。 

   燃料プールについては，緊急安全対策の整備により，「③燃料プールの

注水・電源機能強化」を追加することで，放射性物質の閉じ込め機能が

さらに向上している。具体的には，全交流電源喪失の場合においても，

高圧発電機車等により電源を供給することにより，復水輸送ポンプ，補

給水ポンプ，消火ポンプを使用して燃料プールへ注水できるようにして

いる。また，復水輸送ポンプ，補給水ポンプ，消火ポンプが使用できな

い場合は，送水車により燃料プールへ注水できるようにしている。 

   これに加えて，更なる信頼性向上対策では，「④原子炉補機海水ポンプ

電動機の予備品，代替海水ポンプの確保」を追加しており，緊急安全対

策が有効でない場合においても，燃料プールの除熱を可能にしており，

電源供給機能  
①外部電源の復旧  

②非常用ディーゼル発電機の手動起動  

⑥非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧  

⑤電源融通（低圧） 

⑧ガスタービン発電機による電源確保  

⑦高圧発電機車等による電源確保  

 

安全機能のサポート機能  

 

 

 

：基本設計対策  

：ＡＭ対策 

：緊急安全対策  

：更なる信頼性向上対策（設置済みの設備）  

③電源融通（高圧） 

④電源融通（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機
からの 6.9kV融通） 
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放射性物質の閉じ込め機能がさらに向上している。具体的には，原子炉

補機海水ポンプが機能喪失した場合においても，電動機予備品への取替，

代替の海水ポンプを原子炉補機海水系へ接続することで，残留熱除去系

による燃料プールからの除熱を可能にしている。 

   このように，燃料プールの燃料損傷の防止の観点から，放射性物質の

閉じ込め機能に対して，緊急安全対策および更なる信頼性向上対策によ

って，防護措置が多様化され信頼性向上が図られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 5.6-5 放射性物質の閉じ込め機能と防護措置との関係 

         （燃料プールの燃料損傷防止） 

 

 e.その他の防護措置 

図 5.6-6は，原子炉および燃料プールの燃料損傷の防止，並びに原子

炉格納容器機能喪失の防止のための防護措置に関連して，シビアアクシ

デント対応措置をその他の防護措置としてまとめたものである。 

「①中央制御室の作業環境の確保」では，全交流電源喪失時における

長期間の事故対応活動を継続的に実施するため，全交流電源喪失後にお

いては，高圧発電機車から中央制御室送風機および中央制御室非常用再

循環送風機に給電することとし，給電能力を確保するために，緊急安全

対策として配備した高圧発電機車（500kVA）２台に加え，追加で高圧発

電機車（500kVA）１台を配備した。 

また，全交流電源喪失時に高圧発電機車から給電を行い，再循環運転

をするための手順書を整備した。 

「②緊急時における発電所構内通信手段の確保」では，発電所構内

④原子炉補機海水ポンプ電動機の予備品，代
替海水ポンプの確保 

①残留熱除去系による除熱／注水  

③燃料プールの注水・電源機能強化  

放射性物質の閉じ込め機能  

 

 

：基本設計対策  

：緊急安全対策  

：更なる信頼性向上対策（設置済みの設備）  

②燃料プール補給水系による注水  

 

燃料プール除熱／注水機能  
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での通信手段として，ＰＨＳとページング設備を配備しており，全交流

電源喪失が発生した場合でも各設備が有している蓄電池等により一定

期間の通信機能の確保は可能である。また，緊急安全対策で配備した高

圧発電機車で通信用充電器を充電することにより，全交流電源喪失時に

おいても電源は確保される。 

また，構内通信手段のより一層の信頼性確保のため，トランシーバの

追加配備および有線の簡易通話装置（乾電池式）の配備を行った。 

なお，照明については，事故対応活動を継続的に実施するための方策

として可搬式蛍光灯を配備した。 

「③高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体

制の整備」では，高線量対応防護服（タングステン製遮蔽ベスト）10着

を発電所に配備した。 

事故対応が長期に亘っても十分な対応資機材が確保できるよう，高線

量対応防護服，個人線量計および全面マスク等の現状の「原子力災害時

における原子力事業者間協力協定」の提供資機材リストに定められてい

ない資機材についても必要時には原子力事業者間等で相互に融通しあ

うことを，協定に準ずる文書による申し合わせで確認した。 

さらに，緊急時に放射線管理要員以外の要員が，現場での放射線測定

等の放射線管理業務を助勢する仕組みを整備した。 

「④がれき撤去用の重機の配備」では，津波等による漂着物やがれき

等の障害物が発生した場合でも，電源供給や注水確保等の事故対応が迅

速に行えるよう，がれき撤去を行うためのホイールローダ等を発電所構

内に配備した。また，非常災害時，当社にホイールローダ等の重機およ

び運転員を優先して提供することについての覚書を協力会社と締結し

た。 

さらに，がれき撤去の重機の運用については，より早期の対応が実施

できるように当社社員が当該車両の運転操作を実施できる体制を整備

した。 

 

   これらの防護措置の多くは，個別の段階および機能に対する代替措置

ではなく，横断的な措置として整備している。 
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図 5.6-6 その他の防護措置 

   

 

5.6.4 評価結果のまとめ 

      ＰＳＡにおいて想定した起因事象を対象にして，燃料の重大な損傷に

進展する過程および放射性物質の大規模な放出に至る事象の過程をイ

ベントツリーで特定し，当該事象を防止するための防護措置との関係を

示した。 

   また，上記の防護措置に加えて，緊急安全対策，更なる信頼性向上対

策およびシビアアクシデント対応措置について，燃料の重大な損傷を防

止するための措置および放射性物質の大規模な放出を防止するために

閉じ込め機能の健全性を維持するための措置に整理した。 

   その結果，各種の防護措置は，燃料の重大な損傷を防止するための措

置および放射性物質の大規模な放出を防止するために閉じ込め機能の

健全性を維持するための措置として，多重防護の観点から有効に整備さ

れていることを確認した。 

 

：シビアアクシデント対応措置  

①中央制御室の作業環境の確保  

②緊急時における発電所構内通信手段の確保  

③高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体制の整備  
 
④がれき撤去用の重機の配備  
 

その他  
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6. まとめ 

  発電用原子炉施設の安全性に関する総合評価の一次評価として，島根２号

機の設計上の想定を超える事象に対し，どの程度の安全裕度が確保されてい

るかについて，平成 24年５月 31日時点における施設と管理状態を対象とし

て評価を行った。 

  具体的には，自然現象として「地震」，「津波」および「地震と津波の重畳」，

また，安全機能の喪失として「全交流電源喪失」および「最終ヒートシンク

の喪失」，さらに，「その他のシビアアクシデントマネジメント」について安

全裕度を評価した。 

  また，設計上の想定を超える事象に対し，安全性を確保するために実施し

ているＡＭ対策，緊急安全対策および更なる信頼性向上対策について，多重

防護の観点からその効果を確認した。 

  評価にあたっての前提条件および留意点については以下のとおりとした。 

・ 原子炉および燃料プールが同時に影響を受けると想定する。 

・ 防護措置の評価にあたっては，合理的な想定が可能な場合を除き，一度

機能を失った機器等の機能は回復しない，プラント外部からの支援は受

けられない等，厳しい状況を想定する。 

・ 起因事象発生時の状況として，最大出力下での運転など最も厳しい運転

条件を想定するとともに，燃料プールが使用済燃料で満たされた最も厳

しいプラント状況を想定する。 

・ 地震に関する評価では，評価対象設備ごとに発生値が評価基準値に達す

る地震力の基準地震動Ｓｓによる地震力に対する倍率を算出し，耐震裕

度を求めた。 

・ 津波に関する評価では，設計津波高さ（EL6.5m）に対し，安全上重要な

設備が機能維持できる許容津波高さを算出した。 

・ 全交流電源喪失および最終ヒートシンク喪失に関する評価では，原子炉

および燃料プールにある燃料を冷却するための注水機能または除熱機

能に必要な水源，電源（燃料）の枯渇時間を算出した。 

・ その他のシビアアクシデントマネジメントに関する評価では，防護措置

を明らかにした上で，安全機能別に整理し，多重防護の観点から，その

効果を確認した。 

 

  地震に関する評価では，原子炉および燃料プールの燃料の重大な損傷に至

る事象のうち，発生に係る耐震裕度が最も小さいのは，耐震Ｃクラス設備の

破損に伴い基準地震動Ｓｓ以下で発生する「外部電源喪失」であることから

「外部電源喪失」からイベントツリー，フォールトツリーを作成して耐震裕
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度評価を行ったところ，原子炉および燃料プールに対するイベントツリーの

耐震裕度は2.0と特定された。 

原子炉の場合は，「外部電源喪失」の次に発生する起因事象は緩和系の期待

できない「炉心損傷直結」であり，その発生に係る耐震裕度が1.69であるこ

とから，クリフエッジとしての耐震裕度は，1.69と評価した。 

また，燃料プールの場合は，「外部電源喪失」の次に発生する起因事象は「燃

料プール損傷」であり，その発生に係る耐震裕度が1.96であることから，ク

リフエッジとしての耐震裕度は，1.96と評価した。 

したがって，プラント全体としての地震に対するクリフエッジは，耐震裕

度1.69であると評価した。 

なお，この評価結果は，少なくとも約1,000gal相当の非常に大きな地震動

まで原子炉および燃料プールにある燃料を冷却できることを意味している。 

また，緊急安全対策実施前後の原子炉および燃料プールの地震に対するク

リフエッジを比較した結果，以下のとおり耐震裕度が向上していることから，

緊急安全対策で実施した高圧発電機車および送水車の配備等が有効であると

評価した。 

 

クリフエッジ（耐震裕度）  

緊急安全対策実施前 緊急安全対策実施後 

原子炉 1.57 1.69 

燃料プール 1.57 1.96 

 

 

津波に関する評価では，原子炉および燃料プールの燃料の重大な損傷に至

る事象のうち，発生に係る津波高さが最も小さいのはEL8.5mの津波により原

子炉補機海水系等のポンプおよび弁が浸水することにより発生する「最終ヒ

ートシンク喪失」であり，「最終ヒートシンク喪失」についてイベントツリー，

フォールトツリーを作成して許容津波高さの評価を行ったところ，原子炉お

よび燃料プールに対するイベントツリーの許容津波高さは EL15.0mと特定さ

れた。 

「最終ヒートシンク喪失」の次に発生する起因事象は，原子炉および燃料

プールともに「外部電源喪失」，「交流電源喪失」，「直流電源喪失」および「計

装・制御系喪失に伴う制御不能」であり，その発生に係る津波高さはEL15.0m

であるが，「最終ヒートシンク喪失」のイベントツリーの許容津波高さEL15.0m

と同じであることから，原子炉および燃料プールの津波に対するクリフエッ

ジは許容津波高さEL15.0m（裕度8.5m）と評価した。 
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したがって，プラント全体としての津波に対するクリフエッジは，EL15.0m

（裕度8.5m）であると評価した。 

また，緊急安全対策実施前後の原子炉および燃料プールの津波に対するク

リフエッジを比較した結果，以下のとおりクリフエッジとなる許容津波高さ

が向上していることから，緊急安全対策で実施した送水車の配備および浸水

防止対策等が有効であると評価した。 

 

クリフエッジ（許容津波高さ（裕度））  

緊急安全対策実施前 緊急安全対策実施後 

原子炉 EL8.5m（裕度2.0m） EL15.0m（裕度8.5m） 

燃料プール EL8.5m（裕度2.0m） EL15.0m（裕度8.5m） 

 

 

  地震と津波の重畳に関する評価では，「最終ヒートシンク喪失」は，「外部

電源喪失」の過程で評価されるため，「外部電源喪失」のイベントツリーを作

成して，耐震裕度および許容津波高さの評価を行ったところ，原子炉および

燃料プールに対する「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度および許

容津波高さは2.0および EL15.0mと特定された。 

「外部電源喪失」，「最終ヒートシンク喪失」の次に発生する燃料の重大な

損傷に至る事象の発生に係る耐震裕度および津波高さは，原子炉の場合はそ

れぞれ1.69およびEL15.0mであり，燃料プールの場合は，1.96およびEL15.0m

である。 

このため，原子炉のクリフエッジは，耐震裕度1.69，許容津波高さEL15.0m，

燃料プールのクリフエッジは，耐震裕度 1.96，許容津波高さ EL15.0mと評価

した。 

したがって，プラント全体としての地震と津波の重畳に対するクリフエッ

ジは，耐震裕度1.69，許容津波高さEL15.0m（裕度8.5m）であると評価した。 

また，緊急安全対策実施前後の原子炉および燃料プールの地震と津波の重

畳に対するクリフエッジを比較した結果，以下のとおり耐震裕度および許容

津波高さが向上していることから，緊急安全対策で実施した高圧発電機車，

送水車の配備および浸水防止対策等が有効であると評価した。 
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クリフエッジ 

緊急安全対策実施前 緊急安全対策実施後 

 

耐震裕度 許容津波高さ 

（裕度） 

耐震裕度 許容津波高さ 

（裕度） 

原子炉 1.57 EL8.5m 

（裕度2.0m） 

1.69 EL15.0m 

（裕度8.5m） 

燃料プール 1.57 EL8.5m 

（裕度2.0m） 

1.96 EL15.0m 

（裕度8.5m） 

 

 

  全交流電源喪失に関する評価では，発電所全体で最も厳しい条件を想定し

てプラントの運転時および停止時について原子炉および燃料プールにある燃

料を冷却するための注水機能の継続時間を評価した。 

その結果，発電所外部からの支援を期待しなくても運転時は約23日間，停

止時は約58日間，燃料の重大な損傷に至る事象に進展することなく注水を継

続できることを確認した。 

したがって，全交流電源喪失時のクリフエッジは，運転時は約23日，停止

時は約58日と特定された。 

  約23日間という期間を考慮すると外部電源の復旧やプラント外部からの支

援（高圧発電機車および送水車等への燃料補給等）を期待するのに十分な時

間余裕となっている。 

  また，緊急安全対策実施前後の運転時および停止時の全交流電源喪失に対

するクリフエッジを比較した結果，以下のとおりクリフエッジとなる注水継

続時間が増加していることから，緊急安全対策で実施した高圧発電機車およ

び送水車の配備，注水手段の整備による水源の多様化等が有効であると評価

した。 

 

クリフエッジ  

緊急安全対策実施前 緊急安全対策実施後 

運転時 約８時間 約23日 

停止時 約８時間 約58日 

 

 

  最終ヒートシンク喪失に関する評価では，発電所全体で最も厳しい条件を

想定してプラントの運転時および停止時について原子炉および燃料プールに

ある燃料を冷却するための注水機能および除熱機能の継続時間を評価した。 
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その結果，発電所外部からの支援を期待しなくても運転時は約23日間，停

止時は約58日間，燃料の重大な損傷に至る事象に進展することなく注水を継

続できることを確認した。また，除熱機能は，運転時および停止時ともに約

107日間継続できることを確認した。 

したがって，最終ヒートシンク喪失時のクリフエッジは，運転時は約 107

日，停止時は約107日と特定された。 

約 107日という期間を考慮すると最終ヒートシンクの復旧やプラント外部

からの支援（可搬式ディーゼル駆動ポンプ等への燃料補給等）を期待するの

に十分な時間余裕となっている。 

また，緊急安全対策実施前後の運転時および停止時の最終ヒートシンク喪

失に対するクリフエッジを比較した結果，以下のとおりクリフエッジとなる

注水継続時間，除熱継続時間が増加していることから，緊急安全対策で実施

した可搬式ディーゼル駆動ポンプおよび送水車の配備，注水手段の整備によ

る水源の多様化等が有効であると評価した。 

 

クリフエッジ  

緊急安全対策実施前 緊急安全対策実施後 

運転時 約2.7日 約107日 

停止時 約2.6日 約107日 

 

  

その他シビアアクシデントマネジメントに関する評価では，ＰＳＡにおい

て想定した起因事象を対象に，燃料の重大な損傷および放射性物質の大規模

な放出に至る事象の過程をイベントツリーで特定し，当該事象を防止するた

めのＡＭ対策を明らかにした上で，その有効性を確認した。 
また，燃料損傷の防止および原子炉格納容器機能喪失の防止のそれぞれの

観点から，「原子炉停止機能」，「炉心冷却機能」，「放射性物質の閉じ込め機能」

および「安全機能のサポート機能」の安全機能別に整理し，多重防護の観点

から，有効に整備されていることを確認した。 
さらに，緊急安全対策，更なる信頼性向上対策およびシビアアクシデント

対策が，ＡＭ対策が機能喪失した場合の代替防護措置として有効に機能し，

信頼性が向上することを確認した。 
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  福島第一原子力発電所事故では，地震および津波によりほとんどの電源・

海水冷却機能が喪失し，ＡＭ対策で整備していた設備も一部を除いて機能し

なかったことから，炉心損傷に至り，水素爆発が発生するとともに，大気中

に大量の放射性物質を放出することとなった。 

  今回の評価では，地震や津波に対して，島根２号機は一定の安全裕度を確

保していることが確認できたが，今後予定している更なる信頼性向上対策の

着実な実施により，発電所の安全性をより一層向上させていくこととする。 

  また，当社は「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見

について」（平成24年３月 原子力安全・保安院）で示された30の安全対策

等を引き続き実施し，燃料の重大な損傷を防止する防護措置についての充

実・強化に努めていく。 

  なお，万一，燃料の重大な損傷が生じた場合の対応措置に万全を期するた

め，以下の施設を設置することとしている。 

 

・免震重要棟(仮称)の設置 

緊急時対応に支障をきたすことがないよう，プラント監視や通信機能など

の重要な設備を集合させ，地震，津波時にも活動の拠点足りうる免震重要棟

（仮称）を発電所構内の高台に設置する。 

 

・フィルタ付ベント設備の設置 

万一，炉心損傷した場合であっても，格納容器ベントにおいて放射性物質

の放出量を低減するためにフィルタ付ベント設備を設置する。 

 

以 上 
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アクシデントマネジメント対策 

 

1. 原子炉停止機能に係る対策 

異常時には，安全保護系の信号により自動で原子炉緊急停止系を作動さ

せ，原子炉を停止する。原子炉の自動停止に失敗し，さらに原子炉が隔離

されると，原子炉および格納容器の過圧が生じる。原子炉が自動スクラム

しない場合の対応として，以下を手順化し，教育・訓練を行っている。 

・運転員が手動でスクラムさせる。 

・運転員が手動で水位制御により出力を制限しつつ，ほう酸水注入系を

使って原子炉を停止させる。 

また，原子炉停止機能をさらに向上させる対応として，以下の対策を整

備している。 

・現有する原子炉緊急停止系とは別の信号系を設置し，再循環ポンプト

リップおよび代替制御棒挿入（図 4.1-1）を可能とする代替反応度制

御により，自動スクラムのための信号回路が共通原因で故障しても，

原子炉の出力を低下し，格納容器が過圧されることなく原子炉を未臨

界にできるようにする。 

 

図 4.1-1 代替制御棒挿入（ＡＲＩ）の構成図（概念図） 

注１：  はアクシデントマネジメント対策に係る工事範囲を示す。 
注２：弁の開閉状態は通常運転状態を示す。 
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2. 原子炉および格納容器への注水機能に係る対策 

原子炉への注水が必要となる異常時には，安全保護系等の信号により非

常用炉心冷却系および原子炉隔離時冷却系を自動で起動させ，原子炉へ注

水する。原子炉への注水に失敗した場合，炉心からの崩壊熱除去が不十分

となり，炉心の温度が上昇し，原子炉圧力容器が高圧に維持されると格納

容器雰囲気直接加熱が発生する可能性がある。非常用炉心冷却系等が自動

起動しない場合の対応として，以下を手順化し，教育・訓練を行っている。 

・運転員が手動で非常用炉心冷却系等を起動させる。 

・原子炉を手動で減圧し，低圧での注水ができるようにする。 

・給復水系や制御棒駆動水圧系を使って炉心を冷却する。 

また，原子炉および格納容器への注水機能をさらに向上させる対応とし

て，以下の対策を整備している。 

・現有する復水輸送系や消火系の配管接続等を変更することで，炉心お

よび格納容器に注水できるようにする。（代替注水設備（図 4.1-2）） 

・原子炉が高圧で維持されるシーケンスでは，過渡事象時に原子炉を自

動で減圧できるようにすることで，健全な低圧注水系を活用し，炉心

に注水できるようにする。 

 

図 4.1-2 代替注水設備（概念図） 

 

 

注１：  はアクシデントマネジメント対策に係る工事範囲を示す。 
注２：弁の開閉状態は通常運転状態を示す。 

サプレッションチェンバ 
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3. 格納容器からの除熱機能に係る対策 

異常時は，復水器により崩壊熱を除去し，復水器が使えない場合には，

残留熱除去系を手動で起動して格納容器から除熱する。格納容器からの除

熱に失敗した場合，格納容器の圧力が上昇し，非常用炉心冷却系による再

循環ができなくなる可能性がある。残留熱除去系の起動に失敗し，格納容

器の圧力が上昇する場合の対応として，以下を手順化し，教育・訓練を行

っている。 

・格納容器冷却系を手動起動し，格納容器の圧力の上昇を抑制させる。 

・窒素ガス制御系および非常用ガス処理系を用いたベントにより格納容器

の圧力の上昇を抑制させる。 

また，格納容器からの除熱機能をさらに向上させる対応として，以下の

対策を整備している。 

・残留熱除去系復旧の余裕時間を大きくするため，現有する原子炉浄化

系等による代替除熱を利用した原子炉からの除熱を介して格納容器か

ら除熱できるようにする。 

・格納容器からの除熱機能が要求されるまでの余裕時間を利用して，故

障した残留熱除去系を復旧して格納容器から除熱できるようにする。 

・残留熱除去系復旧に対する運転員の操作の不確定性を考慮し，さらに

ベントの耐圧性を強化（耐圧強化ベント）して格納容器から除熱でき

るようにする（図 4.1-3）。 

 

図 4.1-3 格納容器ベント（耐圧強化ベント）設備（概念図） 

注１：  はアクシデントマネジメント対策に係る工事範囲を示す。 
注２：弁の開閉状態は通常運転状態を示す。 
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4. 安全機能のサポート機能に係る対策 

非常用電源が必要となる異常時には，非常用ディーゼル発電機，直流電

源設備により安全機能が発揮できるように電源を供給する。電源が供給さ

れない場合，電源に依存する機能は期待できなくなる。電源が供給できな

い場合の対応として，以下を手順化し，教育・訓練を行っている。 

・原子炉隔離時冷却系により炉心を冷却しつつ，外部電源を復旧し，非

常用ディーゼル発電機を手動起動させることにより電源を供給する。 

・複数基立地のメリットを活かし，原子炉施設間で動力用の高圧交流電

源を融通する。 

また，電源供給能力をさらに向上させる対応として，以下の対策を整備

している。 

・複数基立地のメリットを活かし，原子炉施設間で低圧の交流電源を融

通して直流電源を容易に復旧できるようにし，非常用ディーゼル発電

機の起動電源や高圧交流電源を融通する際の遮断器の駆動電源等とし

て使えるようにする。 

また，高圧炉心スプレイ系専用の非常用ディーゼル発電機の電源

（6.9kV）を原子炉施設内で融通して必要な電源を供給できるようにす

る（図 4.1-4）。 

・電源喪失から炉心損傷までの時間余裕を利用して，非常用ディーゼル

発電機を復旧して必要な電源を供給できるようにする。 

 
図 4.1-4 電源の融通（概念図） 

 

専用充電器  

 

115V-高圧炉心スプレイ系  D C 母線  

注：  はアクシデントマネジメント対策に係る工事範囲を示す。 
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アクシデントマネジメントの実効性確保について 

 

1. 組織体制の整備 

アクシデントマネジメントの実施組織は，事象の推移にしたがって適切

な組織体制をとるという観点，既存の組織を有効活用する観点および発電

所の総力を挙げてアクシデントマネジメントに取り組む観点から，緊急時

対策本部（広報班，支援班を除く）および中央制御室をアクシデントマネ

ジメントの実施組織としている。実施組織の概要を図 4.1-5に示す。 

さらに，緊急時対策本部が使用する施設を用意するとともに，手順書類，

通信連絡設備他，プラント状態を把握するためのプラントパラメータの表

示装置等，必要な資機材を確保している。 

(1) 実施組織 

防護対策の実施が必要な状況においては，プラント状態を把握し，実

施すべき対応操作を総合的に検討，判断することが重要である。このよ

うな状況において，運転員は複雑かつ迅速な対応を求められることが想

定されるため，プラント操作は運転員が行い，また，これとは別に運転

員が効果的な防護対策を選定できるように技術的支援を実施する組織

（以下，「支援組織」という。）を設置し，運転員および支援組織により

防護対策を実施する。運転員と支援組織の役割は以下のとおり。 

a. 運転員 

中央制御室には，運転員が 24時間の当直体制で運転を行っており，

事故等が発生した場合においても事態収束のための対応操作を行う。ア

クシデントマネジメントについてもこれら対応操作の延長上にあるこ

とから，プラント操作対応は引き続き運転員が行うこととした。 

運転員は，当直長の指揮下でプラント状態の把握，手順書類に基づく

操作を実施するが，支援組織が発足した場合には，支援組織との連絡を

密に行い，支援組織から助言等を受けつつ対応操作を実施する。 

b. 支援組織 

支援組織は異常事態の深刻さに応じて連続的に対応できることが必

要である。 

また，緊急時対策本部においては，従来から技術評価，情報管理，放

射線管理等により運転員を支援する機能を有していることから，支援組

織には既存の緊急時対策本部の内，本部，情報班，技術班，放射線管理

班，復旧班，プラント監視班を当てることとした。 
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図 4.1-5 アクシデントマネジメントの実施組織の概要 
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(2) 要員の召集 

事故・故障等が発生した場合には，当直長は必要な措置を講じるとと

もに，これと並行して，予め定めた連絡体制に基づき必要な要員が召集

される。 

島根原子力発電所においては，夜間，休日を含めた連絡体制を定めて

おり，夜間および休日昼間には当番制を運用し，発電所内で待機体制を

とっている。また，主要な要員は携帯電話を所持するとともに定期的に

連絡訓練を実施し，円滑な要員召集が可能なことを確認している。 

 

(3) 施設，設備等の整備 

島根原子力発電所では，支援組織が活動を行う場所として緊急時対策

室を発電所管理事務所内に整備している。 

緊急時対策室には，プラント状態の把握，技術評価，防護対策の検討，

線量評価，外部への通常連絡等に必要な資機材を整備している。使用す

る設備類の整備内容は以下のとおりである。 

a. 通信連絡設備 

電話，ファクシミリ装置，所内放送設備，無線設備，社内テレビ会議

システム，通信連絡システム（要員の所持する携帯電話に一斉呼び出し

するシステム）。 

b. 緊急時原子力発電所情報伝送システム（ＳＰＤＳ） 

原子炉圧力，原子炉水位，排気筒モニタ指示値など原子炉の安全に関

するパラメータをオンラインで表示し，また，これらのデータを本社（広

島），国へ伝送するシステム。 

c. 敷地内および敷地外放射線モニタ 

モニタリングポスト等のデータをオンラインで表示する放射線モニ

タ設備，放射線測定車，放射線測定装置。 

d. 情報表示システム 

ディスプレイ等により緊急時対策室における情報の共有化を図るシ

ステム。 

e. 線量分布解析システム 

収集した気象情報および放出源情報に基づき放射能影響範囲を予測

評価するシステム。 

f. 手順書類 

事故時操作要領書（アクシデントマネジメントガイドラインを含む）

等。 

g. 技術図書類 

配管計装線図，安全保護系ロジック一覧，プラント配置図等。 

h. 復旧活動に必要な資機材 

・必要となる交換部品の入手方法としては，発電所内の同じタイプの機

器からの流用や敷地内の予備品の使用を規定している（必要な工具等
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を管理区域内工具室および倉庫等に準備している）。 

・放射線障害防護用器具，放射線測定器等の資機材を配備している（緊

急時対策室の他，建屋内での作業，防護活動に備え管理区域出入口等

に常備している）。 

 

(4) 情報連絡等 

防護対策の実施が必要な状況においては，外部への情報提供，国から

の助言等の情報を受信する等円滑に情報交換を行うことが重要であり，

情報の管理は，緊急時対策本部により一元的に行うこととしている。 

通報連絡体制等については，法律等に基づく国への通報連絡ならびに

安全協定等に基づく自治体への通報連絡のため従来から整備している。 

緊急時対策室には，一般の電話回線の他，外部への連絡用に専用回線

を利用した電話やファクシミリ装置を従来から配備している。 

 

2. 手順書類の整備 

アクシデントマネジメントが必要な状況では，運転員がプラントの操作

対応を行い，支援組織は技術評価等の運転員を支援する活動を行う。 

さらに事象が進展し，炉心損傷に至るような場合には，運転員は様々な

操作対応を求められるとともに，対応策を決定するための技術評価や故障

機器の復旧活動等，支援組織の役割がより重要となってくる。 

このため，運転員と支援組織とでは，使用する手順書類もその役割に応

じたものが各々必要となる。これらの役割分担，事象の進展状況に応じて，

アクシデントマネジメントを的確，迅速に実施するため，知識ベースを含

めた手順書類の整備を実施している。 

なお，手順書類は，過去，アクシデントマネジメント対策として整備し

たものに加え，今回の福島第一原子力発電所での事故を踏まえて新たに整

備した。 

アクシデントマネジメント関連手順書類の構成概要を図 4.1-6に示す。 

a. 運転員用 

(a) 事故時操作要領書[事象ベース]（ＡＯＰ） 

設計上想定される事象毎のシナリオに従った操作を記載した手順書

であり，事故・故障等が発生した時，その運転状態からどのような事

象が発生したのかの判断が可能な場合に使用する手順書である。 

(b) 事故時操作要領書[徴候ベース]（ＥＯＰ） 

事故の起因事象を問わず，観測されるプラントの徴候に応じた操作

手順を示したもので，多重故障等発生確率は極めて低いと考えられる

設計想定外の事故・故障等にも対応可能な手順書である。 

(c) 事故時操作要領書[アクシデントマネジメントガイドライン] 

（中央制御室用）（ＳＯＰ） 

アクシデントマネジメントガイドラインを用いてアクシデントマネ
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ジメントを実施する際においても，プラント対応操作は運転員が実施

することとしているが，事故状況の把握や適切なアクシデントマネジ

メント対策を選択する際の技術評価については，支援組織が支援する

こととしている。このため，後述するアクシデントマネジメントガイ

ドライン（支援組織用）の記載内容のうち，操作の判断や操作実施に

関する重要部分を抽出し，運転員用の手順書としてＳＯＰを整備した。 

(d) 異常事象発生時の対応要領 

地震・津波他による異常事象の対応に関する体制・手順を定めた要

領書であり，緊急安全対策に伴い電源機能等喪失時の体制の整備等に

関する改正を行った。 

 (e) 原子力災害対策手順書（プラント監視班） 

緊急時体制が発令された場合に設置される対策組織のうち，プラン

トデータ採取・状況のまとめ等を行うプラント監視班に関する体制・

手順等を定めた手順書であり，緊急安全対策に伴い津波等による機能

喪失時の格納容器ベント等の対応手順，およびシビアアクシデント対

策に伴い中央制御室の作業環境の確保のための対応手順を新たに追加

した。 

b. 支援組織用 

(a) 事故時操作要領書[アクシデントマネジメントガイドライン] 

（支援組織用）（ＡＭＧ） 

ＥＯＰで対応する状態からさらに事象が進展し，炉心損傷に至った

際に支援組織で使用するものであり，プラント状態，操作実施の影響

などを考慮して，総合的な観点から事故の進展防止，影響緩和のため

に実施すべき措置を判断，選択するためのガイドラインである。 

(b) 異常事象発生時の対応要領 

地震・津波他による異常事象の対応に関する体制・手順を定めた要

領書であり，緊急安全対策に伴い電源機能等喪失時の体制の整備等に

関する改正を行った。 

(c) 原子力災害対策手順書（情報班） 

緊急時体制が発令された場合に設置される対策組織のうち，情報収

集等を行う情報班に関する体制・手順等を定めた手順書である。 

 (d) 原子力災害対策手順書（技術班） 

緊急時体制が発令された場合に設置される対策組織のうち，原子炉

等の異常拡大防止に必要な運転に関する計画の策定等の技術支援等を

行う技術班に関する体制・手順等を定めた手順書であり，緊急安全対

策に伴い原子炉および燃料プールへの供給水量検討等に関する手順を

新たに追加した。 

 (e) 原子力災害対策手順書（放射線管理班） 

緊急時体制が発令された場合に設置される対策組織のうち，放射線

状況の把握等を行う放射線管理班に関する体制・手順等を定めた手順
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書であり，電源機能等喪失時対応資機材の整備等を新たに追加した。 

(f) 原子力災害対策手順書（復旧班） 

緊急時体制が発令された場合に設置される対策組織のうち，復旧作

業等を行う復旧班に関する体制・手順等を定めた手順書であり，緊急

安全対策に伴い地震・津波等による全交流電源喪失時の消防ポンプ車

等による代替注水手順，およびシビアアクシデント対策に伴い水素爆

発防止のための原子炉建物天井への穴あけ手順等を新たに追加した。 

(g) 原子力災害対策手順書（プラント監視班） 

緊急時体制が発令された場合に設置される対策組織のうち，プラン

トデータ採取・状況のまとめ等を行うプラント監視班に関する体制・

手順等を定めた手順書であり，緊急安全対策に伴い津波等による機能

喪失時の格納容器ベント等の対応手順，およびシビアアクシデント対

策に伴い中央制御室の作業環境の確保のための対応手順を新たに追加

した。 
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図 4.1-6 アクシデントマネジメント関連手順書類の構成概要 
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3. 教育・訓練の実施 

アクシデントマネジメントの実施にあたっては，様々なプラント状態

に応じて適切な対策を選定することが必要であり，そのために実施組織

の要員があらかじめシビアアクシデント現象に関する知識を有している

ことが必要であり，実施組織における要員の役割に応じて，必要な知識

の習得，維持および向上を図るために，教育の実施が重要である。 

a. 運転員の教育 
(a) 机上による教育 

運転員は，アクシデントマネジメントの操作対応を行うことから，

アクシデントマネジメントの実施に関わる基礎的知識（実施内容，使

用する設備，シビアアクシデント時に起こりうる物理現象等）につい

て机上研修を実施している。 

(b) シミュレータによる訓練 

シミュレータでシミュレーション可能な範囲において，アクシデン

トマネジメント対応操作の訓練を行っている。 

b. 支援組織要員の教育 

(a) 机上による教育 

支援組織全要員に対し，アクシデントマネジメントの実施に関わる

基礎的知識（実施内容，使用する設備，シビアアクシデント時に起こ

りうる物理現象等）について机上研修を実施している。 
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緊急安全対策および更なる信頼性向上対策  
 
1. 緊急時の電源確保 

1.1 高圧発電機車および可搬式発電機の配備（緊急安全対策：実施済み） 

全交流電源喪失時においても，原子炉への注水を継続し，プラント監 

視機能等を維持するため，必要な電源容量を満足する高圧発電機車

（500kVA）２台および可搬式発電機（90kVA）を配備した。 

 

1.2 高圧発電機車および可搬式発電機からの電源供給のための資機材の整

備（緊急安全対策：実施済み） 

  高圧発電機車および可搬式発電機による電源供給を行うための受電盤

等への接続に必要な資機材（電源ケーブル等）を確保し，津波の影響を受

けない場所へ保管した。 

 

1.3 高圧発電機車および可搬式発電機からの電源供給手順の整備 

（緊急安全対策：実施済み） 

高圧発電機車および可搬式発電機による電源供給を行うための手順を

定めた。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

主蒸気  
逃がし安全弁  

高圧発電機車  

サプレッション  
チェンバ  

サプレッション  
チェンバ  
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1.4 発電機用の燃料補給手段の確保（緊急安全対策：実施済み） 

非常用ディーゼル発電機の燃料移送ポンプ電動機が津波により浸水し，

燃料貯蔵タンクからの燃料補給手段が無くなった場合の燃料補給用およ

び 1.1項の高圧発電機車等の燃料補給用として，燃料および補給に必要な

資機材（タンクローリ等）を確保した。  
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

1.5 緊急用発電機の設置（更なる信頼性向上対策：実施済み） 

非常用ディーゼル発電機のバックアップとして，原子炉の除熱機能やプ

ラントの状態監視に必要な機器等に速やかに電力が供給できるように，ガ

スタービン発電機（14,000kVA）２台を発電所敷地内の高台（EL44m）に設

置し，ガスタービン発電機から受電盤等への接続に必要な資機材（電源ケ

ーブル等）についても確保した。 

さらに，平成 23年４月９日に受領した経済産業省原子力安全・保安院

指示文書「非常用発電設備の保安規定上の取扱いについて（指示）」を踏

まえ，将来的には，定期検査時等に現状の非常用ディーゼル発電機を待機

除外にしても，非常用発電設備が２台動作可能であることを担保できるよ

う，代替の非常用発電機を確保する。 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
電源ケーブル 

敷地 ４０ｍ級 
原子炉建物 

ﾀｰﾋﾞﾝ 

建物 

受電盤 
電力供給 

 

ガスタービン発電機 

高圧発電機車 

燃料デイタンク  

敷地  

EL44m 

タンクローリ 
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1.6 燃料抜取り手段の確保（更なる信頼性向上対策：実施済み） 

地震，津波等により発電所外からの支援が困難な場合でも，発電所内に

備蓄されている燃料により高圧発電機車等の運転が継続できるように燃

料の抜取りに必要なポンプおよび手段を確保した。  
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

タンクローリ 

燃料デイタンク  
ＨＰＣＳ燃料デイタンク  

燃料貯蔵タンク  
ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク  

ポンプ  

 
ポンプ駆動用コンプレッサ  
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2. 緊急時の最終的な除熱機能の確保 

2.1 消防ポンプ車等の配備（緊急安全対策：実施済み） 

全交流電源喪失時においても，代替注水設備による原子炉の除熱を速 

やかに実施するため，原子炉や水源である復水貯蔵タンクに水を補給す 

るための消防ポンプ車等を配備した。 

 

2.2 水源を確保するために必要な資機材の整備（緊急安全対策：実施済み） 

消防ポンプ車等による送水に必要な資機材（消火ホース等）を確保し，

津波の影響を受けない場所へ保管した。 

 

2.3 消防ポンプ車等による代替注水手順の整備（緊急安全対策：実施済み） 

消防ポンプ車等を用いた代替注水を行うための手順を定めた。 
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2.4 原子炉格納容器ベント用資機材の確保（緊急安全対策：実施済み）  
全交流電源喪失時においても，原子炉格納容器ベント操作を速やかに実

施するため，ベントラインに設置されている空気作動弁の駆動用空気を供

給する窒素ガスボンベを配備した。  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.5 原子炉補機海水系の復旧用資機材の確保（緊急安全対策：実施済み）  
原子炉補機海水ポンプ電動機が津波により浸水し，機能が喪失した場合

に備え，浸水した電動機を復旧するための資機材（洗浄機等）を配備した。 

 

2.6 原子炉補機海水ポンプ電動機の予備品の確保 

（更なる信頼性向上対策：実施済み） 

原子炉補機海水ポンプ電動機が津波により浸水し，機能が喪失した場合

に備え，取替用の電動機予備品を確保した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

海水系
ポンプエリア

取水槽

輪谷湾

原子炉建物ﾀｰﾋﾞﾝ
建物

電動機予備品

取替

原子炉補機
海水ポンプ

 

入口側圧力計  出口側圧力計  

窒素ガスボンベ元弁（拡大） 

圧力調整ノブ  

圧 力 調 整 器

出口弁  

仮設ホース  

銅管  

供給  

既設計装配管取り外しおよび  

仮設ホース（銅管側）取付け位置  

駆

動

部  

供給  
窒素ガスボンベ元弁  

窒素ガス

ボンベ  

減圧式圧力調整器  

取替  
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既設配管 

消火ホース 

 

海水 

純水 

タンク 

建物 
接続口 

ろ過水 

タンク 

復水貯蔵 

タンク 

輪谷貯水槽 

2.7 原子炉補機海水系へ接続する可搬式ディーゼル駆動ポンプの確保 

（更なる信頼性向上対策：実施済み）  
原子炉補機海水ポンプ電動機が津波により浸水し，機能が喪失した場合

に備え，原子炉補機海水系へ接続する可搬式ディーゼル駆動ポンプおよび

原子炉補機海水系への接続に必要な資機材（ホース等）を確保した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2.8 可搬式エンジン駆動ポンプの確保（更なる信頼性向上対策：実施済み） 

原子炉および燃料プールの除熱機能が喪失した場合の代替注水手段と

して，消防ポンプ車等を確保しているが，更なるバックアップとして，海

水等を移送，補給できる可搬式エンジン駆動ポンプおよび移送に必要とな

る資機材（ホース等）を確保した。 

なお，当該ポンプは，海水系ポンプエリアが津波により水没した場合の

海水排出にも使用可能である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

消火ポンプ  

可搬式エンジン駆動ポンプ  

復水輸送ポンプ  

 

原子炉補機冷却水ポンプ  
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3. 緊急時の燃料プールの冷却確保 

3.1 消防ポンプ車等の配備（緊急安全対策：実施済み） 

全交流電源喪失時においても，代替注水設備による燃料プールの除熱を

実施するため，燃料プールや水源である復水貯蔵タンクに水を補給するた

めの消防ポンプ車等を配備した。 

 
3.2 水源を確保するために必要な資機材の整備（緊急安全対策：実施済み） 

消防ポンプ車等による送水に必要な資機材（消火ホース等）を確保し，

津波の影響を受けない場所へ保管した。 

 

3.3 消防ポンプ車等による代替注水手順の整備（緊急安全対策：実施済み） 

消防ポンプ車等を用いた代替注水を行うための手順を定めた。 
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4. 発電所の構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施 

4.1 建物の浸水防止対策（緊急安全対策：実施済み） 

  津波発生時に原子炉隔離時冷却ポンプ等の安全上重要な設備が津波に

より浸水することを防止するため，建物扉の隙間へのシール施工等により

必要な箇所の浸水防止対策を実施した。 

 

 

 

 

 

                     

 

               【シール施工】     【閂設置】 

 

4.2 建物の浸水防止対策の強化（更なる信頼性向上対策：実施済み） 

水密性を高めた建物扉への取替等を行い，建物内への浸水を防止する対 

策を強化した。 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 
4.3 防波壁の強化（更なる信頼性向上対策：実施中） 

主要設備への浸水を防止するため，発電所構内全域において防波壁

（EL15m）を強化する。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

海水系
ポンプエリア

取水槽

輪谷湾

原子炉建物ﾀｰﾋﾞﾝ
建物

防波壁

 

  

【水密性を高めた扉】  
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4.4 海水系ポンプエリアの浸水防止対策 

（更なる信頼性向上対策：実施中） 

原子炉補機海水ポンプの浸水を防止するため，海水系ポンプエリアに防

水壁を設置する。 

 

 

 

 
 
 
 
 
                              
 
                                                          
 

 

海水系
ポンプエリア

取水槽

輪谷湾

輪谷湾

原子炉建物ﾀｰﾋﾞﾝ
建物
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5.  教育・訓練の実施 

津波によって交流電源を供給する全ての設備の機能，海水を使用して

原子炉施設を冷却する全ての設備の機能および燃料プールを冷却する

全ての設備の機能が喪失した場合における緊急安全対策の活動訓練と

して，高圧発電機車，ガスタービン発電機による電源復旧，消防ポンプ

車等による原子炉および燃料プールへの注水等に関する訓練について，

年１回以上実施する旨を「異常事象発生時の対応要領」に定め，実施し

ている。（表 4.2-1） 
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表 4.2-1 緊急安全対策に関する訓練実施状況 

訓練項目（対象箇所）  訓練内容  訓練実施日※  備考  
全交流電源喪失時の
構内受電訓練 

実働訓練 H23.9.21 
H23.9.26 
H23.9.27 
H24.1.24 
H24.1.26 

 
 

夜間訓練実施 

非常用ディーゼル発
電機へのタンクロー
リ車からの燃料供給
訓練 

実働訓練 H23.9.9 
H24.2.26 

 
停電訓練実施 

非常用ディーゼル発
電機燃料デイタンク
からの抜取り訓練（更
なる信頼性向上対策） 

実働訓練 H24.2.26 停電訓練実施 

緊 急 時 の
電源確保 

緊急用発電設備（ガス
タービン発電機）起動
訓練（更なる信頼性向
上対策） 

実働訓練 H23.12.5 
H24.1.20 

 

原子炉補機海水ポン
プ用電動機取替訓練 

実働訓練 H23.9.22 
H24.3.22 

夜間訓練実施 

原子炉格納容器ベン
トライン空気作動弁
駆動用空気供給訓練 

実働訓練 H23.8.1 
H23.8.3 
H23.10.3 
H24.3.27 

 
 
 

停電訓練実施 
原子炉への消防車に
よる代替注水訓練 

実働訓練 H23.9.9 
H24.3.4 
H24.3.13 

 
 

夜間訓練実施 
電源機能等喪失時の
対応教育 
○全交流電源喪失時
のシミュレータ訓
練 

○原子炉への代替注
水 

シミュレー
タ訓練 
机上訓練 

H23.5.12～25 
H23.6.1～30 
H23.7.6～28 
H23.8.31 
H23.9.1～9 
H23.10.20～26 
H23.12.26～30 

 
 
 
 
 
 

緊 急 時 の
最 終 的 な
除 熱 機 能
の確保 

原子炉補機海水系へ
の可搬式ディーゼル
駆動ポンプによる代
替送水訓練（更なる信
頼性向上対策）  

実働訓練  H24.3.8  

燃料プールへの消防
車による代替注水訓
練  

実働訓練  H23.9.9 
H24.3.4 
H24.3.13 

 
 
夜間訓練実施  

緊 急 時 の
燃 料 プ ー
ル の 冷 却
確保  電源機能等喪失時の

対応教育  
○全交流電源喪失時
のシミュレータ訓
練  

○燃料プールへの代
替注水  

シミュレー
タ訓練 
机上訓練  

H23.5.12～25 
H23.6.1～30 
H23.7.6～28 
H23.8.31 
H23.9.1～9 
H23.10.20～26 
H23.12.26～30 

 

電源機能等喪失時災
害対策要員  
一斉招集，実働参集訓
練  

実働訓練  H23.11.23  その他  

緊急対策室における
指揮命令訓練  

実働訓練  H23.9.9 
H24.1.24 
H24.1.26 
H24.2.16 

 

※平成 23年度の実績を記載。 
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外部電源の信頼性確保 

 

1. 外部電源の供給信頼性の更なる向上策（実施中） 

島根１号機，島根２号機および島根３号機へは，500kV系統の一部である

日野変電所と 500kV北松江幹線により接続された北松江変電所を供給源と

し，外部電源を供給している。また，北松江変電所への予備供給ルートと

して，220kV山陰幹線・松江連絡線を備えており，高い供給信頼性を確保し

ている。 

供給源の変電所から島根原子力発電所までの電力系統については，安全

規制上の要求である「外部電源系は２回線以上の送電線により電力系統に

接続された設計であること」を満足するよう，島根１号機，島根２号機お

よび島根３号機とも，表 4.3-１の回線数を確保している。 

 

表 4.3-1 発電所の外部電源の信頼性確保のための系統 

主回線 
220kV送電線 １ルート２回線 

（第二島根原子力幹線） 
島根１，２号機 

予備回線 
66kV送電線 １ルート１回線 

（鹿島支線） 

主回線 
500kV送電線 １ルート２回線 

（島根原子力幹線） 
島根３号機 

予備回線 
220kV送電線 １ルート２回線 

（第二島根原子力幹線） 

 

また，島根２号機では，これまでもアクシデントマネジメント対策とし

て，緊急時には各号機間で電力が融通可能となるような電源構成を整備し

ているが，送電線からの供給信頼性を更に向上させる目的で，図 4.3-1に

示すとおり，全ての送電線が各号機に接続されるよう，島根１，２号機に

ついては 500kV送電線から，また島根３号機については 66kV送電線からの

受電が可能となる対策を実施する。 
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図 4.3-1 外部電源の供給信頼性の更なる向上策 概要図  
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2. 送電鉄塔に関する耐震性向上策 

2.1 送電鉄塔の耐震性の向上策（実施済み） 

過去の大規模地震（兵庫県南部地震，中越地震）および今回の地震にお

いても，地震による振動・衝撃荷重を直接の原因として鉄塔が倒壊した事

例はないことから，「電気設備防災対策検討会」の報告書（平成７年 11月

24日）どおり，鉄塔は十分な耐震性を有していると評価できる。 

しかし，送電鉄塔に設置されている支持がいしの折損が多数発生してい

ることから，図 4.3-2に示すように，より耐震性に優れたものに取り替え

るなどの対策を実施した。 

 

 
 

図 4.3-2 送電鉄塔（支持がいし）に関する耐震性向上策 概要図 
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2.2 基礎の安定性の評価（実施済み） 

一般に，送電線のルートは地すべり地域等を極力回避するよう選定して

いる。また，やむを得ずこのような地域を経過する場合にも，個別に詳細

調査を実施し，基礎の安定性を検討して，より強固な基礎型を選定する等

の対策を実施している。 

さらに，今回の地震で鉄塔倒壊の原因となった「盛土の崩壊」に加え，

二次的被害を引き起こす要因として一般的に考えられる「地すべり」，「急

傾斜地の土砂崩壊」について評価を行い，地震に対して基礎が安定性を有

していることを確認した。 
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3. 開閉所等の電気設備の津波影響防止対策（実施中） 

更なる信頼性向上の観点から，島根原子力発電所の開閉所等の電気設備

についても，津波による影響防止対策として，屋外に設置している開閉所

設備および外部電源の受電に供する変圧器のうちEL8.5mに設置されている

設備の浸水防止対策として，EL15mまでの浸水高さに耐えられる防水壁を設

置する。 

 

表 4.3-2 開閉所等の電気設備の設置レベルと対策内容 

号機 電気設備 設置レベル 対策内容 

開閉所 

（66kV，220kV） 
EL15m （対象外）※ 

島根１号機 

起動変圧器 EL15m （対象外）※ 

開閉所（220kV） EL44m （対象外）※ 
島根２号機 

起動変圧器 EL8.5m 防水壁の設置 

島根  

１，２号機 
予備変圧器 EL15m （対象外）※ 

開閉所（500kV） EL45m （対象外）※ 

主変圧器 EL8.5m 防水壁を設置済み 

所内変圧器 EL8.5m 防水壁を設置済み 
島根３号機 

補助変圧器 EL8.5m 防水壁を設置済み 

  ※EL15m以上の高さに設置されているため。 
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4. 開閉所等の電気設備の耐震性評価（実施中） 

原子力発電所においては，開閉所設備と変圧器は耐震重要度上Ｃクラス

であり，一般産業施設と同等の耐震安全性を保持すればよいものという位

置づけである。しかし，今回福島第一原子力発電所で観測された地震波形

の応答スペクトルにおいて，開閉所設備の共振周波数領域（0.5Hz～10Hz）

の近辺に加速度ピークが確認されたことから，従来より，地震の応答スペ

クトルとそれに対する機器の共振も考慮しているＪＥＡＧ5003-2010「変電

所等における電気設備の耐震設計指針」（以下，「ＪＥＡＧ5003」という。）

による耐震性評価を実施し，設計上の裕度（各部位の地震動による発生応

力とその部位の許容応力の比率）を確認した。その結果，開閉所設備およ

び変圧器について，いずれも機能不全となる倒壊，損壊等が発生する可能

性が低いことを確認した。 

現在，平成 24年１月 19日発出された経済産業省原子力安全・保安院指

示文書「原子力発電所等の外部電源の信頼性確保に係る開閉所等の地震対

策について(追加指示)」(平成 24･01･17原院第１号)に基づき，島根原子力

発電所の基準地震動Ｓｓをもとに，開閉所設備および変圧器の耐震性評価

を行っているところである。  
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シビアアクシデントへの対応に係る措置について 

 

1. 中央制御室の作業環境の確保（実施済み） 

全交流電源喪失時における長期間の事故対応活動を継続的に実施するた

め，全交流電源喪失後においては，高圧発電機車から中央制御室送風機お

よび中央制御室非常用再循環送風機に給電することとし，給電能力を確保

するために，緊急安全対策として配備した高圧発電機車（500kVA）２台に

加え，追加で高圧発電機車（500kVA）１台を配備した。 

また，全交流電源喪失時に高圧発電機車から給電を行い，再循環運転を

するための手順書を整備した。 

予備電源 

分岐盤 

または 

仮設変圧器 

 

必要時  
手動により開操作  

必要時  
手動により開操作  

F.C. F.C. 

F.C. F.C. 

F.C. ： 空気または電源喪失で閉 

高圧発電機車  
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2. 緊急時における発電所構内通信手段の確保（実施済み） 

島根原子力発電所構内での通信手段は，ＰＨＳとページング設備を配備

しており，全交流電源喪失が発生した場合でも各設備が有している蓄電池

等により一定期間の通信機能の確保は可能である。また，緊急安全対策で

配備した高圧発電機車で通信用充電器を充電することにより，全交流電源

喪失時においても電源は確保される。 

また，構内通信手段のより一層の信頼性確保のため，トランシーバの追

加配備および有線の簡易通話装置（乾電池式）の配備を行った。 

なお，照明については，事故対応活動を継続的に実施するための方策と

して可搬式蛍光灯を配備した。 

 

 

発 電 所  本 店  

衛星携帯電話  

タービン
建物  

・中央制御室と現場
（管理区域含む）に
専用通信線を敷線  

・簡易通話装置を配備  

 

原
子
炉
建
物 

衛星  

 通信  
機械室  

管理事務所  
災害対策本部  

トランシーバ  
（配備済み）  

緊急安全対策での浸
水防止対策により通
信機械室の浸水を防
止  

中央制御室  

通信機械室  

制御建物  

 

 

 

 
 

緊急安全対策で配備
した高圧発電機車で
通信用充電器を充電
することにより継続
使用可能  
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3. 高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体制の整 

備（実施済み） 

高線量対応防護服（タングステン製遮蔽ベスト）10着を発電所に配備し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

高線量対応防護服 

 

事故対応が長期に亘っても十分な対応資機材が確保できるよう，高線量

対応防護服，個人線量計および全面マスク等の現状の「原子力災害時にお

ける原子力事業者間協力協定」の提供資機材リストに定められていない資

機材についても必要時には原子力事業者間等で相互に融通しあうことを，

協定に準ずる文書による申し合わせで確認した。 

さらに，緊急時に放射線管理要員以外の要員が，現場での放射線測定等

の放射線管理業務を助勢する仕組みを整備した。 
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4. 水素爆発防止対策（一部実施済み） 

シビアアクシデントによる水素大量発生時に原子炉格納容器から漏えい

した水素の原子炉建物への蓄積を防止するため，原子炉建物天井への穴あ

け作業に必要な資機材を配備するとともに，手順書の整備を行った。 

さらに，原子炉建物内の水素濃度を確認し屋外へ放出することが可能な

ように，原子炉建物内の水素検知器および水素の放出設備を設置する。 

 

 

電工ドラム給水タンク

コアドリル

水処理ﾊﾟｯﾄ

延長コード

 

原子炉建物  

原子炉建物天井穴あけ用資機材配備  
（実施済み）  

 

水素検知器  

水素検知器の設置  
（実施中）  

水素放出設備の設置  
（ブローアウトパネルの改造）（実施中）  

（イメージ図）  
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5．がれき撤去用の重機の配備（実施済み） 

津波等による漂着物やがれき等の障害物が発生した場合でも，電源供給

や注水確保等の事故対応が迅速に行えるよう，がれき撤去を行うためのホ

イールローダ等を発電所構内に配備した。また，非常災害時，当社にホイ

ールローダ等の重機および運転員を優先して提供することについての覚書

を協力会社と締結した。 

さらに，がれき撤去の重機の運用については，より早期の対応が実施で

きるように当社社員が当該車両の運転操作を実施できる体制を整備した。 
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6. 教育・訓練の実施 

シビアアクシデントへの対応措置として，水素爆発防止のための原子

炉建物天井への穴あけ等に関する訓練について，年１回以上実施する旨

を「異常事象発生時の対応要領」に定め，実施している。（表 4.4-1） 

 

 

表 4.4-1 シビアアクシデント対策への対応措置に関する訓練実施状況 

訓練項目（対象箇所）  訓練内容  訓練実施日※  備考  
水素爆発防止対
策 

水素爆発防止の
ための原子炉建
物天井への穴あ
け訓練 

実働訓練 H23.9.21 
H24.3.13 

 

中央制御室の作
業環境の確保 

中央制御室の作
業 環 境 の 確 保
（中央制御室送
風機および中央
制御室非常用再
循環送風機の運
転） 

机上訓練 H23.6.16～25 
 

 

その他 ホイールローダ
運転訓練 

実働訓練 H23.11.25 
H23.12.15 
H24.1.13 
H24.3.15 

運転訓練 
運転訓練 
がれき撤去訓練 
がれき撤去訓練 

※平成 23年度の実績を記載。 
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評価対象設備リスト（地震） 

耐震 

クラス 
主要な設備 

起因事象および

影響緩和機能に

関連する設備  
a. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器･配管系 

原子炉圧力容器 ○ 
Ｓ 

原子炉冷却材圧力バウンダリに属する系統※１ ○ 

b. 使用済燃料を貯蔵するための施設 

Ｓ 使用済燃料貯蔵設備 ○ 

c. 原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設，および原子炉の 

停止状態を維持するための施設 

制御棒 ○ 

制御棒駆動機構 ○ Ｓ 

制御棒駆動水圧系 ○ 

d. 原子炉停止後，炉心から崩壊熱を除去するための施設 

原子炉隔離時冷却系 ○ 

高圧炉心スプレイ系 ○ 

残留熱除去系 ○ 
Ｓ 

サプレッションチェンバ ○ 

e. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊熱を除去するための施設 

高圧炉心スプレイ系 ○ 

低圧炉心スプレイ系 ○ 

残留熱除去系 ○ 

自動減圧系 ○ 

Ｓ 

サプレッションチェンバ ○ 

f. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁となり放射性物質の放散を  

直接防ぐための施設 

原子炉格納容器 ○ 
Ｓ 

原子炉格納容器バウンダリに属する系統※２ － 

g. 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放散を抑制するための施設で  

f.以外の施設 

残留熱除去系 ○ 

可燃性ガス濃度制御系 － 

非常用ガス処理系 － 

サプレッションチェンバ ○ 

Ｓ 

原子炉建物 ○ 
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※１：主蒸気系，給水系，原子炉再循環系，残留熱除去系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心

スプレイ系，原子炉隔離時冷却系，原子炉浄化系，ほう酸水注入系 

※２：主蒸気系，給水系，残留熱除去系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，原子

炉隔離時冷却系，原子炉補機冷却系，原子炉浄化系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注

入系，放射性ドレン移送系，可燃性ガス濃度制御系，窒素ガス制御系 

 

耐震 

クラス 
主要な設備 

起因事象および

影響緩和機能に

関連する設備  
h. 補助設備 

炉心支持構造物 ○ 

原子炉補機冷却系 ○ 

原子炉補機海水系  ○ 

非常用ディーゼル発電機 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系 ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 ○ 

電気計装設備 ○ 

残留熱除去系（燃料プール水補給設備） ○ 

Ｓ 

ほう酸水注入系 － 

i. 建物・構築物，波及的影響を考慮すべき設備，その他設備 

耐震安全上重要な建物・構築物 ○ 

波及的影響を考慮する設備（燃料取替機，原子炉建物天井クレ

ーン，ガンマ線しゃへい壁） 
○ 

格納容器ベント設備 ○ 

原子炉への代替注水設備 ○ 

燃料プールへの代替注水設備 ○ 

ガスタービン発電機 ○ 

送水車 ○ 

高圧発電機車 ○ 

その他 

外部電源設備（開閉所設備等） ○ 
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基準地震動Ｓｓの策定の概要 

 

基準地震動Ｓｓは，「新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全性

の評価及び確認に当たっての基本的な考え方並びに評価手法及び確認基準について」

（平成18年9月20日，原子力安全・保安院）に従い，「敷地ごとに震源を特定して

策定する地震動」および「震源を特定せず策定する地震動」の評価に基づき，敷地の

解放基盤表面（標高-10m）における水平方向および鉛直方向の地震動として策定して

いる。 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」については，図1に示す活断層を対

象として検討した結果，宍道断層による地震およびＦ－Ⅲ～ＦＫ－２断層による地震

を検討用地震として選定し，また，敷地周辺における過去の地震である880年出雲の

地震も併せて検討用地震として選定している。これらの検討用地震について，応答ス

ペクトルに基づく手法および断層モデルを用いた手法により地震動評価を実施して

いる。選定した検討用地震の諸元を表1に示す。 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」による基準地震動Ｓｓは，応答スペ

クトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓおよび断層モデルを用いた手法による基

準地震動Ｓｓを策定している。 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓについては，応答スペクトルに

基づく手法により評価した検討用地震の応答スペクトルを包絡するように設計用応

答スペクトルを設定し，これを基準地震動Ｓｓ－１（最大加速度600cm/s2）としてい

る。 

また，断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓについては，断層モデルを用

いた手法により評価した宍道断層による地震およびＦ－Ⅲ～ＦＫ－２断層による地震

の応力降下量の不確かさを考慮したケースの地震動評価結果が，基準地震動Ｓｓ－１

の設計用応答スペクトルを一部の周期帯で上回ることから，これらを基準地震動  

Ｓｓ－２およびＳｓ－３としている。 

「震源を特定せず策定する地震動」については，その応答スペクトルが基準地震動

Ｓｓ－１の設計用応答スペクトルを下回ることから，基準地震動Ｓｓ－１で代表させ

ている。 

基準地震動Ｓｓ－１の設計用応答スペクトルならびに基準地震動Ｓｓ－２，   

Ｓｓ－３および「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを図2に，基準

地震動Ｓｓ－１，Ｓｓ－２およびＳｓ－３の時刻歴波形および加速度応答スペクトル

を図3～図5に示す。 
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検討用地震 長さ 地震規模 

宍道断層による地震 22km 7.1  

Ｆ－Ⅲ～ＦＫ－２断層による地震 51.5km 7.7  

880年出雲の地震 － 7.0  

表1 検討用地震の諸元 
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Ｋ－４  

Ｋ－６

 

Ｋ－７  

Ｆ－Ⅳ 
 

大社衝上断層 
 

島根原子力発電所 

 

宍道断層 

Ｎ   

 

  
  

ＦＫ－１ 

880年出雲の地震

ＦＫ－２ 

Ｆ－Ⅲ～ＦＫ－２断層 

図1 島根原子力発電所周辺の主な活断層分布および880年出雲の地震の震央位置 
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図4 (2) 基準地震動Ｓｓ－２の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 
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図5 (1) 基準地震動Ｓｓ－３の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 
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図5 (2) 基準地震動Ｓｓ－３の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 
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評価対象設備の耐震裕度評価について 

 

1. はじめに 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂（平成 18年９月 19日原

子力安全委員会決定）を受けて実施している耐震安全性評価（以下，「耐震バックチ

ェック」という。）の結果を踏まえ，評価対象設備について，基準地震動Ｓｓに対す

る耐震裕度を評価する。 
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2. 建物・構築物の耐震裕度評価 

2.1 島根２号機原子炉建物の概要 

島根２号機原子炉建物は，中央部に地上４階，地下２階建で平面寸法が 53.3m※

（ＮＳ）×53.8m※（ＥＷ）の原子炉建物原子炉棟（以下，｢原子炉棟｣という。）が

あり，その周囲に地上２階（一部３階），地下２階の原子炉建物付属棟（以下，｢付

属棟｣という。）を配置した鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造およ

び鉄骨造）の建物である。 

原子炉棟と付属棟は，一体構造で同一基礎スラブ上に設置され，本建物の平面寸

法は，70.0m※（ＮＳ）×89.4m※（ＥＷ）の矩形を成している。基礎底面からの建物

高さは68.2mである。 

原子炉建物の概要を図 2.1および図 2.2に示す。使用材料を表 2.1に示す。 

原子炉建物の基礎は厚さ6.0mのべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

原子炉棟の中央部には，原子炉圧力容器を収容している原子炉格納容器があり，

これらの周囲は鉄筋コンクリート造の原子炉一次遮へい壁（以下，｢ドライウェル

外側壁｣という。)で囲まれている。 

原子炉棟の外壁（以下，｢内部ボックス壁｣という。)は基礎スラブ上から屋根面

まで連続しており，壁厚は地下部分で1.9m～2.3m，地上部分では0.45m～2.3mであ

る。また，付属棟の外壁（以下，｢外部ボックス壁｣という。)の壁厚は地下部分で

1.5m～1.9m，地上部分では 0.9m～1.9mである。これらの壁は建物の中心に対して

ほぼ対称に配置されており，開口部も少なく，建物は全体として非常に剛性の高い

構造となっている。建物に加わる地震時の水平力はすべてこれらの耐震壁（ドライ

ウェル外側壁，内部ボックス壁，外部ボックス壁）に負担させている。 

※：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2.1 島根２号機原子炉建物の概要（平面図）（EL※1.3m）（単位：m） 

※：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2.2 島根２号機原子炉建物の概要（断面図）（単位：m） 
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表 2.1 島根２号機原子炉建物の使用材料 

設計基準強度 ヤング係数 
せん断 

弾性係数 
ポアソン比 単位体積重量※ 

Fc 

（N/mm2） 

E 

（N/mm2） 

G 

（N/mm2） 

ν γ 

（kN/m3） 

コンク 

リート 

23.5 

（240 kgf/cm2） 
2.252×104 0.938×104 0.2 24 

鉄筋 
SD345相当 

（SD35） 

鋼材 
SS400，SM400，SM490相当 

（SS41，SM41A，SM50A，SM50B） 

※：鉄筋コンクリートの値を示す。 
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2.2 島根２号機原子炉建物地震応答解析モデル 

2.2.1 島根２号機原子炉建物 水平方向の地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，主要な耐震壁を曲げ・せん断部材に置換し，

重量を各階床位置に集中させた多軸多質点系の埋め込みスウェイ・ロッキングモ

デルとする。 

建物と地盤の相互作用は，基礎スラブ底面および建物側面を，「原子力発電所

耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」（以下，「JEAG4601-1991」という。）

に基づき，等価な地盤ばね（水平・回転)に置換して評価する。建物底面に付く

地盤ばねは，振動アドミッタンス理論により求めた振動数依存の複素ばねを，剛

性は０Hzでの実部の値（静的ばね値)で，減衰係数は建物－地盤連成系の一次固

有振動数での虚部の値と原点とを結ぶ直線の傾きで，それぞれ近似する。 

建物の地盤への埋込効果は，建物周辺地盤を軸対称ＦＥＭモデルに置換して評

価し，振動数依存の複素ばねを，剛性は０Hzでの実部の値（静的ばね値）で，減

衰係数は建物－地盤連成系の一次固有振動数での虚部の値と原点とを結ぶ直線

の傾きで，それぞれ近似する。 

建物の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建物のひずみエネルギ

ーに比例した値として算定する。建物の鉄筋コンクリート部分については減衰定

数を５%とする。 

建物の非線形特性については，「JEAG4601-1991」に基づき，せん断および曲げ

に対して，上部構造の鉄筋コンクリート部材の弾塑性を考慮した復元力特性を考

慮する。地盤ばねの非線形特性については，基礎の浮上りによる底面回転ばねの

幾何学的非線形を考慮する。 

地震応答解析モデルは２方向（ＮＳ方向,ＥＷ方向)とし，それぞれ基準地震動

Ｓｓ（水平動）から建物周辺地盤の状況を適切に考慮した二次元有限要素モデル

により求めた入力地震動を入力して解析する。地震応答解析モデル（水平方向）

を図 2.3に示す。 
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図 2.3 島根２号機原子炉建物の地震応答解析モデル（水平方向） 
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2.2.2 島根２号機原子炉建物 鉛直方向の地震応答解析モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，建物下方の地盤を等価な鉛直ばねで表し，

建物部分を各耐震壁の軸剛性を評価した軸ばねとせん断剛性を評価したせん断

ばねにより各質点を連結した３軸多質点系モデルとする。屋根トラスは，ＮＳ方

向７列を集約した曲げ変形とせん断変形する多質点系曲げせん断梁モデルとし，

トラス端部の鉄骨鉄筋コンクリート造の柱による回転拘束を考慮する。 

建物底面に付く地盤ばね（鉛直）は，水平方向と同様に，振動アドミッタンス

理論により求めた振動数依存の複素ばねを，剛性は０Hzでの実部の値（静的ばね

値）で，減衰係数は建物－地盤連成系の一次固有振動数での虚部の値と原点とを

結ぶ直線の傾きで，それぞれ近似する。 

建物の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建物のひずみエネルギ

ーに比例した値として算定する。建物の鉄筋コンクリート部分については減衰定

数を５%，鉄骨部分については２%とする。 

地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ（鉛直動）から建物直下地盤を水平成層にモ

デル化した実地盤モデルを用いた一次元波動論により求めた入力地震動を入力

して解析する。 

地震応答解析モデル（鉛直方向）を図 2.4に示す。 
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図 2.4 島根２号機原子炉建物の地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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2.3 評価基準値 

評価基準値については，「JEAG4601-1991」に基づき，鉄筋コンクリート造耐震壁

の終局点のせん断ひずみ度である4.0×10-3とする。 
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3. 機器・配管系の耐震裕度評価 

3.1 評価概要 

機器・配管系について，構造強度評価を行い，耐震裕度を評価する。また，ポン

プ，弁等の地震時に動的機能が要求される機器については，動的機能維持評価を行

い，当該機器の耐震裕度を評価する。ただし，基準地震動Ｓｓ相当以下で損傷・機

能喪失すると考えられる耐震Ｂ，Ｃクラスの設備については，耐震裕度の評価は行

わない。 

耐震裕度評価は，耐震バックチェックの評価結果を用いることを基本とし，同一

仕様・同一設計の複数の設備が存在する場合は，代表設備について評価する。また，

配管系のように類似設備が多数存在する場合は，仕様および使用条件等の観点から

耐震裕度評価上適切にグループ化し，その代表設備について評価する。 

構造強度評価は，当該設備の安全機能の保持を確認する観点から耐震構造上重要

な評価部位を耐震バックチェック等の既往評価を参考に選定し，地震力による一次

応力評価を基本に行う。 

動的機能維持評価は，地震時に動的機能が要求される機器を選定し，選定した機

器の応答加速度と機能確認済加速度との比較を基本に行う。 

耐震裕度評価においては，規格基準類に準拠した耐震バックチェックの評価結果

を用いることを基本とするが，裕度が比較的小さい設備については，より設備の実

力を反映する観点で耐震バックチェックから踏み込んだ評価方法を適用する。 
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3.2 地震応答解析 

機器・配管系の地震応答解析モデルは，その振動特性に応じて，代表的な振動モ

ードが適切に表現でき，応力評価等に用いる地震荷重を適切に算定できるものを使

用する。また，解析モデルは既往評価で用いられたもののほか，有限要素法等実績

がある手法による解析モデルを使用する。モデル化にあたって使用する物性値等に

ついては，既往評価で用いられたもののほか，施設運用上の管理値や実測値等を考

慮して設定する。 
 

3.2.1 大型機器の地震応答解析 

原子炉建物内の大型機器（原子炉格納容器（以下，「ＰＣＶ」という。），原子

炉圧力容器（以下，「ＲＰＶ」という。）および炉内構造物等）は，大規模構造物

でしかも建物から各点で支持されているため，建物からの各入力をより厳密に評

価することを目的とし，地盤・建物と連成した解析モデルにより基準地震動Ｓｓ

による地震応答解析を時刻歴応答解析で実施する。 

解析は水平方向（ＮＳおよびＥＷの両方向）および鉛直方向について実施する。 

地震応答解析モデルは，以下に示す原子炉格納容器・原子炉圧力容器地震応答

解析モデルと原子炉本体地震応答解析モデルがある。なお，本書では，水平方向

についてはＮＳ方向の地震応答解析モデルを例に示す。 

 

(1) 原子炉格納容器・原子炉圧力容器地震応答解析モデル 

原子炉格納容器・原子炉圧力容器地震応答解析モデルは，ＰＣＶ，ＲＰＶ，ガ

ンマ線しゃへい壁およびＲＰＶ基礎等の地震荷重を算定する解析モデルである。 

水平方向の解析モデルは，多質点系でモデル化し，それぞれの質点間を等価な

曲げ，せん断剛性を有する無質量のはり，またはばねにより結合する。 
鉛直方向の解析モデルは，多質点系でモデル化し，それぞれの質点間を等価な

軸剛性（圧縮，引張りに対する剛性）を有するばねにより結合する。 
水平方向の解析モデルを図 3.1に，鉛直方向の解析モデルを図 3.2に示す。 

 

(2) 原子炉本体地震応答解析モデル 

原子炉本体地震応答解析モデルは，ＲＰＶ内の気水分離器，燃料集合体，炉心

シュラウドおよび制御棒案内管等の地震荷重を算定する解析モデルである。 

モデル化の考え方は，原子炉格納容器・原子炉圧力容器地震応答解析モデルと

同様である。 

水平方向の解析モデルを図 3.3に，鉛直方向の解析モデルを図 3.4に示す。
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図 3.1 原子炉格納容器・原子炉圧力容器地震応答解析モデル(水平方向(ＮＳ)) 

ＰＣＶ 

ＲＰＶ 

ＲＰＶ 

ペデスタル 

記号 名　称

Ａ 燃料交換ベローズ(PCV側)

Ｂ シヤラグ

Ｃ 原子炉格納容器スタビライザ

Ｄ 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｅ 燃料交換ベローズ(RPV側)

ガンマ線しゃへい壁 

【Ａ部詳細】 

原子炉建物
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Ｃ
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燃料交換ベローズ（ＰＣＶ側） 

燃料交換ベローズ（ＲＰＶ側） 

Ａ部 
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図 3.2 原子炉格納容器・原子炉圧力容器地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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図 3.3 原子炉本体地震応答解析モデル（水平方向（ＮＳ）） 
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Ａ 燃料交換ベローズ

Ｂ 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｃ 炉心シュラウド回転ばね

Ｄ
制御棒駆動機構ハウジング
レストレントビーム

Ｅ
制御棒駆動機構ハウジング
ラテラルレストレント

ＲＰＶ 

気水分離器 
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図 3.4 原子炉本体地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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3.2.2 床応答スペクトル 

床応答スペクトルは，建物・構築物，大型機器の基準地震動Ｓｓによる地震応

答解析で得られた床応答時刻歴を用いて水平方向および鉛直方向について算出

する。 

床応答スペクトルの算定にあたっては，地盤や建物の物性等のばらつきが床応

答に与える影響を考慮し，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」等

を参考に周期軸方向に±10%拡幅する。 

 

3.2.3 減衰定数 

機器・配管系の地震応答解析に用いる減衰定数を表 3.1に示す。 

水平方向の減衰定数は，｢JEAG4601-1991｣に規定された値を基本とし，試験等

で妥当性が確認された値も評価に用いる。 

鉛直方向の減衰定数は，基本的に水平方向と同様とするが，鉛直地震動に対し

て剛体挙動する設備は1.0%とする。 

 

表 3.1 機器・配管系の減衰定数 

減衰定数（%） 
対象設備 

水平方向 鉛直方向 

溶接構造物 1.0 1.0 

ボルトおよびリベット構造物 2.0 2.0 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0 

電気盤 4.0 1.0 

燃料集合体 7.0 1.0 

制御棒駆動装置 3.5 1.0 

配管系 0.5～3.0 0.5～3.0 

燃料取替機 2.0 1.5，2.0 

原子炉建物天井クレーン 2.0 2.0 
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3.3 評価基準 

(1) 構造強度の評価基準 

構造強度の評価基準値は，「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601・補-1984， 

JEAG4601-1987，JEAG4601-1991追補版」および「発電用原子力設備規格 設計・建 

設規格 JSME S NC1-2005，JSME S NC1-2007追補版」などの規格基準で規定されて 

いる値，もしくは試験等で妥当性が確認された値を用いることを基本とするが，よ

り設備の実力を忠実に反映する観点で，設計引張強さ（Ｓｕ）等，規格基準で規定

されている以外の評価基準値も適用する。 

規格基準で規定されている以外の評価基準値を適用した設備を表 3.2に示す。 

 

表 3.2 規格基準で規定されている以外の評価基準値を適用した設備（１／２） 

設備名 評価基準値 

原子炉再循環系配管 【規格基準に基づく評価基準値】 

min（3Sm，2Sy）=260MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

Su=427MPa 

原子炉圧力容器スタビ

ライザ 

【規格基準に基づく評価基準値】 

1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/2=440MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

1.5×Su/2=629MPa 

ガンマ線しゃへい壁 【規格基準に基づく評価基準値】 

1.5×F/1.5=215MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

1.5×Su/1.5=400MPa 

サプレッションチェン

バ 

【規格基準に基づく評価基準値】 

1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/1.5=285MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

1.5×Su/1.5=430MPa 

残留熱除去系熱交換器 【規格基準に基づく評価基準値】 

fto=1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/2=455MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=430MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

fto=1.5×Su/2=651MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=651MPa 

燃料貯蔵タンク 【規格基準に基づく評価基準値】 

fto=1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/2=193MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=139MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

fto=1.5×Su/2=300MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=288MPa 

燃料移送配管 【規格基準に基づく評価基準値】 

0.9Su=369MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

Su=410MPa 
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表 3.2 規格基準で規定されている以外の評価基準値を適用した設備（２／２） 

設備名 評価基準値 

原子炉補機冷却系サー

ジタンク 

【規格基準に基づく評価基準値】 

fto=1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/2=207MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=205MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

fto=1.5×Su/2=295MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=295MPa 

原子炉補機冷却系配管 【規格基準に基づく評価基準値】 

0.9Su=339MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

Su=377MPa 

原子炉補機海水系配管 【規格基準に基づく評価基準値】 

0.9Su=360MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

Su=400MPa 

高圧炉心スプレイ系燃

料貯蔵タンク 

【規格基準に基づく評価基準値】 

fto=1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/2=193MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=139MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

fto=1.5×Su/2=300MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=288MPa 

高圧炉心スプレイ系燃

料移送配管 

【規格基準に基づく評価基準値】 

0.9Su=369MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

Su=410MPa 

使用済燃料貯蔵ラック 【規格基準に基づく評価基準値】 

fto=1.5×min（1.35Sy,0.7Su,1.2Sy（RT））/2=184MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=174MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

fto=1.5×Su/2=375MPa 

fts=min〔（1.4fto-1.6τb），fto〕=375MPa 

燃料取替機 【規格基準に基づく評価基準値】 

1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/1.5√3=366MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

1.5×Su/1.5√3=523MPa 

原子炉建物天井クレー

ン 

【規格基準に基づく評価基準値】 

1.5×min（1.2Sy,0.7Su）/1.5=280MPa 

【本評価に適用した評価基準値】 

1.5×Su/1.5=400MPa 
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(2) 動的機能維持の評価基準 

動的機能維持の評価基準値は，「JEAG4601-1991」に規定された値を基本とし，

試験等で妥当性が確認された値も用いる。 

機能確認済加速度を表 3.3に，制御棒の地震時挿入性評価に用いる機能確認済

相対変位を表 3.4に示す。 

また，詳細評価における構造強度の評価基準値は，「JEAG4601-1991」等による。

また，部位ごとの動的機能維持の評価基準値は，個別に試験等で妥当性が確認さ

れている値を用いる。 

 

表 3.3 機能確認済加速度（１／２） 

機能確認済加速度 
種別 機種 

加速度 

確認部位  水平方向(G※１) 鉛直方向(G※１) 

ピットバレル形ポンプ 

立形ポンプ 

立形斜流ポンプ 

コラム先端部 10.0 1.6※２ 

横形単段遠心式ポンプ 

横形ポンプ 

横形多段遠心式ポンプ 

軸位置 

3.2 
(軸直角方向) 

1.4 
(軸方向) 

1.0 

ポンプ駆動用 

タービン 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用タービン 
重心位置 2.4 1.0 

横形ころがり軸受電動機 4.7 

電動機 

立形ころがり軸受電動機 

軸受部 

2.5 

2.0※３ 

冷凍機 スクリュー式冷凍機 圧縮機部 2.25 1.0 

機関重心位置 1.1 非常用 

ディーゼル 

発電機 

中速形ディーゼル機関 

ガバナ取付位置 1.8 

1.0 

一般弁 6.0 6.0 

主蒸気隔離弁 10.0 6.2 

主蒸気逃がし安全弁 9.6 6.1 

弁 

（一般弁およ 

び特殊弁） 

制御棒駆動系スクラム弁 

駆動部 

6.0 6.0 
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表 3.3 機能確認済加速度（２／２） 

機能確認済加速度 
種別 機種 

加速度 

確認部位  水平方向(G※１) 鉛直方向(G※１) 

制御盤 5.69※４ 1.8※３ 

計装ラック 5.69※４ 2.0※３ 

計装用無停電交流電源装置 3.0※３ 3.0※３ 

メタクラ 2.04※４ 2.0※３ 

ロードセンタ 2.82※４ 2.0※３ 

コントロールセンタ 4.93※４ 3.0※３ 

直流盤 5.0※３ 3.1※３ 

充電器盤 3.0※３ 1.6※３ 

230V充電器盤 1.68※３ 1.5※３ 

電気計装品 

HPCS充電器盤 

据付位置 

2.2※３ 1.5※３ 

※１：G=9.80665(m/s2) 

※２：「『平成17年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 機器耐力その３ 

（大型立形ポンプ）に係る報告書』06基構報-0002（平成 18年 7月 独立行政法人 原子力

安全基盤機構）」をもとに設定。 

※３：既往試験や詳細解析結果をもとに設定。 

※４：「『平成 16年度 原子力発電施設耐震信頼性実証に関する報告書 機器耐力その１（横形ポ

ンプ，電気品）』05基構報-0002（平成 17年７月 独立行政法人 原子力安全基盤機構）」を

もとに設定。 

 

表3.4 機能確認済相対変位 

評価対象 機能確認済相対変位（mm） 

制御棒 

（地震時挿入性） 
40.0※１ 

※１：「『沸騰水型原子力発電所 新型制御棒の概要（改良炉心用）』（HLR-111），平成19年10月，

日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社」をもとに設定。 
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3.4 構造強度評価における発生値の算出 

構造強度評価は，以下に示す解析法による詳細評価を行い，発生値を算出する。 

・スペクトルモーダル解析法 

 ・時刻歴応答解析法 

・定式化された評価式を用いた解析法（床置き機器等） 

構造強度評価の発生値算出手順を図 3.5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5 構造強度評価の発生値算出手順 

地震荷重の算定 
（加速度，せん断力， 
モーメント，軸力） 

建物地震応答解析 
（時刻歴応答解析法） 

大型機器地震応答解析 
（時刻歴応答解析法） 

 
床応答スペクトル 

の算定 

発生値算出 

 
床面の最大応答 
加速度の算定 

詳細評価 
（スペクトルモーダル解析法

等による評価） 
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3.5 動的機能維持評価における発生値の算出 

動的機能維持評価は，基準地震動Ｓｓによる評価対象機器の応答加速度を算出し，

発生値とする。 

必要に応じて｢JEAG4601-1991｣等を参考に，動的機能維持を確認する上で評価が

必要となる項目を抽出し，部位毎の詳細評価を行い，発生値を算出する。 

動的機能維持評価の発生値算出手順を図 3.6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：１次固有周期が0.05秒以下の場合。 

 

 

図 3.6 動的機能維持評価の発生値算出手順 

 

固有値解析 

床面の最大応答 
加速度の算定 

地震応答解析により

応答加速度算定 

剛構造か※ 

設置床の 
床応答スペクトル 

YES NO 

発生値算出 

必要に応じて，評価項目を抽出し，

部位毎の詳細評価を実施 
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3.6 耐震裕度評価における経年劣化事象の影響 

島根原子力発電所では，運転に伴う設備や部品の経年劣化等の知見を踏まえた保

全計画に基づく点検や部品交換，補修等の保守管理を継続的に行っている。したが

って，経年劣化事象による耐震性への影響は小さいものと考えているが，本評価時

点で耐震性に影響する経年劣化が顕在化している場合は，耐震裕度評価に反映する

必要があるため，配管減肉および応力腐食割れ（ＳＣＣ）に着目し，以下の確認を

行った。 
 
(1) 配管減肉 

配管減肉は，配管材料と内部流体との化学的作用による腐食要因および機械的

作用による侵食要因との相互作用によって発生・進展する経年劣化事象であり，

自他プラントでの配管減肉事象に係る事例，知見等を踏まえて，保全計画に基づ

き，減肉が想定される配管の肉厚管理を適切に行っている。 
島根２号機においては，これまでの点検記録により，評価対象配管に有意な減

肉は確認されていないことから，耐震裕度評価に影響を与えないことを確認した。 
 
(2) 応力腐食割れ（ＳＣＣ） 

ＳＣＣ発生の可能性がある炉内構造物等については保全計画に基づき，ＳＣＣ

の発生・進展について適切に管理を行っている。 
島根２号機においては，本評価時点で，評価対象設備にＳＣＣによるひび等の

発生が認められていないことから，耐震裕度評価に影響を与えないことを確認し

た。 
 

以上のとおり，耐震裕度評価に経年劣化事象が影響を与えないことを確認した。 
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3.7 耐震裕度の算出 

各設備の基準地震動Ｓｓに対する耐震裕度評価は，規格基準に準拠した耐震バッ

クチェックの評価結果を用いて，構造強度評価もしくは動的機能維持評価における

発生値(a)および評価基準値(b)から裕度(=b/a)を算出することを基本とする。 

ただし，裕度が比較的小さい設備については，地震に対する設備の裕度をより詳

細に把握するため，発生値（地震による応力と地震以外による応力の合計）を地震

による応力(c)と地震以外（自重，内圧等）による応力(d)に分割して裕度を算出す

る。 

 

裕度＝―――――――――――――――――――――― 

 

本手法を用いて算出した耐震評価結果の詳細を表 3.5に示す。 

 

表 3.5 地震による応力と地震以外による応力を分割して裕度を算出した設備 

発生値(a) 
設備 単位 地震による

応力(c) 
地震以外に
よる応力(d) 

評価基準値 

(b) 

裕度 

((b-d)/c) 

221 
主蒸気系配管 MPa 

145 76 
374 2.05 

238 
原子炉再循環系配管 MPa 

194 44 
427 1.97 

146 
原子炉浄化系配管 MPa 

92 54 
260 2.23 

199 
残留熱除去系配管 MPa 

125 74 
335 2.08 

261 
燃料移送配管 MPa 

239 22 
410 1.62 

204 
原子炉補機冷却系配管 MPa 

146 58 
377 2.18 

263 
原子炉補機海水系配管 MPa 

237 26 
400 1.57 

221 高圧炉心スプレイ系 

燃料移送配管 
MPa 

205 16 
410 1.92 

 

評価基準値(b)－地震以外による応力(d) 

地震による応力(c) 
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3.8 配管支持構造物の耐震裕度評価について 

配管系に要求される機能は，系統機器の一部としての流体バウンダリの維持であ

り，配管本体の健全性が求められるものである。このことから，配管支持構造物が

地震によって変形・破損した場合でも配管本体が破損を起こしていなければ，配管

系の機能として健全であると考えられる。配管本体については，「配管系終局強度

試験※」において現行耐震設計手法の安全裕度を評価しており，配管が破損すると

想定される入力地震レベルは設計上許容される入力地震レベルに対して６倍以上

となることが確認されている。 

以上より，配管支持構造物は本評価のクリフエッジにはなり得ないものと考えら

れることから，耐震裕度を評価する部位としない。 

 

※：原子力安全基盤機構「平成15年度 原子力発電施設耐震信頼性実証に関する報告書 配

管終局強度」 

 

 

 



添付 5.1-4

耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度
ｸﾗｽ モード （a） （b） （b/a）

外部電源喪失 ～1.0

配管 S 構造損傷 MPa 145
※

 298
※ 2.05

給水系 配管 S 構造損傷 MPa 148 374 2.52

原子炉再循環系 配管 S 構造損傷 MPa 194
※

 383
※ 1.97

残留熱除去系 配管 S 構造損傷 MPa 130 260 2.00

高圧炉心スプレイ系 配管 S 構造損傷 MPa 141 364 2.58

低圧炉心スプレイ系 配管 S 構造損傷 MPa 88 364 4.13

配管 S 構造損傷 MPa 109 364 3.33

配管 S 構造損傷 MPa 92
※

 206
※ 2.23

ほう酸水注入系 配管 S 構造損傷 MPa 68 335 4.92

制御棒 制御棒挿入性 S 機能損傷 － 2.0

炉心支持構造物 炉心支持板 S 構造損傷 MPa 168 342 2.03

建物 原子炉建物 S 構造損傷 － 2.0

原子炉本体基礎 円筒部 -(Ss) 構造損傷 MPa 195 427 2.18

原子炉圧力容器
原子炉圧力容器スタビラ
イザブラケット

S 構造損傷 MPa 249 490 1.96

原子炉圧力容器付属構造
物

原子炉圧力容器スタビラ
イザ

S 構造損傷 MPa 372 629 1.69

原子炉格納容器 ドライウェルシェル S 構造損傷 － 0.49 1 2.04

B(Ss) 構造損傷 MPa 145 400 2.75

注１：2.0Ｓｓを用いた地震応答解析結果にて，燃料集合体の相対変位40mm以下を確認

注２：2.0Ｓｓを用いた地震応答解析結果にて，せん断ひずみ4×10
-3
未満を確認

※：発生値および評価基準値は，それぞれ｢地震による応力｣，｢評価基準値－地震以外による応力｣を記載（添付5.1-3 3.7）

注２

ガンマ線しゃへい壁

起因事象に関連する設備の裕度評価結果（原子炉）

原子炉冷却材喪
失（大破断，中
破断，小破断）

S
2
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.
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-
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R
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主蒸気系

原子炉隔離時冷却系

炉心損傷直結

注１

がいしなどの損傷によりＳｓに至るまでに機
能喪失すると想定

スクラム失敗

原子炉浄化系

開閉所など

起因事象 単位設　備



 

外部電源喪失のイベントツリー（原子炉）（１／２） 
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(
1
/
2
)
 

破 線 ：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 

S2 添5.1-5 R0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
外部電源喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

失敗

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 

シナリオ④ 

シナリオ⑤ 

残留熱除去系

による除熱 
スクラム系によ

る原子炉停止 
主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

非常用発電設備に

よる電源供給 
・非常用ディーゼ 
ル発電設備 
・高圧炉心スプレ 
イ系ディーゼル 
発電設備 

高圧炉心

スプレイ

系による
注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 

･残留熱除去系(低圧注水) 

･低圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

※１ 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

失敗

※１ 

失敗

失敗 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

成功 成功 成功 

成功 
成功 

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

※２ 



 

外部電源喪失のイベントツリー（原子炉）（２／２） 

S2 添5.1-5 R0 
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(
2
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)
 

破 線 ：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 

：緊急安全対策 

：更なる信頼性向上対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

冷
却
成
功 

シナリオ⑥ 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 
送水車に

よる注水 

高圧電源融

通による電

源供給 

※１ ※１ 

※１ 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 
送水車に

よる注水 

高圧発電機

車による電
源供給 

※１ 

※１ 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

送水車に

よる注水 

ガスター

ビン発電

機による

電源供給 
代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

※１ 

燃
料
損
傷 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

失敗 失敗 失敗 失敗
失敗

失敗

失敗

失敗

失敗 失敗 失敗 失敗

失敗

失敗

成功 成功 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

成功 成功 成功 成功 成功 

成功 
成功 

成功 

成功 

成功 

成功 

失敗

失敗
失敗

失敗

失敗

失敗

成功 

※２ 
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イベントツリ－に係る設備の機能的な関係の整理（地震：原子炉） 

低圧注水 代替注水 
残留熱除去系による除

熱 
  フロントライン系 

 

サポート系 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる圧力制

御 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

高圧炉心ス

プレイ系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 残留熱除去系

（低圧注水） 

低圧炉心ス

プレイ系 

復水輸送系 消火系 

送水車に

よる注水 

格納容器

冷却 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ

ﾌ ﾟ ｰ ﾙ水冷

却 

格納容器 

ベントに

よる除熱 

計装・制御 － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

直流電源による電源供

給（230V，高圧炉心ｽﾌﾟ

ﾚｲ系含む） 

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

非常用ディーゼル発電

設備による電源供給 
－ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

高圧電源融通による 

電源供給 
－ － － － ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － 

高圧発電機車による 

電源供給 
－ － － － － － ○ ○ ○ － － － 

ガスタービン発電機 

による電源供給 
－ － － － ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － 

非常用電源盤（高圧炉心

ｽﾌﾟﾚｲ系含む） 
－ － ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

原子炉補機冷却

系 
－ － － － ○ ○ － － － ○ ○ － 補

機
冷
却
系 

原子炉補機海水

系 
－ － － － ○ ○ － － － ○ ○ － 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

による電源供給 

－ － ○ － － － － － － － － － 

高圧炉心ス

プレイ補機

冷却系 

－ － ○ － － － － － － － － － 補
機
冷
却
系 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ 

高圧炉心ス

プレイ補機

海水系 

－ － ○ － － － － － － － － － 



添付 5.1-7
（1/4）

耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度

ｸﾗｽ
※1 モード （a） （b） （b/a）

主蒸気逃がし安全弁
（ＳＲＶ）による圧
力制御

主蒸気逃がし安全弁 ＳＲＶ本体 S 機能損傷 MPa 280 615 2.19

復水輸送系 復水貯蔵タンク B

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＲＣＩＣポンプ 機能損傷 G 0.39 1.0 2.56

ＲＣＩＣタービン 機能損傷 G 0.39 1.0 2.56

構造損傷 MPa 　145
※2

　298
※2 2.05

機能損傷 G 2.76 6.0 2.17

復水輸送系 復水貯蔵タンク B

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＨＰＣＳポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

配管 構造損傷 MPa 157 335 2.13

弁 機能損傷 G 2.96 6.0 2.02

主蒸気逃がし安全弁 ＳＲＶ本体 機能損傷 MPa 280 615 2.19

構造損傷 MPa 82 248 3.02

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＲＨＲポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

ＲＨＲ熱交換器 構造損傷 MPa 248 651 2.62

配管 構造損傷 MPa 　125
※2

　261
※2 2.08

弁 機能損傷 G 2.86 6.0 2.09

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＬＰＣＳポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

配管 構造損傷 MPa 113 335 2.96

弁 機能損傷 G 2.75 6.0 2.18

復水貯蔵タンク

補助復水貯蔵タンク

ＣＷＴポンプ

水ろ過・純水設備系 ろ過水タンク

消火系 消火ポンプ

－ 2.0

配管 構造損傷 MPa 174 366 2.10

弁 機能損傷 G 2.86 6.0 2.09

配管 構造損傷 MPa 174 366 2.10

弁 機能損傷 G 2.86 6.0 2.09

配管

弁

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＲＨＲポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

ＲＨＲ熱交換器 構造損傷 MPa 248 651 2.62

配管 構造損傷 MPa 　125
※2

　261
※2 2.08

弁 機能損傷 G 2.96 6.0 2.02

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＲＨＲポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

ＲＨＲ熱交換器 構造損傷 MPa 248 651 2.62

配管 構造損傷 MPa 　125
※2

　261
※2 2.08

弁 機能損傷 G 2.96 6.0 2.02

影響緩和機能に関連する設備の裕度評価結果（原子炉）

耐震裕度を評価しない

送水口
⇒消火系
⇒復水輸送系
⇒残留熱除去系

残留熱除去系（ＲＨ
Ｒ）（低圧注水）に
よる注水

S

残留熱除去系（ＲＨ
Ｒ）（サプレッショ
ンプール水冷却） 残留熱除去系

残留熱除去系（ＲＨ
Ｒ）（格納容器冷
却）

サプレッションチェンバ

残留熱除去系

サプレッションチェンバ

耐震裕度を評価しない

耐震裕度を評価しない

復水輸送系(直接繋ぎ込
み)⇒残留熱除去系

復水輸送系

B

C

S

S

送水車

消火系（ＦＰ）によ
る代替注水 配管

弁

C

送水車による注水
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(1)影響緩和機能（フロントライン系）に関連する設備（１／２）

低圧炉心スプレイ系
（ＬＰＣＳ）による
注水

S

S

S

配管

弁

原子炉隔離時冷却系
（ＲＣＩＣ）による
注水

2.0Ssで転倒しないことを確認

フロントライン系 設　備

サプレッションチェンバ

原子炉隔離時冷却系

残留熱除去系

S

サプレッションチェンバ

高圧炉心スプレイ系

ＳＲＶアキュムレータ

B

S

単位

耐震裕度を評価しない

高圧炉心スプレイ系
（ＨＰＣＳ）による
注水

耐震裕度を評価しない

残留熱除去系(直接繋ぎ
込み)

主蒸気逃がし安全弁
（ＳＲＶ）による減
圧

復水輸送系（ＣＷ
Ｔ）による代替注水

弁

サプレッションチェンバ

低圧炉心スプレイ系

配管

サプレッションチェンバ
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耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度

ｸﾗｽ
※1 モード （a） （b） （b/a）

構造損傷 MPa 164 363 2.21

機能損傷 G 2.45 6.0 2.44

※2：発生値および評価基準値は，それぞれ｢地震による応力｣，｢評価基準値－地震以外による応力｣を記載（添付5.1-3 3.7）

※1：複数の系統に係る設備については，最も耐震クラスが低い系統の耐震クラスを記載

影響緩和機能に関連する設備の裕度評価結果（原子炉）

格納容器ベントによ
る除熱

配管

弁
S

単位設　備

S
2
 
添
5
.
1
-
7
 
R
0

フロントライン系

(1)影響緩和機能（フロントライン系）に関連する設備（２／２）



添付 5.1-7
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(2)影響緩和機能（サポート系）に関連する設備（１／２）
耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度

ｸﾗｽ
※1 モード （a） （b） （b/a）

構造損傷 MPa 116 288 2.48

構造損傷 MPa 71 191 2.69

構造損傷 MPa 100 259 2.59

機能損傷 G 0.50 1.0 2.00

機能損傷 G 0.61 1.1 1.80

構造損傷 MPa 　239
※2

　388
※2 1.62

燃料移送弁 機能損傷 G 3.52 6.0 1.70

ＲＣＷポンプ 機能損傷 G 0.62 1.0 1.61

ＲＣＷ熱交換器 構造損傷 MPa 82 170 2.07

ＲＣＷサージタンク 構造損傷 MPa 112 295 2.63

配管 構造損傷 MPa 　146
※2

　319
※2 2.18

弁 機能損傷 G 5.31 10.0 1.88

ＲＳＷポンプ 機能損傷 G 0.79 1.6 2.02

ＲＳＷストレーナ 構造損傷 MPa 100 488 4.88

配管 構造損傷 MPa 　237
※2

　374
※2 1.57

弁 機能損傷 G 4.59 10.0 2.17

機能損傷 G 0.82 1.8 2.19

機能損傷 G 0.82 2.0 2.43

機能損傷 G 0.89 3.0 3.37

構造損傷 MPa 26 207 7.96

機能損傷 G 0.62 1.6 2.58

機能損傷 G 0.62 3.1 5.00

機能損傷 G 0.92 2.04 2.21

構造損傷 MPa 40 207 5.17

機能損傷 G 0.82 2.0 2.43

機能損傷 G 0.93 3.0 3.22

構造損傷 MPa 116 288 2.48

構造損傷 MPa 38 191 5.02

構造損傷 MPa 100 259 2.59

機能損傷 G 0.50 1.0 2.00

機能損傷 G 0.61 1.1 1.80

構造損傷 MPa 　205
※2

　394
※2 1.92

機能損傷 G 3.52 6.0 1.70

ＨＰＣＷポンプ 機能損傷 G 0.61 1.4 2.29

ＨＰＣＷ熱交換器 構造損傷 MPa 105 347 3.30

ＨＰＣＷサージタンク 構造損傷 MPa 24 207 8.62

配管 構造損傷 MPa 73 366 5.01

弁 機能損傷 G 0.74 6.0 8.10

ＨＰＳＷポンプ 機能損傷 G 0.79 1.6 2.02

ＨＰＳＷストレーナ 構造損傷 MPa 74 488 6.59

配管 構造損傷 MPa 87 369 4.24

弁 機能損傷 G 1.08 6.0 5.55

機能損傷 G 0.61 2.04 3.34

構造損傷 MPa 12 159 13.25

機能損傷 G 0.41 3.0 7.31

構造損傷 MPa 4 159 39.75

機能損傷 G 0.61 2.2 3.60

機能損傷 G 0.41 3.1 7.56

－ 2.0

高圧炉心スプレイ系
（ＨＰＣＳ）直流電
源による電源供給

ＨＰＣＳ蓄電池

SＨＰＣＳ充電器盤

ＨＰＣＳ直流盤

高圧炉心スプレイ系
（ＨＰＣＳ）非常用
電源盤

ＨＰＣＳメタクラ

高圧炉心スプレイ系
（ＨＰＣＳ）ディー
ゼル発電設備による
電源供給

ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク

ＨＰＣＳ燃料デイタンク

空気だめ

ＨＰＣＳ燃料移送ポンプ

ＨＰＣＳ燃料移送弁

影響緩和機能に関連する設備の裕度評価結果（原子炉）

サポート系 設　備

充電器盤

燃料移送ポンプ

非常用ディーゼル発電機

燃料移送配管

非常用ディーゼル発
電設備による電源供
給

補機冷却系

計装・制御

非常用コントロールセンタ

燃料デイタンク

燃料貯蔵タンク

制御盤

計装ラック

原子炉補機冷却系
（ＲＣＷ）

原子炉補機海水系
（ＲＳＷ）

単位

高圧発電機車による
電源供給

非常用メタクラ

直流盤

非常用電源盤

ＨＰＣＳディーゼル発電機

S
2
 
添
5
.
1
-
7
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0

S

高圧炉心スプレイ補
機冷却系

計装用無停電交流電源装置

空気だめ

直流電源による電源
供給

蓄電池

高圧電源融通による
電源供給

１号機非常用ディーゼル発電設備からの電源融通

S

耐震裕度を評価しない
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備からの電源
融通

2.0Ssで転倒しないことを確認

S

S

S

高圧発電機車

S
動力変圧器

非常用ロードセンタ

C

S

動力変圧器

S

S

ＨＰＣＳコントロールセンタ

高圧炉心スプレイ補機海
水系（ＨＰＳＷ）

ＨＰＣＳ燃料移送配管

S

高圧炉心スプレイ補機冷
却系（ＨＰＣＷ）
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(2)影響緩和機能（サポート系）に関連する設備（２／２）
耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度

ｸﾗｽ
※1 モード （a） （b） （b/a）

構造損傷 MPa 31 207 6.67

機能損傷 G 0.81 1.68 2.07

機能損傷 G 0.59 3.1 5.25

機能損傷 G 0.62 3.0 4.83

※2：発生値および評価基準値は，それぞれ｢地震による応力｣，｢評価基準値－地震以外による応力｣を記載（添付5.1-3 3.7）

ガスタービン発電機
による電源供給

－ 耐震裕度を評価しない

影響緩和機能に関連する設備の裕度評価結果（原子炉）
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サポート系 設　備

緊急用メタクラ

230V蓄電池

230V充電器盤230V直流電源による
電源供給

※1：複数の系統に係る設備については，最も耐震クラスが低い系統の耐震クラスを記載

S

ＲＣＩＣ直流コントロールセンタ

ガスタービン発電機

230V直流盤

単位
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添付 5.1-8 

(1/17) 
 

 

 

各影響緩和機能の概略系統図（地震：原子炉） 

 

 

１：主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）による圧力制御/減圧の概略系統図 

２：非常用ディーゼル発電設備の概略系統図 

３：原子炉補機冷却系（ＲＣＷ）/原子炉補機海水系（ＲＳＷ） 

の概略系統図 

４：高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ）ディーゼル発電設備の概略系統図 

５：高圧炉心スプレイ補機冷却系（ＨＰＣＷ）/高圧炉心スプレイ補機海水系

（ＨＰＳＷ）の概略系統図 

６：電源関係の概略系統図 

７：原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）による注水の概略系統図 

８：高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ）による注水の概略系統図 

９：残留熱除去系（ＲＨＲ）(低圧注水)による注水の概略系統図 

10：低圧炉心スプレイ系（ＬＰＣＳ）による注水の概略系統図 

11：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図 

12：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図 

13：送水車による注水の概略系統図 

14：残留熱除去系（ＲＨＲ）(サプレッションプール水冷却)の概略系統図 

15：残留熱除去系（ＲＨＲ）(格納容器冷却)の概略系統図 

16：格納容器ベントによる除熱の概略系統図 

 

 

略称 

 

 

 

ＳＲＶ：主蒸気逃がし安全弁  
ＲＣＷ：原子炉補機冷却系  
ＲＳＷ：原子炉補機海水系  
ＨＰＣＷ：高圧炉心スプレイ補機冷却系  
ＨＰＳＷ：高圧炉心スプレイ補機海水系  
ＲＣＩＣ：原子炉隔離時冷却系  
ＨＰＣＳ：高圧炉心スプレイ系  
ＲＨＲ：残留熱除去系  
ＬＰＣＳ：低圧炉心スプレイ系  
ＣＷＴ：復水輸送系  

ＦＰ：消火系  
ＭＳ：主蒸気系 

ＦＷ：給水系 

ＣＵＷ：原子炉浄化系 

ＮＧＣ：窒素ガス制御系 

ＳＧＴ：非常用ガス処理系 

ＡＯ：空気駆動 

ＭＯ：電気駆動 

ＨＯ：油圧駆動 

ＧＴ：ガスタービン発電機 
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１：主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）による圧力制御/減圧の概略系統図 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

AO AO 

SRV 

(ｱｷｭﾑﾚｰﾀ含む) 



S2 添5.1-8 R0 
 

 

添
付
 
5
.
1
-
8
 

(
3
/
1
7
) 

 

燃料移送ポンプ 

RCW 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２：非常用ディーゼル発電設備の概略系統図

発電機 

非常用ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 燃料貯蔵 

タンク 

燃料 

デイタンク 

空気だめ 



S2 添5.1-8 R0 
 

 

添
付
 
5
.
1
-
8
 

(
4
/
1
7
) 

 

RCW熱交換器 

RCW 

ポンプ 

非常用ディーゼル 

発電機 

RHR熱交換器 

RSW 

ストレーナ 

RSW 

ポンプ 

取水槽 放水槽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３：原子炉補機冷却系（ＲＣＷ）/原子炉補機海水系（ＲＳＷ）の概略系統図 

MO MO 

MO 

MO 

MO AO 

RCW 

サージタンク 

MO 
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HPCS 

燃料移送ポンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４：高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ）ディーゼル発電設備の概略系統図 

発電機 

HPCSディーゼル発電機 

HPCS 

ディーゼル機関 

HPCW 

HPCS燃料 

貯蔵タンク 

HPCS燃料 

デイタンク 

空気だめ 
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HPSW 

ストレーナ 

HPCW熱交換器 

HPSW 

ポンプ 

HPCW 

ポンプ 

取水槽 放水槽 

HPCS 

ディーゼル発電機 
HPCW 

サージタンク 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

５：高圧炉心スプレイ補機冷却系（ＨＰＣＷ）/高圧炉心スプレイ補機海水系（ＨＰＳＷ）の概略系統図

MO 
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６：電源関係の概略系統図 

非常用メタクラ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｓ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｈ
Ｒ
ポ
ン
プ 

 蓄電池 

 充電器盤 

Ｄ/Ｇ 

非常用 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｓ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
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Ｒ
ポ
ン
プ 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
ポ
ン
プ 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
燃
料
移
送
ポ
ン
プ 

 １号機非常用 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備より 

常用 

メタクラ 

緊急用 

メタクラ 

ＧＴ 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 

発電機 

動力 

変圧器 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ HPCSｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用メタクラ HPCSメタクラ 

動力 

変圧器 

動力 

変圧器 

Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
ポ
ン
プ 

Ｈ
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Ｃ
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ポ
ン
プ 
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プ 
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消
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 HPCS 

蓄電池 

HPCS 

充電器盤 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

燃
料
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送
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

直流盤 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

HPCS直流盤 

 230V 

蓄電池 

 230V 

充電器盤 

230V直流盤 

 高圧発電機車 

常用 

メタクラ 

１号機 

常用メタクラ 

Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
弁 

RCIC直流 

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ロードセンタ 非常用ロードセンタ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

ＧＴ 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 

発電機 

Ｄ/Ｇ 

非常用 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

Ｄ/Ｇ 

HPCS 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 蓄電池 

直流盤 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 充電器盤 

：遮断器 

制御盤  

計
装
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ッ
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 制御盤 
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７：原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）による注水の概略系統図
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８：高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ）による注水の概略系統図
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９：残留熱除去系（ＲＨＲ）(低圧注水)による注水の概略系統図
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10：低圧炉心スプレイ系（ＬＰＣＳ）による注水の概略系統図
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11：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図
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12：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図
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13：送水車による注水の概略系統図
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14：残留熱除去系（ＲＨＲ）(サプレッションプール水冷却)の概略系統図 
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15：残留熱除去系（ＲＨＲ）(格納容器冷却)の概略系統図 
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16：格納容器ベントによる除熱の概略系統図 
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各影響緩和機能のフォールトツリー(地震：原子炉) 

 

 

１：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による圧力制御のフォールトツリー 

２：非常用発電設備による電源供給のフォールトツリー 

３：非常用ディーゼル発電設備による電源供給のフォールトツリー 

４：原子炉補機冷却系(ＲＣＷ)のフォールトツリー 

５：原子炉補機海水系(ＲＳＷ)のフォールトツリー 

６：計装・制御のフォールトツリー 

７：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

８：非常用電源盤のフォールトツリー 

９：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)ディーゼル発電設備による電源供給のフ

ォールトツリー 

10：高圧炉心スプレイ補機冷却系(ＨＰＣＷ)のフォールトツリー 

11：高圧炉心スプレイ補機海水系(ＨＰＳＷ)のフォールトツリー 

12：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)非常用電源盤のフォールトツリー 

13：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)直流電源による電源供給のフォールトツ 

リー 

14：高圧電源融通による電源供給のフォールトツリー 

15：高圧発電機車による電源供給のフォールトツリー 

16：ガスタービン発電機による電源供給のフォールトツリー 

17：原子炉隔離時冷却系(ＲＣＩＣ)による注水のフォールトツリー 

18：230V直流電源による電源供給のフォールトツリー 

19：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)による注水のフォールトツリー 

20：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による減圧のフォールトツリー 

21：低圧系による注水のフォールトツリー 

22：残留熱除去系(ＲＨＲ)(低圧注水)による注水のフォールトツリー 

23：低圧炉心スプレイ系(ＬＰＣＳ)による注水のフォールトツリー 

24：代替注水のフォールトツリー 

25：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

26：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

27：送水車による注水のフォールトツリー 

28：残留熱除去系(ＲＨＲ)による除熱のフォールトツリー 

29：残留熱除去系(ＲＨＲ)(サプレッションプール水冷却※)のフォールトツ

リー 

30：残留熱除去系(ＲＨＲ)(格納容器冷却)のフォールトツリー 

31：格納容器ベントによる除熱のフォールトツリー 

※ サプレッションチェンバ内のプール水を冷却する機能 
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フォールトツリーの凡例 

 

 

 

 

 

 

 

(－) 

 

 

 

略称  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

：設備 

：機能 

：論理積(ＡＮＤ条件) 

：論理和(ＯＲ条件) 

：耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，基準地震動Ｓｓ相当以上

の地震において，機能を期待しない設備  

ＳＲＶ：主蒸気逃がし安全弁  
ＲＣＷ：原子炉補機冷却系  
ＲＳＷ：原子炉補機海水系  
ＨＰＣＷ：高圧炉心スプレイ  

補機冷却系  
ＨＰＳＷ：高圧炉心  

スプレイ補機海水系  
 

ＲＣＩＣ：原子炉隔離時冷却系  
ＨＰＣＳ：高圧炉心スプレイ系  
ＲＨＲ：残留熱除去系 

ＬＰＣＳ：低圧炉心スプレイ系  
ＣＷＴ：復水輸送系  
ＦＰ：消火系  
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１：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による圧力制御のフォールトツリー 

主蒸気逃がし安全弁による 
圧力制御機能喪失 

SRV 
本体 

2.19 
 

2.19 
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4
/
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２：非常用発電設備による電源供給のフォールトツリー 

1.57 
 

非常用ディーゼル発電設備による 
電源供給機能喪失 

 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 
による電源供給機能喪失 

1.70 

1.57 
 

非常用発電設備による 
電源供給機能喪失 
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３：非常用ディーゼル発電設備による電源供給のフォールトツリー 

非常用 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

1.80 
 

燃料 
デイ 
タンク 

1.62 
 

燃料貯蔵 
タンク 

2.69 
 

2.48 
 

燃料移送 
配管 

2.00 
 

燃料移送 
ポンプ 

 

2.21 
 

1.57 
 

空気だめ 

2.59 
 

1.57 
 

非常用ディーゼル発電設備による 
電源供給機能喪失 

 

2.19 
 

 
非常用電源盤 
機能喪失 

 
計装・制御 
機能喪失 

 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

1.70 
 

燃料移送 
弁 
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４：原子炉補機冷却系(ＲＣＷ)のフォールトツリー 

RCW 
サージ 
タンク 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

 

2.18 
 

RCW 
熱交換器 

2.63 
 

弁 

1.88 
 

配管 

2.07 
 

 
RCW 
ポンプ 

1.61 
 

1.57 
 

2.19 
 

1.57 
 

 原子炉 
補機海水系 
機能喪失 

計装・制御 
機能喪失 
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５：原子炉補機海水系(ＲＳＷ)のフォールトツリー 

原子炉 
補機海水系 
機能喪失 

 

RSW 
ポンプ 

配管 
RSW 

ストレーナ 

 

1.57 
 

2.02 
 

4.88 
 

1.57 
 

2.17 
 

2.19 
 

弁 
計装・制御 
機能喪失 
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６：計装・制御のフォールトツリー 

制御盤 

2.19 

計装 
ラック 

計装・制御 
機能喪失 

2.43 

2.19 

計装用 
無停電 
交流電源 
装置 

3.37 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

2.58 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
9
/
3
3
)
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

７：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

 
充電器盤 

5.00 

直流盤 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

 
蓄電池 
 

7.96 2.58 

2.58 
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８：非常用電源盤のフォールトツリー 

非常用電源盤 
機能喪失 

2.21 
 

2.21 
 

5.17 
 

2.43 
 

3.22 
 

動力 
変圧器 

非常用 
メタクラ 

非常用 
ロード 
センタ 

非常用 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀ 
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９：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)ディーゼル発電設備による電源供給のフォールトツリー 

高圧炉心スプレイ系 
ディーゼル発電設備 
による電源供給 
機能喪失 

1.70 

HPCS 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

1.80 

空気だめ 

1.92 2.02 

高圧炉心 
スプレイ 
補機冷却系 
機能喪失 

2.48 

HPCS 
燃料移送 
ポンプ 

5.02 

HPCS 
燃料移送 
配管 

HPCS 
燃料貯蔵 
タンク 

2.59 

HPCS 
燃料 
ﾃﾞｲﾀﾝｸ 

2.00 

 

2.19 

計装・制御 
機能喪失 

 
 

3.34 3.60 

高圧炉心 
スプレイ系 
非常用電源盤 
機能喪失 

 

高圧炉心 
スプレイ系 
直流電源による 
電源供給 
機能喪失 

HPCS 
燃料移送 
弁 

1.70 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
1
2
/
3
3
)
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10：高圧炉心スプレイ補機冷却系(ＨＰＣＷ)のフォールトツリー 

HPCW 
熱交換器 

3.30 

配管 

5.01 

HPCW 
ポンプ 

2.29 

高圧炉心 
スプレイ 
補機冷却系 
機能喪失 

高圧炉心 
スプレイ 
補機海水系 
機能喪失 

2.02 

HPCW 
ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

8.62 2.02 2.19 

計装・制御 
機能喪失 

弁 

8.10 
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11：高圧炉心スプレイ補機海水系(ＨＰＳＷ)のフォールトツリー

HPSW 
ポンプ 

2.02 

HPSW 
ストレーナ 

5.55 

配管 

4.24 

弁 

6.59 

高圧炉心 
スプレイ 
補機海水系 
機能喪失 

2.02 

2.19 

計装・制御 
機能喪失 
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12：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)非常用電源盤のフォールトツリー 

3.34 

HPCS 
メタクラ 

3.34 

動力 
変圧器 

13.25 

HPCS 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀ 

7.31 

高圧炉心 
スプレイ系 
非常用電源盤 
機能喪失 
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13：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)直流電源による電源供給のフォールトツリー 

HPCS 
直流盤 

7.56 

HPCS 
充電器盤 

39.75 

 
HPCS 
蓄電池 

3.60 

3.60 

高圧炉心 
スプレイ系 
直流電源による 
電源供給 
機能喪失 
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14：高圧電源融通による電源供給のフォールトツリー 

高圧電源融通による
電源供給機能喪失 

（－） 
 

2.19 
 

2.21 
 

（－） 

 
１号機非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電設備からの電源融通 

機能喪失 

 
高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電設備からの電源融通

機能喪失 

（－） 

非常用電源盤 
機能喪失 

計装・制御 
機能喪失 
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15：高圧発電機車による電源供給のフォールトツリー 

2.0 

高圧 
発電機車 
 

2.0 

高圧発電機車による 
電源供給機能喪失 

 

2.19 

計装・制御 
機能喪失 

2.21 
 

非常用電源盤 
機能喪失 
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16：ガスタービン発電機による電源供給のフォールトツリー 

ガスタービン発電機による 
電源供給機能喪失 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 
発電機 

（－） （－） 

（－） 
 

緊急用 
メタクラ 

計装・制御 
機能喪失 

2.19 
 

非常用電源盤 
機能喪失 

2.21 
 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
1
9
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17：原子炉隔離時冷却系(ＲＣＩＣ)による注水のフォールトツリー 

原子炉隔離時冷却系による 
注水機能喪失 

 

 
配管 

 
RCIC 
タービン 

RCIC 
ポンプ 

2.56 
 

2.56 
 

2.05 
 

2.05 
 

計装・制御 
機能喪失 弁 

 

2.17 
 

2.07 
 

2.19 
 

2.09 

230V直流電源 
による電源供給 
機能喪失 

 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ
ﾁｪﾝﾊﾞ 
 

復水貯蔵
タンク 

（－） 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
0
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18：230V直流電源による電源供給のフォールトツリー 

230V 
充電器盤 

5.25 

230V 
直流盤 

2.07 

RCIC直流 
ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

6.67 

230V 
蓄電池 

4.83 

230V直流電源 
による電源供給 
機能喪失 

2.07 
 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
1
/
3
3
)
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19：高圧炉心スプレイ系(ＨＰＣＳ)による注水のフォールトツリー 

配管 弁 
 

HPCS 
ポンプ 

 

4.10 
 

2.02 
 

2.13 2.02 

高圧炉心 
スプレイ 
補機冷却系 
機能喪失 

2.02 2.19 

 

高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系による 
注水機能喪失 

計装・制御 
機能喪失 

2.09 

 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ
ﾁｪﾝﾊﾞ 
 

復水貯蔵
タンク 

（－） 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
2
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による減圧のフォールトツリー 

主蒸気逃がし安全弁 
による減圧機能喪失 

3.02 
 

 

 SRV 
本体 

2.19 
 

SRV 
ｱｷｭﾑﾚｰﾀ 

2.19 
 

2.19 
 

計装・制御 
機能喪失 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
3
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21：低圧系による注水のフォールトツリー 

残留熱除去系(低圧注水) 
による注水機能喪失 

1.57 
 

低圧炉心スプレイ系 
による注水機能喪失 

1.57 

低圧系による 
注水機能喪失 

1.57 
 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
4
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22：残留熱除去系(ＲＨＲ)(低圧注水)による注水のフォールトツリー 

残留熱除去系(低圧注水) 
による注水機能喪失 

 

2.19 
 

2.09 1.57 
 

4.10 
 

2.62 
 

1.57 
 

 2.09 
 

 
 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ 
ﾁｪﾝﾊﾞ 

配管 弁 
RHR 

熱交換器 
RHR 
ポンプ 

 

 

2.08 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

計装・制御 
機能喪失 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
5
/
3
3
)
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23：低圧炉心スプレイ系(ＬＰＣＳ)による注水のフォールトツリー 

LPCS 
ポンプ 

 

弁 

4.10 

配管 

2.96 

低圧炉心スプレイ系 
による注水機能喪失 

1.57 

2.18 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ 
ﾁｪﾝﾊﾞ 

 

2.19 
 

1.57 
 

 

2.09 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

 
計装・制御 
機能喪失 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
6
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24：代替注水のフォールトツリー 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

消火系による 
代替注水機能喪失 

代替注水機能喪失 

（－） 

（－） （－） 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
7
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

 

CWT 
ポンプ 

 計装・制御 
機能喪失 

（－） 
 

配管 

（－） 
 

（－） （－） 
 

（－） 

補助 
復水貯蔵
タンク 
 

復水貯蔵
タンク 

（－） （－） 

弁 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
8
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

消火 
ポンプ 

消火系による 
代替注水機能喪失 

（－） 
 

配管 
 
 弁 

ろ過水 
タンク 

（－） 
 

（－） 
 

（－） 
 

（－） 
 

（－） 
 

計装・制御 
機能喪失 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
2
9
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27：送水車による注水のフォールトツリー 

送水車 
 

2.0 

送水車による 
注水機能喪失 

  配管 

2.09 
 

弁 

2.10 
 

配管 弁 

送水口 
⇒消火系 

⇒復水輸送系 
⇒残留熱除去系 
機能喪失 

 

2.0 

2.10 
 

2.09 
 

2.19 
 

残留熱除去系 
（直接繋ぎ込み） 
機能喪失 

配管 弁 

復水輸送系 
（直接繋ぎ込み） 
⇒残留熱除去系 
機能喪失 

 

（－） 
 

（－） 
 

 
計装・制御 
機能喪失 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
3
0
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28：残留熱除去系(ＲＨＲ)による除熱のフォールトツリー 

残留熱除去系による 
除熱機能喪失 

1.57 
 

残留熱除去系 
（格納容器冷却） 
機能喪失 

残留熱除去系 
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ水冷却） 

機能喪失 

1.57 
 

1.57 
 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
3
1
/
3
3
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29：残留熱除去系(ＲＨＲ)(サプレッションプール水冷却)のフォールトツリー 

残留熱除去系 
(ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ水冷却) 

機能喪失 
 

配管 
RHR 

熱交換器 
RHR 
ポンプ 

2.09 2.02 
 

4.10 
 

2.62 
 

2.08 
 

1.57 
 

 

2.19 
 

1.57 
 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

弁 ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ 
ﾁｪﾝﾊﾞ 

 

 
計装・制御 
機能喪失 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
3
2
/
3
3
)
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
 

30：残留熱除去系(ＲＨＲ)(格納容器冷却)のフォールトツリー 

 

1.57 
 

残留熱除去系 
（格納容器冷却） 
機能喪失 

配管 
RHR 

熱交換器 
RHR 
ポンプ 

2.09 2.02 
 

4.10 
 

2.62 
 

2.08 
 

  

2.19 
 

1.57 
 

計装・制御 
機能喪失 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

弁 ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ 
ﾁｪﾝﾊﾞ 



S2 添5.1-9 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
9
 

(
3
3
/
3
3
)
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

31：格納容器ベントによる除熱のフォールトツリー 

格納容器ベントによる
除熱機能喪失 

 

2.21 
 

2.44 
 

2.21 
 

配管 弁 



 

外部電源喪失のイベントツリー（原子炉）（１／２） 

添
付
 
5
.
1
-
1
0
 

(
1
/
2
)
 

破 線 ：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 

S2 添5.1-10 R0 

（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
外部電源喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

失敗

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 

シナリオ④ 

シナリオ⑤ 

残留熱除去系

による除熱 
スクラム系によ

る原子炉停止 
主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

非常用発電設備に

よる電源供給 
・非常用ディーゼ 
ル発電設備 
・高圧炉心スプレ 
イ系ディーゼル 
発電設備 

高圧炉心

スプレイ

系による
注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 

･残留熱除去系(低圧注水) 

･低圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

※１ 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

失敗

※１ 

失敗

失敗 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

成功 成功 成功 

成功 
成功 

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

※２ 

2.19 1.57 2.05 

2.02 

1.57 

1.57 

2.21 

2.19 1.57 1.57 

2.21 
(-) 

1.57 

1.57 

1.57 

1.57 

1.57 



 

外部電源喪失のイベントツリー（原子炉）（２／２） 

S2 添5.1-10 R0 
添
付
 
5
.
1
-
1
0
 

(
2
/
2
)
 

破 線 ：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
：緊急安全対策 

：更なる信頼性向上対策 

（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

冷
却
成
功 

シナリオ⑥ 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 
送水車に

よる注水 

高圧電源融

通による電

源供給 

※１ ※１ 

※１ 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 
送水車に

よる注水 

高圧発電機

車による電
源供給 

※１ 

※１ 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

送水車に

よる注水 

ガスター

ビン発電

機による

電源供給 
代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

※１ 

燃
料
損
傷 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

失敗 失敗 失敗 失敗
失敗

失敗

失敗

失敗

失敗 失敗 失敗 失敗

失敗

失敗

成功 成功 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

成功 成功 成功 成功 成功 

成功 
成功 

成功 

成功 

成功 

成功 

失敗

失敗
失敗

失敗

失敗

失敗

成功 

※２ 

2.05 (-) 2.19 1.57 1.57 

2.21 
(-) 

2.0 

2.0 2.19 (-) 
2.21 

2.0 

(-) 
2.19 1.57 1.57 

2.21 (-) 

2.0 

2.0 



 

外部電源喪失のイベントツリー（原子炉）（１／２）（緊急安全対策前） 

添
付
 
5
.
1
-
1
1
 

(
1
/
2
)
 

破 線 ：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 

S2 添5.1-11 R0 

（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
外部電源喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

失敗

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 

シナリオ④ 

シナリオ⑤ 

残留熱除去系

による除熱 
スクラム系によ

る原子炉停止 
主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

非常用発電設備に

よる電源供給 
・非常用ディーゼ 
ル発電設備 
・高圧炉心スプレ 
イ系ディーゼル 
発電設備 

高圧炉心

スプレイ

系による
注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 

･残留熱除去系(低圧注水) 

･低圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

※１ 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

失敗

※１ 

失敗

失敗 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

成功 成功 成功 

成功 
成功 

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

※２ 

2.19 1.57 2.05 

2.02 

1.57 

1.57 

2.21 

2.19 1.57 1.57 

2.21 
(-) 

1.57 

1.57 

1.57 

1.57 

1.57 



 

外部電源喪失のイベントツリー（原子炉）（２／２）（緊急安全対策前） 

S2 添5.1-11 R0 
添
付
 
5
.
1
-
1
1
 

(
2
/
2
)
 

破 線 ：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

冷
却
成
功 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

残留熱除去系

による除熱 

燃
料
損
傷 

失敗 失敗 失敗 失敗
失敗

失敗

失敗

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

成功 成功 成功 成功 成功 

成功 
成功 

※２ 

2.05 (-) 2.19 1.57 1.57 

2.21 
(-) 

格納容器ベント 
による除熱 代替注水 

･復水輸送系 
･消火系 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

高圧電源融

通による電

源供給 



添付 5.1-12

耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度
ｸﾗｽ モード （a） （b） （b/a）

外部電源喪失 ～1.0

S 構造損傷 － 2.0

S 構造損傷 MPa 142 375 2.64

B(Ss) 構造損傷 MPa 254 523 2.05

B(Sd) 構造損傷 MPa 204 400 1.96

注：2.0Ｓｓを用いた地震応答解析結果にて，せん断ひずみ4×10
-3
未満を確認

S
2
 
添
5
.
1
-
1
2
 
R
0

使用済燃料貯蔵ラック

起因事象

開閉所など

原子炉建物

起因事象に関連する設備の裕度評価結果（燃料プール）

がいしなどの損傷によりＳｓに至るまでに機
能喪失すると想定

燃料プール損
傷

燃料取替機

原子炉建物天井クレーン

設　備 単位

注



 

外部電源喪失のイベントツリー(燃料プール)(１／２) 

添
付
 
5
.
1
-
1
3
 

(
1
/
2
)
 

破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 ：緊急安全対策 

S2 添5.1-13 R0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 

シナリオ① 

起因事象 
外部電源喪失 

非常用ディーゼル発電設備 
による電源供給 

冷
却
成
功 

残留熱除去系による除熱 

成功 成功 

失敗 

※２ 

高圧電源融通に

よる電源供給 

成功 成功 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

残留熱除去系による除熱 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

※１ 

代替注水② 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

※１ 

失敗 

燃
料
損
傷 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 ：緊急安全対策 ：更なる信頼性向上対策 
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※１ 

※２ 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

成功 成功 

成功 失敗 

失敗 

成功 成功 

失敗 

失敗 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

残留熱除去系による除熱 
失敗 

失敗 

高圧発電機車に 
よる電源供給 

成功 

成功 

ガスタービン発電機 
による電源供給 

失敗 

燃料プール補給水系による注水 

燃料プール補給水系による注水 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

失敗 

成功 
シナリオ② 

シナリオ③ 

シナリオ④ 

※１ 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 

送水車による注水 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 
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イベントツリーに係る設備の機能的な関係の整理（地震：燃料プール） 

代替注水 
     フロントライン系 

 

サポート系 

残留熱除去系に

よる除熱 

残留熱除去系に

よる注水 

燃料プール補給

水系による注水 
復水輸送系 補給水系 消火系 

送水車による注

水 

計装・制御 ○ ○ ○ ○ － ○ － 

直流電源による電源供給 ○ ○ ○ ○ － ○ － 

１号機計装・制御 － － － － ○ － － 

非常用ディーゼル発電設備によ

る電源供給 
○ ○ ○ ○ － ○ － 

高圧電源融通による電源供給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

高圧発電機車による電源供給 － － ○ ○ － ○ － 

ガスタービン発電機による電源

供給 
○ ○ ○ ○ － ○ － 

非常用電源盤 ○ ○ ○ ○ － ○ － 

１号機常用電源盤 － － － － ○ － － 

常用電源盤 － － － － ○ － － 

原子炉補機冷却系 ○ ○ － － － － － 補
機
冷
却
系 原子炉補機海水系 ○ ○ － － － － － 
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(1)影響緩和機能（フロントライン系）に関連する設備
耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度
ｸﾗｽ※1 モード （a） （b） （b/a）

B

ＲＨＲポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

ＲＨＲ熱交換器 構造損傷 MPa 248 651 2.62

復水輸送系 復水貯蔵タンク

ＦＭＷポンプ

配管

弁

構造損傷 MPa 205 430 2.09

ＲＨＲポンプ 機能損傷 G 0.39 1.6 4.10

ＲＨＲ熱交換器 構造損傷 MPa 248 651 2.62

構造損傷 MPa　125
※2

　261
※2 2.08

機能損傷 G 1.94 6.0 3.09

復水貯蔵タンク

補助復水貯蔵タンク

ＣＷＴポンプ

スキマサージタンク

配管

弁

配管

弁

水ろ過・純水設備系 純水タンク

補給水系 補給水ポンプ

弁

水ろ過・純水設備系 ろ過水タンク

消火系 消火ポンプ

スキマサージタンク B

配管

弁

配管

弁

－ 2.0

スキマサージタンク B

配管

弁

送水口
⇒消火系
⇒消火栓
⇒ホース

配管 －

※1：複数の系統に係る設備については，最も耐震クラスが低い系統の耐震クラスを記載
※2：発生値および評価基準値は，それぞれ｢地震による応力｣，｢評価基準値－地震以外による応力｣を記載（添付5.1-3 3.7）

B

－

耐震裕度を評価しない

S

B 耐震裕度を評価しない

単位

S

B 耐震裕度を評価しない

耐震裕度を評価しない

消火系（ＦＰ）によ
る代替注水

残留熱除去系

配管

弁

燃料プール補給水系

復水輸送系
⇒燃料プール冷却系
⇒スキマサージタンク

復水輸送系
⇒ホース

復水輸送系(ＣＷＴ)
による代替注水

サプレッションチェンバ

配管

復水輸送系

残留熱除去系(ＲＨ
Ｒ)による除熱

スキマサージタンク

影響緩和機能に関連する設備の裕度評価結果（燃料プール）

フロントライン系 設　備

残留熱除去系

燃料プール補給水系
(ＦＭＷ)による注水

C

残留熱除去系(ＲＨ
Ｒ)による注水

送水車による注水

送水車

S
2
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弁

補給水系（ＭＵＷ）
による代替注水

送水口
⇒消火系
⇒復水輸送系
⇒燃料プール冷却系
⇒スキマサージタンク 耐震裕度を評価しない

2.0Ssで転倒しないことを確認

C 耐震裕度を評価しない

C

消火系
⇒復水輸送系
⇒燃料プール冷却系
⇒スキマサージタンク

消火系
⇒消火栓
⇒ホース

－

耐震裕度を評価しない

C

配管
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(2)影響緩和機能（サポート系）に関連する設備
耐震 損傷 発生値 評価基準値 裕度
ｸﾗｽ※1 モード （a） （b） （b/a）

構造損傷 MPa 116 288 2.48

構造損傷 MPa 71 191 2.69

構造損傷 MPa 100 259 2.59

機能損傷 G 0.50 1.0 2.00

機能損傷 G 0.61 1.1 1.80

構造損傷 MPa　239
※2

　388
※2 1.62

燃料移送弁 機能損傷 G 3.52 6.0 1.70

ＲＣＷポンプ 機能損傷 G 0.62 1.0 1.61

ＲＣＷ熱交換器 構造損傷 MPa 82 170 2.07

ＲＣＷサージタンク 構造損傷 MPa 112 295 2.63

配管 構造損傷 MPa　146
※2

　319
※2 2.18

弁 機能損傷 G 5.31 10.0 1.88

ＲＳＷポンプ 機能損傷 G 0.79 1.6 2.02

ＲＳＷストレーナ 構造損傷 MPa 100 488 4.88

配管 構造損傷 MPa　237
※2

　374
※2 1.57

弁 機能損傷 G 4.59 10.0 2.17

機能損傷 G 0.92 2.04 2.21

構造損傷 MPa 40 207 5.17

機能損傷 G 0.82 2.0 2.43

機能損傷 G 0.93 3.0 3.22

機能損傷 G 0.82 1.8 2.19

機能損傷 G 0.82 2.0 2.43

機能損傷 G 0.89 3.0 3.37

構造損傷 MPa 26 207 7.96

機能損傷 G 0.62 1.6 2.58

機能損傷 G 0.62 3.1 5.00

－ 2.0

１号機
常用電源盤

C

※1：複数の系統に係る設備については，最も耐震クラスが低い系統の耐震クラスを記載
※2：発生値および評価基準値は，それぞれ｢地震による応力｣，｢評価基準値－地震以外による応力｣を記載（添付5.1-3 3.7）

非常用ディーゼル発
電設備による電源供
給

高圧発電機車による
電源供給

計装・制御

高圧電源融通による
電源供給 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備からの電

源融通

非常用電源盤

非常用メタクラ

空気だめ

常用電源盤

常用メタクラ

C

ガスタービン発電機
による電源供給

動力変圧器

常用ロードセンタ

常用コントロールセンタ

耐震裕度を評価しない

影響緩和機能に関連する設備の裕度評価結果（燃料プール）

直流盤

2.0Ssで転倒しないことを確認

原子炉補機海水系
（ＲＳＷ）

制御盤

計装ラック

計装用無停電交流電源装置

非常用ロードセンタ

S
直流電源による電源
供給

－

高圧発電機車

耐震裕度を評価しない

ガスタービン発電機

緊急用メタクラ
耐震裕度を評価しない－

S

S

非常用コントロールセンタ

１号機非常用ディーゼル発電設備からの電源融通

動力変圧器

C

充電器盤

蓄電池

燃料移送ポンプ

燃料移送配管

S
原子炉補機冷却系
（ＲＣＷ）

S

単位

燃料貯蔵タンク

S
2
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.
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5
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設　備

S

サポート系

非常用ディーゼル発電機

補機冷却系

燃料デイタンク

耐震裕度を評価しない
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各影響緩和機能の概略系統図（地震：燃料プール） 

 

 

１：非常用ディーゼル発電設備の概略系統図 

２：原子炉補機冷却系（ＲＣＷ）/原子炉補機海水系（ＲＳＷ） 

の概略系統図 

３：電源関係の概略系統図 

４：残留熱除去系（ＲＨＲ）による除熱の概略系統図 

５：燃料プール補給水系（ＦＭＷ）による注水の概略系統図 

６：残留熱除去系（ＲＨＲ）による注水の概略系統図 

７：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図 

８：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水の概略系統図 

９：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図 

10：送水車による注水の概略系統図 

 

 

略称  
 
 
 
 
 
 
                                 

ＲＣＷ：原子炉補機冷却系  
ＲＳＷ：原子炉補機海水系  
ＲＨＲ：残留熱除去系  
ＦＭＷ：燃料プール補給水系 

ＣＷＴ：復水輸送系  
ＦＰＣ：燃料プール冷却系 

 

ＭＵＷ：補給水系  
ＦＰ：消火系  
ＨＰＣＳ：高圧炉心スプレイ系 

ＡＯ：空気駆動 

ＭＯ：電気駆動 

ＧＴ：ガスタービン発電機  
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燃料移送ポンプ 

RCW 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１：非常用ディーゼル発電設備の概略系統図

発電機 

非常用ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 燃料貯蔵 

タンク 

燃料 

デイタンク 

空気だめ 
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RCW熱交換器 

RCW 

ポンプ 

非常用ディーゼル 

発電機 

RHR熱交換器 

RSW 

ストレーナ 

RSW 

ポンプ 

取水槽 放水槽 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２：原子炉補機冷却系（ＲＣＷ）/原子炉補機海水系（ＲＳＷ）の概略系統図 

MO MO 

MO 

MO 

MO AO 

RCW 

サージタンク 

MO 
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３：電源関係の概略系統図  

非常用メタクラ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｓ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｈ
Ｒ
ポ
ン
プ 

 蓄電池 

 充電器盤 

Ｄ/Ｇ 

非常用 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｓ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｒ
Ｈ
Ｒ
ポ
ン
プ 

 １号機非常用 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備より 

常用 

メタクラ 

緊急用 

メタクラ 

ＧＴ 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 

発電機 

動力 

変圧器 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用メタクラ HPCSメタクラ 

動力 

変圧器 

１号機 

動力変圧器 

１号機常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

補
給
水
ポ
ン
プ 

１号機常用ロードセンタ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

直流盤 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

常用 

メタクラ 

１号機 

常用メタクラ 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ロードセンタ 非常用ロードセンタ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

Ｆ
Ｍ
Ｗ
ポ
ン
プ 

Ｄ/Ｇ 

非常用 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

Ｄ/Ｇ 

HPCS 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 蓄電池 

直流盤 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 充電器盤 

：遮断器 

 高圧発電機車 

 制御盤   制御盤  計装ラック 計装ラック 

ＧＴ 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 

発電機 常用ロードセンタ 

常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

補
給
水
ポ
ン
プ 

動力 

変圧器 
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RHR 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

RHR FPC 

RHR FPC 

RHR 

熱交換器 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４：残留熱除去系（ＲＨＲ）による除熱の概略系統図

MO 

MO 

MO MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 
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５：燃料プール補給水系（ＦＭＷ）による注水の概略系統図

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

FMW HPCS HPCS CWT 

FMWポンプ 

復水貯蔵 

タンク 

MO 

MO 
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RHR 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

RHR FPC 

RHR FPC 

RHR 

熱交換器 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６：残留熱除去系（ＲＨＲ）による注水の概略系統図

MO 

MO 

MO MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
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力
容
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RHR 

ポンプ 

CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

RHR 

RHR FPC 

FPC 

CWT FPC 
ホース 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 
MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 

タンク MO 

MO 

MO 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

RHR 

熱交換器 

MO 
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R
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８：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水の概略系統図

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

MUWポンプ 

純水タンク 



S2 添5.1-16 R0 

 

添
付
 
5
.
1
-
1
6
 

(
1
0
/
1
1
)
 

 

CWT

FP 

消火ポンプ 

RHR 

ポンプ 

CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

RHR 

RHR FPC 

FPC 

CWT FPC 

RHR 

熱交換器 

ホース  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

９：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図

MO 

消火栓へ 

ろ過水 

タンク 

FPから 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 
MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 

タンク MO 

MO 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

MO 

MO 

RCW 

サプレンッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

MO 

MO 
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送水車 

CWT

FP 

消火ポンプ 

RHR 

ポンプ 

CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

RHR 

RHR FPC 

FPC 

CWT FPC 

RHR 

熱交換器 

ホース  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10：送水車による注水の概略系統図  

送水口へ 

接続する場合 

燃料プールへ

直接注水する

場合 

MO 

消火栓へ 

ろ過水 

タンク 

FPから

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 
MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 

タンク MO 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

MO 

MO 

MO 
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各影響緩和機能のフォールトツリー(地震：燃料プール) 

 

 

１：非常用ディーゼル発電設備による電源供給のフォールトツリー 

２：原子炉補機冷却系(ＲＣＷ)のフォールトツリー  

３：原子炉補機海水系(ＲＳＷ)のフォールトツリー 

４：非常用電源盤のフォールトツリー 

５：計装・制御のフォールトツリー 

６：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

７：高圧電源融通による電源供給のフォールトツリー 

８：高圧発電機車による電源供給のフォールトツリー 

９：ガスタービン発電機による電源供給のフォールトツリー 

10：残留熱除去系(ＲＨＲ)による除熱のフォールトツリー 

11：燃料プール補給水系(ＦＭＷ)による注水のフォールトツリー 

12：残留熱除去系(ＲＨＲ)による注水のフォールトツリー 

13：代替注水のフォールトツリー 

14：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

15：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水のフォールトツリー  

16：常用電源盤のフォールトツリー 

17：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

18：送水車による注水のフォールトツリー 

 
フォールトツリーの凡例  

 
 
 
 
 
 
 

(－ ) ：耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，基準地震動Ｓｓ相当以上の地震
において，機能を期待しない設備  

 
略称  

 
                             

 

：設備 

：機能 

：論理積(ＡＮＤ条件) 

：論理和(ＯＲ条件) 

ＲＣＷ：原子炉補機冷却系  
ＲＳＷ：原子炉補機海水系  
ＲＨＲ：残留熱除去系 

ＦＭＷ：燃料プール補給水系 

ＣＷＴ：復水輸送系  
ＭＵＷ：補給水系  
ＦＰ：消火系  
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１：非常用ディーゼル発電設備による電源供給のフォールトツリー 

非常用 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電機 

1.80 
 

燃料 
デイ 
タンク 

1.62 
 

燃料貯蔵 
タンク 

2.69 
 

2.48 
 

燃料移送 
配管 

2.00 
 

燃料移送 
ポンプ 

計装・制御 
機能喪失 

 

 

2.21 
 

1.57 
 

空気だめ 

2.59 
 

1.57 
 

非常用ディーゼル発電設備による 
電源供給機能喪失 

 

非常用電源盤 
機能喪失 

2.19 
 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

  

1.70 
 

燃料移送 
弁 
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２：原子炉補機冷却系(ＲＣＷ)のフォールトツリー 

RCW 
サージ 
タンク 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

 

2.18 
 

RCW 
熱交換器 

2.63 
 

弁 

1.88 
 

配管 

2.07 
 

 

RCW 
ポンプ 

1.61 
 

1.57 
 

2.19 
 

1.57 
 

 
計装・制御 
機能喪失 

 
原子炉 
補機海水系 
機能喪失 
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３：原子炉補機海水系(ＲＳＷ)のフォールトツリー 

原子炉 
補機海水系 
機能喪失 

 

RSW 
ポンプ 

配管 
RSW 

ストレーナ 
計装・制御 
機能喪失 

1.57 
 

2.02 
 

4.88 
 

1.57 
 

2.17 
 

2.19 
 

弁 
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４：非常用電源盤のフォールトツリー 

非常用電源盤 
機能喪失 

2.21 
 

2.21 
 

5.17 
 

2.43 
 

3.22 
 

動力 
変圧器 

非常用 
メタクラ 

非常用 
ロード 
センタ 

非常用 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀ 
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５：計装・制御のフォールトツリー 

制御盤 

2.19 

計装 
ラック 

計装・制御 
機能喪失 

2.43 

2.19 

計装用 
無停電 
交流電源 
装置 

3.37 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

2.58 
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６：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

 
充電器盤 

5.00 

直流盤 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

 
蓄電池 
 

7.96 2.58 

2.58 
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７：高圧電源融通による電源供給のフォールトツリー 

高圧電源融通による
電源供給機能喪失 

(－) 
 

2.19 
 

2.21 
 

（－） 

 
１号機非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
発電設備からの電源融通 

機能喪失 

 
高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電設備からの電源融通

機能喪失 

（－） 

計装・制御 
機能喪失 

非常用電源盤 
機能喪失 
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８：高圧発電機車による電源供給のフォールトツリー 

2.0 

高圧 
発電機車 
 

2.0 

高圧発電機車による 
電源供給機能喪失 

2.19 

計装・制御 
機能喪失 

2.21 
 

非常用電源盤 
機能喪失 
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９：ガスタービン発電機による電源供給のフォールトツリー 

ガスタービン発電機による 
電源供給機能喪失 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 
発電機 

(－) (－) 

(－) 
 

緊急用 
メタクラ 

2.19 
 

2.21 
 

非常用電源盤 
機能喪失 

計装・制御 
機能喪失 
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10：残留熱除去系(ＲＨＲ)による除熱のフォールトツリー 

RHR 
ポンプ 

 

(－) 
 

弁 

2.62 

配管 

残留熱除去系による 
除熱機能喪失 

(－) 
 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

1.57 2.19 

RHR 
熱交換器 

4.10 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

(－) 
 

(－) 

計装・制御 
機能喪失 
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11：燃料プール補給水系(ＦＭＷ)による注水のフォールトツリー 

FMW 
ポンプ 

(－) 
 

配管 

燃料プール補給水系 
による注水機能喪失 

（－） 

計装・制御 
機能喪失 

復水貯蔵 
タンク 

(－) 
 

(－) 
 

－※ 
－※ 

(－) 
 

弁 

（－） 
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12：残留熱除去系(ＲＨＲ)による注水のフォールトツリー

RHR 
ポンプ 

 

弁 

2.62 

配管 

残留熱除去系による 
注水機能喪失 

1.57 

原子炉 
補機冷却系 
機能喪失 

1.57 2.19 

計装・制御 
機能喪失 

RHR 
熱交換器 

4.10 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ 
ﾁｪﾝﾊﾞ 

3.09 2.08 
 

2.09 
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13：代替注水のフォールトツリー 

代替注水機能喪失② 

（－） 

（－） （－） (－) 
 

補給水系による 
代替注水機能喪失 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

消火系による 
代替注水機能喪失 

代替注水機能喪失① 

（－） 

（－） （－） 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

消火系による 
代替注水機能喪失 
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14：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

CWT 
ポンプ 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

(－) 

(－) 
 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

(－) 
 

配管 

(－) 

補助 
復水貯蔵
タンク 
 

復水貯蔵
タンク 

(－) (－) 

（－） 

計装・制御 
機能喪失 

 
復水輸送系 
⇒ホース 
機能喪失 

復水輸送系 
⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系 
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ 
機能喪失 

(－) 
  

弁 

(－) 
 

配管 

(－) 
  

弁 
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15：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水のフォールトツリー 

純水 
タンク 配管 

 

A,B-補給水 
ポンプ 

補給水系による 
代替注水機能喪失 

1号機 
計装・制御 
機能喪失 

(－) 
 

(－) 
 

(－) 
 

（－） 
 

(－) 
 

 
1号機 

常用電源盤 
機能喪失 

(－) 
 

C-補給水 
ポンプ 

(－) 
 

 
常用電源盤 
機能喪失 

(－) 
 

弁 
 

(－) 
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16：常用電源盤のフォールトツリー 

常用電源盤 
機能喪失 

動力 
変圧器 

常用 
メタクラ 

常用 
ロード 
センタ 

常用 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀ 

(－) 
 

(－) 
 

(－) 
 

(－) 
 

(－) 
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17：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー  

ろ過水 
タンク 

消火 
ポンプ 

消火系による 
代替注水機能喪失 

(－) (－) 

(－) 

消火系 
⇒復水輸送系 

⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系 
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ 
機能喪失 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

(－) 

配管 

(－) 

計装・制御 
機能喪失 

（－） 
 

 
消火系 
⇒消火栓 
⇒ホース 
機能喪失 

(－) 
  

弁 

(－) (－) 
  

配管 弁 
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18：送水車による注水のフォールトツリー 

送水車 
 

送水車による
注水機能喪失 

送水車 
(直接注水) 

 

2.0 
 

2.0 
 

2.0 
 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

送水口 
⇒消火系 
⇒復水輸送系 

⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系 
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ 
機能喪失 

(－) 
 

(－) 
 

(－) 
 

配管 

 
送水口 
⇒消火系 
⇒消火栓 
⇒ホース 
機能喪失 

配管 

(－) 
  

弁 



 

外部電源喪失のイベントツリー(燃料プール)(１／２) 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

：緊急安全対策 

S2 添5.1-18 R0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

シナリオ① 

1.57 

起因事象 
外部電源喪失 

非常用ディーゼル発電設備 
による電源供給 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

残留熱除去系による除熱 

成功 成功 

失敗 

失敗 

※２ 

高圧電源融通に

よる電源供給 

成功 成功 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

残留熱除去系による除熱 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

代替注水② 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

1.57 （－） 

（－） 

（－） 

（－） 

（－） 

（－） 

（－） 

1.57 

1.57 

※１ 

※１ 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 



 

外部電源喪失のイベントツリー(燃料プール)(２／２) 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 ：緊急安全対策 ：更なる信頼性向上対策 
 

（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

S2 添5.1-18 R0 

 
 
 
 
 

※１ 

※２ 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

成功 成功 

成功 失敗 

失敗 

成功 成功 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による除熱 
失敗 

失敗 

高圧発電機車に 
よる電源供給 

成功 

成功 

ガスタービン発電機 
による電源供給 

失敗 

燃料プール補給水系による注水 

燃料プール補給水系による注水 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

失敗 

成功 シナリオ② 

1.57 

シナリオ③ 

2.0 

シナリオ④ 

2.0 

 

※１ 

1.57 

2.0 

（－） 

（－） 

（－） 
（－） 

（－） 

（－） 2.0 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 

送水車による注水 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 



 

外部電源喪失のイベントツリー(燃料プール)（緊急安全対策前） 

破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
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 （-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
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シナリオ① 

1.57 

起因事象 
外部電源喪失 

非常用ディーゼル発電設備 
による電源供給 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

残留熱除去系による除熱 

成功 成功 

失敗 

高圧電源融通に

よる電源供給 

成功 成功 

失敗 

残留熱除去系による除熱 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

※１ 

1.57 （－） 

（－） 

（－） 

（－） 

（－） 

1.57 

1.57 

※１ 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 
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設計津波高さに関する算定根拠説明資料 
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1. 検討方法 

既往津波について，文献調査（1）～（15）を基に敷地に影響を及ぼしたと考

えられる津波を抽出し数値シミュレーションを実施する。 

更に，土木学会(2002)（1）を参考に，想定津波として海域の活断層および

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波を設定し，これらを対象とした

数値シミュレーション等を行うことにより，津波の検討を行う。 

また，取水設備の水理特性による水位変動の検討を行う。 

検討フローを第1-1図に示す。 
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2. 津波の想定および数値シミュレーション 

津波の想定に当たっては，敷地周辺の既往津波の状況，敷地周辺の海域

の活断層から想定される地震に伴う津波と日本海東縁部に想定される地震

に伴う津波を考慮するとともに，想定津波の数値シミュレーションに当た

っては，土木学会(2002)を参考に，想定津波の波源モデルに係る不確定性

を合理的な範囲で考慮したパラメータスタディを実施する。 

 

2.1 既往津波の検討 

敷地に影響を及ぼしたと考えられる既往津波について，以下のとおり検

討した。 

 

2.1.1 文献調査による既往津波に関する検討 
文献調査の結果より，日本海側で発生した既往津波のうち，敷地の位置す

る山陰沿岸に影響を及ぼしたと考えられる主な津波を抽出した。 

これらの津波の概要を第 2.1.1-1表に，1600年以降に日本海で発生した

津波で波源域の推定されているものの位置を第2.1.1-1図に示す。 

山陰沖，対馬
つ し ま

海峡および九州の西方海域はほとんど津波は発生していない

が，1872年に島根県西部で浜田地震による津波が発生した。 

島根半島付近に比較的大きな影響を与えたと考えられる津波には，1983

年日本海中部地震津波および 1993年北海道南西沖地震津波があるが，発電

所敷地内においてそれらを観測した記録はなく，発電所並びに関連施設への

影響はなかった。 

島根半島付近におけるそれらの既往津波高の記録を第 2.1.1-2表および

第2.1.1-2図に示す。 

1983年日本海中部地震津波では，津波の最大高さ（検潮記録）は，能代

港で194cm(10)，次いで両津の127cm(10)となっている。一方，敷地周辺の記録

としては，気象庁境検潮所で，津波の最大高さは 42cm(10)であり，また，既

往津波高として，鹿島町恵
え

曇
と も

で0.6ｍ，1.0ｍ，4.7ｍ（港外）(11)，片句
か た く

で0.7

ｍ(11)，御
み

津
つ

で約1ｍ(10)が記録されている。 

1993年北海道南西沖地震津波では，既往津波高の最大は，北海道奥尻島の

藻
も

内
ない

地区で，約29ｍ(12)となっている。一方，敷地周辺の記録としては，気象

庁境検潮所で，津波の最大高さは37cm (12)であり，また，既往津波高として,

恵曇で約1.4ｍ(13)，片句で1.7ｍ(13)，御津で約2ｍ(12)が記録されている。 

なお，北海道南西沖で発生したとされる 1741年（渡
お

島
しま

半島西方沖）津波
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では，敷地周辺における既往津波高は記録されていないが，羽鳥ほか

(1977)(14)および羽鳥(1984)(15)によると，島根県江
ごう

津
つ

市で，既往津波高は 1

～2ｍとされている。 

 

2.1.2 数値シミュレーションの対象津波の選定 
主な既往津波について，敷地に与える影響が最も大きな津波は，1983年

日本海中部地震津波と1993年北海道南西沖地震津波である。 

したがって，これらの津波を再現性確認のための検証解析および敷地に

おける予測解析の対象となる既往津波として選定した。 

 

2.1.3 津波の数値シミュレーションの手法と条件 
計算条件を第2.1.3-1表に，計算領域と水深を第2.1.3-1図に，計算領域

と格子分割を第2.1.3-2図に示す。 

計算は日本海全域を対象とし，海底地形のモデル化に当たっては，水深と

津波の周期から推定される津波の波長を考慮したうえで，計算格子間隔を設

定(19)し，敷地周辺では6.25ｍの計算格子を用いた。 

また，海底地形は日本水路協会等による最新の海底地形図(20)～(24)を用い

てモデル化し，特に敷地周辺については，深浅測量による地形図を用いて

詳細にモデル化した。 

 

2.1.4 既往津波の再現性 
数値シミュレーションによる津波の再現性の評価に際しては，敷地周辺お

よび沿岸における既往津波高と数値シミュレーションによる計算津波高を

比較した。 

再現性の評価の指標としては，相田(1977)(25)による既往津波高と計算津波

高の比を幾何平均したＫおよび幾何標準偏差をとったκを用いた。 

以下に，幾何平均値Ｋおよび幾何標準偏差κの算定式を示す。 
N

i
iogK

N
ogK

1

1  

21

1

221 N

i
i ogKogK

N
og  

i

i
i H

R
K  

ここに，Rｉはｉ番目の地点の観測値（既往津波高）であり，Ｈｉは数値シ
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ミュレーションによる計算津波高である。 

なお，幾何平均値Ｋおよび幾何標準偏差κについては，土木学会（2002）

により「0.95＜Ｋ＜1.05，κ＜1.45」が再現性の目安とされている。 

数値シミュレーションによる津波の再現性について，以下のとおり検討し

た。 

1983年日本海中部地震津波に対しては，相田(1984)(26)による波源モデル

を設定し，1993 年北海道南西沖地震津波に対しては，高橋ほか(1995)(27)に

よる波源モデルを設定し，津波の再現計算を行った。これらの波源モデルの

断層パラメータおよびその設定位置を第2.1.4-1図に示す。 

再現性の評価は，数値シミュレーションによる計算津波高と文献(10)～(13)

による既往津波高を比較し，計算結果の再現性を検証した。 

島根半島沿岸域における既往津波高と計算津波高の比較を第 2.1.4-1表

および第2.1.4-2図に示す。 

結果は第2.1.4-2表に示すとおりであり，いずれも土木学会（2002）によ

る再現性の目安を満足していることから，数値シミュレーションについて，

良好な再現性を確認できた。 

 

2.1.5 既往津波の予測結果 
1983年日本海中部地震津波の数値シミュレーション結果から求めた敷地

における最大水位上昇量および下降量の分布,代表地点における計算水位の

時系列変化を第2.1.5-1図に示す。 

これによると，敷地における最大水位上昇量は 3号機施設護岸では+1.37

ｍ，1・2号機施設護岸では+1.54ｍであり，また，2号機取水口における最大水

位下降量は-1.75ｍである。 

1993年北海道南西沖地震津波の数値シミュレーション結果から求めた敷

地における最大水位上昇量および下降量の分布，代表地点における計算水位

の時系列変化を第2.1.5-2図に示す。 

これによると，敷地における最大水位上昇量は3号機施設護岸では+1.22

ｍ，1・2号機施設護岸では+1.30ｍであり，また，2号機取水口における最

大水位下降量は-1.09ｍである。 

 
2.2 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討 

海域活断層に想定される地震に伴う津波について，以下のとおり検討し

た。 
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2.2.1 簡易予測式による津波高さの検討 
海域活断層に想定される地震に伴う津波（以下，「海域活断層の想定津波」

という）については，敷地周辺の海域において，後期更新世以降の活動を

考慮する断層および撓曲を対象として，阿部(1989)(28)の予測式により，敷

地における津波高さを検討した。 

主な海域の活断層を第 2.2.1-1図に，阿部(1989)の予測式による津波の

予測高の算定フローを第 2.2.1-2図に，津波の予測高を第 2.2.1-1表に示

す。 

第 2.2.1-1表に示すとおり，津波の予測高が最大となる断層はＦ－Ⅲ断

層，Ｆ－Ⅳ断層およびＦＫ－２断層が連動する場合（以下，Ｆ－Ⅲ～ＦＫ－

２断層）の+3.6ｍである。 

  
2.2.2 数値シミュレーションによる津波の検討 
阿部(1989)の予測式により津波の予測高が比較的大きくなるものを対象

として，土木学会（2002）に基づき，海域の活断層に係る不確かさの因子

である，傾斜角，すべり角（主応力軸のバラツキを考慮して傾斜角と走向

に基づき設定）および断層上縁深さを変化させた数値シミュレーションを

多数実施するパラメータスタディを行った。 

これらの結果，敷地における最大水位上昇量はＦ－Ⅲ～ＦＫ－２断層（北

上り）から想定される津波であり，3号機施設護岸では+8.24ｍ，1･2号機

施設護岸では+5.49ｍである。また，2号機取水口における最大水位下降量

はＦ－Ⅲ～ＦＫ－２断層（南上り）から想定される津波による-4.65ｍであ

る。 

波源モデルと初期変位分布，敷地における最大水位上昇量および下降量

の分布，水位の時系列変化を第2.2.2-1図，第2.2.2-2図に示す。 
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2.3 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討 

土木学会（2002）および地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価

部会(2003) (31)を参考に，日本海東縁部に想定される地震規模に応じた波源

の基準断層モデルを設定し，合理的と考えられる範囲内で変化させた数値

シミュレーションを多数実施するパラメータスタディを行った。 

 

2.3.1 基準断層モデルの設定 
第 2.3.1-1図に示すように，日本海東縁部に想定される地震に伴う津波

として，北海道西方沖から新潟県沖までの広範囲な海域にモーメントマグ

ニチュードMw＝7.85の基準断層モデルを設定した。 

 

2.3.2 概略パラメータスタディ結果 
基準断層モデルを用いて，第 2.3.1-1図に示すように，位置，走向およ

び傾斜角を組み合わせた多数の数値シミュレーションを実施し支配的な波

源位置を設定した。 

 

2.3.3 詳細パラメータスタディ結果 
概略パラメータスタディで決定した波源位置で，波源位置，傾斜角，断

層上縁深さおよび走向をそれぞれ変化させた場合の数値シミュレーション

を実施した。 

これらの結果，敷地における最大水位上昇量は秋田沖～新潟沖に波源を

設定した場合の津波であり，3号機施設護岸では+4.67ｍ，1･2号機施設護

岸では+5.21ｍである。また，2号機取水口における最大水位下降量は-4.58

ｍである。 

波源モデルと初期変位分布，敷地における最大水位上昇量および下降量

の分布，水位の時系列変化を第2.3.3-1図，第2.3.3-2図に示す。 
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3. 設計津波高さの検討 

津波の数値シミュレーション結果より，敷地および2号機取水口におけ

る最高水位，最低水位を算出する。 

なお，基準面は東京湾平均海面（T.P．）を用いる。 

 
3.1 敷地における最高水位の検討 

敷地における最高水位を与える設計想定津波は海域活断層の想定津波で

あり，最大水位上昇量に朔望平均満潮位T.P.+0.46ｍを考慮した最高水位は，

3号機施設護岸では T.P.+8.7ｍ程度，1･2号機施設護岸では T.P.+6.0ｍ程

度である。また，その位置での地盤変動量は，それぞれ-0.50ｍ，-0.46ｍ

である。なお, いずれの地点においても最高水位を与える波の継続時間は5

分以下である。 

 

3.2 取水口における最低水位の検討 

2号機取水口における最低水位を与える設計想定津波は海域活断層の想

定津波であり，最大水位下降量に朔望平均干潮位T.P.-0.02ｍを考慮した最

低水位はT.P.-4.7ｍ程度である。また，取水口における地盤変動量は+0.41

ｍである。 

  
4. 取水設備の水理特性による水位変動の検討 

海域活断層の想定津波による取水設備の水理特性による水位変動につい

て，数値シミュレーションにより以下のとおり検討した。 

 

4.1 数値シミュレーションの手法と条件 

数値シミュレーションは，取水口から取水管，取水槽に至る取水設備に

ついて検討した。 

数値シミュレーションの計算条件を第4.1-1表に示す。また，2号機取水

設備概要図を4.1-1図に示す。 

 

4.2 検討結果 

海域活断層の想定津波を対象とする取水設備の水理特性による水位変動

について，数値シミュレーションを実施した結果，2号機取水槽の最低水位

はT.P.-6.6ｍ程度（循環水ポンプ運転時）である。 

また，最低水位を与える水位変動の継続時間は，3分以下である。 
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取水口での水位の時系列変化，取水設備の水理特性による水位変動の検

討結果を第4.2-1図，第4.2-2図に示す。 
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第 2.1.1-1表 主な既往の津波一覧
＊1
 

発生年月日 
波源域

＊2

 

震央位置
＊3

 

地震 

規模 

Ｍ
＊4

 

津波 

規模 

ｍ
＊5

 

地震・津波の概要
＊6

 

1741.8.29 
寛保元年 

北海道南西沖 
41.6°N 
139.4°E 

6.9 
(?) 
 

{3} 
 

渡島西岸・津軽・佐渡：渡島大島この月の上旬より活動，13日に噴火
した。19日早朝に津波，北海道で死1467,流出家屋729,船1521破壊。
津軽で田畑の損も多く，流失潰家約100，死37。佐渡・能登・若狭に
も津波。 

1762.10.31 
宝暦12年 

新潟県沖 
38.1°N 
138.7°E 

 7.0 1～2 
 

佐渡:石垣・家屋が破損，銀山道が崩れ，死者があった。鵜島村で津
波により 26戸流出。新潟で地割れを生じ，砂と水を噴出。酒田・羽
前南村山郡・日光で有感。 

1792.6.13 
寛政４年 

北海道西方沖 
43 3/4°N 
140.0°E 

 7.1  2 後志:津波があった。忍路で港頭の岸壁が崩れ，海岸に引き上げてい
た夷船漂流，出漁中の夷人５人溺死。美国でも溺死若干。 

1793.2.8 
寛政４年 

青森県西方沖 
40.85°N 
139.95°E 

 7.0  1 
 

西津軽:鰺ヶ沢・深浦で激しく，全体で潰家154，死12など。大戸瀬
を中心に約12kmの沿岸が最高3.5m隆起した。小津波があり，余震が
続いた。 

1804.7.10 
文化１年 

秋田･山形県境
沿岸 

39.05°N 
139.95°E 

 7.0  1 羽前･羽後:「象潟地震」：５月より付近で鳴動があった。被害は全体
で潰家５千以上，死300以上。象潟湖が隆起して乾陸あるいは沼とな
った。余震が多かった。象潟・酒田などに津波の記事がある。 

1833.12.7 
天保４年 

山形県沖 
38.9°N 
139.25°E 

7 1/2  2 
 

羽前･羽後･越後･佐渡:庄内地方で特に被害が大きく，潰家475,死42。
津波が本庄から新潟に至る海岸と佐渡を襲い,能登で大破流出家約
345,死約100。 

1872.3.14 
明治５年 

島根県沖 
35.15°N 
132.1°E 

 7.1  0 
 

石見･出雲:「浜田地震」：１週間ほど前から鳴動，当日には前震もあ
った。全体で全潰約５千，死約550,特に石見東部で被害が多かった。
海岸沿いに数尺の隆起・沈降がみられ，小津波があった。 

1892.12.9 
明治25年 

石川県西岸 
37.1°N 
136.7°E 

 6.4  0 
 

能登半島西岸:家屋・土蔵の破損があった。11日にも同程度の地震が
あり，羽咋郡で全潰２，死１。 

1940.8.2 
昭和15年 

北海道西方沖 
44.25°N 
139.47°E 

 7.5  2 
 

北海道北西沖:「積丹半島沖地震」：震害はほとんどなく，津波による
被害が大きかった。波高は，羽幌・天塩２m，利尻３m，金沢・宮津１
m。天塩河口で溺死10。 

1947.11.4 
昭和22年 

北海道西方沖 
43.82°N 
141.02°E 

 6.7  1 
 

北海道西方沖:北海道の西岸に津波があり，波高は利尻島沓形で 2m,
羽幌付近で0.7m,小被害があった。 

1964.6.16 
昭和39年 

新潟県沖 
38.37°N 
139.22°E 

 7.5  2 新潟県沖:「新潟地震」：新潟・秋田・山形の各県を中心に被害があり,
死 26,住家全壊 1960,半壊 6640,浸水 15297,その他船舶・道路の被害
も多かった。新潟市内の各所で噴砂水がみられ,地盤の液状化による
被害が著しかった。石油タンクの火災が発生。津波が日本海沿岸一帯
を襲い,波高は新潟県沿岸で4m以上に達した。粟島が約1m隆起した。 

1983.5.26 
昭和58年 

秋田・青森県沖 
40.36°N 
139.08°E 

 7.7  3 
 

秋田県沖:「昭和 58年日本海中部地震」：被害は秋田県で最も多く，
青森・北海道がこれに次ぐ。日本全体で死104（うち津波によるもの
100）,傷163（同104），建物全壊934,半壊2115,流失52,一部破損3258,
船沈没255,流失451,破損1187。津波は早い所では津波警報発令以前
に沿岸に到達した。石川・京都・島根など遠方の府県にも津波による
被害が発生した。 

1993.7.12 
平成５年 

北海道南西沖 
42.78°N 
139.18°E 

 7.8  3 
 

北海道南西沖:「平成５年北海道南西沖地震」：地震に加えて津波によ
る被害が大きく，死202,不明28,傷323。特に地震後間もなく津波に
襲われた奥尻島の被害は甚大で，島南端の青苗地区は火災もあって壊
滅状態，夜 10時すぎの闇のなかで多くの人命，家屋等が失われた。
津波の高さは青苗の市街地で10mを越えたところがある。 

 

＊1:津波は渡辺(1998)
(2)

が記載している日本海を波源とする津波のうち国立天文台編(2009)
(3)

に記載されて

いるもの。 

＊2:波源域は渡辺(1998)による。 

＊3:震央位置は宇佐美(2003)
(4)

による。 

＊4:地震規模は宇佐美(2003)の中央値による。 

＊5:津波規模は渡辺(1998)による。但し，1741年は宇佐美(2003)による。 

＊6:地震・津波の概要は国立天文台編(2009)による。 
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第 2.1.1-2表 島根半島における既往津波高一覧 

地点 
1983年 

日本海中部地震津波*1 

（ｍ） 

1993年 
北海道南西沖地震津波*2 

（ｍ） 

才  2.9 
軽尾 2.0 2.8 
雲津 2.5，3.0 2.5 
諸喰  1.3 
法田 1.3 2.14 
七類 1.3 1.7 
七類漁協  1.65 
惣津  0.4 
笹子  1.4 
片江  1.4 

菅浦  1.0 

稲積  1.15 
千酌  0.97 
笠浦  1.4 
野井 1.2 0.9 
瀬崎  0.3 
沖泊 1.7 1.3 
多古  1.15 
小波 1.7 1.6 
野波 2.8 1.77 
佐波  3.4 
加賀 1.0 1.52 
大芦  2.2 
御津 1.0 1.93 
片句 0.7 1.7 
手結  1.2 
恵曇 0.6，1.0  1.4 

恵曇（港外） 4.7  
六坊  0.4 
芦尾  0.7 
魚瀬  1.0 
伊野浦  0.4 
坂浦 1.0  
佐香  1.4 
小伊津 1.2 1.5 
三津 1.0 1.1 
塩津  1.2 
釜浦  1.3 
十六島  0.2 
北浜漁港 1.1  
鵜峠  1.2 
鷺浦 1.2 1.7 
宇龍 1.66 1.2 
日御碕 0.2～0.3  

*1:（社）土木学会日本海中部地震震害調査委員会(1986年)(11) 

*2:（社）土木学会耐震工学委員会(1997年)(13) 
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第 2.1.3-1表 計算条件一覧 

    領域 

項目 
A領域 B領域 C領域 D領域 E領域 F領域 G領域 H領域 I領域 J領域 

計算領域 日本海全域（南北約2100km，東西約1300km） 

計算格子間隔 3200m 1600m 800m 400m 200m 100m 50m 25m 12.5m 6.25m 

格子間隔と水深から定められる条件を満たすように設定 

計算時間間隔 

0.15  

 

0.0375 

秒：日本海東縁部に想定される地震に伴う津波および海域活

断層に想定される地震に伴う津波 

秒：海域活断層のうちＦ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層およびＦＫ－

２断層が連動する場合に想定される地震に伴う津波 

基礎方程式 非線形長波 

沖合境界条件 
Ａ，ＢおよびＣ領域の開境界部分では自由透過，領域の結合部では水

位･流速を接続(17) 

陸岸境界条件 

静水面より上昇する津波に対して完全反射条件，静水面より下降する津波

に対して小谷ら(1998)(18)の移動境界条件を用いて海底露出を考慮 

敷地周辺の遡上メッシュは，小谷ら(1998)の遡上条件で実施 

初期条件 
地震断層モデルを用いて Mansinha and Smylie(1971)(16)の方法により

計算される海底地盤変位が瞬時に生じるように設定 

海底摩擦 マニングの粗度係数 0.03 m-1/3s 

水平渦動粘性 考慮しない 

計算潮位 T.P.+0.0m 

計算対象 

現象時間 

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波は地震発生後6時間まで 

海域活断層に想定される地震に伴う津波は地震発生後3時間まで 

 

基礎方程式：非線形長波（浅水理論）の連続式および運動方程式 

 
 
 
 
 
 
 
 
ここに， 

x,y ：水平座標 t ：時間 

η ：静水面からの水位 Qx，Qy ： x,y方向の単位幅当たりの流量 

ｈ ：静水深 Ｄ ：全水深(＝ｈ＋η) 

ｇ ：重力加速度  n ：マニングの粗度係数 
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第 2.1.4-1表 既往津波高と計算津波高の比較 
1983年日本海中部地震津波 1993年北海道南西沖地震津波 

地点 既往津波高*1 

（ｍ） 
計算津波高 
（ｍ） 

既往津波高*2 

（ｍ） 
計算津波高 
（ｍ） 

諸喰   1.3 1.31 
法田 1.3 1.27 2.14 2.02 
七類 1.3 1.26 1.7 1.98 

七類漁協   1.65 1.98 
笹子   1.4 1.19 
片江   1.4 1.16 
菅浦   1.0 0.94 
稲積   1.15 1.08 
千酌   0.97 1.19 
笠浦   1.4 1.25 
野井 1.2 0.98 0.9 0.83 
沖泊 1.7 1.39 1.3 1.62 
多古   1.15 1.49 
小波 1.7 1.57 1.6 1.06 
野波 2.8 1.71 1.77 1.38 
佐波   3.4 2.42 
加賀 1.0 1.98 1.52 1.60 
大芦   2.2 1.61 
御津 1.0 1.85 1.93 1.39 
片句 0.7 1.35 1.7 1.32 
手結   1.2 1.64 
恵曇 1.0 1.01 1.4 1.16 

恵曇（港外） 4.7 3.16   
六坊   0.4 1.27 
芦尾   0.7 1.10 
魚瀬   1.0 1.28 
伊野浦   0.4 0.81 
坂浦 1.0 0.96   
佐香   1.4 0.66 
小伊津 1.2 1.83 1.5 1.28 
三津 1.0 1.30 1.1 1.00 
塩津   1.2 1.06 
釜浦   1.3 1.31 

北浜漁港 1.1 0.83   
鵜峠   1.2 0.94 
鷺浦 1.2 1.12 1.7 0.96 
宇龍 1.66 1.14 1.2 0.68 

*1:（社）土木学会日本海中部地震震害調査委員会(1986)に記載された既往津波高の記録を示す。 

*2:（社）土木学会耐震工学委員会(1997)に記載された既往津波高の記録を示す。 
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第2.1.4-2表 既往津波高の再現性 

         項 目 

 

対象津波（領域） 

データ数 

N 
K *1 κ*2 

1983年日本海中部地震津波 

（島根半島沿岸） 
17 0.97 1.44 

1993年北海道南西沖地震津波 

（島根半島沿岸） 
34 1.04 1.43 

 

*1:K：
N

i
iogK

N
ogK

1

1
 ，ただし，

i

i
iK

)(
)(

計算津波高

既往津波高
 

 

*2:κ：
2
1

22

1

)()(1 ogKogK
N

og
N

i
iκ  
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第 2.2.1-1表 阿部(1989)の予測式による津波の予測高 

断 層 名 

断層 

長さ 

L 

(km) 

津波の 

伝播距離 

Δ 

(km) 

地震 

モーメント 

M0 

(N・m) 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 

Mw 

 

予測高 

 

H 

(m) 

Ｆ－Ⅲ～ＦＫ－２断層 51.5 24.4 1.16×1020 7.3 3.6 

大田沖断層 47 70 9.64×1019 7.3 1.3 

鳥取沖西部断層 37 50 5.98×1019 7.1 1.2 

鳥取沖東部断層 51 108 1.14×1020 7.3 0.9 

ＦＫ－１断層 19.0 28.4 1.33×1019 6.7 0.8 

隠岐北西方北部断層 36 149 5.66×1019 7.1 0.4 

Ｋ－６撓曲 9.5 16.8 1.65×1018 6.1 0.4 

Ｋ－７撓曲 9.0 13.8 1.42×1018 6.0 0.4 

見島北方沖西部断層 38 201 6.30×1019 7.1 0.3 

Ｋ－４撓曲 9.0 20.2 1.42×1018 6.0 0.3 

Ｋ－１撓曲 7.0 50.1 6.79×1017 5.8 0.1 

Ｋ－２撓曲 3.5 46.6 8.45×1016 5.2 0.1 
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第 4.1-1表 水位変動の数値シミュレーションの計算条件 
項  目 計算条件 

計算領域 取水口 ～ 取水管 ～ 取水槽 

計算時間間隔 0.01秒 

基礎方程式 非定常管路および開水路流れの連続式および運動方程式 

取水槽側境界条件 

（ポンプ取水量） 

循環水ポンプ運転時：59m3/s 

循環水ポンプ停止時：2.3m3/s 

摩擦損失係数 

(マニングの粗度係数) 

取水管：0.014m－1/3s 

取水槽漸拡部：0.015m－1/3s  

(塩素注入あり) 

貝の付着代 塩素注入ありのため，貝の付着代は考慮せず 

局所損失係数 土木学会(1999)等(32)～(34)による 

想定する潮位条件 
水位上昇側：朔望平均満潮位T.P.+0.46m 

水位下降側：朔望平均干潮位T.P.-0.02m 

地盤変動条件 地盤変動量を考慮する 

計算時間 地震発生後3時間 

基礎方程式 

(1)管水路の連続式および運動方程式 

・連続式 

0
x
Q  

・運動方程式 

 0
2x

1 ||
3/4

2

g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

t
Q  

(2)開水路の連続式および運動方程式 

・連続式 

  0
x
Q

t
A  

・運動方程式 

0
2x

1 ||
3/4

22

g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

A
Q

xt
Q  

ここに ｔ：時間，Ｑ：流量，v：流速，ｘ：管底に沿った座標，Ａ：流水断面積 
Ｈ：圧力水頭＋位置水頭（管水路の場合），位置水頭（開水路の場合） 
ｚ：管底高，ｇ：重力加速度，ｎ：マニングの粗度係数，Ｒ：径深 
Δx：管路の流れ方向の長さ，ｆ：局所損失係数 

(3)水槽の連続式 

S
P

P Q
dt

dH
A  

ここに AP：水槽の平面積（水位の関数となる），HP：水槽水位 
Qs：水槽へ流入する流量の総和，ｔ：時間 
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第1-1図 検討フロー 

文献調査等による対象津波の抽出 

波源モデルの設定 

再現性向上のため

波源モデル，数値計

算諸条件を修正 
 

数値計算 

海底活断層調査，文献調査

等による対象津波の抽出 

設計津波高さの確定 潮位条件および取

水設備の水理特性 

計算結果 

既往津波高 

再現性は十分か 

Yes 

No 

パ
ラ
メ
ー
タ
ス
タ
デ
ィ 

地震地体構造等の知見を踏

まえた対象津波の抽出 

数値計算 

日本海東縁部に想定される

地震に伴う津波 

海域活断層に想定される 

地震に伴う津波 

設計想定津波の確定 

基準断層モデルの設定 

既往津波の検討 

設計想定津波の検討 

設計津波高さの検討 

パラメータスタディの範囲を設定 

既往津波高の吟味 
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 1600年～1994年に日本海で発生した津波の波源域で，数値は 

「発生年，地震マグニチュードＭ／津波規模ｍ」である。斜線 

で示したものは，1894年以降に発生した津波。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1.1-1図 日本海で発生した津波の波源域（羽鳥，1995)(6) 
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第2.1.1-2図 島根半島における既往津波高 
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第2.1.3-1図(1) 計算領域と水深 －全域－ 

単位：ｍ 
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第2.1.3-1図(2) 計算領域と水深 －敷地周辺－ 

 

 
第2.1.3-1図(3) 計算領域と水深 －敷地前面－ 

 
 
 

単位：ｍ 

単位：ｍ 
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第2.1.3-2図(1) 計算領域と格子分割（日本海全体） 

開境界 

開境界 

開境界 

領域 格子間隔(m) 
A 3200 
B 1600 
C 800 
D 400 
E 200 
F 100 
G 50 
H 25 
I 12.5 
J 6.25 

 

C 

A 

B 

A 

C D 

島根原子力発電所 
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第2.1.3-2図(2) 計算領域と格子分割（島根原子力発電所周辺） 

F 

E 

B 
 

島根原子力発電所 

C 
 

D 
 

領域 格子間隔(m) 
A 3200 
B 1600 
C 800 
D 400 
E 200 
F 100 
G 50 
H 25 
I 12.5 
J 6.25 

 

D 

E 

F 

G 
H 
I 

島根原子力発電所 
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1983年日本海中部地震津波 ―相田(1984)によるModel-10― 

パラメータ 北側 南側 

断層長さ：L(km) 60 40 

断層幅：W(km) 30 30 

すべり量：D(m) 3.05 7.6 

上縁深さ：d(km) 3 2 

走向：θ(°) 355 22 

傾斜角：δ(°) 25 40 

すべり角：λ(°) 80 90 

モーメントマグニチュード：Mw 7.74 

 
 
 

1993年北海道南西沖地震津波 ―高橋ほか(1995)によるDCRC-26―  

パラメータ 北側 中央 南側 

断層長さ：L(km) 90.0 26.0 30.5 

断層幅：W(km) 25.0 25.0 15.0 

すべり量：D(m) 5.71 4.00 12.00 

上縁深さ：d(km) 10 5 5 

走向：θ(°) 188 175 150 

傾斜角：δ(°) 35 60 60 

すべり角：λ(°) 80 105 105 

モーメントマグニチュード：Mw 7.84 

第2.1.4-1図 波源モデルおよび初期変位分布 
 

-2.5

0

2.5

5

-40 -20 0 20 40

距離(km)

変
位
(m
)

S-S'
N-N'

：断層上盤のすべりベクトル

S N S’ N’ 

：断層上盤のすべりベクトル

S-S’ 

N-N’ 

単位：ｍ 

単位：ｍ 
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第2.1.4-2図 既往津波高と計算津波高の比較 

―1983年日本海中部地震津波― 
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最大水位 
上昇量の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大水位 
下降量の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算水位の 

時系列変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第2.1.5-1図 1983年日本海中部地震津波の計算結果 

単位：ｍ 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 

単位：ｍ 

2号機取水口(東) 

2号機取水口(西) 

2号機取水口[西] 

2号機取水口[東] 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 
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最大水位 

上昇量の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大水位 

下降量の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算水位の 

時系列変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1.5-2図 1993年北海道南西沖地震津波の計算結果 

2号機取水口(東) 

2号機取水口(西) 

単位：ｍ 

単位：ｍ 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 

2号機取水口[西] 

2号機取水口[東] 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 
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第2.2.1-1図 敷地周辺の主な海域の活断層 

島根原子力発電所 

① ② ③ 
④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

番号 断層名 
① F-Ⅲ断層 
② K-7撓曲 
③ K-6撓曲 
④ K-4撓曲 
⑤ F-Ⅳ断層 
⑥ FK-1断層 
⑦ FK-2断層 
⑧ K-2撓曲 
⑨ K-1撓曲 
⑩ 鳥取沖西部断層 
⑪ 大田沖断層 
⑫ 鳥取沖東部断層 
⑬ 隠岐北西方北部断層 
⑭ 見島北方沖西部断層 

①+⑤+⑦ F-Ⅲ～FK-2断層 
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*1:断層幅の上限 Wtは，地震発生層の厚さ Heを 15km とし，傾斜角 δを 90°(45～90°のうち Mwが

最大となる値)とした際には，Wt=He/sinδ=15km となる。また，断層幅の上限に対応する断層長さ

Ltは，Lt=1.5Wt=22.5kmとなる。 
*2：断層幅の上限に対応するすべり量 Dtは，モーメントマグニチュードを

83.675.0/)77.3( tWt ogLM ，地震モーメントをM0t=10(1.5Mwt+9.1)=2.21×1019Nm，剛性率を
μ=3.50×1010N/m2とした際には，Dt=M0t/(μLtWt)=1.87となる。 
 

 
第2.2.1-2図 阿部(1989)の予測式による津波の予測高の算定フロー 

対象断層の位置と長さを設定 

活断層の長さ 
L＜22.5km*1 L≧22.5km*1 

断層幅が上限に 
達していない時 

断層幅が上限に 
達している時 

武村(1998)(29)の関係により断層幅Wを算定 
L / W=1.5 

武村(1998)の関係により 

地震モーメントM0を算定 

16.64L2.0M 0 ogog  
L∝D , W =const 

断層の上限値に対応する断層長さ Ltおよび 
すべり量 Dtよりすべり量 Dを算定*2 

D=Dt×(L / Lt) 

活断層の剛性率μにより 

地震モーメントM0を算定 

μ=3.5×1010N/m2 

M0=μDLW 

地震モーメントM0からモーメントマグニチュードMwを算定［kanamori(1977)］(30) 
/1.59.1MM 0W ）－（ og  

阿部(1989)の予測式により推定津波高Htを算定 

C5.55MH Wt ＋Δ－－ ogog  （Δ＞ｒ0） 

C3.300.5MH Wt ＋－og    （Δ≦ｒ0） 

ここに， 2.250.5Mg W0 －ｒo ，Δ：津波の伝播距離，C=0.2（日本海側） 
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初期変位分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最大水位 
上昇量の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計算水位の 

時系列変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第2.2.2-1図 海域活断層に想定される地震に伴う津波（水位上昇側） 

―Ｆ－Ⅲ～ＦＫ－２断層 北上り― 

 
1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 

単位：ｍ 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 

単位：ｍ A 

A’ 

海域活断層に想定される地震に伴う
津波(水位上昇側) 
断層長さ ：Ｌ=51.5km 
断層幅 ：Ｗ=15.0km 
すべり量 ：Ｄ=4.30m 
上縁深さ ：ｄ=0km 
走向 ：θ=214°,268° 
傾斜角 ：δ=90° 
すべり角 ：λ=95°，180° 
モーメントマグニチュード：Mw=7.31 
 

-3
-2
-1
0

1
2
3

-20-15-10 -5 0 5 10 15 20

距離(km)

変
位
(
m
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A A’ 
島根原子力発電所 
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および 

初期変位分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最大水位 
下降量の分布 

 

計算水位の 

時系列変化 

 

第2.2.2-2図 海域活断層に想定される地震に伴う津波（水位下降側） 

―Ｆ－Ⅲ～ＦＫ－２断層 南上り― 

2号機取水口(東) 

2号機取水口(西) 

単位：ｍ 

 

2号機取水口(西) 

2号機取水口(東) 

A 

A’ 

単位：ｍ 

-3
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-1
0
1

2
3

-20-15-10 -5 0 5 10 15 20
距離(km)

変
位
(
m
)

A A’ 

海域活断層に想定される地震に伴う
津波(水位下降側) 
断層長さ ：Ｌ=51.5km 
断層幅 ：Ｗ=15.1km 
すべり量 ：Ｄ=4.27m 
上縁深さ ：ｄ=0km 
走向 ：θ=34°,88° 
傾斜角 ：δ=82.5° 
すべり角 ：λ=95°，180° 
モーメントマグニチュード：Mw=7.31 
 

島根原子力発電所 
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基
準
断
層
モ
デ
ル 

 
 断層パラメータ 備考 

波源域 

土木学会（2002）および地震調査研究推

進本部地震調査委員会長期評価部会

(2003)を参考に設定 

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆ 

ﾁｭｰﾄﾞ Mw 
7.85 

1993年北海道南西沖地震の

津波を再現するモデルの

Mw(7.84)を下回らないよう

に設定 

断層長さL 131.1km 
武村(1998)に基づくスケー

リング則により設定 

断層幅  W 17.3km 

傾斜角  δ 30°～60° 

地震発生層厚さを15kmとし

て設定(W＝15km／sinδ) 

すべり量D 
Mw,L,Wに 

より設定 

Mw=7.85 ， L=131.1km ，

W=17.3kmの場合D=9.44m 

すべり角λ 90°  

走向θ 

・ 北海道北西沖：6°，186° 

・ 北海道沖～秋田沖：3°，183° 

・ 秋田沖～新潟沖：20°，200° 

概
略
パ
ラ
メ
ー
タ
ス
タ
デ
ィ
と
詳
細
パ
ラ
メ
ー
タ
ス
タ
デ
ィ 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

概略パラメータスタディ（傾斜角60°，断層上縁深さ0km） 

北海道北西沖：2(南北位置)×4（傾斜パターン） 

北海道沖～秋田沖：9(南北位置)×4（傾斜パターン） 

秋田沖～新潟沖：3(南北位置)×10（傾斜パターン） 

    水位上昇側および下降側の最大ケースを選定 

詳細パラメータスタディ 

位置：抽出ケースの隣接波源域との間を補間するように設定 

傾斜角：45°，52.5°，60° 

断層上縁深さ：0km，2.5km，5km 

走向：基準および基準±10° 

第2.3.1-1図 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討結果 

北海道北西沖 

北海道沖～秋田沖 

秋田沖～新潟沖 

水位 

下降側 水位 

上昇側 

抽出された波源モデル 計算結果 

最大水位上昇量 

3号機施設護岸   ：+4.67m 

1・2号機施設護岸：+5.21m 

・断層長さ：131.1km 

・断層幅  ：17.3km 

・すべり量：9.44m 

・上縁深さ：0km 

・走向： 20°（水位上昇側）

      ：200°（水位下降側）

・傾斜角：60° 

・すべり角：90° 

・ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ：7.85 

最大水位下降量 

 

2号機取水口（東）：-4.58m 

2号機取水口（西）：-4.54m 
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波源モデル 
および 

初期変位分布 

 

最大水位 
上昇量の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計算水位の 
時系列変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第2.3.3-1図 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の計算結果 

（水位上昇側） 

―秋田沖～新潟沖― 

：断層上盤のすべりベクトル

-6

-4

-2

0

2

4

6

-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40

距離(km)

変
位
(
m
)

設計想定津波（水位上昇側） 
断層長さ： L = 131.1km 

断層幅 ： W = 17.3km 

すべり量： D = 9.44m 

上縁深さ： d = 0km 

走向  ： θ = 20° 

傾斜角 ： δ = 60° 

すべり角： λ = 90° 

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ：Mw= 7.85 

A A’ 

単位：ｍ 

単位：ｍ 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 

1･2号機施設護岸最高地点 

3号機施設護岸最高地点 
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波源モデル 
および 

初期変位分布 

 

最大水位 
下降量の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計算水位の 
時系列変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第2.3.3-2図 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の計算結果 

（水位下降側） 

―秋田沖～新潟沖― 
 

：断層上盤のすべりベクトル

-6

-4

-2

0

2

4

6

-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40

距離(km)

変
位
(
m
)

設計想定津波（水位下降側） 
断層長さ： L = 131.1km 

断層幅 ： W = 17.3km 

すべり量： D = 9.44m 

上縁深さ： d = 0km 

走向  ： θ = 200° 

傾斜角 ： δ = 60° 

すべり角： λ = 90° 

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ：Mw= 7.85 

A A’ 

単位：ｍ 

2号機取水口(東) 

2号機取水口(西) 

単位：ｍ 

2号機取水口(東) 

2号機取水口(西) 
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第4.1-1図 2号機取水設備概要図 

 

 ▽T.P.+8.5ｍ 

▽T.P.-9.8ｍ 

取水口（東） 

取水口（西） 
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第4.2-1図 2号機取水口での水位時系列変化 

(朔望平均干潮位を考慮) 

 
 

2号機取水口(東) 

2号機取水口(西) 
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第4.2-2図 2号機取水槽での水位変動の検討結果 
 
 

2号機取水槽 
循環水ポンプ運転時 

2号機取水槽 
循環水ポンプ停止時 
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評価対象設備リスト（津波） 

耐震 

クラス 
主要な設備 

起因事象および  
影響緩和機能に  
関連する設備  

a. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器･配管系 

原子炉圧力容器 － 
Ｓ 

原子炉冷却材圧力バウンダリに属する系統※１ － 

b. 使用済燃料を貯蔵するための施設 

Ｓ 使用済燃料貯蔵設備 － 

c. 原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設，および原子炉の 

停止状態を維持するための施設 

制御棒 － 

制御棒駆動機構 － Ｓ 

制御棒駆動水圧系 － 

d. 原子炉停止後，炉心から崩壊熱を除去するための施設 

原子炉隔離時冷却系 ○ 

高圧炉心スプレイ系 － 

残留熱除去系 － 
Ｓ 

サプレッションチェンバ ○ 

e. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊熱を除去するための施設 

高圧炉心スプレイ系 － 

低圧炉心スプレイ系 － 

残留熱除去系 － 

自動減圧系 ○ 

Ｓ 

サプレッションチェンバ － 

f. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁となり放射性物質の放散を  

直接防ぐための施設 

原子炉格納容器 － 
Ｓ 

原子炉格納容器バウンダリに属する系統※２ － 

g. 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放散を抑制するための施設で  

f.以外の施設 

残留熱除去系 － 

可燃性ガス濃度制御系 － 

非常用ガス処理系 － 

サプレッションチェンバ － 

Ｓ 

原子炉建物 － 
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※１：主蒸気系，給水系，原子炉再循環系，残留熱除去系，高圧炉心スプレイ系，

低圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系，原子炉浄化系，ほう酸水注入系 

※２：主蒸気系，給水系，残留熱除去系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，

原子炉隔離時冷却系，原子炉補機冷却系，原子炉浄化系，制御棒駆動水圧系，

ほう酸水注入系，放射性ドレン移送系，可燃性ガス濃度制御系，窒素ガス制御

系 

 

耐震 

クラス 
主要な設備 

起因事象および  
影響緩和機能に  
関連する設備  

h. 補助設備 

炉心支持構造物 － 

原子炉補機冷却系 ○ 

原子炉補機海水系  ○ 

非常用ディーゼル発電機 － 

高圧炉心スプレイ補機冷却系 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系 ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 － 

電気計装設備 ○ 

残留熱除去系（燃料プール水補給設備） － 

Ｓ 

ほう酸水注入系 － 

i. その他設備 

 格納容器ベント設備 ○ 

 原子炉への代替注水設備 ○ 

その他 燃料プールへの代替注水設備 ○ 

 送水車 ○ 

 外部電源設備（開閉所設備等） ○ 
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敷地内への浸水による影響評価について 

 

 

1. 敷地内の浸水深さと時間について 

浸水影響評価においては，振幅が津波高さ，周期が 15分の正弦波の津波

を設定し，以下のとおり敷地内の浸水深さと時間を評価する。 

 

【敷地内の浸水深さと時間】 
           
                  ｔ 
    ｈ ＝ Ｈ・ｓｉｎ ２π・    －ｈ０  ・・・①式 
                  Ｔ 

     

ｈ ：敷地内の浸水深さ（m） 

    Ｈ ：津波高さ（m） 

    ｈ０：敷地高さ EL8.5m 

    ｔ ：時間（min） 

    Ｔ ：津波周期（min） 

 

 

 

 

 
最大浸水高さ ＝ Ｈ-ｈ０(m) 

浸水時間 

7.5 5 0 

時間（min） 

津
波
高
さ
（ 

） 

m 

敷地高さｈ０＝ 8.5m 
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2. 扉等の波圧設定 

 扉等の強度を考慮する場合において，国土交通省にて策定した「東日本大

震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の

要件に係る暫定指針」（以下，「暫定指針」という。）を参考に，下表に基づ

き設定する。 

 

表 扉等に対する波圧の設定方法 

対象箇所 要  件 
浸水深さに対す

る静水圧の倍率 

① 
堤防や前面の建築物等による軽減効果が

見込まれる場合 

２．０倍 

② ①＋海岸等から 500m以上離れている箇所 １．５倍 

③ 
津波の影響を直接受ける箇所 

（①および②に該当しない場合） 

３．０倍 
外扉 

④ 津波の影響を直接受けない建物外扉 １．０倍 

内扉 ⑤ 津波の影響を直接受けない建物内扉 １．０倍 

※：①～③は暫定指針による。④，⑤は設置状況により個別に判断 

 

3. 設備の損傷判断 

設備について，津波の影響により損傷・機能喪失する高さは次のとおり

である。 

 

(1) 屋外設備について 

 屋外設備については，津波による損傷・機能喪失を考慮し，津波高さ

が当該設備の設置高さを上回った場合に，保守的に当該設備が損傷する

ものとする。なお，補機海水系設備は，取水槽内の水密化された区画に

設置していることを考慮する。 

 

(2) 建物内設備について 

   建物内設備については，津波が建物内に浸水することによる機能喪失

を考慮し， 4.項により建物内の浸水高さを評価し，設置高さとの比較か

ら，建物内の浸水高さが設置高さを上回った場合に，保守的に当該設備

が損傷するものとする。 

   

4. 建物内の浸水高さについて 

津波による建物内の浸水高さについては，1.項で求めた津波による敷地

内の浸水深さと時間，ならびに 2.項で設定した扉等に対する波圧に基づき，

以下のとおり評価する。 

・2.項で設定した扉に対する波圧と評価する扉等の強度を比較し，波圧
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に対する強度を有しない場合は，扉が損傷するものとする。 

・扉が損傷する場合は，扉設置部分がすべて開口しているものとする。 

・扉が損傷しない場合は，躯体と扉のクリアランス（隙間）を開口とし

て浸水するものとする。なお，水密扉への取替えや，水密補強を実施

した扉については，その扉の持つ水密性能までは漏水しないものとす

る。 

・建物外扉からの浸水は，最終的には階段室等を通じて最地下階に流下

していくものとする。 

・単位時間あたりの浸水量は，1.項で求めた津波による敷地内の浸水深

さおよび時間を用いて，水理公式を応用した以下の式で求める。なお

①式で評価対象扉等の設置高さをｈ０に用いる。  
 

 

【建物内浸水量評価式】 

  

Ｑ＝Ｃ・Ａ・（２ｇｈ）1/2 ×3600   ・・・②式 

 

    Ｑ：単位時間当りの浸水量（m３/h） 

    Ｃ：流量係数（0.6（－）） 

    Ａ：流入面積（m２）   

隙間浸水：開口面積，全破損浸水：扉幅×浸水深さ 

    ｇ：重力加速度（9.8m/s２） 

    ｈ：敷地内の浸水深さ（m）（①式による） 

 

5. 設備の裕度の評価 

  設備について，許容津波高さと設計津波高さの差を裕度とする。 

 

以 上 

 



 
 
 

島根２号機の敷地高さと主要な設備の設置高さ 

添
付
 
5
.
2
-
4
  

原子炉隔離時冷却ポンプ 

S2 添5.2-4 R0 

燃料プール 

予備変圧器 

EL15.0m 

EL1.3m 
 EL1.1m 

EL42.8m 

EL15.3m 

EL8.5m 

原子炉補機海水ポンプ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

原子炉建物 

タービン建物 

原子炉格納容器 

主蒸気逃がし安全弁 

EL23.8m 

EL8.8m 

格納容器ベント弁 

原
子
炉
圧
力
容
器 
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設計津波高さ(a)：6.5　　単位：m

設置 損傷 設置 許容津波 裕度
場所 モード 高さ

※ 高さ(b) （b-a）
屋外 浸水 15.0 15.0 8.5
屋外 浸水 8.5 8.5 2.0
R/B 浸水 23.8 23.8 17.3
R/B 浸水 23.8 23.8 17.3
R/B 浸水 23.8 23.8 17.3
R/B
T/B
Rw/B

浸水 2.8 15.0 8.5

Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
R/B
Rw/B
C/B

浸水 2.8 15.0 8.5

R/B 浸水 1.3 15.0 8.5
Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5

ＲＣＷポンプ R/B 浸水 15.3 15.3 8.8
ＲＣＷサージタンク R/B 浸水 42.8 42.8 36.3
弁 R/B 浸水 2.8 15.0 8.5
ＲＳＷポンプ 屋外 浸水 1.1 8.5 2.0
弁 屋外 浸水 1.1 8.5 2.0

ＨＰＣＷポンプ R/B 浸水 2.6 15.0 8.5

ＨＰＣＷサージタンク R/B 浸水 8.8 15.0 8.5

ＨＰＳＷポンプ 屋外 浸水 1.1 8.5 2.0

弁 屋外 浸水 1.1 8.5 2.0

設置場所の凡例
　R/B：原子炉建物
　T/B：タービン建物
　Rw/B：廃棄物処理建物
　C/B：制御室建物

設　備

※：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載

起因事象に関連する設備の許容津波高さ評価結果（原子炉）

起因事象

予備変圧器
外部電源喪失

起動変圧器

交流電源喪失

非常用メタクラ

原子炉補機冷却系
（ＲＣＷ）

原子炉補機海水系
（ＲＳＷ）

非常用コントロールセンタ

直流電源喪失
蓄電池
充電器盤
直流盤
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高圧炉心スプレイ
補機冷却系
（ＨＰＣＷ）

高圧炉心スプレイ
補機海水系
（ＨＰＳＷ）

最終ヒートシン
ク喪失

計装・制御系喪
失に伴う制御不
能

制御盤

計装ラック
計装用無停電交流電源装置

動力変圧器
非常用ロードセンタ
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：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

※１ 送水車に

よる注水 

※１ 

※１ 

失敗 

※１ 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 失敗 

失敗 

成功 成功 成功 
成功 

成功 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

失敗 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

格納容器ベント 
による除熱 

成功 

格納容器ベント 
による除熱 

スクラム系によ

る原子炉停止 
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イベントツリーに係る設備の機能的な関係の整理（津波：原子炉） 

代替注水    フロントライン系 

 

サポート系 

主蒸気逃がし
安全弁による
圧力制御 

原子炉隔離時冷
却系による注水 

主蒸気逃がし安
全弁による減圧 復水輸送系 消火系 

送水車に 
よる注水 

格納容器ベ
ントによる
除熱 

計装・制御 － ○ ○ ○ ○ ○ － 

直流電源による電源供給

（230V含む） 
－ ○ ○ ○ ○ ○ － 



影響緩和機能（フロントライン系）に関連する設備 設計津波高さ(a)：6.5　　単位：m
設置 損傷 設置 許容津波 裕度
場所 モード 高さ

※２ 高さ(b) （b-a）
主蒸気逃がし安全弁
(ＳＲＶ)による圧力制
御

主蒸気逃がし安
全弁

ＳＲＶ本体
PCV
(R/B)

浸水 23.8 23.8 17.3

復水輸送系 復水貯蔵タンク 屋外 浸水 15.0 15.0 8.5
ＲＣＩＣポンプ R/B 浸水 1.3 15.0 8.5
ＲＣＩＣタービン R/B 浸水 1.3 15.0 8.5
弁 R/B 浸水 1.3 15.0 8.5

主蒸気逃がし安全弁
(ＳＲＶ)による減圧

主蒸気逃がし安
全弁

ＳＲＶ本体
PCV
(R/B)

浸水 23.8 23.8 17.3

復水貯蔵タンク 屋外 浸水 15.0 15.0 8.5
補助復水貯蔵タンク 屋外 浸水 15.0 15.0 8.5
ＣＷＴポンプ R/B 浸水 8.8 15.0 8.5

R/B
T/B

浸水 0.2 11.2 4.7

水ろ過・純水設
備系

ろ過水タンク 屋外 浸水 30.2 30.2 23.7

消火系 消火ポンプ Wt/B 浸水 22.0 22.0 15.5
R/B
T/B

浸水 0.2 11.2 4.7

屋外 浸水 15.0 15.0 8.5
残留熱除去系
(直接繋ぎ込み)

弁 R/B 浸水 19.0 19.0 12.5

復水輸送系
(直接繋ぎ込み)
⇒残留熱除去系

弁 R/B 浸水 19.0 19.0 12.5

送水口
⇒消火系
⇒復水輸送系
⇒残留熱除去系

弁

R/B
T/B
C/B
屋外

浸水 0.2 11.2 4.7

格納容器ベントによる
除熱

R/B 浸水 8.8 15.0 8.5

設置場所の凡例
　PCV：原子炉格納容器
　R/B：原子炉建物
　T/B：タービン建物
　C/B：制御室建物
　Wt/B：水ろ過排水処理装置建物

※１：サプレッションチェンバ，ＳＲＶアキュムレータおよび配管は浸水により機能喪失に至らないため，津波裕度の評価
結果に影響しない

S
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添
5
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-
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R
0

原子炉隔離時冷却系
(ＲＣＩＣ)による注水

復水輸送系(ＣＷＴ)に
よる代替注水

添付 5.2-8
(1/2)

※２：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載

影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さ評価結果（原子炉）

フロント
ライン系

弁

送水車による注水

消火系(ＦＰ)による代
替注水

原子炉隔離時冷
却系

送水車

弁

弁

復水輸送系

設　備
※１



影響緩和機能（サポート系）に関連する設備 設計津波高さ(a)：6.5　　単位：m
設置 損傷 設置 許容津波 裕度
場所 モード 高さ

※ 高さ(b) （b-a）
230V蓄電池 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
230V充電器盤 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
230V直流盤 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
ＲＣＩＣ直流コントロールセンタ R/B 浸水 10.3 15.0 8.5

制御盤
R/B
Rw/B
C/B

浸水 2.8 15.0 8.5

計装ラック R/B 浸水 1.3 15.0 8.5
計装用無停電交流電源装置 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
蓄電池 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
充電器盤 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
直流盤 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5

設置場所の凡例
　R/B：原子炉建物
　Rw/B：廃棄物処理建物
　C/B：制御室建物
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添付 5.2-8
(2/2)

直流電源による電源供
給

230V直流電源による電
源供給

サポート系

※：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載

影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さ評価結果（原子炉）

設　備

計装・制御
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各影響緩和機能の概略系統図（津波：原子炉） 

 

 

１：主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）による圧力制御/減圧の概略系統図 

２：原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）による注水の概略系統図 

３：電源関係の概略系統図 

４：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図 

５：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図 

６：送水車による注水の概略系統図 

７：格納容器ベントによる除熱の概略系統図 

 

 

略称  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＲＶ：主蒸気逃がし安全弁  
ＲＣＩＣ：原子炉隔離時冷却系  
ＣＷＴ：復水輸送系  
ＦＰ：消火系  
ＭＳ：主蒸気系 

ＦＷ：給水系 

ＣＵＷ：原子炉浄化系 

 

ＲＨＲ：残留熱除去系 

ＲＣＷ：原子炉補機冷却系  
ＮＧＣ：窒素ガス制御系  
ＳＧＴ：非常用ガス処理系  
ＡＯ：空気駆動 

ＭＯ：電気駆動 

ＨＯ：油圧駆動 
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１：主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）による圧力制御/減圧の概略系統図

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

AO AO 

SRV 

(ｱｷｭﾑﾚｰﾀ含む) 
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ポンプ 
RCIC 

タービン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２：原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）による注水の概略系統図

AO AO 

MO MO 

MO 

MO 

MO 

HO MO 
MO 

復水貯蔵 

タンク 

MO 

MO 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

CUW 

FW 

CUW 

RCIC 

MS 

RCIC 
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３：電源関係の概略系統図 

非常用メタクラ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

 蓄電池 

 充電器盤 

常用 

メタクラ 

動力 

変圧器 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用メタクラ 

動力 

変圧器 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

直流盤 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

 230V 

蓄電池 

 230V 

充電器盤 

230V直流盤 

常用 

メタクラ 

Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
弁 

RCIC直流ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ロードセンタ 非常用ロードセンタ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 蓄電池 

直流盤 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 充電器盤 

：遮断器 

外部電源  

 制御盤  

  制御盤  制御盤  

計
装
ラ
ッ
ク 

計
装
ラ
ッ
ク 
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CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

RHR 
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４：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図

復水貯蔵 

タンク 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

MO 

MO MO 

MO 

MO 

MO 
MO MO 

MO 

MO 
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RHR 
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５：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図

ろ過水 
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MO 

復水貯蔵 
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補助復水 

貯蔵タンク 

MO 

MO MO 

MO 

MO 

MO 
MO MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

MO 



S2 添 5.2-9 R0 

 

添
付
 
5
.
2
-
9
 

(
7
/
8
)
 

 

送水車 
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F
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消火ポンプ 

CWT RHR 
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ポンプ 

RHR 

ポンプ 

RHR 

熱交換器 

ホース 

ホース 

ホース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６：送水車による注水の概略系統図

送水口へ 

接続する場合 

RHR系へ 

接続する場合 

ろ過水 

タンク 

MO 

復水貯蔵 

タンク 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

MO 

MO 

MO 

MO 
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MO MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
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CWT系へ 

接続する場合 
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排気筒 ラプチャー 

ディスク 
SGT NGC 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７：格納容器ベントによる除熱の概略系統図 

 
AO AO MO 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
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添付 5.2-10 

(1/12) 

 

 
 
 

各影響緩和機能のフォールトツリー (津波：原子炉 ) 
 
１：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による圧力制御のフォールトツリー 

２：原子炉隔離時冷却系(ＲＣＩＣ)による注水のフォールトツリー 

３：230V直流電源による電源供給のフォールトツリー 

４：計装・制御のフォールトツリー 

５：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

６：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による減圧のフォールトツリー 

７：代替注水のフォールトツリー 

８：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

９：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

10：送水車による注水のフォールトツリー 

11：格納容器ベントによる除熱のフォールトツリー 

 
 
フォールトツリーの凡例  

 
 
 
 
 
 
 

(○ ) ：サプレッションチェンバ，ＳＲＶアキュムレータおよび配
管は浸水により機能喪失に至らないため，津波裕度の評価

結果に影響しない。  
 

 
略称  

 

：設備 

：機能 

：論理積(ＡＮＤ条件) 

：論理和(ＯＲ条件) 

ＳＲＶ：主蒸気逃がし安全弁  
ＲＣＩＣ：原子炉隔離時冷却系  
ＣＷＴ：復水輸送系  
ＦＰ：消火系  
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１：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による圧力制御のフォールトツリー 

主蒸気逃がし安全弁による 
圧力制御機能喪失 

SRV 
本体 

23.8m 
 

23.8m 
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２：原子炉隔離時冷却系(ＲＣＩＣ)による注水のフォールトツリー 

原子炉隔離時冷却系による 
注水機能喪失 

 

 
配管 

 

RCIC 
タービン 

RCIC 
ポンプ 

15.0m 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

(○) 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

計装・制御 
機能喪失 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ
ﾁｪﾝﾊﾞ 

弁 

230V直流電源に
よる電源供給 
機能喪失 

15.0m 
 

 
 復水貯蔵
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(○) 
 



S2 添5.2-10 R0 

 

添
付
 
5
.
2
-
1
0
 

(
4
/
1
2
)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３：230V直流電源による電源供給のフォールトツリー 

230V 
充電器盤 

15.0m 
 

230V 
直流盤 

15.0m 
 

RCIC直流 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀ 

15.0m 
 

230V 
蓄電池 

15.0m 
 

 

15.0m 
 
230V直流電源に
よる電源供給 
機能喪失 
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４：計装・制御のフォールトツリー 

制御盤 

15.0m 

計装 
ラック 

計装・制御 
機能喪失 

15.0m 
 

15.0m 
 

計装用 
無停電 
交流電源 
装置 

15.0m 
 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

15.0m 
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５：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

 
充電器盤 

15.0m 
 

直流盤 

直流電源による 
電源供給機能喪失 
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６：主蒸気逃がし安全弁(ＳＲＶ)による減圧のフォールトツリー 

主蒸気逃がし安全弁 
による減圧機能喪失 

(○) 
 

 

 SRV 
本体 

23.8m 
 

SRV 
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７：代替注水のフォールトツリー 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

消火系による 
代替注水機能喪失 

代替注水機能喪失 

11.2m 
 

11.2m 
 

11.2m 
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８：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

 

CWT 
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９：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

消火 
ポンプ 

消火系による 
代替注水機能喪失 

15.0m 
 

配管 
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10：送水車による注水のフォールトツリー 

送水車 
 

15.0m 
 

送水車による 
注水機能喪失 

配管 

19.0m 

弁 

(○) 
 

配管 弁 

15.0m 
 

(○) 
 

11.2m 
 

15.0m 
 残留熱除去系 

(直接繋ぎ込み) 
機能喪失 

送水口⇒消火系 
⇒復水輸送系 
⇒残留熱除去系 
機能喪失 

 

 
計装・制御 
機能喪失 

配管 弁 

(○) 
 

19.0m 

復水輸送系 
（直接繋ぎ込み） 
⇒残留熱除去系 
機能喪失 

 



S2 添5.2-10 R0 

 

添
付
 
5
.
2
-
1
0
 

(
1
2
/
1
2
)
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11：格納容器ベントによる除熱のフォールトツリー 

格納容器ベント 
による除熱機能喪失 

 

(○) 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

配管 弁 



S2 添5.2-11 R0 

最終ヒートシンク喪失のイベントツリー(原子炉) 

添
付
 
5
.
2
-
1
1
 

：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 

シナリオ① 

11.2m 

シナリオ② 

15.0m 

シナリオ③ 

11.2m 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

※１ 送水車に

よる注水 

※１ 

※１ 

失敗 

※１ 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 失敗 

失敗 

成功 成功 成功 
成功 

成功 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

失敗 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

格納容器ベント 
による除熱 

23.8m 15.0m 15.0m 11.2m 
15.0m 

15.0m 

15.0m 
15.0m 

11.2m 

成功 

格納容器ベント 
による除熱 

スクラム系によ

る原子炉停止 



S2 添5.2-12 R0 

最終ヒートシンク喪失のイベントツリー(原子炉)(緊急安全対策前) 

添
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.
2
-
1
2
 

 
 
 
 
 
 

シナリオ① 

8.5m 

シナリオ② 

8.5m 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

スクラム系によ

る原子炉停止 
主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

※１ 

※１ 

※１ 

失敗 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 失敗 

成功 成功 成功 
成功 

成功 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

失敗 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

格納容器ベント 
による除熱 

23.8m 
8.5m 

8.5m 
8.5m 8.5m 

8.5m 8.5m 8.5m 

※１ 

格納容器ベント 
による除熱 



添付 5.2-13

設計津波高さ(a)：6.5　　単位：m

設置 損傷 設置 許容津波 裕度
場所 モード 高さ

※ 高さ(b) （b-a）
屋外 浸水 15.0 15.0 8.5
屋外 浸水 8.5 8.5 2.0
R/B 浸水 23.8 23.8 17.3
R/B 浸水 23.8 23.8 17.3
R/B 浸水 23.8 23.8 17.3
R/B
T/B
Rw/B

浸水 2.8 15.0 8.5

Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
R/B
Rw/B
C/B

浸水 2.8 15.0 8.5

R/B 浸水 1.3 15.0 8.5
Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5

ＲＣＷポンプ R/B 浸水 15.3 15.3 8.8
ＲＣＷサージタンク R/B 浸水 42.8 42.8 36.3
弁 R/B 浸水 2.8 15.0 8.5
ＲＳＷポンプ 屋外 浸水 1.1 8.5 2.0
弁 屋外 浸水 1.1 8.5 2.0

設置場所の凡例
　R/B：原子炉建物
　T/B：タービン建物
　Rw/B：廃棄物処理建物
　C/B：制御室建物

交流電源喪失

非常用メタクラ
動力変圧器
非常用ロードセンタ

非常用コントロールセンタ

計装・制御系喪
失に伴う制御不
能

制御盤

計装ラック
計装用無停電交流電源装置

直流電源喪失
蓄電池
充電器盤
直流盤

予備変圧器
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起因事象 設　備

最終ヒートシン
ク喪失

原子炉補機冷却系
（ＲＣＷ）

原子炉補機海水系
（ＲＳＷ）

外部電源喪失
起動変圧器

※：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載

起因事象に関連する設備の許容津波高さ評価結果（燃料プール）



S2 添5.2-14 R0 

最終ヒートシンク喪失のイベントツリー(燃料プール) 

添
付
 
5
.
2
-
1
4
 

：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 

燃料プールへの注水 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

冷
却
成
功 

失敗 

成功 代替注水 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

燃
料
損
傷 

失敗 

成功 
送水車による注水 

燃料プール補給水系による注水 成功 

失敗 

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 



S2 添付5.2-15 R0 
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イベントツリーに係る設備の機能的な関係の整理（津波：燃料プール） 

代替注水    フロントライン系 

 

サポート系 

燃料プール補給
水系による注水 

復水輸送系 補給水系 消火系 

送水車による注
水 

計装・制御 ○ ○ － ○ － 

直流電源による電源供給 ○ ○ － ○ － 

常用電源盤 － － ○ － － 

1号機常用電源盤 － － ○ － － 

１号機計装・制御 － － ○ － － 



影響緩和機能（フロントライン系）に関連する設備 設計津波高さ(a)：6.5　　単位：m
設置 損傷 設置 許容津波 裕度
場所 モード 高さ

※２ 高さ(b) （b-a）
復水輸送系 復水貯蔵タンク 屋外 浸水 15.0 15.0 8.5

ＦＭＷポンプ R/B 浸水 8.8 15.0 8.5
弁 R/B 浸水 8.8 15.0 8.5
復水貯蔵タンク 屋外 浸水 15.0 15.0 8.5

補助復水貯蔵タ
ンク

屋外 浸水 15.0 15.0 8.5

ＣＷＴポンプ R/B 浸水 8.8 15.0 8.5
ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ R/B 浸水 34.7 34.7 28.2

弁
R/B
T/B

浸水 0.2 11.2 4.7

復水輸送系
⇒ホース

弁
R/B
T/B

浸水 0.2 11.2 4.7

水ろ過・純水設備系 純水タンク 屋外 浸水 15.0 15.0 8.5

A,B-補給水ポン
プ

De/B 浸水 15.0 15.0 8.5

C-補給水ポンプ De/B 浸水 15.0 15.0 8.5
R/B
T/B

浸水 8.8 15.0 8.5

水ろ過・純水設備系 ろ過水タンク 屋外 浸水 30.2 30.2 23.7

消火系 消火ポンプ Wt/B 浸水 22.0 22.0 15.5

ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ R/B 浸水 34.7 34.7 28.2

弁
R/B
T/B

浸水 0.2 11.2 4.7

消火系
⇒消火栓
⇒ホース

弁 R/B 浸水 42.8 42.8 36.3

屋外 浸水 15.0 15.0 8.5

ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ R/B 浸水 34.7 34.7 28.2

弁
R/B
T/B

浸水 0.2 11.2 4.7

送水口
⇒消火系
⇒消火栓
⇒ホース

弁
R/B
C/B
屋外

浸水 8.8 15.0 8.5

設置場所の凡例
　R/B：原子炉建物
　T/B：タービン建物
　C/B：制御室建物
　De/B：純水装置建物
　Wt/B：水ろ過排水処理装置建物

復水輸送系
⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ

送水車

補給水系

添付 5.2-16
(1/2)

影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さ評価結果（燃料プール）

フロント
ライン系

補給水系（ＭＵＷ）
による代替注水

復水輸送系

弁

燃料プール補給水系
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設　備
※１

消火系
⇒復水輸送系
⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ

送水車による注水

送水口
⇒消火系
⇒復水輸送系
⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ

復水輸送系(ＣＷＴ)
による代替注水

燃料プール補給水系
(ＦＭＷ)による注水

消火系(ＦＰ)による
代替注水

※２：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載
※１：配管は浸水により機能喪失に至らないため，津波裕度の評価結果に影響しない



影響緩和機能（サポート系）に関連する設備 設計津波高さ(a)：6.5　　単位：m
設置 損傷 設置 許容津波 裕度
場所 モード 高さ

※ 高さ(b) （b-a）

制御盤
R/B
Rw/B
C/B

浸水 2.8 15.0 8.5

計装ラック R/B 浸水 1.3 15.0 8.5
計装用無停電交流電源装置 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
蓄電池 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
充電器盤 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
直流盤 Rw/B 浸水 12.3 15.0 8.5
常用メタクラ T/B 浸水 12.5 15.0 8.5
動力変圧器 T/B 浸水 12.5 15.0 8.5
常用ロードセンタ T/B 浸水 12.5 15.0 8.5
常用コントロールセンタ De/B 浸水 15.0 15.0 8.5

1号機常用電源盤 －
1号機計装・制御 －

設置場所の凡例
　R/B：原子炉建物
　T/B：タービン建物
　Rw/B：廃棄物処理建物
　C/B：制御室建物
　De/B：純水装置建物

※：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載

常用電源盤

許容津波高さを評価しない
許容津波高さを評価しない
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直流電源による電源供
給

計装・制御

影響緩和機能に関連する設備の許容津波高さ評価結果（燃料プール）

設　備サポート系

添付 5.2-16
(2/2)



 

添付 5.2-17 

(1/7) 
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各影響緩和機能の概略系統図（津波：燃料プール） 

 

 

１：電源関係の概略系統図 

２：燃料プール補給水系（ＦＭＷ）による注水の概略系統図 

３：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図 

４：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水の概略系統図 

５：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図 

６：送水車による注水の概略系統図 

 

 

略称  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＦＰＣ：燃料プール冷却系  
ＲＣＷ：原子炉補機冷却系  
ＨＰＣＳ：高圧炉心スプレイ系  
ＭＯ：電気駆動  

ＦＭＷ：燃料プール補給水系 

ＣＷＴ：復水輸送系  
ＭＵＷ：補給水系  
ＦＰ：消火系  
ＲＨＲ：残留熱除去系  
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添付 5.2-17 

(2/7) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１：電源関係の概略系統図  

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

非常用メタクラ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

 蓄電池 

 充電器盤 

常用 

メタクラ 

動力 

変圧器 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用メタクラ 

動力 

変圧器 

１号機 

動力変圧器 

１号機常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

Ｍ
Ｕ
Ｗ
ポ
ン
プ 

１号機常用ロードセンタ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

Ｃ
Ｗ
Ｔ
ポ
ン
プ 

消
火
ポ
ン
プ 

直流盤 

計装ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

常用 

メタクラ 

１号機 

常用メタクラ 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

非常用ロードセンタ 非常用ロードセンタ 

Ｆ
Ｍ
Ｗ
ポ
ン
プ 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 蓄電池 

直流盤 

 計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

 充電器盤 

：遮断器 

外部電源  

 制御盤   制御盤  計装ラック 計装ラック 

動力変圧器 

常用ロードセンタ 

常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

Ｍ
Ｕ
Ｗ
ポ
ン
プ 
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２：燃料プール補給水系（ＦＭＷ）による注水の概略系統図

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

FMW HPCS HPCS CWT 

FMWポンプ 

復水貯蔵 

タンク 

MO 

MO 



S2 添5.2-17 R0 

 

添
付
 
5
.
2
-
1
7
 

(
4
/
7
)
 

 

RHR 

ポンプ 

CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

RHR 

RHR FPC 

FPC 

CWT FPC 

ホース 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３：復水輸送系（ＣＷＴ）による代替注水の概略系統図

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 
MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 

タンク MO 

MO 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

RHR 

熱交換器 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

MO 

MO 
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４：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水の概略系統図

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

MUWポンプ 

純水タンク 
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C
W
T
F
P

消火ポンプ 

RHR 

ポンプ 

CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ 

RHR 

RHR FPC 

FPC 

CWT FPC 

ホース 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５：消火系（ＦＰ）による代替注水の概略系統図

MO 

消火栓へ 

ろ過水 

タンク 

FPから 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 
MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 

タンク MO 

MO 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

RHR 

熱交換器 

MO 

MO 

RCW 

サプレッションチェンバ 
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MO 

MO 



S2 添5.2-17 R0 

 

添
付
 
5
.
2
-
1
7
 

(
7
/
7
)
 

 

送水車 

C
W
T
F
P

消火ポンプ 

RHR 

ポンプ 

CWT RHR 

CWT 

ポンプ 

燃料プール 

ｽｷﾏ 

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

RHR 

RHR FPC 

FPC 

CWT FPC 

ホース 

ホース ホース  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６：送水車による注水の概略系統図  

送水口へ 

接続する場合 

燃料プールへ

直接注水する

場合 

MO 

消火栓へ 

ろ過水 

タンク 

FPから 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 
MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 

タンク MO 

MO 

補助復水 

貯蔵タンク 

RHR 

熱交換器 

MO 

MO 
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サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原
子
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MO 
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添付 5.2-18 

(1/10) 

 

 

 

 

各影響緩和機能のフォールトツリー(津波：燃料プール) 

 

 

１：燃料プール補給水系(ＦＭＷ)による注水のフォールトツリー 

２：計装・制御のフォールトツリー 

３：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

４：代替注水のフォールトツリー 

５：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

６：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水のフォールトツリー 

７：常用電源盤のフォールトツリー 

８：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

９：送水車による注水のフォールトツリー 

 
 
フォールトツリーの凡例  

 
 
 
 
 
 
 

(○ ) ：配管は浸水により機能喪失に至らないため，津波裕度の評
価結果に影響しない。  

(－) ：許容津波高さを評価しない設備。  
 

 

略称 

 

 
 

：設備 

：論理積(ＡＮＤ条件) 

：論理和(ＯＲ条件) 

：機能 

ＦＭＷ：燃料プール補給水系  
ＣＷＴ：復水輸送系  
ＭＵＷ：補給水系  
ＦＰ：消火系  
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１：燃料プール補給水系(ＦＭＷ)による注水のフォールトツリー 

FMW 
ポンプ 

配管 

燃料プール補給水系 
による注水機能喪失 

計装・制御 
機能喪失 

15.0m 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

 (○) 
 

弁 復水貯蔵
タンク 

15.0m 
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２：計装・制御のフォールトツリー 

制御盤 

15.0m 

計装 
ラック 

計装・制御 
機能喪失 

15.0m 
 

15.0m 

計装用 
無停電 
交流電源 
装置 

15.0m 
 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

15.0m 
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３：直流電源による電源供給のフォールトツリー 

 
充電器盤 

15.0m 
 

直流盤 

直流電源による 
電源供給機能喪失 

 
蓄電池 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

15.0m 
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４：代替注水のフォールトツリー 

代替注水機能喪失 

補給水系による 
代替注水機能喪失 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

消火系による 
代替注水機能喪失 

(－) 
 

15.0m 
 

11.2m 
 

15.0m 
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５：復水輸送系(ＣＷＴ)による代替注水のフォールトツリー 

CWT 
ポンプ 

復水輸送系による 
代替注水機能喪失 

11.2m 
 

15.0m 
 

配管 弁 

11.2m 
 

(○) 
 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

34.7m 
 

11.2m 
 

弁 

(○) 
 

配管 

補助 
復水貯蔵
タンク 
 

復水貯蔵
タンク 

15.0m 
 

15.0m 
 

計装・制御 
機能喪失 

15.0m 
 

復水輸送系 
⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系 
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ 
機能喪失 

 
復水輸送系 
⇒ホース 
機能喪失 
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６：補給水系（ＭＵＷ）による代替注水のフォールトツリー 

純水 
タンク 

補給水系による 
代替注水機能喪失 

1号機 
計装・制御 
機能喪失 

(－) 
 

15.0m 
 

15.0m 
 

(－) 
 

A,B-補給水 
ポンプ 

 
1号機 

常用電源盤 
機能喪失 

(－) 
 

C-補給水 
ポンプ 

 
常用電源盤 
機能喪失 

15.0m 
 

15.0m 
 

配管 
 

(○) 
 

15.0m 
 

弁 
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７：常用電源盤のフォールトツリー 

常用電源盤 
機能喪失 

動力 
変圧器 

常用 
メタクラ 

常用 
ロード 
センタ 

常用 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀ 

15.0m 
 

15.0m 15.0m 

15.0m 
 

15.0m 
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８：消火系（ＦＰ）による代替注水のフォールトツリー 

ろ過水 
タンク 

消火 
ポンプ 

消火系による 
代替注水機能喪失 

消火系 
⇒復水輸送系 

⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系 
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ 
機能喪失 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

15.0m 
 

30.2m 
 

22.0m 
 

34.7m 11.2m 
 

配管 弁 

42.8m 
 

(○) 
 

弁 

(○) 
 

計装・制御 
機能喪失 

15.0m 
 

配管 

 
消火系 
⇒消火栓 
⇒ホース 
機能喪失 
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９：送水車による注水のフォールトツリー 

送水車 
 

送水車による
注水機能喪失 

15.0m 
 

15.0m 
 

ｽｷﾏｻｰｼﾞ 
ﾀﾝｸ 

送水口 
⇒消火系 
⇒復水輸送系 

⇒燃料ﾌﾟｰﾙ冷却系 
⇒ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ 
機能喪失 

34.7m 
 

11.2m 
 

弁 

(○) 
 

弁 配管 

(○) 
 

15.0m 
 

配管 

 送水口 
⇒消火系 
⇒消火栓 
⇒ホース 
機能喪失 

15.0m 
 

送水車 
（直接注水） 
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：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 

燃料プールへの注水 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

冷
却
成
功 

失敗 

成功 代替注水 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

燃
料
損
傷 

失敗 

成功 
送水車による注水 

燃料プール補給水系による注水 成功 

失敗 

シナリオ① 

15.0m 

シナリオ② 

15.0m 

シナリオ③ 

15.0m 

15.0m 

15.0m 

15.0m 
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最終ヒートシンク喪失のイベントツリー(燃料プール)(緊急安全対策前) 
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燃料プールへの注水 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

成功 

失敗 

8.5m 

シナリオ① 

8.5m 

燃料プール補給水系による注水 
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地震・津波の起因事象に対するイベントツリー（原子炉）（１／２） 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
Ｅ ：耐震裕度 
Ｔ ：許容津波高さ 
(－) ：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
外部電源喪失 

冷
却
成
功 

失敗

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 

シナリオ④ 

シナリオ⑤ 

残留熱除去系

による除熱 
スクラム系によ

る原子炉停止 
主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

高圧炉心

スプレイ

系による
注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 

･残留熱除去系(低圧注水) 

･低圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント

による除熱 

※１ 

※１ 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

失敗

※１ 

失敗

失敗

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

成功 成功 成功 

成功 成功 

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗 

失敗

E:2.19 

T:23.8m 

燃
料
損
傷 ※１ 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.05 

T:15.0m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.21 

T:15.0m 

E:2.02 

T:8.5m 

E:2.19 

T:15.0m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.21 

T:15.0m 

E:(-) 

T:11.2m 

失敗

E:1.57 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 

※２ 

非常用発電設備に

よる電源供給 
・非常用ディーゼ 
ル発電設備 
・高圧炉心スプレ 
イ系ディーゼル 
発電設備 
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地震・津波の起因事象に対するイベントツリー（原子炉）（２／２） 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
Ｅ ：耐震裕度 
Ｔ ：許容津波高さ 
(－) ：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 

：更なる信頼性向上対策 

：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

冷
却
成
功 

シナリオ⑥ 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

格納容器ベント

による除熱 

※１ 
送水車に

よる注水 

高圧発電機

車による電
源供給 

※１ 

※１ 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント

による除熱 

送水車に

よる注水 

ガスター

ビン発電

機による

電源供給 
代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

失敗 失敗 失敗 失敗

失敗

成功 成功 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

成功 成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

失敗

失敗
失敗

失敗

失敗

失敗

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント

による除熱 

※１ 送水車に

よる注水 

高圧電源融

通による電

源供給 

※１ ※１ 

※１ 

失敗 失敗 失敗 失敗
失敗

失敗

失敗

失敗

成功 
成功 

成功 

E:(-) 

T:11.2m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.0 

T:15.0m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.21 

T:15.0m 

E:2.05 

T:15.0m 

E:(-) 

T:8.5m 

E:2.19 

T:15.0m 

E:2.0 

T:15.0m 
E:2.19 

T:15.0m 

E:(-) 

T:11.2m 

E:2.0 

T:15.0m 

E:2.21 

T:15.0m 

E:(-) 

T:15.0m 
E:2.19 

T:15.0m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:(-) 

T:11.2m 

E:2.0 

T:15.0m 

E:2.21 

T:15.0m 

※１ 

燃
料
損
傷 

失敗

E:2.0 
T:15.0m 

成功 

※２ 
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S2 添5.3-2 R0 

（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

Ｔ ：許容津波高さ 
 

Ｅ ：耐震裕度 
 

破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

起因事象 
外部電源喪失 

冷
却
成
功 

失敗

シナリオ① 

シナリオ② 

シナリオ③ 

シナリオ④ 

シナリオ⑤ 

残留熱除去系

による除熱 
スクラム系によ

る原子炉停止 
主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

非常用発電設備に

よる電源供給 
・非常用ディーゼ 
ル発電設備 
・高圧炉心スプレ 
イ系ディーゼル 
発電設備 

高圧炉心

スプレイ

系による
注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 

･残留熱除去系(低圧注水) 

･低圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

※１ 

※１ 

残留熱除去系

による除熱 

格納容器ベント 
による除熱 

失敗

※１ 

失敗

失敗 

成功 成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

成功 成功 成功 

成功 
成功 

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

※２ 

燃
料
損
傷 

※１ 

E:2.19 

T:23.8m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.05 

T:8.5m 

E:2.02 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.21 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:2.21 

T:8.5m 

E:2.19 

T:8.5m 

E:(-) 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 



 

地震・津波の起因事象に対するイベントツリー（原子炉）（２／２）（緊急安全対策前） 
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（-）：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
 

Ｔ ：許容津波高さ 
 

Ｅ ：耐震裕度 
 

破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

冷
却
成
功 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

低圧系による注水 
･残留熱除去系(低圧注水) 

残留熱除去系

による除熱 

燃
料
損
傷 

失敗 失敗 失敗 失敗
失敗

失敗

失敗

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 

成功 成功 成功 成功 成功 

成功 
成功 

※２ 

格納容器ベント 
による除熱 代替注水 

･復水輸送系 
･消火系 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

高圧電源融

通による電

源供給 

E:2.05 

T:8.5m 

E:(-) 

T:8.5m 

E:2.19 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:1.57 

T:8.5m 

E:(-) 

T:8.5m 

E:2.21 

T:8.5m 
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地震・津波の起因事象に対するイベントツリー（燃料プール）（１／２） 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
Ｅ ：耐震裕度 
Ｔ ：許容津波高さ 
(－) ：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 

：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 

起因事象 
外部電源喪失 

非常用ディーゼル発電設備 
による電源供給 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

成功 

失敗 

失敗 

※２ 

高圧電源融通に

よる電源供給 

成功 成功 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

成功 
失敗 

失敗 
成功 

失敗 

※１ 

代替注水② 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

※１ 

E:1.57 

T:8.5m 

E:（－） 
T:15.0m 

E:1.57 
T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m 

E:（－） 

T:8.5m 

E:（－） 
T:15.0m 

残留熱除去系による除熱 

燃料プール補給水系による注水 

残留熱除去系による注水 

成功 

成功 
失敗 

失敗 
成功 

失敗 

E:1.57 
T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m 

E:（－） 
T:15.0m 

残留熱除去系による除熱 

燃料プール補給水系による注水 

残留熱除去系による注水 
E:（－） 
T:15.0m 

シナリオ① 

E:1.57 

T:8.5m 



S2 添5.3-3 R0 

地震・津波の起因事象に対するイベントツリー（燃料プール）（２／２） 
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破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 
Ｅ ：耐震裕度 
Ｔ ：許容津波高さ 
(－) ：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 

：更なる信頼性向上対策 

：緊急安全対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

※１ 

※２ 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

成功 

成功 
失敗 

成功 成功 

失敗 

失敗 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

失敗 

高圧発電機車に 
よる電源供給 

成功 

ガスタービン発電機 
による電源供給 

失敗 

燃料プール補給水系による注水 

送水車による注水 

失敗 

成功 
シナリオ② 

E:1.57 

T:8.5m 

シナリオ③ 

E:2.0 

T:15.0m 

シナリオ④ 

E:2.0 

T:15.0m 

代替注水① 
･復水輸送系 
･消火系 

※１ 

E:2.0 

T:15.0m 
E:（－） 
T:15.0m 

E:（－） 
T:15.0m 

E:2.0 

T:15.0m 

成功 

成功 
失敗 

失敗 
成功 

失敗 

E:1.57 
T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m 

E:（－） 
T:15.0m 

残留熱除去系による除熱 

燃料プール補給水系による注水 

残留熱除去系による注水 
E:（－） 
T:15.0m 

E:（－） 
T:15.0m 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 



 

地震・津波の起因事象に対するイベントツリー（燃料プール）（緊急安全対策前） 

添
付
 
5
.
3
-
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S2 添5.3-4 R0 

(－) ：基準地震動Ｓｓ相当以上の地震において，機能を期待しない設備 
Ｔ ：許容津波高さ 
Ｅ ：耐震裕度 
破線：耐震裕度を評価しない影響緩和機能 

 
 
 
 
 
 

シナリオ① 

起因事象 
外部電源喪失 

非常用ディーゼル発電設備 
による電源供給 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

残留熱除去系による除熱 

成功 成功 

失敗 

高圧電源融通に

よる電源供給 

成功 成功 

失敗 

残留熱除去系による除熱 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

成功 
燃料プール補給水系による注水 

失敗 

失敗 

残留熱除去系による注水 
成功 

失敗 

※１ 

※１ 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 

E:1.57 

T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m E:（－） 

T:8.5m 

E:（－） 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 

E:1.57 
T:8.5m 
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送電系統一覧図  
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開閉所単線結線図 
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所内単線結線図  
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直流電源単線結線図 



S2 添5.4-5 R0 

外部電源喪失から全交流電源喪失までのイベントツリー 

：ＡＭ対策 
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原子炉停止 電源確保 

起因事象 
外部電源喪失 

交
流
電
源
確
保 

燃
料
損
傷 

成功 成功 

失敗 

全
交
流
電
源
喪
失 

成功 

失敗 

成功 

非常用発電設備による電源供給 
・非常用ディーゼル発電設備 
・高圧炉心スプレイ系ディーゼル 
発電設備 

失敗 

失敗 

非常用発電設備による電源供給 
・非常用ディーゼル発電設備 
・高圧炉心スプレイ系ディーゼル 
発電設備 

※１ 

※１ 

スクラム系

による原子

炉停止 

直流電源によ

る電源供給 

低圧電源融通に

よる電源供給 



S2 添5.4-6 R0 

全交流電源喪失のイベントツリー(原子炉) 

：ＡＭ対策 

：緊急安全対策 
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：更なる信頼性向上対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

起因事象 
全交流電源喪失 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

原子炉隔離

時冷却系に

よる注水 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

低圧系による注水 

･残留熱除去系(低圧注水) 

残留熱除去系 
による除熱 

※１ 

送水車に

よる注水 

高圧発電機

車による電
源供給 

※１ 

※１ 

※１ 

失敗

※１ 

成功 

失敗 失敗

失敗

失敗
失敗

失敗

成功 成功 成功 成功 成功 

成功 成功 

成功 

※１ 

失敗 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

失敗

成功 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

送水車に

よる注水 

※１ 

失敗

失敗

成功 

成功 

失敗

ガスタービ

ン発電機に

よる電源供

給 

残留熱除去系 
による除熱 

失敗

成功 

格納容器ベント 
による除熱 

失敗

成功 

※１ 

成功 

失敗

格納容器ベント 
による除熱 



S2 添5.4-6 R0 

全交流電源喪失のイベントツリー(燃料プール) 

：緊急安全対策 
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：更なる信頼性向上対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

燃料プールの除熱・燃料プールへの注水 

起因事象 
全交流電源喪失 

※１ 

冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

成功 成功 

成功 失敗 

失敗 

成功 成功 

失敗 

失敗 

代替注水 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

残留熱除去系による除熱 
失敗 

失敗 

高圧発電機車に 
よる電源供給 

成功 

成功 

ガスタービン発電機 
による電源供給 

失敗 

燃料プール補給水系による注水 

成功 

失敗 

送水車による注水 

失敗 

成功 

代替注水 
･復水輸送系 
･消火系 

※１ 

残留熱除去系による注水 

燃料プール補給水系による注水 
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設備の概要および保全内容（1/2） 
＜原子炉の注水機能／除熱機能＞ 

設備 保全内容 

保全頻度 

M：月，Y：年度 

C：保全サイクル 

関連する機能 備考 

分解点検 78M 
原子炉隔離時冷却ポンプ 

機能・性能試験 6C 

原子炉隔離時冷却系による注水  

分解点検 91M 
残留熱除去ポンプ 

機能・性能試験 7C 

低圧系による注水（残留熱除去系（低圧注水）） 

残留熱除去系による除熱 
 

分解点検 52M 
原子炉補機冷却水ポンプ 

機能・性能試験 4C 
 

分解点検 26M 
原子炉補機海水ポンプ 

機能・性能試験 1C 

低圧系による注水（残留熱除去系（低圧注水）） 

残留熱除去系による除熱 

 

原子炉格納容器ベント弁 分解点検 78M 
格納容器ベントによる除熱 手動操作可能 

分解点検 52M 
復水輸送ポンプ 

機能・性能試験 4C 

代替注水（復水輸送系）  

復水貯蔵タンク 開放点検 26M 
原子炉隔離時冷却系による注水 

代替注水（復水輸送系） 

 

補助復水貯蔵タンク 開放点検 26M 代替注水（復水輸送系）  

分解点検 5Y 
補給水ポンプ 

機能・性能試験 5Y 

復水貯蔵タンクへの移送 

純水タンク 開放点検 10Y 

原子炉隔離時冷却系による注水 

代替注水（復水輸送系） 

 

分解点検 10Y 
消火ポンプ 

機能・性能試験 1Y 

 

ろ過水タンク 開放点検 10Y 

代替注水（消火系） 

 

外観点検 6M 
送水車 

機能・性能試験 6M 
 

輪谷貯水槽 外観点検 1Y 

送水車による注水 
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設備の概要および保全内容（2/2） 
＜燃料プールの注水機能／除熱機能＞ 

設備 保全内容 

保全頻度 

M：月，Y：年度 

C：保全サイクル 

関連する機能 備考 

分解点検 91M 
残留熱除去ポンプ 

機能・性能試験 7C 
 

分解点検 52M 
原子炉補機冷却水ポンプ 

機能・性能試験 4C 
 

分解点検 26M 
原子炉補機海水ポンプ 

機能・性能試験 1C 

残留熱除去系による注水 

残留熱除去系による除熱 

 

分解点検 78M 
燃料プール補給水ポンプ 

機能・性能試験 6C 

燃料プール補給水系による注水  

分解点検 52M 
復水輸送ポンプ 

機能・性能試験 4C 

代替注水（復水輸送系）  

復水貯蔵タンク 
開放点検 

26M 
燃料プール補給水系による注水 

代替注水（復水輸送系） 

 

補助復水貯蔵タンク 開放点検 26M 代替注水（復水輸送系）  

分解点検 5Y 
補給水ポンプ 

機能・性能試験 5Y 

※：復水貯蔵タンクへの移送 

純水タンク 開放点検 10Y 

燃料プール補給水系による注水※ 

代替注水（復水輸送系）※ 

代替注水（補給水系）  

分解点検 10Y 
消火ポンプ 

機能・性能試験 1Y 

 

ろ過水タンク 開放点検 10Y 

代替注水（消火系） 

 

外観点検 6M 
送水車 

機能・性能試験 6M 
 

輪谷貯水槽 外観点検 1Y 

送水車による注水 

 

＜電源機能＞ 

設備 保全内容 

保全頻度 

M：月，Y：年度 

C：保全サイクル 

関連する機能 備考 

115V系蓄電池 機能・性能試験 1C 

230V系蓄電池 機能・性能試験 1C 

原子炉隔離時冷却系による注水  

高圧発電機車 
外観点検 

機能・性能試験 
1M 

高圧発電機車による電源供給 
 

ガスタービン発電機 機能・性能試験 6M ガスタービン発電機による電源供給  

 



添付5.4-8
(1/2)

原子炉への注水手段および代替注水手段

復水輸送ポンプ

消火ポンプ

原子炉隔離時冷却系による注水

復水輸送ポンプによる代替注水

水源：復水貯蔵タンク
　　　  純水タンク

消火ポンプによる代替注水

水源：ろ過水タンク
消火系⇒復水輸送系⇒残留熱除去系

手順②＋①

復水輸送系⇒残留熱除去系

手順①

※電動弁は手動操作可能

手順①

水源：復水貯蔵タンク
　　　 補助復水貯蔵タンク
　　　 純水タンク

原子炉隔離時
冷却ポンプ

補助
復水貯蔵
タンク

水源： 輪谷貯水槽
　　　   海水

送水車による注水

水源：輪谷貯水槽
　　　 海水

送水車⇒消火系⇒復水輸送系⇒残留熱除去系

手順③＋②＋①

手順②

手順③

手順⑤

送水車⇒復水輸送系⇒残留熱除去系

手順④＋①

送水車⇒残留熱除去系

手順⑤＋①

手順④

純水
タンク

補給水ポンプ
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既設配管

消火ホース

：消火栓建物接続口
　（接続口は屋外）

主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧
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手順①

手順②

手順②＋③

燃料プールへの注水手段および代替注水手段

手順⑧

手順⑦＋⑤＋⑥＋②

手順④

手順⑤

手順⑦＋⑤

手順⑤＋⑥＋②

燃料プール

スキマサージ
タンク

復水輸送ポンプ

消火ポンプ

既設配管

消火ホース

：消火栓建物接続口
　（接続口は屋外）

燃料プール
補給水ポンプ

補給水ポンプ

燃料プール補給水系

復水輸送系⇒原子炉圧力容器洗浄ライン⇒消火ホース⇒
代替注水ノズル

消火系⇒消火栓⇒消火ホース⇒代替注水ノズル

消火系⇒復水輸送系⇒スキマサージタンク

補給水系⇒使用済燃料プール洗浄ライン⇒消火ホース⇒
代替注水ノズル

補助
復水貯蔵
タンク

手順①

手順②

手順③

手順④

手順⑤

手順⑥

手順⑦

水源：輪谷貯水槽
　　　　海水

消火ポンプによる代替注水
水源：ろ過水タンク

送水車による注水

燃料プール補給水ポンプによる注水

復水輸送ポンプによる代替注水

水源：復水貯蔵タンク
         補助復水貯蔵タンク
         純水タンク

補給水ポンプによる代替注水

水源：純水タンク

水源：復水貯蔵タンク
　　　  純水タンク

復水貯蔵
タンク

復水輸送系⇒スキマサージタンク

送水車⇒消火系⇒消火栓⇒消火ホース⇒代替注水ノズル

ろ過水
タンク

純水タンク

送水車⇒消火ホース⇒代替注水ノズル

手順⑧

※電動弁は手動操作可能

水源： 輪谷貯水槽
　　 　  海水
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燃料プール代替注水ノズル

送水車⇒消火系⇒復水輸送系⇒スキマサージタンク
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崩壊熱による蒸発量を補うために必要な注水量評価  

 

1. 原子炉 

(1) 評価方法 

島根原子力発電所２号機（定格熱出力：2,436MW）の原子炉における崩

壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979のモデルを用いて評価した。 

なお，ANSI/ANS-5.1-1979に基づいて作成した崩壊熱曲線については，

「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針」（昭和 56年７月 20

日原子力安全委員会決定，平成４年６月 11日一部改訂）においてその使

用が認められている。  
 
(2) 評価条件 

  評価条件を表１に示す。 

 

表１ 崩壊熱評価条件 

燃焼度 55,000MWd/t 

燃料型式 ９×９（Ａ型） 

ウラン濃縮度 約 3.7wt% 

 

 

(3) 必要注水量の計算 

原子炉からの崩壊熱による蒸発量を補うために必要な注水量は，以下の

式で計算した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

崩壊熱[kW]×3,600 
必要注水量[m３/h] ＝  

水の蒸発に必要な比エンタルピ[kJ/kg]×水の密度[kg/m３] 

h：水の蒸発に必要な比エンタルピ=2,474[kJ/kg]※１ 

ρ：水の密度＝1/v[kg/m３]  

（v：水の比体積＝0.00102042[m３/kg]※２） 

※１ 飽和蒸気のエンタルピと 66℃の飽和水のエンタルピの差（1999 日本機械学会 蒸気表） 

※２ 淡水源である復水貯蔵タンクの最高使用温度（66℃）の水の物性値を使用 

（1999日本機械学会 蒸気表） 
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(4) 評価結果 

  原子炉の崩壊熱除去に必要な注水量の評価結果を図１に示す。 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉の崩壊熱除去に必要な注水量評価結果  
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2. 燃料プール 

(1) 評価方法 

島根原子力発電所２号機の燃料プールにおける崩壊熱は，May-Wittの式を用いて

評価した。 

なお，May-Wittの式は島根原子力発電所の工事計画認可申請において，燃料プー

ル冷却系の熱交換容量の設計評価に用いている。 

 

(2) 評価条件 

  原子炉停止時および運転時の評価条件を表１に示す。 

 

表１ 崩壊熱評価条件 

 停止時 運転時 

運転期間 14ヶ月 

停止期間 60日※１ 

使用済燃料体数 3,518体※２ 2,958体※３ 

評価開始日 原子炉停止８日後※４ 原子炉停止60日後※５ 

 

(3) 必要注水量の計算 

燃料プールからの崩壊熱による蒸発量を補うために必要な注水量は，以下の式で

計算する。 

なお，必要注水量の評価においては，100℃到達前の蒸発による蒸発量は考慮し

ていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

崩壊熱[kW]×3,600 
必要注水量[m３/h] ＝  

水の蒸発に必要な比エンタルピ[kJ/kg]×水の密度[kg/m３] 

※１ 発電機解列から併入までの期間であり，過去の定期検査の実績を踏まえ余裕をみた日数とした。 

※２ 定期検査毎に取替体数分の使用済燃料がプールに貯蔵されているところに，至近の運転サイクル

で照射された炉心の全燃料を燃料プールに取出し，全ての使用済燃料ラックに燃料が貯蔵されて

いることとした（１取替分新燃料含む）。 

※３ ※２に示す使用済燃料体数から，１炉心分の燃料560体を炉心に装荷した残りの燃料が貯蔵され

ていることとした。 

※４ 停止時については，全燃料取出完了日を評価開始日とした。定期検査開始から全燃料の取出完了

までの期間については，過去の定期検査の実績を踏まえ余裕をみた８日とした。 

※５ 運転時については，定期検査期間を60日とし，定期検査後の発電機併入を評価開始日とした。 

※６ 100℃の飽和蒸気のエンタルピと66℃の飽和水のエンタルピの差（1999日本機械学会 蒸気表） 

※７ 淡水源である復水貯蔵タンクの最高使用温度（66℃）の水の物性値を使用 

（1999日本機械学会 蒸気表） 

水の蒸発に必要な比エンタルピ=2,399[kJ/kg]※６    水の密度＝1/v[kg/m３] 

（v：水の比体積＝0.00102042[m３/kg]※７） 
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表２ 燃料取出スキーム（停止時） 

取出燃料 冷却期間 燃料数（%炉） 崩壊熱（MW） 

24サイクル冷却済燃料 24×(14ヶ月＋60日)＋8日 19.9 0.019 

23サイクル冷却済燃料 23×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.021 

22サイクル冷却済燃料 22×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.022 

21サイクル冷却済燃料 21×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.022 

20サイクル冷却済燃料 20×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.023 

19サイクル冷却済燃料 19×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.024 

18サイクル冷却済燃料 18×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.025 

17サイクル冷却済燃料 17×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.026 

16サイクル冷却済燃料 16×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.027 

15サイクル冷却済燃料 15×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.028 

14サイクル冷却済燃料 14×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.030 

13サイクル冷却済燃料 13×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.031 

12サイクル冷却済燃料 12×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.033 

11サイクル冷却済燃料 11×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.035 

10サイクル冷却済燃料 10×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.038 

9サイクル冷却済燃料 9×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.041 

8サイクル冷却済燃料 8×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.045 

7サイクル冷却済燃料 7×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.050 

6サイクル冷却済燃料 6×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.056 

5サイクル冷却済燃料 5×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.065 

4サイクル冷却済燃料 4×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.076 

3サイクル冷却済燃料 3×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.095 

2サイクル冷却済燃料 2×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.128 

1サイクル冷却済燃料 1×(14ヶ月＋60日)＋8日 22.1 0.203 

定検時取出燃料（5サイクル照射） 0×(14ヶ月＋60日)＋8日 100 7.153 

崩壊熱合計 崩壊熱：8.318MW（照射済燃料体数：628.2%炉） 
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表３ 燃料取出スキーム（運転時） 

取出燃料 冷却期間 燃料数（%炉） 崩壊熱（MW） 

23サイクル冷却済燃料 23×(14ヶ月＋60日)＋60日 19.9 0.019 

22サイクル冷却済燃料 22×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.022 

21サイクル冷却済燃料 21×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.022 

20サイクル冷却済燃料 20×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.023 

19サイクル冷却済燃料 19×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.024 

18サイクル冷却済燃料 18×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.025 

17サイクル冷却済燃料 17×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.026 

16サイクル冷却済燃料 16×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.026 

15サイクル冷却済燃料 15×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.028 

14サイクル冷却済燃料 14×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.030 

13サイクル冷却済燃料 13×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.031 

12サイクル冷却済燃料 12×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.033 

11サイクル冷却済燃料 11×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.035 

10サイクル冷却済燃料 10×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.037 

9サイクル冷却済燃料 9×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.041 

8サイクル冷却済燃料 8×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.044 

7サイクル冷却済燃料 7×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.050 

6サイクル冷却済燃料 6×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.055 

5サイクル冷却済燃料 5×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.063 

4サイクル冷却済燃料 4×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.074 

3サイクル冷却済燃料 3×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.093 

2サイクル冷却済燃料 2×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.123 

1サイクル冷却済燃料 1×(14ヶ月＋60日)＋60日 22.1 0.191 

定検時取出燃料（5サイクル照射） 0×(14ヶ月＋60日)＋60日 11.4 0.333 

定検時取出燃料（4サイクル照射） 0×(14ヶ月＋60日)＋60日 10.7 0.304 

崩壊熱合計 崩壊熱：1.754MW（照射済燃料体数：528.2%炉） 

 

(4) 評価結果 

原子炉停止時および運転時における燃料プールの必要注水量の評価結果を表４

に示す。 

表４ 燃料プールの必要注水量評価結果 

 注水量[m3/h] 崩壊熱[MW] 

停止時 12.7 8.318 

運転時 2.7 1.754 
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3. 水源枯渇時間評価 

(1) 島根原子力発電所の淡水源の使用可能量※および使用割当て 

a. 運転時 

水源 １号機 ２号機 ３号機 

復水貯蔵タンク 1,380m３ 1,202m３ 1,274m３ 

補助復水貯蔵 

タンク 
－ 1,249m３ 1,292m３ 

純水タンク 618m３ 571.2m３ 

ろ過水タンク 1,881.6m３ 2,263.8m３ 530.5m３ 

輪谷貯水槽 10,800m３ 

 

b. 停止時 

水源 １号機 ２号機 ３号機 

復水貯蔵タンク 75m３ 110m３ 92m３ 

補助復水貯蔵 

タンク 
－ 49m３ 92m３ 

純水タンク 618m３ 571.2m３ 

ろ過水タンク 1,881.6m３ 2,263.8m３ 530.5m３ 

輪谷貯水槽 10,800m３ 

 

※運用管理レベルの下端から各ポンプの運転可能レベルまでを使用可能量

とした。 
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 (2) 原子炉運転時の評価 

原子炉へは，事象発生直後から注水を開始し，燃料プールは，事象発生

後，燃料プールのプール水温が 100℃に到達する約 1.6日後から注水を開

始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

(1)復水貯蔵タンク   1,202 約 1.6日 

(2)純水タンク※１     618 約 1.1日 

(3)補助復水貯蔵タンク   1,249 約 2.8日 

(4)ろ過水タンク 2,263.8 約 5.6日 

(5)輪谷貯水槽※２  10,800 約 5.1日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約 16日 

 
※１ 純水タンクは島根１，２号機で共用であるため，島根１号機の影響を考慮して水源枯渇時

間を評価している。 

※２ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 

 
(3) 原子炉停止時の評価 

燃料プールは，事象発生後，燃料プールのプール水温が 100℃に到達す

る約８時間後から注水を開始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

燃料プールへの注水開始までの時間 
約 0.3日 

（約 8時間） 

(1)復水貯蔵タンク     110 約 0.3日 

(2)純水タンク※１     618 約 2.0日 

(3)補助復水貯蔵タンク      49 約 0.1日 

(4)ろ過水タンク 2,263.8 約 7.4日 

(5)輪谷貯水槽※２  10,800 約 6.2日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約 16日 

 
※１ 純水タンクは島根１，２号機で共用であるため，島根１号機の影響を考慮して水源枯渇時

間を評価している。 

※２ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 
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電源機能継続時間評価 

 

 発電所構内に保有されている燃料（軽油）の保有量と高圧発電機車および送水

車等の燃料消費量から電源機能継続時間を評価する。 

 なお，電源機能継続時間評価は，高圧発電機車および送水車等が同時に運転継

続すると想定して評価する。 

 

1. 燃料（軽油）の保有量 

 発電所構内にある燃料（軽油）の保有量を以下に示す。 

号 機 タンク 保有量（kl） 保有量の考え方 

燃料小出槽（Ａ／Ｂ） 0.32 
保安規定記載値 
0.16m３以上／１基 

１号機 

燃料油貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 82 
保安規定記載値 
41m３以上／１基 

燃料デイタンク（Ａ／Ｂ） 26.9 
保安規定記載値 
13.45m３以上／１基 

ＨＰＣＳ燃料デイタンク 7.7 
保安規定記載値 
7.7m３以上／１基 

燃料貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 279.2 
保安規定記載値 
139.6m３以上／１基 

２号機 

ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク 159.5 
保安規定記載値 
159.5m３以上／１基 

燃料デイタンク（Ａ／Ｂ／Ｃ） 34.35 
保安規定記載値 
1,960mm以上／１基 

３号機 

軽油タンク（Ａ／Ｂ） 961.8 
保安規定記載値 
6,630mm以上／１基 

共 用 ガスタービン発電機用軽油タンク 200 
手順書記載値 
200kl以上 

合 計 1,751.77  
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2. 燃料（軽油）を必要とする設備およびその燃料消費量 

(1) 高圧発電機車から電源供給する場合 

  高圧発電機車から電源供給する場合に燃料（軽油）を必要とする設備とその

燃料消費量を以下に示す。 

 

対象設備 台数 燃料消費量（l/h） 備考 

高圧発電機車 1,000kVA １ 223.7  

高圧発電機車 500kVA① ３ 360 １台あたり120 l/h 

高圧発電機車 500kVA② １ 134  

可搬式発電機 400kVA １ 101.1  

送水車① １ 60  

送水車② １ 24  

送水車③ １ 21  

化学消防車 １ 27.5  

タンクローリ① １ 7.7  

タンクローリ② １ 9.4  

燃料抜取り用中間ポンプ駆動用 
コンプレッサ 

２ 12 １台あたり６ l/h 

合計 約1,100  

 

(2) ガスタービン発電機から電源供給する場合 

  ガスタービン発電機から電源供給する場合に燃料（軽油）を必要とする設備

とその燃料消費量を以下に示す。 

 

対象設備 台数 燃料消費量（l/h） 備考 

ガスタービン発電機 14,000kVA ２ 3,301.2 
１基は予備のため 
１基分の燃料消費量 

可搬式発電機 400kVA １ 101.1  

送水車① １ 60  

送水車② １ 24  

送水車③ １ 21  

化学消防車 １ 27.5  

タンクローリ① １ 7.7  

タンクローリ② １ 9.4  

燃料抜取り用中間ポンプ駆動用 
コンプレッサ 

２ 12 １台あたり６ l/h 

合計 約3,600  
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3. 電源機能継続時間の評価 

発電所構内に保有している燃料（軽油）と燃料（軽油）を必要とする設備の燃

料消費量から電源機能継続時間を以下のとおり評価する。 

(1) 高圧発電機車から電源供給する場合 

    1,551.77kl※１／（1.1kl/h×24h）＝約 58日 

 

(2) ガスタービン発電機から電源供給する場合 

    1,751.77kl／（3.6kl/h×24h）＝約 20日 

 

 ※１ ガスタービン発電機用軽油タンク 200klを除く 
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最終ヒートシンク喪失のイベントツリー（原子炉） 

：ＡＭ対策 ：緊急安全対策 
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(
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冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

スクラム系による
原子炉停止 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

※１

格納容器ベント
による除熱 

送水車に

よる注水  

主蒸気逃がし

安全弁による

圧力制御 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

成功 成功 成功 

成功 

失敗 

※１ 

原子炉隔離時

冷却系による

注水 

主蒸気逃がし

安全弁による

減圧 

主蒸気逃がし

安全弁による

減圧 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

成功 

格納容器ベント
による除熱 

※１ ※１ 

成功 成功 

失敗 

失敗 

失敗 失敗 失敗 

失敗 

失敗 
失敗 

成功 成功 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 低圧炉心冷却 原子炉格納容器除熱 原子炉停止 
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最終ヒートシンク喪失のイベントツリー（燃料プール） 

：緊急安全対策 
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冷
却
成
功 

燃
料
損
傷 

燃料プールへの注水 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

起因事象 
最終ヒートシンク喪失 

燃料プール補給水系による注水 

代替注水 
･復水輸送系 
･補給水系 
･消火系 

送水車による注水 



S2 添5.5-2 R0 

 

添
付
 
5
.
5
-
2
 

(
1
/
2
)
 

 

設備の概要および保全内容（1/2） 
＜原子炉の注水機能／除熱機能＞ 

設備 保全内容 

保全頻度 

M：月，Y：年度 

C：保全サイクル 

関連する機能 備考 

分解点検 78M 
原子炉隔離時冷却ポンプ 

機能・性能試験 6C 

原子炉隔離時冷却系による注水  

原子炉格納容器ベント弁 分解点検 78M 
格納容器ベントによる除熱 手動操作可能 

分解点検 52M 
復水輸送ポンプ 

機能・性能試験 4C 

代替注水（復水輸送系）  

復水貯蔵タンク 開放点検 26M 
原子炉隔離時冷却系による注水 

代替注水（復水輸送系） 

 

補助復水貯蔵タンク 開放点検 26M 代替注水（復水輸送系）  

分解点検 5Y 
補給水ポンプ 

機能・性能試験 5Y 

復水貯蔵タンクへの移送 

純水タンク 開放点検 10Y 

原子炉隔離時冷却系による注水 

代替注水（復水輸送系） 

 

分解点検 10Y 
消火ポンプ 

機能・性能試験 1Y 

 

ろ過水タンク 開放点検 10Y 

代替注水（消火系） 

 

外観点検 6M 
送水車 

機能・性能試験 6M 
 

輪谷貯水槽 外観点検 1Y 

送水車による注水 

 

分解点検 91M  
残留熱除去ポンプ 

機能・性能試験 7C  

分解点検 52M  
原子炉補機冷却水ポンプ 

機能・性能試験 4C  

外観点検 6M  
可搬式ディーゼル駆動ポンプ 

機能・性能試験 6M 

原子炉の除熱 
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設備の概要および保全内容（2/2） 
＜燃料プールの注水機能／除熱機能＞ 

設備 保全内容 

保全頻度 

M：月，Y：年度 

C：保全サイクル 

関連する機能 備考 

分解点検 78M 
燃料プール補給水ポンプ 

機能・性能試験 6C 

燃料プール補給水ポンプによる注水  

分解点検 52M  
復水輸送ポンプ 

機能・性能試験 4C 

代替注水（復水輸送系） 

 

復水貯蔵タンク 
開放点検 

26M 
燃料プール補給水ポンプによる注水 

代替注水（復水輸送系） 

 

補助復水貯蔵タンク 開放点検 26M 代替注水（復水輸送系）  

分解点検 5Y 
補給水ポンプ 

機能・性能試験 5Y 

※：復水貯蔵タンクへの移送 

純水タンク 開放点検 10Y 

燃料プール補給水ポンプによる注水※ 

代替注水（復水輸送系）※ 

代替注水（補給水系）  

分解点検 10Y 
消火ポンプ 

機能・性能試験 1Y 

 

ろ過水タンク 開放点検 10Y 

代替注水（消火系） 

 

外観点検 6M 
送水車 

機能・性能試験 6M 
 

輪谷貯水槽 外観点検 1Y 

送水車による注水 

 

分解点検 91M  
残留熱除去ポンプ 

機能・性能試験 7C  

分解点検 52M  
原子炉補機冷却水ポンプ 

機能・性能試験 4C  

分解点検 52M  
燃料プール冷却水ポンプ 

機能・性能試験 4C  

外観点検 6M  
可搬式ディーゼル駆動ポンプ 

機能・性能試験 6M 

燃料プールの除熱 
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除熱機能継続時間評価 

 

 発電所構内に保有されている燃料（軽油）の保有量と送水車および可搬式ディーゼ

ル駆動ポンプ等の燃料消費量から除熱機能継続時間を評価する。 

 なお，除熱機能継続時間評価は，送水車および可搬式ディーゼル駆動ポンプ等が同

時に運転継続すると想定して評価する。 

 

1. 燃料（軽油）の保有量 

 発電所構内にある燃料（軽油）の保有量を以下に示す。 

号機 タンク 保有量（kl） 保有量の考え方 

燃料小出槽（Ａ／Ｂ） 0.32 
保安規定記載値 
0.16m３以上／１基 

１号機 

燃料油貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 82 
保安規定記載値 
41m３以上／１基 

燃料デイタンク（Ａ／Ｂ） 26.9 
保安規定記載値 
13.45m３以上／１基 

ＨＰＣＳ燃料デイタンク 7.7 
保安規定記載値 
7.7m３以上／１基 

燃料貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 279.2 
保安規定記載値 
139.6m３以上／１基 

２号機 

ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク 159.5 
保安規定記載値 
159.5m３以上／１基 

燃料デイタンク（Ａ／Ｂ／Ｃ） 34.35 
保安規定記載値 
1,960mm以上／１基 

３号機 

軽油タンク（Ａ／Ｂ） 961.8 
保安規定記載値 
6,630mm以上／１基 

合計 1,551.77  
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2. 燃料（軽油）を必要とする設備の燃料消費量 

  可搬式ディーゼル駆動ポンプおよび送水車等の燃料（軽油）を必要とする設備と

その燃料消費量を以下に示す。 

 

対象設備 台数 燃料消費量（l/h） 備考 

可搬式ディーゼル駆動ポンプ ２ 80 １台あたり40 l/h 

可搬式発電機 400kVA １ 101.1  

水中ポンプ用ディーゼル発電機 ３ 110.4 １台あたり36.8 l/h 

送水車① １ 60  

送水車② １ 24  

送水車③ １ 21  

化学消防車 １ 27.5  

タンクローリ① １ 7.7  

タンクローリ② １ 9.4  

燃料抜取り用中間ポンプ駆動用 

コンプレッサ 
２ 12 １台あたり６ l/h 

合計 約600  

 

3. 除熱機能継続時間 

 発電所構内に保有している燃料（軽油）と燃料（軽油）を必要とする設備の燃料消

費量から除熱機能継続時間を以下のとおり評価する。 

 

   1,551.77kl／（0.6kl/h×24h）＝約107日 

 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 
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S2 添5.6-1 R0 

タービントリップのイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

略称 

 
 
 
 

 

残留熱除去系 
による除熱 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉停止 

成功 

格納容器ベント 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

給復水系による注水 

復水器による 
除熱 

燃
料
損
傷 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 
・原子炉隔離時冷却系 

主蒸気 
逃がし安全弁 
による減圧 

主蒸気 
逃がし安全弁 

開 

大破断ＬＯＣＡ 

スクラム系による
原子炉停止 

ＡＴＷＳ 

起因事象 
タービントリップ 

成功 

失敗 

成功 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 

成功 成功 成功 成功 

失敗 

失敗 失敗 

成功 

成功 

成功 

成功 

冷
却
成
功 

失敗 

失敗 

失敗 

原子炉圧力制御 炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

成功 失敗 

※１ 

※１ 

※１ 

給復水系による注水 
および復水器による除熱 

ＡＴＷＳ：スクラム失敗事象 

ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失 

※１ 

失敗 

主蒸気 
逃がし安全弁 
再閉鎖 
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タービントリップＡＴＷＳのイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 

残留熱除去系 
による除熱 

燃
料
損
傷 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

機械系の 
スクラム動作 

電気系による 
スクラム信号 
発信 

成功 

成功 成功 

失敗 失敗 

冷
却
成
功 

失敗 

成功 

代替制御棒挿入
によるスクラム 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

※１ 

機械系の 
スクラム動作 

停止成功 

停止成功 

失敗 

※１ 

失敗 

※１ 

失敗 

※１ 

成功 成功 成功 成功 

失敗 

※１ 

残留熱除去系 
による除熱 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

成功 

失敗 

失敗 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

※１ 

失敗 

※１ 

 

※１ 
失敗 

※１ 

成功 成功 成功 成功 

失敗 

※１ 

成功 成功 

失敗 

残留熱除去系 
による除熱 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

成功 

失敗 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

失敗 失敗 失敗 

成功 成功 成功 成功 

失敗 

起因事象 
タービントリップ
ＡＴＷＳ 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 原子炉停止 原子炉格納容器除熱 炉心流量制御 スクラム系 

失敗 

※１ 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

失敗 

※１ 

略称 

 ＡＴＷＳ：スクラム失敗事象 
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主蒸気逃がし安全弁誤開放のイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

冷
却
成
功 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉停止 

代替注水 
・復水輸送系 
・消火系 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

給復水系による注水 

燃
料
損
傷 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

成功 

炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

スクラム系による
原子炉停止 

ＡＴＷＳ 

起因事象 
主蒸気逃がし安全弁誤開放 

成功 

失敗 失敗 

成功 成功 

略称 

 ＡＴＷＳ：スクラム失敗事象 
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主蒸気逃がし安全弁誤開放ＡＴＷＳのイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 

残留熱除去系 
による除熱 

燃
料
損
傷 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

機械系の 
スクラム動作 

電気系による 
スクラム信号 
発信 

成功 

成功 成功 

失敗 失敗 

冷
却
成
功 

成功 

代替制御棒挿入
によるスクラム 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

機械系の 
スクラム動作 

停止成功 

停止成功 

成功 成功 成功 成功 

残留熱除去系 
による除熱 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

成功 

失敗 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

 

成功 成功 成功 成功 

成功 成功 

失敗 

残留熱除去系 
による除熱 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

成功 

失敗 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

失敗 失敗 失敗 

成功 成功 成功 成功 

失敗 

起因事象 
主蒸気逃がし安全
弁誤開放ＡＴＷＳ 

残留熱除去系 
による除熱 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

機械系の 
スクラム動作 

停止認知 
成功 成功 

失敗 失敗 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

主蒸気逃がし

安全弁による
圧力制御 

ほう酸水注入

系による原子
炉停止 

停止成功 

成功 成功 成功 成功 

失敗 
※１ 

高圧炉心冷却 原子炉圧力制御 原子炉停止 原子炉格納容器除熱 炉心流量制御 スクラム系 

成功 

原子炉再循環ポン

プトリップによる

炉心流量制御 

※１ 

略称 

 ＡＴＷＳ：スクラム失敗事象 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 

失敗 
※１ 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
5
 

S2 添5.6-5 R0 

大破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む）のイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

冷
却
成
功 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

スクラム系 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

燃
料
損
傷 

成功 

失敗 
失敗 

失敗 

成功 

成功 

炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

電気系による 
スクラム信号発信 

起因事象 
大破断ＬＯＣＡ 

成功 

失敗 失敗 

成功 

機械系の 
スクラム動作 

代替制御棒挿入 
によるスクラム 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 
低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

成功 

失敗 
失敗 

失敗 

成功 

成功 

失敗 

成功 

機械系の 
スクラム動作 

※１ 
※１ 

※１ 

成功 

失敗 

失敗 

成功 成功 

失敗 

※１

略称 

 ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
6
 

S2 添5.6-6 R0 

中破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む）のイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

冷
却
成
功 

スクラム系 

燃
料
損
傷 

炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

電気系による 
スクラム信号発信 

起因事象 
中破断ＬＯＣＡ 

代替制御棒挿入 
によるスクラム 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

機械系の 
スクラム動作 

成功 

失敗 

※１

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

主蒸気逃がし安全弁
による減圧 

失敗 

成功 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

機械系の 
スクラム動作 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

主蒸気逃がし安全弁
による減圧 

※１ 

成功 

※１ 

成功 成功 成功 

失敗 失敗 失敗 

※１ 

失敗 

成功 成功 

成功 

失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 

失敗 

失敗 

※１ 

失敗 

失敗 

成功 

失敗 

失敗 
失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 

略称 

 ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
7
 

S2 添5.6-7 R0 

小破断ＬＯＣＡ（ＡＴＷＳ含む）のイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

冷
却
成
功 

スクラム系 

燃
料
損
傷 

炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

電気系による 
スクラム信号発信 

起因事象 
小破断ＬＯＣＡ 

代替制御棒挿入 
によるスクラム 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 
・原子炉隔離時冷却系 

機械系の 
スクラム動作 

成功 

失敗 

※１

代替注水 

・復水輸送系 
・消火系 

主蒸気逃がし安全弁
による減圧 

失敗 

成功 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 
・原子炉隔離時冷却系 

機械系の 
スクラム動作 

代替注水 

・復水輸送系 
・消火系 

主蒸気逃がし安全弁
による減圧 

※１ 

成功 

※１ 

成功 成功 成功 

失敗 失敗 
失敗 

※１ 

失敗 

成功 成功 

成功 

失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 

失敗 

失敗 

※１ 

失敗 

失敗 

成功 

失敗 

失敗 
失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 

略称 

 ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
8
 

S2 添5.6-8 R0 

その他の過渡変化のイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

残留熱除去系 
による除熱 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉停止 

成功 

格納容器ベント 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

復水器による 
除熱 

燃
料
損
傷 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 
・原子炉隔離時冷却系 

主蒸気 
逃がし安全弁 
による減圧 

給復水系による注水 
および復水器による除熱 

主蒸気 
逃がし安全弁 
再閉鎖 

主蒸気 
逃がし安全弁 

開 

大破断ＬＯＣＡ 

スクラム系による
原子炉停止 

ＡＴＷＳ 

起因事象 
その他の 
過渡変化 

成功 

失敗 

成功 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 成功 成功 

成功 成功 

失敗 

成功 

成功 

成功 

冷
却
成
功 

失敗 失敗 

失敗 

給水系 炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

原子炉圧力制御 

※１ ※１ 

※１ 

※１ 

略称 

 ＡＴＷＳ：スクラム失敗事象 

ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
9
 

S2 添5.6-9 R0 

手動停止のイベントツリー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

残留熱除去系 
による除熱 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

成功 

格納容器ベント 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 

復水器による 
除熱 

燃
料
損
傷 

低圧系による注水 
・低圧炉心スプレイ系 
・残留熱除去系（低圧注水） 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

高圧系による注水 
・高圧炉心スプレイ系 
・原子炉隔離時冷却系 

主蒸気 
逃がし安全弁 
による減圧 

給復水系による注水 
および復水器による除熱 

主蒸気 
逃がし安全弁 
再閉鎖 

主蒸気 
逃がし安全弁 

開 

大破断ＬＯＣＡ 

起因事象 
手動停止 
計画外停止 

成功 

失敗 

成功 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

成功 成功 

成功 成功 成功 

成功 

成功 

成功 

成功 

冷
却
成
功 

失敗 失敗 

失敗 

給水系 炉心冷却 原子炉格納容器除熱 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

原子炉圧力制御 

※１ ※１ 

※１ 

※１ 

略称 

 ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
0
 

S2 添5.6-10 R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（高圧系注水失敗，減圧失敗） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

プラント損傷状態：高圧注水に失敗した後，原子炉減圧に失敗 
         原子炉は高圧状態 

原子炉格納
容器バイパ
スによる放
射性物質の
放出 

低圧ECCS 
・低圧炉心 
スプレイ系 

・残留熱除去系 
(低圧注水) 

原
子
炉
圧
力
容
器
健
全 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

成功 

残留熱除去系 
による除熱 

代替注水 
・復水輸送系 
・消火系 

格納容器ベント 

「プラント損傷状態：高圧注水に失敗，原子炉減圧に成功，低圧注水に失敗」へ 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

原子炉格納 
容器注水 

・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉格納
容器雰囲気
直接加熱 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

主蒸気逃が
し安全弁に
よる減圧 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉格納
容器雰囲気
直接加熱 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

⑤原子炉格納容器雰囲気直接加熱 

原子炉格納
容器隔離 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

⑤ 

② 

② 

③ 

③ 

① 

③ 

成功 成功 発生無 成功 

失敗 失敗 

失敗 

成功 
失敗 

失敗 

発生有 

成功 

② 

発生無 成功 発生無 発生無 成功 成功 成功 発生無 

⑤ 原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

発生無 成功 成功 成功 発生無 

発生有 失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

原子炉格納容器からの除熱 

④ 

略称 

 ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 

失敗 

失敗 

失敗 ④ 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
1
 

S2 添5.6-11 R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（高圧系，低圧系注水失敗） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

プラント損傷状態：高圧注水に失敗，原子炉減圧に成功，低圧注水に失敗 
         原子炉は低圧状態 

原子炉格納
容器バイパ
スによる放
射性物質の
放出 

原
子
炉
圧
力
容
器
健
全 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

成功 

残留熱除去系 
による除熱 

代替注水 
・復水輸送系 
・消火系 

格納容器ベント 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

原子炉格納
容器隔離 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

④ 

② 

② 

③ 

③ 

① 

③ 

成功 発生無 成功 

失敗 

失敗 

成功 
失敗 

失敗 

発生有 

② 

発生無 成功 発生無 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

成功 成功 成功 発生無 

失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

原子炉格納容器からの除熱 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

略称 

 ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 

失敗 

失敗 ④ 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
2
 

S2 添5.6-12 R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（原子炉冷却材喪失） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

プラント損傷状態：原子炉冷却材喪失，原子炉注水機能喪失 
         原子炉は低圧状態 

原子炉格納
容器バイパ
スによる放
射性物質の
放出 

原
子
炉
圧
力
容
器
健
全 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

成功 

残留熱除去系 
による除熱 

代替注水 
・復水輸送系 
・消火系 

格納容器ベント 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

原子炉格納
容器隔離 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

④ 

② 

② 

③ 

③ 

① 

③ 

成功 発生無 成功 

失敗 

失敗 

成功 
失敗 

失敗 

発生有 

② 

発生無 成功 発生無 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

成功 成功 成功 発生無 

失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

原子炉格納容器からの除熱 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

② 

発生無 

発生有 

略称 

 ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 

失敗 

失敗 
④ 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
3
(
1
/
2
)
 

S2 添5.6-13(1/2) R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（全交流電源喪失（高圧系注水失敗））（1/2） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

プラント損傷状態：全交流電源喪失後，高圧系注水失敗 
         原子炉は高圧状態 

原子炉格納

容器バイパ

スによる放

射性物質の

放出 

原
子
炉
圧
力
容
器
健
全 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

成功 

残留熱除去系 

による除熱 

低圧ECCS 

・低圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系（低圧注水） 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 

による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 

による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉格納

容器雰囲気

直接加熱 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉格納

容器雰囲気

直接加熱 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタル

水張り 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

⑤原子炉格納容器雰囲気直接加熱 

原子炉格納

容器隔離 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

⑤ 

② 

② 

③ 

③ 

③ 

成功 成功 成功 成功 

失敗 失敗 

失敗 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

② 

発生無 成功 発生無 発生無 成功 成功 成功 発生無 

⑤ 原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 発生有 失敗 発生有 

成功 

失敗 

発生無 成功 成功 成功 発生無 

発生有 失敗 発生有 失敗 失敗 

成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

原子炉格納容器からの除熱 

④ 

交流電源復旧 

(RPV破損前) 

・電源融通 

・DEG復旧 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

① 

発生無 

発生有 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 成功 

※１（２／２へ） 
交流電源復旧 

(PCV破損前) 

・電源融通 

・DEG復旧 

④ 

成功 

格納容器ベント 

交流電源復旧 

(PCV破損前) 

・電源融通 

・DEG復旧 

④ 

成功 

略称 

 ＲＰＶ：原子炉圧力容器 
ＰＣＶ：原子炉格納容器 
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 
ＤＥＧ：非常用ディーゼル発電機 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 ④ 

主蒸気 

逃がし安全弁 

による減圧 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
3
(
2
/
2
)
 

S2 添5.6-13(2/2) R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（全交流電源喪失（高圧系注水失敗））（2/2） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

④ 

② 

② 

③ 

③ 

② 

発生無 成功 発生無 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

成功 成功 成功 発生無 

失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

原子炉格納容器からの除熱 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

④ 

（１／２より） 
※１ 

略称 

 

 
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
4
(
1
/
4
)
 

S2 添5.6-14(1/4) R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（全交流電源喪失（直流電源枯渇または直流電源喪失））（1/4） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

プラント損傷状態：全交流電源喪失後，直流電源喪失 
         原子炉は高圧状態 

原子炉格納

容器バイパ

スによる放

射性物質の

放出 

原
子
炉
圧
力
容
器
健
全 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

成功 

残留熱除去系 

による除熱 

低圧ECCS 

・低圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系 

（低圧注水） 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 原

子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

残留熱除去系 

による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉格納

容器雰囲気

直接加熱 

主蒸気逃が

し安全弁に

よる減圧 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

⑤原子炉格納容器雰囲気直接加熱 

原子炉 

格納容器 

隔離 

原子炉圧力容器破損防止 

① ② 

③ 

③ 

成功 成功 成功 成功 

失敗 失敗 

失敗 

成功 

失敗 

失敗 

失敗 

発生無 発生無 成功 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 発生有 失敗 発生有 

成功 

失敗 

失敗 成功 

失敗 

原子炉格納容器からの除熱 

④ 

交流電源復旧 

(RPV破損前) 

・電源融通 

・DEG復旧 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

① 

発生無 

発生有 

成功 

※３ 
（４／４へ） 

交流電源復旧 

(PCV破損前) 

・電源融通 

・DEG復旧 

④ 

成功 

格納容器ベント 

直流電源復旧 

(PCV破損前） 

・電源融通 

直流電源復旧 

(RPV破損前） 

・電源融通 

代替注水 

・復水輸送系 

・消火系 

※２ 
（３／４へ） 

※１ 
（２／４へ） 

成功 

④ 

失敗 

失敗 

失敗 

失敗 

略称 

 ＲＰＶ：原子炉圧力容器 
ＰＣＶ：原子炉格納容器 
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 
ＤＥＧ：非常用ディーゼル発電機 

⑤ 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
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5
.
6
-
1
4
(
2
/
4
)
 

S2 添5.6-14(2/4) R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（全交流電源喪失（直流電源枯渇または直流電源喪失））（2/4） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

⑤原子炉格納容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

④ 

② 

② 

③ 

③ 

② 

発生無 成功 発生無 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

成功 成功 成功 発生無 

失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

原子炉格納容器からの除熱 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

④ 

（１／４より） 
※１ 

原子炉格納
容器雰囲気
直接加熱 

⑤ 

発生無 

発生有 

交流電源復旧 
(PCV破損前) 
・電源融通 
・DEG復旧 

④ 

成功 

失敗 

原子炉格納
容器雰囲気
直接加熱 

⑤ 

発生無 

発生有 

交流電源復旧 
(PCV破損前) 
・電源融通 
・DEG復旧 

④ 

成功 

失敗 

略称 

 ＰＣＶ：原子炉格納容器 
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 
ＤＥＧ：非常用ディーゼル発電機 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
4
(
3
/
4
)
 

S2 添5.6-14(3/4) R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（全交流電源喪失（直流電源枯渇または直流電源喪失））（3/4） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

④ 

② 

② 

③ 

③ 

② 

発生無 成功 発生無 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

成功 成功 成功 発生無 

失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

原子炉格納容器からの除熱 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

④ 

（１／４より） 
※２ 

交流電源復旧 
(PCV破損前) 
・電源融通 
・DEG復旧 

④ 

成功 

失敗 

交流電源復旧 
(PCV破損前) 
・電源融通 
・DEG復旧 

④ 

成功 

失敗 

略称 

 ＰＣＶ：原子炉格納容器 
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 
ＤＥＧ：非常用ディーゼル発電機 



 

 

：ＡＭ対策 ：基本設計段階で採用した設備 

添
付
 
5
.
6
-
1
4
(
4
/
4
)
 

S2 添5.6-14(4/4) R0 

原子炉格納容器損傷に係るイベントツリー（全交流電源喪失（直流電源枯渇または直流電源喪失））（4/4） 

：物理現象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子炉格納容器への注水 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原
子
炉
格
納
容
器
健
全 

デブリ 
冷却 

原子炉 
圧力容器内 
水蒸気爆発 

デブリ 
冷却 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

残留熱除去系 
による除熱 

格納容器ベント 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原子炉 
格納容器注水 
・低圧 ECCS 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

原子炉 
格納容器内 
水蒸気爆発 

原
子
炉
格
納
容
器
破
損 

ペデスタ
ル水張り 

②原子炉格納容器内水蒸気爆発 

③原子炉格納容器過圧破損 

④原子炉格納容器過温破損 

原子炉圧力容器破損防止 

① 

④ 

② 

② 

③ 

③ 

② 

発生無 成功 発生無 成功 成功 成功 発生無 

原子炉格納容器注水 
・代替注水 

(ペデスタル) 
(ドライウェル) 

失敗 発生有 失敗 発生有 失敗 発生有 
成功 

失敗 

成功 成功 成功 発生無 

失敗 発生有 失敗 失敗 
成功 

失敗 

失敗 

成功 

成功 

失敗 

失敗 

原子炉格納容器からの除熱 

①原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

④ 

（１／４より） 
※３ 

略称 

 

 
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却系 



 S2 添5.6-15 R0 

 

水蒸気（崩壊熱）による過圧 
注水された水が崩壊熱により蒸発して

発生する蒸気により，ゆっくりと原子炉

格納容器内の圧力が上昇していく現象

であり，この他にデブリが冷却されない

場合のコア・コンクリート反応により発

生する非凝縮性ガスが蓄積することに

よる圧力上昇も含まれる。 

未臨界確保失敗時の過圧 
原子炉停止に失敗した場合に，原子炉内

で核分裂反応が継続することにより発

生する大量の蒸気により，早期に原子炉

格納容器内の圧力が上昇していく現象。 

水蒸気爆発 
デブリが大量に水中に落下し，何らかの

原因で微細化するような場合に，デブリ

の持つ熱エネルギーにより爆発的に水

が気化する現象。 

原子炉格納容器内での事象進展に係る物理現象 

原子炉格納容器雰囲気直接加熱 
原子炉圧力容器が高圧状態で破損した

場合に，放出されるデブリによって原子

炉格納容器雰囲気が直接加熱される現

象。 

原子炉格納容器 原子炉圧力容器 

サプレッション 
チェンバ 

貫通部過温 
デブリから発生する崩壊熱により原子

炉格納容器雰囲気がゆっくりと加熱さ

れ，原子炉格納容器貫通部等が熱的に損

傷する現象。 

添
付
 
5
.
6
-
1
5
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参考資料１ 地震，津波および地震と津波の重畳時における原子炉および 

燃料プールの継続時間評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 1 

 

地震，津波および地震と津波の重畳時における原子炉および燃料プールの 

継続時間評価 

 

【概要】 

原子炉および燃料プールにおいて，地震および地震と津波の重畳では全交

流電源喪失と最終ヒートシンク喪失の重畳の状態，津波では最終ヒートシン

ク喪失の状態が，クリフエッジの事故シナリオになる。これらの状態におい

ても，原子炉については原子炉隔離時冷却系および緊急安全対策で配備した

送水車により注水を行うことが可能であり，燃料プールについては送水車に

より注水を行うことが可能である。 

地震，津波および地震と津波の重畳における継続時間評価（以下，「本評

価」という。）では，全交流電源喪失または最終ヒートシンク喪失の単独の

評価（以下，「基本評価」という。）に対し，クリフエッジとなる耐震裕度ま

たは許容津波高さから，緊急安全対策および更なる信頼性向上対策による注

水機能等を果たす設備の利用可否の検討を行うとともに，使用可能な水源，

燃料の保有量等の評価条件は，以下のとおりとする。 

 

・地震時は，クリフエッジとなる耐震裕度 1.69を確保できない設備は使用で

きないものとし，使用可能な水源は，輪谷貯水槽および海水とする。 

・津波時は，クリフエッジとなる許容津波高さ EL15.0mより低い位置にある

設備は使用できないものとし，使用可能な水源は，復水貯蔵タンク，補助

復水貯蔵タンク，純水タンク，ろ過水タンク，輪谷貯水槽および海水とす

る。 

・送水車等の燃料となる軽油の保有量については，各事故シナリオにおける

軽油タンク等の使用可否を考慮した保有量とする。 

 

評価結果は，地震および地震と津波の重畳の場合，運転時においては約 12

日間，停止時においては約 51日間となる。 

また，津波の場合，運転時においては約 22日間，停止時においては約 60

日間となる。 

これらの評価結果は，プラント外部からの支援（淡水等の補給）がない場

合であり，プラント外部からの支援を期待するのに十分な時間余裕と考えら

れる。 

 

【詳細】 

地震，津波および地震と津波の重畳におけるクリフエッジ評価では，原子

炉および燃料プールについて，耐震裕度 1.69および許容津波高さ EL15.0mが

クリフエッジとなる。 

クリフエッジにおける外部電源，非常用ディーゼル発電機，原子炉補機冷
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却系および原子炉補機海水系の機能状態は表１のとおりとなり，地震および

地震と津波の重畳では全交流電源喪失と最終ヒートシンク喪失の重畳の状

態，津波では最終ヒートシンク喪失の状態となる。 

 

表１ クリフエッジにおける機能状態（事故シナリオ） 

交流電源 最終ヒートシンク  

外部電源 非常用ディーゼル発電機 
原子炉補機冷却系 

原子炉補機海水系 

地震 
× 

（がいし等：1.0未満） 

× 

(原子炉補機海水系配管：1.57) 

× 

（原子炉補機海水系配管：1.57） 

津波 ○ 
× 

（燃料移送ポンプ：EL8.5m） 

× 

（原子炉補機海水ポンプ：EL8.5m） 

地震と津波 

の重畳 
× × × 

注：括弧内は機能喪失する要因 

 

これらクリフエッジの場合のいずれの事故シナリオも，原子炉については

原子炉隔離時冷却系および緊急安全対策で配備した送水車により注水を行

うことが可能であり，燃料プールについては，送水車により注水を行うこと

ができる。 

 

本評価では，基本評価に対し，クリフエッジとなる耐震裕度または許容津

波高さから緊急安全対策および更なる信頼性向上対策による注水機能等を

果たす設備の使用可否の検討を行うとともに，冷却に使用可能な水源，燃料

の保有量等の評価条件については以下のとおりとする（表２参照）。 

 

・地震時は，クリフエッジとなる耐震裕度 1.69を確保できない設備は使用で

きないものとし，使用可能な水源は，輪谷貯水槽および海水とする。 

・津波時は，クリフエッジとなる許容津波高さ EL15.0mより低い位置にある

設備は使用できないものとし，使用可能な水源は，復水貯蔵タンク，補助

復水貯蔵タンク，純水タンク，ろ過水タンク，輪谷貯水槽および海水とす

る。 

・送水車等の燃料となる軽油の保有量については，各事故シナリオにおける

軽油タンク等の使用可否を考慮した保有量とする。 
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評価の結果を表３に示す。 

 

表３ 継続時間評価結果 

 運転時 停止時 

地震 約 12日間（図１） 約 51日間（図２） 

津波 約 22日間（図３） 約 60日間（図４） 

地震と津波の重畳 約 12日間（図５） 約 51日間（図６） 

 

これらの評価結果は，プラント外部からの支援（淡水等の補給）がない場

合であり，プラント外部からの支援を期待するのに十分な時間余裕と考えら

れる。 

なお，プラント外部からの支援として，内航タンカーによる淡水の海上輸

送を想定している。 

内航タンカーによる淡水の海上輸送については，島根原子力発電所に入港

可能な 2,000～5,000klの内航タンカーを使用し，瀬戸内海側の火力発電所

等で給水し，島根原子力発電所まで海上輸送する。 

 

以 上 
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表２ 地震，津波および地震と津波重畳評価における注水機能および電源機能を果たす設備の使用可否，並びに各事故シナリオでの使用可能な水源等と継続時間評価結果 

 

設備の使用可否  

ストレステスト 

報告書評価条件 

（基本評価） 

地震 

原子炉：1.69 

燃料プール：1.96 

（耐震裕度） 

津波 

原子炉：EL15.0m 

燃料プールEL15.0m 

(許容津波高さ) 

地震と津波の 

重畳 

地震における評価 津波における評価 
地震と津波の重畳に 

おける評価 
備考 

２号－復水貯蔵タンク 
運転時：1,202m３ 

停止時：  110m３ 

× 

（－） 

○ 

（EL15.0m） 
× － 

運転時：1,202m３ 

停止時：  110m３ 
－ 

地震，地震と津波の重畳における 

評価では使用不可 

２号－補助復水貯蔵タンク 
運転時：1,249m３ 

停止時：   49m３ 

× 

（－） 

○ 

（EL15.0m） 
× － 

運転時：1,249m３ 

停止時：   49m３ 
－ 

地震，地震と津波の重畳における 

評価では使用不可 

Ａ，Ｂ－純水タンク※１            618m３ 
× 

（－） 

○ 

（EL15.0m） 
× － 618m３ － 

地震，地震と津波の重畳における 

評価では使用不可 

２号－ろ過水タンク       2,263.8m３ 
× 

（－） 

○ 

（EL30.2m） 
× － 2,263.8m３ － 

地震，地震と津波の重畳における 

評価では使用不可 

輪谷貯水槽※２       10,800m３ 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL44.0m） 
○           8,100m３ 10,800m３ 8,100m３ 

 

注水機能 

海水 
塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

塩分が析出するまでの 

期間は使用可能 

 

２号－蓄電池 容 量：８時間 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○ 容量：８時間 容量：８時間 容量：８時間 

 

１号－燃料小出槽（Ａ／Ｂ）  0.32kl 
○ 

（2.0以上） 

× 

（EL15.0m未満） 
× 0.32kl － － 

津波，地震と津波の重畳における 

評価では使用不可 

１号－燃料油貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 82kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○    82kl 82kl       82kl 

 

２号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ） 26.9kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○  26.9kl 26.9kl    26.9kl  

２号－ＨＰＣＳ燃料デイタンク 7.7kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○   7.7kl 7.7kl     7.7kl  

２号－燃料貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 279.2kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○ 279.2kl 279.2kl   279.2kl  

２号－ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク   159.5kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○ 159.5kl 159.5kl   159.5kl 

 

３号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ／Ｃ）   34.35kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL22.1m） 
○ 34.35kl 34.35kl    34.35kl 

 

３号－軽油タンク（Ａ／Ｂ）   961.8kl 
○ 

（2.0以上） 

○ 

（EL15.0m） 
○ 961.8kl 961.8kl    961.8kl 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源機能 

ガスタービン発電機用軽油タンク※３ 200kl 
× 

（－） 

○ 

（EL44.0m） 
× － 200kl － 

地震，地震と津波の重畳における 

評価では使用不可 

運転時 約23日間（全交流電源喪失） － － － 約12日間 約22日間 約12日間  継続時間

評価 停止時 約58日間（全交流電源喪失） － － － 約51日間 約60日間 約51日間  

※１ Ａ，Ｂ－純水タンクは，島根１，２号機で共用する。 

※２ 輪谷貯水槽は，島根１，２，３号機で共用する。 

※３ ガスタービン発電機の燃料として使用する。
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起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 … 57 58 59 機能 種類 
防護 

措置 
                       

原子炉隔離時冷却系による注水 

（水源：サプレッションプール） 

                       

(1)輪谷貯水槽 ｳ                        
注水 

機能 

(2)海水 ｳ 
                       

(1)蓄電池（直流電源） ｱ                        電源 

機能 (2)高圧発電機車 ｳ                        

 

 

 

 

 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 51 52 … 58 59 機能 種類 

 

                       

(1)輪谷貯水槽 ｳ                        
注水 

機能 (2)海水 ｳ 
                       

電源 

機能 
(1)高圧発電機車 ｳ 

                       

 

 

 

 

 

地震時の水源枯渇時間および電源機能の継続時間については，基本評価と

同様の評価方法にて評価した。詳細について添付１に示す。 

 

 

 

 

起因事象発生後，約 1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

塩分の析出▼ 

←約８時間 

←約 5.1日 

図１ 運転時における注水・電源機能の継続時間評価（地震） 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｳ. 緊急安全対策 

←約８時間 

塩分の析出▼ 

←約 6.0日 

図２ 停止時における注水・電源機能の継続時間評価（地震） 
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約７日 

約 58日 

約 45日 

約 58日 



 

 6 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 22 23 … 215 216 機能 種類 
防護 

措置 
                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ,ｲ,ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｲ，ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｲ，ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

(6)海水 ｳ 
                       

注水 

機能 

送水車等 ｳ                        

 

 

 

 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 60 61 … 215 216 機能 種類 

 

                       

(1)復水貯蔵タンク ｱ，ｳ                        

(2)純水タンク ｱ，ｳ                        

(3)補助復水貯蔵タンク ｳ                        

(4)ろ過水タンク ｳ                        

(5)輪谷貯水槽 ｳ                        

(6)海水 ｳ 
                       

注水 

機能 

送水車等 ｳ                        

 

 

 

 

 

津波時の水源枯渇時間および燃料供給の継続時間については，基本評価と

同様の評価方法にて評価した。詳細について添付２に示す。 

 

起因事象発生後，約 1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｲ. ＡＭ対策 

ｳ. 緊急安全対策 

 

図３ 運転時における注水機能・燃料供給の継続時間評価（津波） 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

 

図４ 停止時における注水機能・燃料供給の継続時間評価（津波） 

防護 

措置 

S
2
 
参
考
 
R
0
 

約 215日 

←約 1.6日 

←約 5.6日 

←約 4.2日 

▼塩分の析出 

←約 1.1日 

←約 2.8日 

約７日 

←約 0.3日 

←約 7.4日 

←約 5.3日 

▼塩分の析出 

←約 2.0日 

←約 0.1日 

約 45日 

約 215日 
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起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 … 57 58 59 機能 種類 
防護 

措置 
                       

原子炉隔離時冷却系による注水 

（水源：サプレッションプール） 

                       

(1)輪谷貯水槽 ｳ                        
注水 

機能 

(2)海水 ｳ 
                       

(1)蓄電池（直流電源） ｱ                        電源 

機能 (2)高圧発電機車 ｳ                        

 

 

 

 

 

 

 

起因事象発生からの時間（日数） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 … 51 52 … 58 59 機能 種類 

 

                       

(1)輪谷貯水槽 ｳ                        
注水 

機能 (2)海水 ｳ 
                       

電源 

機能 
(1)高圧発電機車 ｳ 

                       

 

 

 

 

 

 

地震と津波の重畳時の水源枯渇時間および電源機能の継続時間について

は，基本評価と同様の評価方法にて評価した。詳細について添付３に示す。 

 

起因事象発生後，約 1.6日後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｱ. 基本設計段階で採用した設備 

ｳ. 緊急安全対策 

塩分の析出▼ 

←約８時間 

←約 5.1日 

図５ 運転時における注水・電源機能の継続時間評価（地震と津波の重畳） 

起因事象発生後，約８時間後に燃料プールへ注水開始 
▼ 

防護措置 ｳ. 緊急安全対策 

←約８時間 

塩分の析出▼ 

←約 6.0日 

図６ 停止時における注水・電源機能の継続時間評価（地震と津波の重畳） 
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地震時の継続時間評価 

 

1. 水源枯渇時間評価 

(1) 運転時の評価 

原子炉へは事象発生直後から注水を開始し，燃料プールへは事象発生

後，燃料プールのプール水温が 100℃に到達する約 1.6日後から注水を開

始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

原子炉隔離時冷却系による注水 

（水源：サプレッションプール） 

約 0.3日 

（約８時間） 

輪谷貯水槽※１   8,100 約 5.1日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約５日 

 
 

※１ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 

 

(2) 停止時の評価 

燃料プールへは事象発生後，注水のラインナップ時間を踏まえ，約８時

間後から注水を開始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

燃料プールへの注水開始までの時間 
約 0.3日 

（約８時間） 

輪谷貯水槽※１   8,100 約 6.0日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約６日 

 
 

※１ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 
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2. 電源機能継続時間評価 

(1) 燃料（軽油）の保有量 

発電所構内にある燃料（軽油）の保有量を以下に示す。 

タンク 保有量（kl） 

１号－燃料小出槽（Ａ／Ｂ） 0.32 

１号－燃料油貯蔵タンク（Ａ／Ｂ）   82 

２号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ） 26.9 

２号－ＨＰＣＳ燃料デイタンク  7.7 

２号－燃料貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 279.2 

２号－ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク 159.5 

３号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ／Ｃ） 34.35 

３号－軽油タンク（Ａ／Ｂ） 961.8 

合計 1,551.77 

 

(2) 燃料（軽油）を必要とする設備の燃料消費量 

燃料（軽油）を必要とする設備とその燃料消費量を以下に示す。 

対象設備 台数 燃料消費量（l/h） 備考 

高圧発電機車 1,000kVA １ 223.7  

高圧発電機車 500kVA① ３ 360 １台あたり 120 l/h 

高圧発電機車 500kVA② １ 134  

可搬式発電機 400kVA １ 101.1  

送水車① １ 60  

送水車② １ 24  

送水車③ １ 21  

化学消防車 １ 27.5  

タンクローリ① １ 7.7  

タンクローリ② １ 9.4  

燃料抜取り用中間ポンプ駆動用 

コンプレッサ 
２ 12 １台あたり６ l/h 

ホイールローダ① １ 13.3  

ホイールローダ② １ 14.3  

バックホー ２ 37.6 １台あたり 18.8 l/h 

130tクレーン １ 10  

合計 約 1,100  

 

(3) 電源機能継続時間 

発電所構内に保有している燃料（軽油）と燃料（軽油）を必要とす

る設備の燃料消費量から電源機能継続時間を以下のとおり評価する。 

    1,551.77kl／（1.1kl／h×24h）＝約 58日
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津波時の継続時間評価 

 

1. 水源枯渇時間評価 

(1) 運転時の評価 

原子炉へは事象発生直後から注水を開始し，燃料プールへは事象発生

後，燃料プールのプール水温が 100℃に到達する約 1.6日後から注水を開

始するとして評価する。 

 水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

(1)復水貯蔵タンク   1,202 約 1.6日 

(2)純水タンク※１     618 約 1.1日 

(3)補助復水貯蔵タンク   1,249 約 2.8日 

(4)ろ過水タンク 2,263.8 約 5.6日 

(5)輪谷貯水槽※２  10,800 約 4.2日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約 15日 

 
 

※１ 純水タンクは島根１，２号機で共用であるため，島根１号機の影響を考慮して水源枯渇時

間を評価している。 

※２ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 
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 (2) 停止時の評価 

燃料プールへは事象発生後，燃料プールのプール水温が 100℃に到達す

る約８時間後から注水を開始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

燃料プールへの注水開始までの時間 
約 0.3日 

（約８時間） 

(1)復水貯蔵タンク     110 約 0.3日 

(2)純水タンク※１     618 約 2.0日 

(3)補助復水貯蔵タンク      49 約 0.1日 

(4)ろ過水タンク 2,263.8 約 7.4日 

(5)輪谷貯水槽※２  10,800 約 5.3日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約 15日 

 
 

※１ 純水タンクは島根１，２号機で共用であるため，島根１号機の影響を考慮して水源枯渇時

間を評価している。 

※２ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 
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2. 燃料枯渇時間評価 

(1) 燃料（軽油）の保有量 

発電所構内にある燃料（軽油）の保有量を以下に示す。 

タンク 保有量（kl） 

１号－燃料油貯蔵タンク（Ａ／Ｂ）   82 

２号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ） 26.9 

２号－ＨＰＣＳ燃料デイタンク  7.7 

２号－燃料貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 279.2 

２号－ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク 159.5 

３号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ／Ｃ） 34.35 

３号－軽油タンク（Ａ／Ｂ） 961.8 

合計 1,551.45 

 

(2) 燃料（軽油）を必要とする設備の燃料消費量 

燃料（軽油）を必要とする設備とその燃料消費量を以下に示す。 

対象設備 台数 燃料消費量（l/h） 備考 

送水車① １ 60  

送水車② １ 24  

送水車③ １ 21  

化学消防車 １ 27.5  

タンクローリ① １ 7.7  

タンクローリ② １ 9.4  

燃料抜取り用中間ポンプ駆動用 

コンプレッサ 
２ 12 １台あたり６ l/h 

ホイールローダ① １ 13.3  

ホイールローダ② １ 14.3  

バックホー ２ 37.6 １台あたり 18.8 l/h 

130tクレーン １ 10  

合計 約 300  

 

(3) 電源機能継続時間 

発電所構内に保有している燃料（軽油）と燃料（軽油）を必要とす

る設備の燃料消費量から電源機能継続時間を以下のとおり評価する。 

   1,551.45kl／（0.3kl／h×24h）＝約 215日
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地震と津波の重畳時の継続時間評価 

 

1. 水源枯渇時間評価 

(1) 運転時の評価 

原子炉へは事象発生直後から注水を開始し，燃料プールへは事象発生

後，燃料プールのプール水温が 100℃に到達する約 1.6日後から注水を開

始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

原子炉隔離時冷却系による注水 

（水源：サプレッションプール） 

約 0.3日 

（約８時間） 

輪谷貯水槽※１   8,100 約 5.1日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約５日 

 
 

※１ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 

 

(2) 停止時の評価 

燃料プールへは事象発生後，注水のラインナップ時間を踏まえ，約８時

間後から注水を開始するとして評価する。 

水源枯渇時間の評価結果を下表に示す。 

 

水源 使用可能量（m３） 水源枯渇時間 

燃料プールへの注水開始までの時間 
約 0.3日 

（約８時間） 

輪谷貯水槽※１   8,100 約 6.0日 

事象発生からの水源枯渇までの時間 約６日 

 
 

※１ 輪谷貯水槽は島根１，２，３号機で共用であり，島根１，３号機の影響を考慮して水源枯

渇時間を評価している。 
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2. 電源機能継続時間評価 

(1) 燃料（軽油）の保有量 

発電所構内にある燃料（軽油）の保有量を以下に示す。 

タンク 保有量（kl） 

１号－燃料油貯蔵タンク（Ａ／Ｂ）   82 

２号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ） 26.9 

２号－ＨＰＣＳ燃料デイタンク  7.7 

２号－燃料貯蔵タンク（Ａ／Ｂ） 279.2 

２号－ＨＰＣＳ燃料貯蔵タンク 159.5 

３号－燃料デイタンク（Ａ／Ｂ／Ｃ） 34.35 

３号－軽油タンク（Ａ／Ｂ） 961.8 

合計 1,551.45 

 

(2) 燃料（軽油）を必要とする設備の燃料消費量 

燃料（軽油）を必要とする設備とその燃料消費量を以下に示す。 

対象設備 台数 燃料消費量（l/h） 備考 

高圧発電機車 1,000kVA １ 223.7  

高圧発電機車 500kVA① ３ 360 １台あたり 120 l/h 

高圧発電機車 500kVA② １ 134  

可搬式発電機 400kVA １ 101.1  

送水車① １ 60  

送水車② １ 24  

送水車③ １ 21  

化学消防車 １ 27.5  

タンクローリ① １ 7.7  

タンクローリ② １ 9.4  

燃料抜取り用中間ポンプ駆動用 
コンプレッサ 

２ 12 １台あたり６ l/h 

ホイールローダ① １ 13.3  

ホイールローダ② １ 14.3  

バックホー ２ 37.6 １台あたり 18.8 l/h 

130tクレーン １ 10  

合計 約 1,100  

 

(3) 電源機能継続時間 

発電所構内に保有している燃料（軽油）と燃料（軽油）を必要とす

る設備の燃料消費量から電源機能継続時間を以下のとおり評価する。 

    1,551.45kl／（1.1kl／h×24h）＝約 58日 
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